
ISSN 1340-4334 

国研セ研究資料No. 4 
JIRCAS Res. Docum. 

国際農林水産業研究センター

研究資料No.4

熱帯農業地域における国別研究問題とその背景

（第2部）

••••
 

．．．．．．．
 

．．．．．．．．．．．
 

出
翡
翡
翡
"
"
"
＂
＂

．．．．．．．．．．．．．．
 

•••••••••••••••
 

．．．．．．．．．．．．．．．．
 

●●●●● ••••••••••• 
●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

●●● ● ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●■●●● 
●●●●●●● ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

●●●●●●●●●● ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 
●●●●●●●●● ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

●●●● ●●●●●●●■●●●●●●●●■■●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●■●● 
●●●●● ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●■●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● .....．．．．．．．．．．．．．．．．■●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● ● 
• •••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• •• 
••• •••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• •• 

● ●●● ●●●●●●●●●●●●●●●●●■■●●●●●●●●●●●●●●●●●●■●●●●●● ．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ． 
............................................... . ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● ●● 
●●●●●●●●■●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● ● 

●●■●●■●●●●●●●●●●●●●●●●●●●■●●●●●●●●●●●●●●●●●●● ●● 
●●■■ ● ●●●● ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● • .... 

●●●●● ●●●●●● ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●■...．．． 
●●●●■ ● ■●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● ● 

．
 
-．．

 
―
●
●
 

出
＿
●
 

．．．．．．．
 

．．．．．．
 

纏i
.

.

.
 

●● 
•••••••• 

●●●●●●●●●● ．．．．．．．．．． 
•• ••••••••••• ．．．．．． ． ． ．．．．．．．．．．． ．．．．．．． ．．． ．． ．．．．．．．． 

•••••••••• •••••••••••••••••• •••• •••••• 
••••••••••••••••••••••••••••• •••• •••••• 
••••••••••••••••••••••••••••• •••• •••••• 
••••••••••••••••••••••••••• ••• •••••• ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ．．． ．．．．． 

•••••••••••••••••••• ■ •• ••••• ．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ．． ． ．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．． ．．．．． ． 
••••••••••••••••••• ••••• ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
••••••••••••••••••••••••••••• 
••••••••••••••••••••••••••••• ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． •••••••••••••••••••••••••• ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 
●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 
●●●●●●●●●●●●●●●● 
●●●●●● ●●● ．翡． ．：

●● ••• ••• 
ii ... •• ••• •••• 

●●●●●●●■ 
●●●●●●●●●● 
●●●●●●●●●●●●●● 
................ 

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 
■●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● •••••••••••••••••••••••• ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． •••••••••••• •••••••••••• 
●●●●●●●璽●●●••••••••••• ••••••••• ．．．．．．．． •••••• 

●●●●● •••••••••••••• 
●●●●●●●●●●●●● 
●●●●●●●●●●● ．．．．．．．．．． 
●●●●●●●●● ••••••• •••••• 
••••• ．． ． ． 

．．
 
．．

 
．

 
．

 
．．

 

•••
 

．．．．
 

．．．．
 

．
 
•••

 
．．．．

 

．．．．
 

-．．．
 
••

 
．

 

••••••••• 
●●●●●●● 
••••• 

•
 
•

 
•••

 
•••

 
．．．

 
．

 

●●● 
●●● 

••
• ．．． 

•••••••••• 
●●●●●讐●●●●●●●••••••••••••••••• ••••••••••••••••••• 

●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 
●●●●●●●●●●●●●●●●●● 
●●●●●●●●●●●●●●●●● •• •••• 

． 

●●● 
••• 

••• 
●● 

平成6年3月

［ 農林水産省国際農林水産業研究センター

----





熱帯農業地域における

国別研究問題とその背景

第2部 平成4年度国際研究企画検討会資料

大野芳和

石原修二 濱村邦夫
尾和尚人1よ） 池 田俊禰2)

宮重俊一 岡 "~ -―伸ヽじい

け毎外＇情報音 rs)

1)現農業環境技術研究所資材動態部

2)現森林総合研究所森林生物部

平成6年 2月25日受理

平成 6年3月

農林水産省

国際農林水産業研究センター



はじめに

国際農林水産業研究センターは開発途上国の農林水産梁の発展に貢献する

め、その技術開発及び関連基礎研究等を中心に研究を推進している。研究の態

様にはいくつかの選択肢があり、最善の効果が挙がる方法が使われる必要があ

る（っしかし、そのため日本国内ではない他国の問題を取扱うには周到な調査・

検討が必要であり、少ない研究資源を有効に利用し、効果を発揮するためには

適切な戦略・戦術が必要になってくる。

このような目的のために平成4年度には引き続いて研究技術情報官（現国際

研究情報官）が中心となって国際研究企画検討会を開催し、インド、サウジア

ラビア、イエメン、オマーン、ソロモン諸島、バヌアツ、南アフリカ連邦、マ

ダガスカル、モーリシャス、メキシコ、コスタリカ、エクアドル、及びチリの

各国の一般的な農林業動向、技術の特徴、国立農業研究機関の現況、研究ニー

ズ及び共同研究実施上の問題点と展望について検討を行った。

本研究資料No.4は本検討会に提出された検討資料を取りまとめたものである。

内容として不十分な点も多々あるが、今後の利用に供するために刊行すること

とした。今後のその内容の補充．充実に期待したい。

平成 6年2月

海外情報部長

大野芳和
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1 一 乎成4年度国諏研究企置栖詞会の眠撃

熱帯農業研究の効果的な推進に資するため平成4年12月17日（木）、24日（木）及び平成5年1月

8日（金）の3回に亘って本検討会を開催した。 平成4年度には研究技術情報官が調査した、又は、

調査予定の国々、インド、サウジアラビア、イエメン、オマー ン、 ソロモン諸島、バ ヌアツ、

南アフリカ連邦、マダガスカル、モー リシャス、 メキシ コ 、 コ スタリカ、エ クアドル及びチリ

の13カ国について、①政治・経済・民生の動向、②農林業動向、③農林業技術動向、④国立農

業研究機関(NARS)の現況、⑤国際協力の現況、⑥研究ニー ズ、⑦共同研究へのアプロー チ、⑧

共同研究実施上の問題点と展望等の視点から検討を行った。 その検討の結果を本研究資料とし

て掲載し、要約を末尾に示した。 検討の結果の概要は以下のとおりである。

l) 本年の調査において近い将来TARCが研究者を派遣することが可能な国としてインド、メキ

シ コ 、 コ スタリカ、エ クアドル、チリの5カ国が挙げられた。

2) インドからは食品流通利用分野及びインド東部の稲作分野について共同研究の要請があっ

た。 メキシ コ については半乾燥農林業に槻して多くの研究課題を持つが、 当面CIMMYTとの共

同研究を中心として、更に情報の収集が必要である。 コ スタリカについては中米の代表的な

農業生態系を持つ地域であり、今後ともCATIEを通して情報交換が必要である。 エ クアドルは

赤道直下の農業生態系を持ち、稲作適地、畑作地、傾斜地が展開し、高冷地にはアンデス固

有の塊根類の遺伝資源が豊富であり、NARSへのアプロー チが可能である。 チリは地理的に南

北に長い国のため熱帯、亜熱帯、温帯、亜寒帯、高冷地等の農業生態系を持ち、各種の農業

形態が存在し、広範な分野の共同研究がNARSで可能であり、今後、更に情報の収集が必要であ

る。

3) 現地調査が未実施であるが、サウジアラビア、イエー メン、オマーンは熱帯乾燥、半乾燥

股業生態系としてユニー クな研究対象となり得る地域である。

4) 開発途上性と先進性の両面をもつ南アフリカ連邦は熱帯 ・ 亜熱帯の南部アフリカの農業生

態系をもち、研究対象として今後の検討が必要な地域である。

5) ベトナムは今回の対象からははずれるが、生産重視の政策を取り、技術開発に力点をおい

ている。FAO/UNDP、CGIAR（国際農業研究協議グルー プ）の研究機関との共同研究が実施され

ているが、TARCに対して具体的な研究テー マに基づく強い要請があることを付記する。

6) TARCは現在バイラテラルなNARS及びCGIAR研究機関との共同研究のみを行っているが、トリ

パルタイト又はマルチラテラルな共同研究の要請が最近増えてきている。 今後この問題に関

して調査 ・ 検討を続ける必要がある。

7) 熱幣農林業研究における戦略的翫点課題の素案が座長より提起されたが、今後の検討課題

とした。

8) 平成5年度以降には、新組織が新たに研究対象とする地域、すなわち東アジア北部、中央ア

ジア及びラテンアメリカ南部等の地域について調査研究等を行う。 また、アフリカ、 中南米

地域については特定テー マに関する調査を行う予定である。

-i-



2 - インF

l)政治・経済・民生の動向

(1)アジア経済研究所 「発展途上地域日本語文献目録」1983-1990

年 文献件数 うち農業開係件数

1983 123 3 

1984 150 12 

1985 148 ， 

1986 212 1 7 

1987 163 ， 

1988 169 11 

1989 162 7 

1990 158 7 

計 1285 75 

（参考：佐藤正仁 1983.6 インド ・ 絶対的貧困からの脱出転換期に立つ世界の科学技術

政策① 技術と経済 110-129) 

(2)井上恭子 1992 1991年のインド アジア動向年報1992 年版アジア経済研究所

1991年のインドは、 ラオ政権の誕生と同政権の打ち出した経済自由化政策によって特徴づけ

られる。 5月の選挙中のラジ ー プ・ガンジ 一 元首相の暗殺の後、 国民会議派は長老のナラシム

ハ ・ ラオ氏を首相に推した。 ラオ首相は経済危機を乗り切るため、 経済テクノクラー トのマン

モハン ・ シン氏を蔵相に据えて、 ルピ ーの切下げ、 新産業政策（外国からの投資への規制緩和

を含む）などの抜本的な経済自由化に踏み出した。

(3)最近の新聞、 雑誌記事 1991.6.- 1992.8. 9件

日本経済新聞 92. 6. 25. インドの民族問題

日本経済新聞 92. 6. 25. インド経済改革

日本経済新聞 92. 6. 25. インド、 自由化政策に成果

日本経済新聞 92. 9. 3. アショク ・ デサイ氏、 インド蔵相経済特別顧問

Time June 3,199] India in a State of Shock （ラジブ・ガンジ ーの暗殺）

Far Eastern Economic Review 30 Apr.1992 A turn in the south 

Rao strengthens his grip at Congress plenum 

担当：濱村 邦夫

-1-



FEER 14 May 1992 Bulls on the rampage （インドの株式市場）

FEER 23 Jul.1992 Round one to reforms 

The going gets tough as Rao dumps socialist dogma 

FEER 23 Jul.1992 Failed gods of the past （公共企業の赤字）

FEER 23 Jul.1992 Provincial paralysis 

Mafia dons, mounting deficits haunt the states 

FEER 6 Aug.1992 That sinking feeling 

India's first overseas equity issue collapses 

FEER 6 Aug. 1992 Marriage of convenience （インドとアメリカとの関係）

FEER 13 Aug.1992 On fertile ground （避妊薬）

(4)参考資料

①山崎利男 1985 悠久のインド ビジュアル版 世界の歴史4 講談社

②松山俊太郎 1988 インドを語る 白順社

③定方 晟 1982 アショ ーカ王伝 法蔵館

④深井聡男 1987 デリ ー 世界の大都市9 教育社

⑤ダイアモンド社 1992 地球の歩き方 インド

⑥五島 昭 1986 インドの大地で 中公新書790

筆者は1980-84年に毎日新聞の特派員としてニュー デリ ー に滞在した。

筆者はインドを多様性と統 一性の葛藤と見ている。 多様性（遠心力）として、 貧富の差、

カー スト制度、 男女差別、 民族問題、 ヒンドゥ ー とイスラムの対立を上げている。 統 一

性（求心力）として、 政治的努力に期待している。

（要約） インドに関する情報は、 比較的豊富である。 インドは非常に進んだものと非常に遅

れたものを両方持っているが、 国全体を平均すれば、 やはり途上国と言えるであろう。

2)農林業動向

(1)農業生産

表1農業生産（農業年度 7月～ 6月）

単位 1985-86 1986-87 1987-88 1988-89 1989-90 

食 糧 100万t 150.4 143.4 140.4 169.9 170. 4 

(a)穀類 II 137. 1 131. 7 129.4 15 6. 1 158.0 

米 II 63.8 60. 6 56. 8 70.5 7 4. 1 

小麦 ” 4 7. 1 44.3 46.2 54. 1 49. 7 

ジョワ ール II 10. 2 9. 2 12. 2 10. 2 12. 9 

とうもろこし ＂ 6.6 7.6 5. 7 8.2 9.4 
ノ‘‘ ‘/‘‘、

：ェフ一 ＂ 3. 7 4. 5 3. 3 7. 8 6.6 
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グラム II 5. 8 4. 5 3.6 5 .  1 4. 2 

トゥ ール ＂ 2.4 2. 3 2. 3 2. 7 2. 7 

(b)豆類 ＂ 13. 4 11. 7 11. 0 13. 8 12. 6 

非食糀

(a)油料種子 1 00万t 1 0. 8 11. 3 12. 7 18. 0 16. 8 

(b) さとうきび ＂ 170. 7 18 6. 1 196. 7 203. 0 222.6 

( c)綿花 100万へ
‘、

イル 8. 7 6.9 6.4 8. 7 1 1. 4 

( d)ジュ ー ト ＂ 10. 9 7. 4 5.8 6. 7 7. 1 

(c)メスタ ＂ 1.8 1. 3 1.0 1. 2 1. 2 

(f)じゃがいも 100万t 10. 4 12. 7 14. 1 14.9 15. 1 

1) 1989-90年度の数字は暫定

2) 油料種子は、 落花生、 菜種、 マスタード、 胡麻、 ひまを合わせたもの

3) 綿花の1ベイルは170 kg 、 ジュ ー トとメスタの1ベイルは18 0 kg 

4) ジョワ ールはソルガム、 バジュラはトウジンビエ

5) グラムはヒョコマメ、 トゥ ールはキマメ

6) メスタはロ ー ゼル

（出所） G overnmen t of India ,  1991 E con omi c Survey, 1990-91 

アジア経済研究所 アジア動向年報1992 年版 所載

(2) アジア経済研究所 「発展途上 地域日本語文献目録」に

ある主な農業関係文献

坂元邦夫 1986 インド農業の発展と今後の課題国際農林業協力情報 9(1) :7-13 

岩田文男ほか 1986 乾燥 地農業の研究事情調査報告書 洲7.,＼
゜

キスクソ ・ イソド熱帯農業研究セ

ンター 研究資料

宇佐美好文 1987 インドの緑の革命と食糧事情股業と経済 53 (3 ) : 71-80 

松本絹代 1988 農業開発の地域的課題 インド国際農林業協力 11(1 /2):118-121 

国際農林業協力協会 1989 インドの農業

(3) 資料の検索

熱研情報資料課所蔵の図書

インド関係 カ ード 英文 688 冊

和文 137 冊

切t
o

l -ク 英文 5 冊

(1991 -) 和文 5 冊

CAB (19 8 2 -92. 10)文献検索

インド 76682件 農業 57761件 インドの農業 3394件
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林業 52773件 インドの林業 2462件

畜産 121199件 インドの畜産 2998件

漁業 23160件 インドの漁業 1156件

TROSIS （熱研スライド情報システム）検索 527件

内訳 稲作 104 畑作 75 資源特用作物 19 

野菜 ゜ 果樹 5 土壌肥料 62 

草地畜産家衛 4 養蚕 2 農業工学 13 

農業機械 50 林業 5 植生 13 

病害虫獣 16 気象 ゜ 生活 106 

建物人物 157 利用加工 24 経営 6 

遺伝資源 19 ノム＼宜口ま ゜ 情報 5 

TRODIS （熱研文献情報システム）検索 116件

TROPIS （熱研印刷物情報システム）検索 66件

（要約）インドは「緑の革命」の成功によって自給を達成したが、 安定性および先進地と後

発地の格差の是正、 農村の貧困と雇用の改善などに関して、 まだ、 多くの課題を抱えている。

国の大半は天然の降雨に頼る半乾燥地農業であり、 農業発展のために は多額の投資を必要と

している。

3)農林業技術動向

(1)在来技術

乾燥地の伝統的股法は、 土壌水分の保全を中心としている。

中尾佐助(1966栽培植物と農耕の起源）は、 稲作文化は、 雑穀栽培の「サ バ ンナ農耕文

化」の変形に過ぎないと考えた。

応地利明(1987稲のアジア史2)は、 インドの稲作が、 ①畜力による整地作業、 ②直播

（撒播）が多い、 ③稲どうしの間で混播、 混植している、 ④牛蹄脱穀法が多い、 など雑穀

の農法と共通して点 が多いとしている。

北インドにおける焼き畑jhumに替わるシステムが求められている。

(2)資源投入

泄漑普及率は25%で、 インドネシアの35%、 ベ トナムの28％よりは低いが、 タイの20% 、

フィリピンの19%よりは高い。 しかし、 パ ンジャ ー プ地方 のみをとってみると、 1970年時点で

66 %であり、 特にTube well泄漑の普及が顕著であった。

稲の近代品種の普及率は58%で、 フィリピンの87%、 インドネシアの72％よりは低いが、 マレ

ーシアの54％ とはほぼ等しく、 バ ングラデシュの30%、 タイの13％よりは高い。

肥料の投入最（成分量合計）は65kg/ha で、 やや少ない方である。 フィリヒ° ンの63kg/ha

とほぼ等しく、 タイの39kg/haよりは高い。 国内の各州の間での格差が大きく、 「緑の革命」
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の進んだ西部の諸州では、 施肥屈 が多く、 東部の諸州では低い 。

(3)低投入持続的農業

近代的な多収技術 が投入資源の不足のために困難な 地域で、 既存の資源を最大限に活用する

「適正技術」Appropriate technology の必要性が主張 された。 国際セミナ ー がオランダのデル

フト工科大学で1979 年に催 されている。

Appropriate Technology Development Association が Luc know, Uttar Pradeshで結成 され

た。

適正技術の開発に際しては、 社会的、 文化的背景の認識 が重要で あり、 社会科学系の研究者

の参加 が望まれる。

適正技術開発の研究例としては、 侵食防止法、 有機肥料の活用、 旋魚の海入、 工業副産物の

再利用、 更新可能なエネルギ ーの利用、 バイオガスの利用、 手動ポンプ、 竹を用いた井戸、 畜

カの播種、 施肥同時作業機、 ペダル式唐箕など が ある。

Natural Resources Management for a Sustainable Agricultureのテ ーマで1990 .2. にシン

ポジウム がお こなわれ、 2冊の報告書にまとめられた。

（要約） インド が人口増加に見合う食橿の生産を得るためには、 近代的多収技術の更な

る導入 が不可欠で あろう 。 他方、 環境保全への 考慮 が今までより厳しくなるので、 新しい工夫

も必要と される 。

4)国立｝農業研究機関 (NARS)の現況

(1) ISNAR 1989. A global database on National Agr. Res. Systems. 

インドの農業関係研究機関は、 国と州の2レベル が ある。 国レベルでは、 ICAR傘下に国 立

研究機関40、 研究センタ ー14、 全インド統合研究プロジェクト (A ICRP) 7 0以上、 国 立

大学12 が ある。 州レベルでは、 アメリカのLand-grant systemを取入れ、 州 立大学 が農業の

研究（及び 教育、 普及）を行っている。 ICARと州 立大学 (SAU)はA ICRPにより協力しており、

いくつかの州立大学では、 年間予算の15 -30 ％ が ICARからの資金で ある 。 州立大学の予算

のほぼ3分の1 が研究に使われている。

表2 研究者数の変動

ICAR 

SAUs 

1975 

3440 

2126 

1979 

3707 

3203 

198 5 

4109 

4280 

1987 

40 52 

5800 
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計 5666 6910 8389 9852 

ICAR : Indian Council for Agr.Research 

SAUs : State Agricultural Universities 

表3 研究費の推移

1970 1975 1980 1985 

Current LCU (million Rupees) 267 583 1342 2082 

Constant 1980 LCU (mi I. Rps) 616 843 1342 1423 

Constant 1980 US$ (mi 11 ions) 

Atlas 74 101 161 1 71 

PPP 204 279 4 4 4 471 

Source 1) 2) 3) 3) 

Source 1) Boyce,JK.,et al.1975. 

2) Oram,PA.,et al. 1984. 

3) Randhawa,NS. Agricultural Research in India: 

An Overview of Its Organization,Management and 

Operations. FAQ Research and Technology Paper 3, 

Rome: FAQ, 1987. 

(2) Longman Group UK. 1990. Agr, Res. Centres. 

1990年（第10)版では、 192機関を収録している。

1983年（第7)版では、 398機関を収録している。

(3)訪問研究機関(1992.9) 

主要訪問研究機関名：インド農業研究会議、 インド農業研究所、 中央土壌塩類研究所、 国際

半乾燥熱帯作物研究所、 稲研究理事会、 中央食品技術研究所、 インド稲研究所

①インド農業研究会議(ICAR) 

副局長で作物担当のDr.P.N.Bahlを訪ねて、 関係者から話を聞いた。

耐塩性作物は特にラジャスタン州などで重要であり、 内陸で5百万ha、 沿岸地帯で2百万ha

の7百万haが対象地域となる。 既にいくつか耐塩性の優良品種が育成されている。
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稲の研究では、 3つの緊急の重点課題を設定した。 それらは（イ）香り米（輸出用バスマテ ィ）

(n)ハイブリッドライス、 (Jヽ）陸稲である。 4 100万haの水田のうち、 6 0 %が Rainfed であり、

4 0 %が灌漑田である。

DRR(Directorate of  Rice Research)と CRRI(Central Rice Research Insti- tute)は共に

ICAR 傘下の研究機関であるが、 DRRは研究の他に、 連絡試験の調整をやり、 主として泄漑水

稲を扱うのに対して、 CRRI は研究のみを行い、 主として 天水田の稲を扱う。

②インド農業研究所(IARI)

所長の話を聞いた後、 副所長の Dr. P.N. Tiwari と土壌牒薬部の Dr.M. S. Khera に案内しても

らって、 稲作付体系、 とうもろこし作付体系、 畜産、 微生物部、 藍藻、 肥料 長期連用試験、 バ

イオガス、 環境汚染研究、 害虫総合防除、 稲育種などの各セクションの話を聞いた。

稲作付体系では、 セスバニア、 カ ウピ ー、 マン グビ ーンなどとの輪作試験を開始した。

とうもろこし作付体系では5作物との組合せを検討し始めたが、 鉄欠乏、 亜鉛欠乏も問題に

なる そうである。

畜産研究については一部が!ARI に残っているものの、 主体はHaryana州Karna]の NDRI

(Nat ional Dairy Research Institute)に移転したとの ことであった。

微生物部は有用微生物の研究を行い、 Microphos, Rhizobium, Azotobacter, Azospirillum 

などの微生物肥料を製造していた。 有機物の分解過程をコンクリー ト 枠を用いて研究し、

Organ o-Bio-Ferti I izer なる考え方を打ち出していた。

藍濠類については、 約5 00 の 遺伝資源を持ち、 水田での施用法を普及に移していた。

肥料の 長期連用試験の結果によると、 半最施用区では4~5年で、 1 .5 倍施用区でも12 "'15年

で稲収量の低下 が顕著になる。 これは主として鉄、 亜鉛などの微量要素の 欠乏による。

牛の糞からエタンガスを得る プラントが出来ている。 バイオガスの 一つの問題点は冬期間に

生産が低下することである。

ガンジス河の農薬汚染のモニタリン グを行っている。

IARIの害虫研究部 門では、 昆虫の 立派な標本庫を持ち、 また 天敵の研究を進めていた。

IARIでは香り米の新 品種PusaBasmati を育成した。 Pusaは IARI の立地する地名からきて

いる 。 育成の主任は現在DRR の所長である Dr. E. A. Siddiq であった。

③中央土壌塩類研究所(CSSRI)

CS SR I (Central Soi I Salinity Research Institute) はデリ ー 市の北西約16 0 kmの

Haryana州 Karna]に位置する。 4部から構成 されるが、 それらは土壌・作物、 作物改良、 排水

•水管理、 技術評価移転である。 9 1 名の研究者 がいる。 耐塩性、 耐アルカ リ性の作物の育種は

ほぼ1作物1研究者の割合である。

稲の生理、 育種、 麦の育種、 油料作物の育種の 話を聞き、 Gudha の現地選抜圃場を見た。

耐アルカ リ性に優れる 品種として、 稲では CSR 10 ，小麦では KRL 1-4 が育成 されている。

CSR 10 はその 抵抗性をCSR 1 から受け継ぎ、 さらにその元はインドの在来品種である Damodar

から来ている。

アリ カ リ土壌の改良は石膏を施用することによって可能である。

耐塩性の 生理的指標として、 Na/ Kの 比率に注目している。 プロ リンの 蓄積、 アブシジン酸の
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生 成など基礎的研究 に つ いては、 文献的知 識 は 充 分と思 われたが、 施設的 に は 研究実施 は困難

と見受けられた 。

④稲研究理事会 ( DR R , D i r ec t o r a t e o f  R i c e Res e a r c h )  

稲研究理事会 はハ イデラ バ ー ドの南 の郊外 、 アンドラ プ ラ デシュ 大学 キ ャ ンパ ス の近 くに あ

る。 理事会 といっても 実質 は研究機関で ある。 所長 の D r . S i d d i q の話 を聞 いた。

最 近 、 稲 の収 量 レベル が頭 打 ち となり、 収益 性 も 低下 しているこ とが問題で あるとい う 。 将

来 の人 口 増加 を考えハ イブリ ッ ドラ イス の本 格 的導入を目 指 してお り、 1991 -9 5 の間 UNDP か

ら の資金 を仰 いで いる。 種子貯蔵施設 を建設 中 で あり、 建 物はインド側 の負担 、 内 部 施 設 は U

NDP 資金 によるとい う 。 中 国 か ら 二 人 の専 門 家 が指 導 に 来 ているとい う 。 中 国や フィリピン( I

R R I ) に 研究者 を送 って研 修 さ せ るとい う 。

網室 はよく整備 されてお り、 トビ イロ ウ ンカ 、 シン トメ タマバ エ 、 寄生蜂 トリ コ グ ラ ンマ、

白 葉枯病、 紋枯病などの病害虫抵抗 性 の検定 、 研 究 が進 められていた。

バ イテ ク に つ いてはロ ッ ク フ ェラー の援助により、 RFLP , 細胞融合などの研究 をや るとい う 。

⑤ 国 際 半乾燥 熱 帯作物研究所 ( I C R I S AT) 

I C R I S AT 訪 問 当 日 は 、 野党 インド人民党 ( B J P) の提 唱 による肥料価 格 自 由化 （値上 げ ）反対 の

ゼ ネス ト ( B a n d h)の 日 に ぶ つ か った。 ゼ ネス トの 日 は一 般 の商店 は投石 を恐れて閉 店 し、 市 内

に は外 出 禁止令 が出 されるとい う 。 I C R I SAT の通勤 は市 内 の集合場所 から 警 察 の護衛 がつ いた

通 勤 用 バ ス で往復す るというも ので あった。 一 般職員 は乗 り切れず 、 幹部職員 のみ出 勤 し、 所

全体 としては半ば休 日 の様な状態 で あった。 翌 日 の新 聞 によると、 バ ス が約 50 台 焼き打 ち さ

れ、 逮捕者 はハ イデラ バ ー ド市 内 で 2 50 名 、 州 全体 で は3000 名 に 達したとい う 。

日 本政 府 プ ロ ジェ ク トの伊藤 、 松永 、 （飛 田 氏 は 出 勤 出 来ず） の各 氏 、 生理 の D r . C . J o h a n s en

， 情報管 理 ・ 交換計画 の Dr . R . P . E a g l es f i el d , ソ ル ガム育 種 の D r . J . W . S t en h o u s e , 窒 素 固 定

の D r . O . P . R u p e l a , 所長 の Dr . J . G . Ry a n の話 を聞 いた。

キ マメ の燐 酸 吸 収 に 関 す る研究 は、 次 の段 階 の研 究 としては高度な設備 が必 要 となると の判

断 か ら 、 そ の後 中 断 されているというこ とであった。

生物的窒素 固 定 の研究 は、 持続的農業 のか け 声 に も かか わら ず 、 そ の優先度 を下 げ ていると

見 受けられた。

⑥ 中 央食 品技術研究所 ( C FTR I , C en t r a l F o o d  Tec h n o l o gy Res e a r ch I n s t i t u t e) 

C FTR I はマイソ ー ル市 内 に あり、 旧 王族 の宮殿 を利 用 している。 昨年12 月 熱 研 に も 来 た D r

. P . V eer aj u の話 を聞 いた。 D r . Veer a j u は食総研 、 熱 研 に 対 し、 2 項 目 の研究 プ ロ ジェ ク ト を提

言 している。 特に 近赤外 分析計を用 いた d o s a , i d l i などのイン ド の伝統的 インス タ ン ト食 品 の

品 質 管 理 の研究 に 熱意 を持 っていた。 他 の一 つ は、 野菜 、 果実 のポ ス トハ ー ベ ス ト、 特に 貯蔵

と輸送 の間 題 で ある。

CFTR I は国連 大学 のプ ロ ジェ ク トによって、 食総研 とは緊密 な 連絡 があり、 過去 に 熱研 も 研

究 者 を派遣 していたこ とがある。

CFTR I の研究設備 は、 USA I D の支援 で 整備 さ れ たこ とも あり、 かなり充実 していた。 N I R , HP-L

C , NMR , GC-MS , DNA S eq u en c er などで ある。 しか し、 一 部 のも のは 老 朽化し、 利 用 出 来なくなっ
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ている も の も あった。

⑦インド稲研究所( CRR I , C entra l Ric e Rese arch Institute ) 

CRRIはインド東部のオリッ サ州に あり、 長い伝統を持つ研究所で ある 。 部 が 10 、 課 が 3 ある 。

それは、 農 学、 作付体系、 農業工 学、 生理、 遺伝育種、 遺伝資源、 生科 学、 昆 虫、 病理、 土壌

． 微生物お よ び 電子 ・機具、 統計、 殿業経済で ある 。 研究者は 1 10 人で ある 。

作付体系、 育種、 バイテク、 病理、 虫 害の各分野の話を聞いた。

作付体系はそれ ぞれの土 地の水条件に よ って異 なるので、 標 高 別、 雨期の湛水深別に 地域を

分類してそれ ぞれに可能 な体系を研究している 。 研究は十年来続 けているが、 最 近は フォ ード

財 団 の援助に よ るプロ ジェクト研究を行っている( 1989-92 , 1992 -9 5 ) 。

CRR I では 46 の新 品 種を育成した。

バイテク部 門では約培 養の実 験をしていたが、 培 養 室の温度管 理 も まま ならず、 費用 節約の

ため、 アルミ箔を使わず綿栓を繰り返し使っているという状況で予算の不足は 明かで あった。

CRR I は害虫の発生圧の高い所で、 諸種の虫害の 抵抗性選抜には適しているという 。 シントメ

タマバ エの選抜に途中から植物体を切る方法 が考案 さ れていたが、 この方法で感受性の 品 種で

は ほ と んど 100 %のゴ ール が形成 さ れていた。

（要約 ）

インドは一 応 自 給を達成し たとはいう も のの、 なお多 く の貧 困 層を抱えており、 協力を必要

としている 。

研究機関 も 長い伝統を持 ち、 優れた成果 も出している が、 内部装備は な お 貧 弱 な 面を抱えて

お り 、 支援を必要としている 。

5) 国 際研究協力の現況

イ ンドは 比 較的外国援助に頼らず、 自 力でやってきた方で ある 。 ICARのパン フ レットに よ れ

ば、 国 際協力に関して次のよ うに 記 述して いる 。 「ICARは諸外国、 CG I AR機関を含む国際機関 な

どと32 の協約あるいは協定を結 んでいる 。 外国の資金援 助に よるプロ ジェクトが109 ある 。 年間

300 - 3 50 人のインド人研究者 が、 学位取得、 訓練 あるいは国際シン ポジウム参加のため外国に

出ている 。 」

( 1 ) 外 国からの技術協力

農業研究教育局の年次報告 (1990-9 1 ) に よ れば、 外国の援助に よ るプロ ジェク ト の主 な もの

は、 以 下の通りで ある 。

① カナダ( IDRC) は、 Carp Nutriti onal Review, Asi an Sma l l  Ruminant Inform ati on C e  

ntre ( ASR I C ) , DBMS for C entral I nstitute o f  Fresh W ater Aquaculture などのプロ ジェ

クトを 支援している 。

② アメリ カ は、 Soybe an Proc essing and Utili z ati on, P ost- h arvest Tec hno l ogy  o f  Frui 

ts and V eg etab l es, Pro j ect Implem entati on Unit, Faculty Forestry Training, Intrac e l l  

J ar Bl o od Prostia with P articu l ar Re ferenc e  t o  Immunoprophyla xis and Control, Embry o 
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Trans fer Technology, Conv ersion of  Biodegradable Anima l  Waste into Livestoc k Feed, 

Agro- meteorology Research, Agroforestry Research の 9 つのプロ ジェクトを 行 っ ており、 こ

れらの内、 2つは 199 1.3. に 完 了した。 残る7 つは1992.6. に 終 了する。 新しい 6 つのプロ

ジェクトが承認 され、 事前調査に入 っ ている。 それらは、 On Farm Water Mana gemen t, Fa rm E 

q ui pment Manufacturing Techn ology Centres, An ima l  an d Fi sh Gen eti c Resources Conserv 

a ti on, Tissue Culture in Horticultura l Crops, Protected Cultivation an d Green h ouses 

, Integra ted Pest Managemen t で ある。 USAID は Pla nt Gen etic Resources Proj ect を 支援

している。 USIF (US- In dia Fund)は ICAR の紐織、 州 立大学 などに 94 のプロ ジェクトを持 ち、

新たに 3 6 のプロ ジェクトを 計画している。

Roc kefeller 財 団は雑誌 Oryza の出版を支援している。

③ ソ連との協定は 1987 年に 結 ばれた。 Whea t Breedin g, Sun flower, An imal Hea lt h  

の 3 分野で 5年間にわたり、 材料、 情報、 研究者の交換、 交流 を 行う。

④ イギリ ス とは Renewab l e Natural Resources の研究プロ ジェクトの協定 を 結 んだ 。

⑤1990 年にア フガニ スタ ン政府と MOU を 交わした。

⑥BARC (Ba n gladesh Agr. Res. Coun cil)と科学技術協定 を 結 び、 実行計画 を 協議した。

⑦ SAARC (South Asian Association for Regiona l  Coopera tion)の技術委 員会に 参画して

いる。 SAARC として Agricultura l In formation Centre ( SAIC)を作 っ た。

⑧ インドは CG IAR の資金供 与国の一つ で ある。 CGIAR の13 機関の内、 9 の機関と協定 を

結 んでいる。 それらは、 ICRISAT, CIMMYT, IRRI, WARDA, CIP, !CARDA, IBPGR, CIAT, 

IFPRI で ある。

⑨ 他に、 中 国、 フィリピン、 モン ゴル、 キュ ー バ、 エジプト、 フラン ス か ら の研究者が協定

に 基 づ いてインドに来訪している。

⑩ 世界銀行が26 の州 立大学の研究機能 を 強 化するためのNational Agricult ura l  Proj ect 

を 支 援している。 このプロジェクトは 1979 年に始まり、 1985 年にPhase I を 終 了し、

986 年から Phase II に入 っ た。 120 の農業気候 区分 を カ バ ーする343 のResearch Cent 

res の研究設 備が強 化 される。 それに よ っ て l oca tion spec i fic で need- based rese- arc 

h を行うためで ある。

(2 )日 本からの技術協力

国際協力 事 業 団のインドにおける農業研究関係案件は、 中 央蚕業研究訓練所 (CSRTI)のプロ ジ

ェ ク ト のみで ある。

中 央蚕業研究訓練所( CSRTI, Central Sericultural Resea rch and Tra ining Instit ute) 

マイソ ールの当機関で 国際協力事業 団に よ る技術協力 が行われているというので、 立ち寄 っ

て 見 た 。 インド側 が UNDP からの借款に よって建物を作り、 内部施設を J I CA 資金で整備する

計画で あるという 。

イ ンドでは さく蚕、 くす掻 など珍しい蚕 の 遺伝資源 が ある一方で、 通 常の蚕の場合、 繭から

生糸 を 得る収率 が1/9 ないし1 /10 で、 日 本の1 /4 程 度に 比 べると半分位で あることが 問 題で あり、

効 率のよ い 二 化蚕を尊入するこ と が必嬰とのこ とで あった。
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CRR I の 病理 の Dr . S . Dev a d a t h の 部屋 に はベ ト ナ ム 語 で 書 か れ た 賞 状 が 掲 げ ら れて い た 。 Dr . D

e v a d a t h は Cu u l o n g De l t a R i c e  R e s e a r c h I n s t i t u t e に 約 4 年滞在 し て 指 導 し た こ と が あ り 、

そ の 功 績 を 表彰 さ れた の だ と の こ と で あ っ た 。

6) 研究ニ ー ズ

( 1 ) 国 家経済発展計画

国 家経 済発展計画 は 第 1 次 か ら 第 8 次 に わ た っ て お り 、 農村 開 発計画 を 中 心 と し て 、 各期 の

重 点 は 以 下 の よ う に な っ て い る (A I CAF 「 イ ン ド の 農業」 ） 。

第 1 次 1 9 5 1 - 5 6  農村共 同 体 開 発 (V i l l a g e C o mmu n i t y Dev e l o p m e n t ) 

村 の 自 治機 関 P a n c h a y a t と 協 同 組 合 の 育 成

第 2 次 1 9 5 6-6 1 耕作協 同構想 参加 (P a r t i c i p a t i o n ) 問 題

第 3 次 1 9 6 1 -6 6  P a n c h a y a t  R a j 農民 の 自 治組織

年次計画 1 9 6 6-6 9 1 9 6 6 年 か ら 高収最 品 種 の 等入 が 始 ま る

第 4 次 I 9 6 9-7  4 S FDA , S a m  1 1  Fa r m e r s  D e v e  I o p m e n  t Ag e n c y  

NFAL , Ma r g i n a l  Fa r me r s  a n d  A g r i c u l t u r a l  L a b o u r o r s  

DPAP , D r o u g h t  P r o n e  A r e a  P r o h r amme  

C SRE , C r a s h  S c h e m e  f o r  R u r a l  Emp l o yme n t  

第 5 次 1 9 7 4-7 9 WYDP , W h o l e  V i l l a g e  De v e l o p m e n t  P r o g r amme  

Twe n t y  P o i n t Ec o n o m i c  P r o g r a mme  

I RDP ,  I n t e g r a t e d  R u r a l  Dev e l o p m e n t  P r o g r a mm e  

1 9 7 6  - S FDA と MFAL を 統合

FWP , F o o d  f o r  Wo r k s  P r o g r a mm e  

1 9 7 7 ー ジ ャ ナ タ 党政権

年次計画 1 9 7 9  農村 開 発 を 担 当 す る 省 が 独 立 農村復奥省 M i n i s t r y  o f  

R u r a l  R e c o n s t r u c t i o n 

S FDA , MFAL , DPAP , CADP を I RDP に 統合

農業 の 多 角 化計画

混合農耕技術 M i x e d f a r m i n g  t e c h n o l o g y 

第 6 次 1 9 8 0-8 5 NREP , N a t i o n a l  R u r a l  Emp l o yme n t  P r o g r amme  

I S B ,  R u r a l  I n d i s t r i e s ,  S e r v i c e s  a n d  B u s i n e s s  C o m p o n e n t 

TRY SEM , N a t o n a l S c h e me o f  T r a i n i n g o f  Ru r a l  Y o u t h  

f o r  S e l f -e mp l o ym e n t  

第 7 次 1 9 8 5- 9 0 農業生産 の加速化、 食糧穀物 と 食用 油 の 自 給化

第 8 次 1 9 9 1 - 9 5

( 2 ) 農業政策 目 標

第 7 次 5 ケ 年計画 ( 1 9 8 5- 9 0 ) の 農業 開 発政策 は 、 農業生産 の 急速 な 発展 を 目 指 し て い る 。 農

業生産 の 年成長率の 目 標 を 4 % と し 、 食糧生産 の 年成長率の 目 標 を 3 . 7 % と し て い る 。

こ の た め 、 灌漑面積 の 拡大 ( 1 3 0 0 万h a ) 、 化学肥料 の 増 投 (8 4 0 万 t か ら 1 4 0 0 万 t へ） 、 品 種 改
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良 、 作付パ タ ー ン及 び作付集約度 の改善 、 地域間 ・ 階層 間 ・ 作物間 の格差の縮小 を函 るこ とに

し ている。

重 点 的なプ ロ ジェ ク ト としては、 以 下 のも のを掲 げ ている。

①東部地方 の稲作特別 計画

②油料種子生産振奥

③ 天 水依存農 業 地域 用 の泄 漑 開発プ ロ ジェ ク ト

④小規模限界零細農援助

⑤社会的植 林

( 3 ) 農 業 技術研究 目 標

第 7 次 5 ケ年計画 (1985 -90)の農業 研究 の 重 点 領域 は次 の通 りである （藤 田 幸 一 A I CAF 「

インドの農業」）。

①潜在的収 量 と実 際 の収 量 との差を埋 めるよう様 々 な障害 （病害虫 、 土壌 の塩や アル カ リ 化 、

干 ばつ 、 洪水）に 対 す る抵抗 性 を付与 し た新 品 種 を開発す るこ と

②低浪地や畑地で米 の生産 性 を上 げ るために 、 農民 に 受 け入れられ易 い技術 を開発す る こ と

③ 天 水畑 が支配的な州 の各 プ ロ ッ ク ま たはいくつ かのブ ロ ッ ク 群 に つ いて危 険要素 を考 慮 に

入れつ つ 、 改 良乾燥農 業 技術 を開発す るこ と

④豆類 、 油料種 子 の品 種 改 良 の突破 口 を切 り開 くこ と

⑤ 品 種 改 良 のための遺伝子ベ ー ス の拡 大。 植物、 動 物、 魚類 の遺伝資源 の保存 と開発

⑥生命 工 学 に関す る研究活動 の強化

⑦ 農業 気象 学 へ の研究助 成 の拡大

(4 ) NARS の研究 課題

農 業 研究教 育 局 の掲 げ ている研究領域 は、 ① C r o p S c i en c es , ② S o i 1 a n d W a t er Ma n a g e  

m e n t , ③ H o r t i c u l t u r e , ④ A g r i c u l t u r a l En g i n ee r i n g  a nd Techn o l o gy , ⑤ An i m a l S c i en c e  

s ' ⑥ F i sher i es , ⑦ A g r i c u l t u r a l E c o n om i c s  a n d S t a t i s t i c s , ⑧ R es e a r ch o n  Tr ib a l s  

a n d S ched u l ed C a s t es てせ ある。 部 族 と指定 カ ー ス トに 対す る特別 の配慮 が特徴的であるが、

そ の内容 としては、 関係 の45 地点で、 新技術 （新 品 種 ）の展示栽培 を行 い、 収入増加 の道 を

示す とい ったも のに なっている。

( S ) CG I AR の研究課題

I C R I SAT の研究 は、 6 つ の M a n d a t e C r o p s  ( S o r ghu m , P e a r l  M i l l et , F i n ger M i  I l et ,  G r o u n d  

n u t , P i geo n p e a , Chi ckp e a ) に つ いて S t r a t e gy を立 て、 ま た地域 の P r i o r i t i es を考 慮 し てい

る。

(6 ) ＇「ARC の研究課題

大内 穂 ( A I CAF 「インドの農業 」）は、 インド農 業 に 対す る 日 本 の協力分野 として、 次 の 7

項 目 をあげ ている。

①農 業 生産

（イ） イン ド東部 の稲 作 （乾地 の稲 作 ）、 乾地 の畑作技術 、 油料種子
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(n ) 遣伝資源、 品 種 育 成

（ハ） 生産 の 多 角 化 、 間 作 ・ 混作 ・ 多 毛 作 、 野菜、 園 芸 、 牧 畜
(：：：) 生産管理法
（ホ） 作物保険

（へ） 生産基盤、 泄漑、 区画整理

（ 卜 ） 機械化

（チ） 肥料、 農薬、 除草剤 の 生産
②農産物 の 保存 ・ 加 工

（イ） 収穫物 の 保存技術

(n) 貯蔵施設 の 建設

③農産物 の 市場、 流通
④農村 開 発
⑤研究協力 I CAR と の 共 同 プ ロ ジ ェ ク ト

⑥金融面 で の 協 力

⑦農村 開 発行政 の 協力

(7 ) 熱研 に 対す る イ ン ド側 か ら の ア プ ロ ー チ
・ 稲 の 遺伝資源 に 関 す る DRR の Dr . S i d d i q か ら の 共 同 研 究 の 要請

技術会議事務局 の 中 川 原研究 開 発 官 （ 当 時） か ら 紹 介 が あ っ た 。

・ 伝統食 品 の 品 質 管 理 と 野菜 ・ 果実の ポ ス ト ハ ー ベ ス ト に 関 す る C FTR I の D r . P . V e e r a j u か ら の
共 同 研究 の 要請。 D r . P . V e e r a j u は 国 連大学 の 招 き に よ り 来 日 。 熱研 に は 1 9 9 1 . 1 2 . 3 . に 来所。

熱研小林企連室長 お よ び食総研岩元部長 か ら の ア ド バ イ ス に よ り 、 イ ン ド科学技術庁CS I R に 提
案文書 を 上 げ た 。 同 案 は 1 9 9 2 . 1 2 2 6 ． 付 け で食総研 に Fa x で送 ら れ て き た 。

• I CAR の Dr . R . S . P a r o d a , D i r e c t o r  G e n e r a l f o r  C r o p  P r o d u c t i o n と D r . Ma n g l a R a i , 

A s s i s t a n t  D i r e c t o r  G e n e r a ] の 来訪。 両 氏 は イ ン ド種子研究、 生産、 貯蔵施設整備計画 （
無償協力 ） の 事前調査 の 打 ち 合せ の た め 、 来 日 し た 。 1 9 9 2 . 2 . 1 9 . に 来所。

・ イ ン ド農業大 臣 の 来所

7) 共 同研究への戦略 的 ア プ ロ ー チ

( I )  熱 研 が 過去 に 派遣 し た 研究者

氏名 年度 分野
水 田 叩戸 6 7-7 0 流通利 用
大森 武 6 8-6 9 畑 作
御子柴晴夫 6 8- 6 9 畑 作

荒 井 克 祐 6 9-7 1 流通利 用
家永泰光 7 2-7 4 農業経営

（派遣者名 簿 昭 4 1 -5 7 , 5 8- 5 9 , 6 0 ー平 1 )

課題 派遣先

熱帯農産物 の 食 品 的 利 用 C FT R I  

ソ ル ガ ム の 育 種 I AR I  

熱 帯 の ト ウ モ ロ コ シ 育 種 I AR I  

熱帯農産物 の 食 品 的 利 用 CFTR I 

イ ン ド の 農 業 の 技術革新 l A R l  
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飯塚典男

大森 武

田 中 健 治

斎藤道彦

有原丈 二

77 -79 病 害虫

8 0-82 畑作

82-83 流通利用

82-83 流通利用

83 -85 畑作

ラ ッ カ セ イの病理 ICRISAT 

ソルガムの耐虫性 品 種 ICRISAT 

ピ ーナ ッ ツのマイコトキシン ICR I SAT 

ヒ° ーナ ッ ツのマイコトキシン ICR I SAT 

半 乾燥地帯のマメ類の生理生態 ICR I SAT 

家永は、 「食糧の国際開発」 明文書房 1977 年 中 でインド、 パンジ ャ ーブの農業経済と技

術革新に 一 章を あてている。 チュ ーブウェルの普及が 「緑の革命」の前提をなしたとし、 次の

段 階として 「 白 い革命」 （牛乳 ＝ 畜産） を展望している。

短期在外研究

服部伊楚子、 貞 永仁恵、

竹 尾 忠 一、 日 高 輝展、

真鍋 勝、 山 元 剛、

研究管理調査

渡辺好郎、 花木琢磨、 渡辺 昭 三、

栃原 比 呂 志、 志村英二、 加藤 肇、

伊藤純雄、 長谷川 聖人、 横 山 正、

石倉秀 次、 星出 暁、 土屋 晴男、 石塚又五郎、 伊藤秀男、

川 上潤 一 郎、 中 川 昭 一 郎、 今井 隆典、 昆 野 昭 晨、 高 橋達児、

田 口俊郎、 中 島健次、 大久保 隆 弘、 蘭 道生

海外研究調査

上村光男、 山 田 登、 星 出 暁、 村上寛 一、

稲 村 宏、 大川 義消、 竹生新治 郎、 岡 部 四 郎、

勝尾 清、

脇本 哲、

荒井克祐、

大森 武、

今井秀夫

八 田 貞夫、 上 田 三郎、

高 沢 寛、 山 川 理、

安間 舜、 杉 山 信太 郎、

早瀬達郎、 杉 浦 巳 代 治、

小 田 桂 三 郎、 大西靖彦、 山 田行雄、 日 高輝展、 丸杉孝之助、 飯塚典男、 川 鍋祐夫、

土屋 茂、 岡 啓、 金 田 忠吉、 中 川 原捷洋、 丸 山 清 明、 浜屋悦次、 有原丈二、

和 田 源 七、 長野間宏、 笹野伸 治、 岩田 文男、 守 中 正

(2)インドを共同研究の相 手国として選定した場合の利点

インドの研究機関のトッ プ （良い方の極端 ） は水準が高いので、 レベル の 高い研究が可 能で

ある。

(3)南アジアの拠点としてのインド

スリラン カ 、 パキスタン、 ネ パ ール、 ブ ータン、 バン グラデ シュなどとの関連をにらみ つ つ

研究するこ とが出来る。

(4)共同研究の規模の問 題

インドの様な 大国を相 手にした場合、 1人や2人の研究者を送っても、 そのインパク

トは非 常に小 さい 。 大きいチ ームを送って ほしいとの 話が あった。 (CRR I の育種家 Dr. B. K.

Rao の意見 ） かといって、 熱研が 大部隊を送ることはかなりの決 断を要することで ある。
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8) 共 同 研究実施上 の 問 版点

(1) イ ン ド の 大 国 主 義 、 官僚主義

分 業 の 観念 が 発達 し 過 ぎ て 、 柔 軟 な 対 応 を 期 待す る こ と が で き な い。 例 え ば 、 空 港 税 を 航空

会 社 窓 口 で 代行す れ ば 良 い の に 、 （バ ン コ ク で は そ う し て い る ） わ ざ わ ざ 空 港 内 の 銀行 の 窓 ロ

ま で払 い に 行 かせ る な ど の こ と で あ る 。

( 2 ) イ ン ド に お け る 生活条件

イ ン ド 国 内 を 国 内 航 空 で移動す る 際 、 運航 が 順調 で あ る か不安 が あ っ た が 、 全 体 と し て ス ム

ー ス に 移 動 で き た の で 、 サ ー ビ ス の 水 準 は 向 上 し て い る も の と 見 受 け ら れ た 。

レ ン タ カ ー は 、 運転手 付 き の ア ン バ サ ダ ー で 一 日 ( 8 時 間 、 8 0 km) 5 2 5 1vt
0

-、 そ れ を 超過す る

と 1 時 間 に 付 き 4 5Jvt
0

-、 1 k m に 付 き 7 /\tt
o

- と い っ た シ ス テ ム で あ っ た 。 比 較 的 順調 に 移動 で

き た 。

デ リ ー の 生活条件 は 比 較 的 よ い よ う で あ る が 、 肝 炎 、 デ ン グ熱 な ど の 病気 と 時折バ ン コ ク ま

で 買 い 出 し に 出 か け る と い う 食 品 の こ と が 悩 み で あ る よ う で あ っ た 。 ハ イ デ ラ バ ー ド の 生活条

件 は デ リ ー よ り 困 難 と 見 受 け ら れ た が 、 何軒 か 中 華料理店 も あ る 。

マ イ ソ ー ル で は J I CA 専 門 家 は ホ テ ル暮 し を し て い た 。

カ タ ッ ク で は 長期 滞在 は 困 難 か も し れ な い が 、 約 3 0 km 離れ た ブバ ネ シ ュ ワ ー ル に は ホ テ ル

も あ り 、 通勤 は 可能 で あ ろ う 。

イ ン ド 人 は 、 ヒ ン ズ ー 、 イ ス ラ ム の 宗 教 あ る い は カ ー ス ト 制 度 の 枠 が あ る た め か、 普段 は 比

較 的 平穏 で あ る が 、 一 且紛争 に 火 が つ く と 、 日 頃 の 不 満 が 爆発 し て 暴走す る と 言 わ れ る 。 こ う

し た 点 、 状況 の 把 握 が 肝 要 で あ ろ う 。

(3)研究条件

南 ア ジ ア の 諸 国 で は 、 一 般 に 研究機材、 車 両 の 持 込 み に 対 し て 、 高 い 関 税 を か け る と こ ろ が

多 い 。

9) 共 同 研究への 展望

( I ) ポ ス ト ハ ー ベ ス ト 研 究

食総研 と CFT R I と は 国 連大学 を 通 じ た 接触 が あ り 、 マ イ ソ ー ル の 生活条件 も 比 較 的 良 い こ と

か ら 、 出 る 人 さ え 居 れ ば 、 実 現 の 可 能 性 は 大 き い。

( 2 ) 稲 遺伝資源

稲 の 研 究 は 、 ニ ュ ー デ リ ー 、 ハ イ デ ラ バ ー ド 、 カ タ ッ ク の 3 カ 所 が 候 補 地 と し て 考 え ら れ る 。

生活条件 と し て は 、 そ の 順 で悪 く な る と 見 ら れ る 。

カ タ ッ ク に お け る 稲 研 究 の主体 は 、 天 水 の 陸稲 で あ っ て 、 水稲 と は 違 っ た 難 し さ を 持 つ。

(3) 豆 類 の 研究
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キ マメ を用 いた研究 で 、 I C R I SATで のリ ン酸 の特異的吸収、 沖縄支所 で のア レ ロ パ シー 物質 の

同定な ど成果 の見 られたこ とから 、 キ マメ を熱研の得意作物とし、 I ITA の提 唱 す る A l l ey c r o  

p p i n g に 用 い てはど う かと考えたが、 I C R I S AT伊藤氏 の話 で は、 多年生 のキ マメ は管 理 が難 しく 、

病 害 虫 で維持 が困難 とのこ とで あった。

(4) I C R I SAT で の共 同研究

こ の項 は、 蘭部長 の所 管 。

岩 田 ら (1 986)は、 乾燥 ・ 半乾燥地農業 の研究 を進 める場所 に つ い て、 熱研としては I CR I S

AT あるいは I CARDA に 行 く のが望 ま しいとしている。 分野 としては作物 あるいは土壌 がよ く 、

I CARDA で は基礎的な 課題で研究す るのがよ いとしている。

(5)土壌塩 類化の問題

こ の課題に つ い ては、 岩 田 ら ( 1986)の報告、 前 回 ま で の牛腸 、 尾 和 ら の報告 を参 照 して頂

きた い。

(6)そ の他 の分野

畜 産 、 林業 な どの分野 に関しては、 こ こ で は省 略 した
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3 ー サウジアラビア王国

l)政治・経済・民生の動向

(1)概 銀

表1 サウジアラビアの主要デ ー タ

項 目 内 容

面 積：214万9,690km'（日本の5. 7倍）

資 源：石油、 天然ガス

総 人 口：1,487万人(1990年）

首 都：リヤド(Riyadh)、 人口200万人(1988年）

主要都市：ジッダ(140万人），メッカ(62万人），タイフ（夏の大都，20万人）

人 種：アラブ人、 部族間の宗教や言語は同じ（主要9部族）

言 語：公用語はアラビア語

宗 教：イスラム教発祥の地、 多数派のスンニ派の中でもワハブ派が支配的

政 治体制：祭政一 致の絶対君主制

憲 法：成文化した憲法はない

元 首：国王、 世襲制、 ファハド・イブン ・ アブドル ・ アジス

議 会：国会はない

主 要政党：政治活動を目的とする政治紐織は認めていない

国民総生産：868億9800万ドル(1989年）

II ／人：6,020ドル（同） （日本の21%)

通 貨：サウジ・リヤル(Saudi Riyal)、 1ドル＝3. 7495リヤル(91年）
Source:World year book, 1992 

(2)位置・地剪

サウジアラビアは、 アジア大陸の南西端にあるアラビア半島の約5分4を占めている。 北

はアカバ湾、 ヨルダン、 イラク、 およびクウエ ー トと接し、 南はイエメン、 オマ ー ンと境を接

している。 また、 東はペルシャ湾（アラビア海）、 カタ ー ルおよびアラブ首長国連邦があり、

西に紅海がある。 サウジアラビアは、 アジア、 アフリカ両大陸の接点に位置しているので、

国際政治上戦略的な位置にあると言える。 北緯16-32度、 東経36-56の間に位置する。

地理的には、 ネジド(Nej d)、 ヘジャ ー ズ(Hejaz)、 アシ ー ル(Asi r)、 ハサ(Has a)の 4 

地域に区分される。

①ネジド：サウジアラビアの中心にあり、 東西約300キロメ ー トル、 南北はイラク、 ヨルダン

国挑方面からルプウ ・ アル ・ ハリ ー 砂淡が主な地域。 オアシスが散在。 サウ ー ド家の発祥

の地でその主要都市リヤドは首府

②ヘジャ ー ズ：紅海沿岸にある西部地域、 主要都市はジェッダ、 メッカ、 メデイナ、 タイフ、

担当：岡 三徳
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ヤンブ ー 。 ヘ ジャ ー ズの西部は海岸沿いの平地であるが、 東部は山岳地帯であるためネジ

ド地方との交通は困難。 山間部にはワデイ（雨季のみ水が出る）と若干のオアシスが存在。

③アシ ー ル：紅海岸地域でヘ ジャ ースの南、 イエメンの北にある地域。 沿岸地方およびその

東の山間部ともに雨量が多く、 オアシスが散在するためサウジアラビアでは比較的水の豊

富な農業地域。 主要都市はアバフ、 ジ ー ザンが主要都市。

④アルハサ：東部地方と呼ばれ、 ペルシャ湾岸地域に位置。 平地で砂が多くオアシスがあり、

比較的水に恵まれて地域。 ダハラン周辺にアラムコの開発した大油田があり、 産業上は最

重要。 主要都市は、 ダンマ ーム、ダハラン、 アル ・ コバル、 ホフ ー フ。
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第 1 図 サウジアラピアの略図

(3)気 候

砂漠が多く、 国土の大半が熱帯域（ジェッダ、 リヤドは北回帰線直下）に分布することか

ら高温低湿であるが、 地方によって較差がある。

ネジド地方は砂漠気候で、5-9月の夏期は日陰でも45℃の日が多いが、 夜間は温度が低下す

る。 冬季の温度は暖房を要するほど低下して、日較差とともに年較差も大きい。 ヘ ジャ ー ズ地

方の海岸部（ジェッダ等）では、 極めて殺度が高く、 とりわけ気温の上昇する6-9月では最高
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湿度が90％を越える日が多く不快指数が高い。 この地方では冬季(11-1月）に数度にごく短時

間降るのみで、 年間降雨批は70mmである。 また、 アンシ ー ル地方は10月から5月までの期間に

降雨籠が多く、 年降雨幽は300-SOOmmである。 ハサ（東部）地方もネジド地方と似た気候であ

るが、 比較的降雨量が多く湿度も高い。

表2 主要都市の気候

都 市 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 年合計

リヤド（ネジト地域）

気温 14.6 16.5 21.2 25.0 30.4 33.6 34.2 34.1 31.2 25.9 20.2 15.1 25.2 

雨抵 13.9 13.6 18.4 22.1 13.4 0 0.1 0 0 0 5.1 15.8 102.4 

ジェッダ（ヘジャ ー ス地域）

気温 23.4 23.9 25.3 27.4 29.8 31.5 31.9 32.1 31.0 29.6 27.4 24.9 28.2 

雨戴 5. 9 0. 9 5. 9 0. 9 0. 2 0 0. 3 0 0. 3 0.1 29. 4 26. 5 70. 4 

アシ ー ル（アシ ー ル地域）： 

気温 15.9 17.6 23.2 25.6 27.9 30.7 31.7 32.0 29.5 24.4 20.5 19.2 24.9 

雨量 54.7 3.3 30.1 35.8 47.8 7.4 18.6 39.2 2.1 28.8 5.2 2.1 275.1 

ジ ー ザン（アシ ー ル地域） ： 

気温 26. 5 25. 9 27. 9 30. 5 32.1 33. 3 33. 8 33. 0 32. B 30. 9 29. 1 27. 5 30. 3 

雨量 26. 2 3. 4 7. 6 8.1 25. 0 2. 5 7. 3 53. 6 3. 5 83. 0 30. 0 17. 8 268. 1 

Source:理科年表、 Min. of Defense and Aviation, 1977. 

(4)略 史

1902年 建国の租サウド家のアアド ー／v•7ヅス2世がリヤドを中心に平定

1926年 西部ヘジャスを併合して政治的統合

1927年 英国との条約で独立

1938年 油田発見

1964年 3代国王ファイサル即位、 閣僚会議創設・国家基本法制定等により近代国家の基礎を

形成

1975年 ファイサル国王が甥のムサド王子に暗殺、 第4代国王にハリド皇太子選出

1979年 イスラム教過激分子聖地メッカのハラム大寺院を襲撃、 2週間占拠

1982年 ハリド国王病気のため死去、 ファハド皇太子を4代国王に選出

1985年 リヤド市内2ヶ所で同時爆弾事件、 イスラム過激派「イスラム聖戦機構」が犯行声明

1987年 数千人のメッカ巡礼イラン人が反米デモ

1990年 3月イランとの国交断絶、 8月湾岸危機、 クウエ ー ト支持

1991年 4月イランとの国交再開、 イラン人のメッカ巡礼再開

(5)政 治

①内閣：国王が立法、 行政両権を行使する内閣の首相として主宰し、 閣僚を任免するなどの

広範囲な権力を集中、 91年8月内閣改造

②司法：最高司法協議会が最高権限を持ち、 イスラム法によって裁定
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③地方行政：各部族、 各村ごとに地区協議会、 4行政区（オぶド（リヤド周辺）、 ヘヅャス、7シール、

東部地区 (7Jvlヽサ））、 さらに18行政州（州知事は全て王族）

④最近の政情

（イ）国王に要祖書提出(91年5月） ：国 内の高名な宗教者、 大学教授、 裁判官ら数百人が連名

で国王に外交政策や腐敗した政府当局者の存在を暗に批判した要望手を提出。 要望書の

内容は、 ①サウジの外交政策と「神の法律」と矛盾する同盟から距離を置く、 ②富の配

分の公正、 ③イスラム法に沿った法令に改革、 ④政府から独立した諮問議会の創設、 ⑤

国軍の強化、 ⑥正直な政府当局者の任命の6点。 その後、 政府は 内閣改造を発表したが

新閣僚3人の任命にとどめ、 これは王室の国政改革への消極的姿勢を示すものとみられ

る。

（ll）湾岸危機と国 内民主化の動き：90年8月の湾岸危機発生以降、 大規模な外国軍隊の国 内駐

留やイラクからのミサイル飛来は、 一般国民の国家安全保障に対する意識を高めると供

に、 外国人ジャ ー ナリストの入国や活動は、 国 内もおける民主化への動きの表面化させ

る効果を及ぼした。 その動きには、 リヤドにおいてサウジ人女性によるデモや上記の有

識者による要望書提出がある。

新聞報道：朝日(91.3.14) 「湾岸諸国、 民主化への半歩 国王・首長らへの国際世論の

圧力じわり」

巨万の富を支配している国王・首長に対する民主化要求、 とくに議会設置要求がクウI ―

ト、 オマ ーン、 サウジアラビア、 バー レン、 カタ ー ル、 アラプ首長国連邦で出ている。 サ

ウジアラビアでは、 「諮問評議会の設置へ最終的に入った」と国王発言を報道。 しかし 一

方 では、 国王が「コー ランに従うことが、 なぜ後進的、 原始的か」と、 外部の民主化圧力

に反発。

(6)外 交

アラブ世界で最も親欧米的立場をとる国の 一 つ、 米国との関係を最重視する。 湾岸戦争後、

88年4月に断絶したイランとの外交関係を91年3月に3年ぶりに復活、 中東和平会議に積極的

姿努をみせるなど、 対イスラエル敵視にも変化が見える。

く対日関係＞1954年国交樹立。 対日貿易(90年度）：輸出；104億6,155万ドル（前年比48.4

％増、 内96.6％は原油輸出：その最は日本の輸入原油全体の約16％に相当）、 輸入；33億4, 125 

万ドル（同20％増、 主要輸入品は自動車、 鉄鋼等）、 多くの日本石油関連企業の進出。 在留法

人460人(90年10月）、 技術協力90年度までの実績で専門家派造322人、 調査団366人、 研修員

受入671人、 機材供与13億440万円

(7) 経 済

サウジアラビアの国際収支は、 石油部門の黒字で非石油部門の赤字と政府・民間の外貨支

出を埋め合わせる構造となっている。

①GDP（現行価格、 1988) : 2,863億SR ; GDP実質成長率3.2%
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表3 産業別GDP構成比(1987年）

第1次産業 6. 6 

石油・ガス・鉱業 23. 6 

製 造 業 8. 3 

建 設 業 12. 9 

商 業 10. 1 

輸 送・通 信 8. 0 

サ ー ビス業 30.5 - - - - - - - -
GDP（市場価格） 100 (%) 

Source：サウジ大蔵省

サウジの原油生産の推移

1990年末（湾岸危機後） ：850万バレル／日（同年の日平均625.7万バレル）

1991年4月：803.4万バレル／日

1992年3月：日産50万IゞViv減産開始（朝日、 92.3. 7) 

②貿 易

（イ）輸出(90年） ：444億186万ドル（前年比56.4％増）

(u)輸入（同年） ：247億6,048万ドル（同17. 1％増）

表4 主要輸出入品目(1988年）

輸 出

（単位100万ドル）

輸 入

石油・精油

石油化学製品

その他

8

4

2

 

7

0

2

 

1

7

8

 

9

9

 

0

2

 

2
 

消費財

機 械

輸送機器

食 品

1

3

8

6
 

7

9

9

1
 

0

2

6

0
 

9

9

9

9
 

5

3

3

3
 

建設原料 3,184 

そ の他 3,403 - - -
:+

― - - - - - - - - -—ー
五畜

― - - -
『

― - - - - ―

五
― - - - - - - - -

Zi直
――

Source: I MF 

(1ヽ） 主要貿易国：輸出（米国、 日本、 汐がホ
゜

ー ）V)、 輸入（英国、 米国、 日本）

③農業生産

（イ）飛躍的増産：小麦130万t (1984) → 280万t (1988) 

（ll）穀物輸出世界6位：小麦の180万tは輸出(1988)

(1ヽ）価格支持政策：国際市場価格の数倍で政府が購入（年予算10億ドル）
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(8) 民 生

国民の圧倒的多数は、 戒律の最も厳しいワッハーブ派イスラム教徒で、 社会生活のすみず

みまで戒律によって規定されている。 この国の社会の特色は、 社会構造が部族的に編成され

ていて、 家族を単位とする血縁的連帯が基礎となっている。 この連帯は特別の権利・義務関

係を伴う強い絆で結ばれている。

(9) 軍 事

総兵力7万6,500人（陸軍4.5万，海軍0.95万，空軍1.8万，防空軍0.4万）、 国防予算268億100

万ドル、 近代兵器装備、 湾岸戦争後規模拡大計画（倍増）

(10)資料、 文献検索結果

①AICAF文献検索：56件（農業情剪報告を含む）

Department of Agricultural Development, Ministry of Agriculture and Water, Saudi 

Arabia: A guide to agricultural investiment in Saudi Arabia. Min. of Agri. & Wat 

er, 1979. 

②朝日新聞記事デ ー タベース／G-Search : 83件(1992)

2)農林業動向

(1)土地利用

表5 土地利用(1,OOOha) 

Land Use 1975 1980 1985 1990 

Total Area 214,969 214,969 214,969 214,969 

Land Area 214,969 214,969 214,969 214,969 

Arable & Perm. Crops 1, 684 1,962 2, 185 2,365 

Arable Land 1,620 1,890 2,110 2,290 

Perm. Crops 64 72 74 75 

Permanent Pasture 85,000 85,000 85,000 85,000 

Forest & Wood Land 1,601 1,200 1,200 1, 200 

Other Land 126,684 126,807 126,584 126,404 

Source:Production Year Book FAO 1991 
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表6 耕地の利用形態(1,OOOha) 

利用形態 面積 比率 比率

国土面積 214,969 100 ％ 

耕 地 592 0.27 100 ％ 

乾燥地 357 60.4 

潅漑耕地 91 15. 4 

永年作物栽培地 143 24.2 

放牧地 141,700 65 100 

草 地 l, 7 00 0. 75 0. 1 

準砂漠草地 140,000 � 100 

Source：熱帯農業技術叢書22号「乾燥地における作物生産」の

本文より岡が作成

(2)農業人口

表7 農業人口(1,000人）

項 目 1975 1980 1985 1990 

合計 人 口 7,251 9,372 11,595 14,434 

農業人口 4,081 4,539 5,068 5, 51 7 

経済活動全人口 2,042 2,751 3,412 4,089 

農業人口 1,149 1, 33 3 1,491 1, 5 96 

比 率 56.3 48.4 43. 7 39. 0 

Source:Production Year Book FAO 1991 
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(3)農業生産

表 8 作物及び畜産物の生産(1,OOOMt) 

項 目 1979-81 1988 

穀 物 (Mt) 303 3,597 

1989 

3,646 

1990 

3,546 

1991 

小 麦 160 3,200 3,200 3,000 

叫噂物-----------------」49_--------------j聾-----＿班------4『§

大 麦 8 - 350 350 375 

トウモロコシ 2 - 2 3 4 

ミレット

ソルガム

地下作物

豆 類

野菜（含メロン）

トマト

キュウリ

スイカ

果 樹

0

3

3

6

4

9

1

7

0

 

1

2

1

4

8
 

2

4

 

8_

o
 

1

6

2
 

， 

75 

38 

7 

1直翌

420 

99 

425 

633 

12 

81 

38 

7 

1, 606 

425 

100 

425 

636 

12 

85 

39 

7 

1. 630 ， 

435 

1 01 

426 

641 

ブドウ 60 - 102 103 103 

ナツメヤシ 377 - 500 502 505 ------------------------------------------------------------------
牛(xl.000，頭数） 374 - 217 191 176 

乳牛 150 - 95 92 87 

らくだ 277 - 395 389 390 

羊 2,888 - 7,084 6,457 5,692 

山羊 2,270 - 3,700 3,353 3,350 

鶏(I 00万羽） 19 - 72 76 80 

Source:Production Year Book FAO 1991 

(4)）農産物の輸出入

表9 農産物の輸出入額(10万＄）

輸 入 輸 廿i

項 目 1986 1988 1990 1986 1988 1990 

産業全体 191,163 217,840 208,100 200,885 243,756 444,014 

股業全体 38,890 40,385 43,079 2,122 3,972 4, 115 

比 率 20. 3 18. 5 20. 7 1. 1 1.6 0. 9 

Source:Trade Year Book FAO 1990 
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(5) 文 献 ・ 資料検索

① C A B 文献検索：456件（ 内 約100件が比較 的 新しい文献）

②T ROS I S（熱研スライド情報 システ ム）： 0 件

③TROD I S（熱研文献情報システ ム） ： l 件

④T ROP I S（熱農学研 究文献情報システ ム） ： 0件

⑤入手した農業 閑 係 主要文献 ・ 資料：

（イ） Wa t er an d Agr i cu l t ura l  Deve l opme n t : Seve n Gre e n  Sp i k e s, T h e  K i n g dom o f  Saud i 

Arab i a, M i n. of Agr i .  and Wat er ( s econd  ed i t i on) . FAO T eam L ead er T F1 1 7  an d Se  

n i or Adv i s er t o  H.E. t h e  M i n i s t er o f  Agr i . an d Wat er. p362, 1980, 

(n) 稲 永 忍：サウジ ア ラ ビアに お け る作物 栽培の現状、 農耕の技術8: 101-113、 1985.

(1ヽ） 安 井 秀 夫：サウジアラ ビアでの野菜工場計画、 野菜 試験場ニ ュ ー ス、 39: 7、 1985. 

( ,ヽ） 熱研 セ ン タ ー ：乾燥地にお け る 作物 生産、 熱研叢書22、 p309、 1989.

3) 農林業技術動 向

( 1 ) 農業地域

①農業地域 区分

表1 0 農業地域 区 分

項
沿

芹9.L9 

地 帯 内 陸 地 帯
目

ヘ
゜ 砂ャ湾岸 紅海沿岸 中央高地 山 岳高原地

行政 区域 イースクソ ヅ ーサ ｀

ソ リ ヤド ， 力
｀

シーム } ッカ（東南部）

（北東部） メ ッカ（西部） ハイ）し ， アシー ）v,,ヽ
‘ Iヽ

中心都市 ホ フウフ ゾ ーサソ ， ヅ ェック
‘

リ ヤド アブハ

夏高温 ， 冬 年間高温多湿 夏冬温度差大 夏 冷 涼

気候特性 温和高渥 夏 冬温度差小 昼夜温度差大 年 間温和

熱帯気候 低湿度

年降雨籠 50-70rnrn  50- l OOrnrn 100 -120mm 200 -250rnrn  

主嬰作物 ナ ツ メヤシ ミ レ ッ ト ， ゾルカ
｀

ム 叫ふ ，7）V77 )V77 叫、キ
｀

， オオAキ
‘

野菜 ， イネ ゴマ ， 野菜 加砂 類 ， 野菜 了1v711vファ

ナ ツ メヤシ 野菜

Source ： 熱帯農業技術叢書22号 「乾燥地にお け る 作物 生産」

岡 注：へ
゜

／Vシャ湾岸：アルハサ、 紅海沿岸：ヘジャ ー ズ及びアシ ー ルの紅海沿岸域、 中 央高地

：ネジ トの 中 で砂漠を除く高地域、 山 岳高原地：ヘヅ ャーズ 及 びアシールのヘヅ ャース
｀

山 地 と アシ
ー ）V 山 地に連なる高原地域に それ ぞれ相 当 する と 考え ら れる。
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②主要農業地域

表 1 1 主要農業地域と作付面積( 19 7 7 年）

地 域 作付面積h a (%) 
冬 作物

リヤ ド 54 . 9 79 ( 9 . 8 )  2 3 , 664 

カ シム 3 2 , 4 0 7 ( 5. 8 )  16 , 3 2 2  

メ ッ カ 12 1 , 4 8 2 ( 2 1 . 6) 35 , 85 1  

アシ ー ル 65 , 069 ( 1 1. 6) 3 1 , 7 0 2  

作 付 面 積 (h a )

夏作物 永 年性作 物
15 , 7 18 15 ,59 7 

9 , 9 7 3  6 , 1 12 

68 , 0 2 8  17 , 604 

24 , 894 8 , 4 74 

ジ ー ザン 2 3 2 , 2 2 7 (4 1. 4 ) 18 3 , 4 4 8 4 8 , 7 8 1  - - - - - - - - - - - - - - - - -� .. ．� - -� .. .. ．� ．． .. - - - - - - - -� .. — ー ー ・・ .. .. - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
全 体 560 , 9 86 ( 10 0 )  3 12 , 3 0 8  179 ,555 69 , 2 2 7  

S o u r c e : M i n . o f  F i n a n c e  a n d  N a t .  E c o n om y , 1 9 8 0  

岡 注： こ のデー タ は古いので実数は現状に即 し ないが 、 夏 冬 作物の地域間差 異を概銭可能で

あ ろ う 。 ま た 、 最近の小麦作付 面積の急増 はジ ー ザン な どの冬 作 ソ ルガ ム地域に拡大し

た と考 え ら れる。

ソ ルガムは 19 75年前後 ま で 、 夏 作 面積の58%、 冬 作 面積の67％で合計約 3 0万h aであ っ た

が、 小 麦 、 大麦生産振典により 199 1年で は 7 万h aにす ぎ ない。

（イ） 冬 作物：コム ギ 、 ソ ルガム、 雑穀、 大麦、 野菜・果菜類、 ジャガイモ 、 ト ウ モ ロ コ シ

（l1 ） 夏作物 ： ソ ル ガム 、 スイカ、 雑穀 、 果菜類、 ト ウ モ ロ コシ

”. 
;- 、 . .  ... 

第 2 図 サ ウ ジ ア ラ ピアの行政単位

(2 ) 農業形態

..,. 

① 降 雨依存型農業：紅海沿岸平野 、 山岳 高 原地の アシ ー ル山岳地域
ソ ルガム、 ミ レ ッ ト 、 豆類、 メ ロ ン、 カ ボ チャ
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②潅漑農業 ：

（イ）伝統的オアシス農業 ：ネ フ ド地方（リヤ ド の北西域）、 アルハ サ地方

ナツ メ ヤ シ、 その林 間 低木と してザク ロ 、 カン キ ツ 類、 更に その下層にはアルフ ァ ルフ

ァ や野菜の栽培（ 空 間 の合理的利 用 ）

（l1） 近代的大規模潅漑農業 ：アルハ サ地方、 ネ フ ド地方、 ジ ー ザン

都 市富裕 階級 向けの農業、 深 井 戸 ポン プ 揚水、 大型機械、 雇 用 農業

果樹、 野菜、 ム ギ類、 アルフ ァ ルフ ァ

大規模潅漑小麦畑 ：ジャ イアント ピ ポ ッ トによる 1 ヵ 所50h aの畑

③施設 園 芸 ：大都市近郊

外国企 業 と民 間企業家や王族 との合弁企業、 冷房 グリ ーンハ ウ ス、 ビ ニ ー ルハ ウス、 野 菜

や 銀 賞 植 物の周年栽培

冷 房 ハ ウ ス ：5- l O h aの規模 で散在 し、 効率的生産（豊富な エ ネルギ ー、 高 額資金、 膨大な

地 下 水 消 費 による重装備型農業）

④ 牧 畜 ：

（イ）自給自足的遊牧、 半遊牧 ：部族単 位、 ラク ダ、 羊、 山 羊

冬季 ：移動、 夏期 ： 固 有地、 遊牧民 ： 1 950年人 口 の50％ であっ たが最 近急減

(n) 近 代 的 企業 牧 畜 ：企業家、 王族等の資金 による大規模飼育

肉 牛や 羊 等の牧場経営、 酪農、 養鶏

(3) 農業 開発の方 向と課題

①食糧自給率 ：全食糧の70-80％輸入（現在、 この値は低下 していると考えられる）

②人 口 増大、 所得 向上 ：食糧消費の変化、 (')ルが ム、 ナツ｝ヤシ）→コムが 、 動物性クンハ゜ ク質の消 費増

大

③農畜産物の自給政策 ：政府 補 助 金政策、 金融機関資金貸付、 価格支持政策

（イ） コ ム ギ 価格支持政策への重点 ：生産コス ト480 ド ル／ t （ 輸入価格200 ド Jv/ t ) 、 支持価格1, 00

0ドル／ t で政府購入→生産 彙の急速増加

（l1）野菜振奥 ：年8％の増加、 その他バ レ イ シ ョ 栽培助成

（ハ）果樹振奥（年 ］ 0％増）

(：：) 畜産振奥 ： 捉鶏、 羊、 鶏 卵、 牛 乳 ／ 政府の助成策により 肉 類、 鶏 卵、 牛乳の大幅な生産

増加

④第4次5 ヵ 年計画 (1985-90年） ： 

（イ）農業部門の 目 標 ：農業生産の ための技術改 良重点／ 優 良種苗、 肥料、 機械、 病 害 虫 防 除

サ ー ビ ス、 家 畜 防 疫、 土地 改 良／水資源 開 発 ：ク
｀
ム、 井 戸／基盤 整備 ：潅漑農業 の ための

股地 開 発、 既耕地 改 良

（口）農産 物の流通、 貯蔵施設の拡 充 ：コムキ
で
生産貯蔵流通、 サイn 製粉公団 (GSFNO) 援 助

(Jヽ）農業 投資 ：サりヅ アラt
‘

7農業銀行、 その他民 間 銀行、 機 関

(：：) 人的資 源 開発 ：近代化 ：研修、 試験研究 ( NAR Cの項に後 述）

（ホ）第5次5カ年 計 画 (90-95年、 1 989年12月 発表） ： こ の新計画の 中 の 農 業 部 門の政策は基本

的に 同 じ

⑤遊牧民の定着化政策 ：77イサル 国王定着化計画／失敗／その後 ， 遊牧 民の 自 主性
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⑥農業 労 働力の確保：総労働力の20%／近年の急速な減少 ／外国人労働力への依存度の低下 策

／研 修セソクー等による人的資源 開 発／労働観、 職業銀（ 肉体労働、 農作業）→ 労 働者の確保

→農業 開 発の 一 障 害

4) 国立農業研究機 関 (NARS) の現況

(1)研究機関

①L o n g m a n  G r o u p  UK. 1990. A g r i .  R e s. C e n t e r s.：記載な し

② I S NR 1989. I S NR A g r i . R e s. I n d i c a t o r  S e r i e s. : 

表 1 2 研 究機関及び 研究者の 階層(1983)

PhD  Ms c B s c  E x p a t  T o t a l  

N a t. C e n t. f o r  H o r t. 

R e s .  & D e v e  1 o p. 

G a s s  i m A g r  i .  R e s. C e n t. 

R e g i o n a l Ag r i c. & W a t e r  

R e s. C e n t. 

R a n g e  & A n i m a l  D e v e l o p. 

R e s. C e n t. 

W a d i G i z a n  D e v e l o p. Pr o j e c t  

0

0

 

4

5

 

�一

4
5J

 

l

l

 

9

1

 

1

3

 

8
 

24 2 3  5 6  

0

0

 

l

o
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④ C A B 検索による農業関連研 究機 関

（イ）R e g i o n a l A g r i .  a n d  W a t e r  R e s. C e n t e r, R i y a d h  11484 
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(u)D e p t.  o f  P l a n t  P r o d u c t i o n, C o l ,  o f  A g r i ., R i y a d h, 

（ハ） N a t. A g r i .  R e s. a n d  W a t e r  R e s. C e n t e r, PO BOX 17285, R i y a d h  11484 

(:::.） W a t e r  R e s o u r c e s  a n d  Env i r o n m e n t  D i v., T h e  R e s. I n s t., KFUPM, D h a h r a n  31261 

（ホ） A n i m a l P r o d u c t i o n a n d  H e a l t h Se c t i o n, M i n. o f  A g r i .  a n d  W a t e r, PO B o x  17285, 

R i y a d h  

⑤ N A R S の 現 状

（イ） 中央農業研究セン タ ー ： リヤ ド、 USDAとFAO の 協力により1976年設立
i )構成 ： 事 務部(17名 ）／研究部(75) ； 分析化学 ； 畜産 ； 獣 医 ； 作物 ； 食品、 栄養 ；

土 壌、 潅漑／研究補助(60) ／地方農業研究機関(12箇 所）

i i )研 究 目 標 ： 共通課題と地域課題を取 り 上 げた研究

i i i )現状 ： 設立当初は外 国人ス タ ッ フ の み であったが、 現在は外国 留学者やリヤ ド大卒者

の 参 入 し て 役割 を 果 た し て い る 。

(n)農業 技術セソクー ： U NDPとFAO援助 で 中央農業 研 究 セン タ ー 内に設立

i )梢成 ： 農業機械操作、 保守管 理／潅排水技術／その後、 園 芸／農業 ／ 畜 産 ／ 作 物保護

→総合農業技術研修セソターヘの体制 整 備

i i )国 内6箇 所地域研修セソクー設立 ； 研修対象 の 拡大

（ハ）研究及び研修センタ ー の課題 ：
i )政府助成対象 ： 大規模展場、 アグリビジネス（酪 農、 養鶏など）

i i )伝統的農業、 放牧 ： 対象外

(：：：)文 献検 索より見た農業研究 内容 ： K e y wo r d s ; W a t e r, D r o u g h t,  A n i m a l  

d i s e a s e, f r u i t , Pa l m  e t c. 

5) 国 際協力の現況

(1)前節 の USDAやFAO の 研究協力の例

(2)J I CA等の国別協力の例

A I CAF文 献検索 の リス ト にJ I CA報 告書が、 個 別 資料には当たっ て いな い。

「サ ウ ジアラ ビア」 、 「イ エ メ ン」 、 「オマ ーン」 での共同研究に関す るまとめ

6) 研究ニ ー ズ（推定）

(1) 3 カ国に共 通す る ニー ズ

①穀物、 特に小 麦、 大 麦の収 批 向 上技 術の 閲 発

②野菜・ 呆樹生産 向 上技術の 開 発（野菜 で は ハ ウ ス栽培技術）

③ 作 物 育 種によ る 新 品 種 開 発

育 種 目 標 ： 多 収 性、 早生、 痩地・ 乾燥。 塩性地など不 良 土 壌耐性

現状 ： 小 麦、 大麦、 ソ ルガ ム 、 ト ウ モ ロ コ シは 蒋入 育 種 の 段 階

小 麦 では、 メ キ シ コ 小麦の尊入 され た 経 過があ る 。
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④乾燥 限界地の農業 開発と土地利 用： リ モ セ ン、 地理情報 システム(G I S) 

⑤塩類集積に 関 する研究課題：地下水位、 潅漑水 ・ 技術、 塩類土壌、 ソ ー ダ土壌

⑥潅漑法 ・ 潅漑施設に 関 する研究課題：潅漑施設、 潅漑法、

⑦耐塩性作物、 品種の生理 ・ 追伝的評価

強：大 麦、 ワ タ 、 バ ーミュク
，，

ゲ ラス等、 ヤヤ強： ソ ル ガム、 小 麦、 ナツ メ ヤ シ 等

⑧耐干性、 耐塩性等に 関 する作物迎伝資源の収集と評価（特に、 イエ メ ン）

⑨ 畜 産：a ； 放牧、 b ； 優 良種の 消入・評価（牛、 羊 等）

⑩Fa r m i n g Sy s t e m（効率的空 間 利 用 形態）：ナ ツ メ ヤ シ、 低木果樹、 アルフ ァ ルフ ァ ・ 野 菜

のC r o p p i n gの評価 ； 潅漑農業地域に分布

(2) サウジアラビア：

①野菜生産の適地適作化：重装備型農業からの 回 帰、 西欧空輸野菜との競合

7 ) 共 同研究への戦略的アプ ロ ー チ

(1) この3 カ国の位置するアラビア半 島の乾燥地域 では作物の種類、 特に豆類が少ない よ う であ

る。 他の乾燥 ・ 半乾燥地域と比 較 して ど う見るか ？ → 見方

(2) 3 カ国の実情から見て研究協力以前に、 研究設備の拡充や人的養成（研究 指 導、 普及） を

要請 されると考える。 → J I C A的協力の I m p a c tが大きいと思われる。

(3) 敢えて、 T A R C の研究対象となり得るのは、 前節の (4) 、 （8) であ ろ う。 次い で、 対 象とな

るのは乾燥地共通の、 (2) 、 （5) 、 （6) 、 （7) 、 （9) である。

とくに、 (4) 、 （8) の課題は、 短期出 張 でも収集探索が可能となる。

8) 共 同 研究実施上の 問超点

(1) サウジアラビア：伝統的農業と近代的 ・ 企業的、 さらに大規模農業との ギ ャ ッ プが大きす ぎ

る。 ど う 考えるか ？

(2) イエ メ ン：統 一 後の社会不 安が激化 している よ う である。 この国は、 過 去には研究活動が あ

っ たが、 国 際、 外国機 関の研究援助が少なくなっている現在、 継続 した 研 究が進 ん でいるか

どうか不 明

(3) オマ ーン：農業の比 重が低くく、 研究 レ ベルは 低いことが 予想 される。 この国は最も T A R

C の研究対象国となり得ないと思われる。

9 ) 共 同 研究 への展望

文 献、 資料調査結果からは、 3 カ国とも長期 滞在方式の共同研究成立の可能性は低い。

( 1 ) 共同研究のた めに解決す べき点、 或は考 慮する点：

①サウジアラビア：過去に日本の研究者が滞在、 共同研 究者は日本 で学 位 取得

K i n g A b d u l a z i z  Un i x e r s i t y、 Fa u c u l t y o f  M e t e o r o l o g y  a n d  Env i r o n m e n t a l  S t u d i e s で の

乾燥地農業の研究S i t eの可能性

②イエ メ ン：社会 ・ 経済不安の解決
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4ー イエメン共和国

l)政治・経済・民生の動向

(1)概 観

表1 イエメンの主要デ ータ

項 目 内 容

面 積：52万8,000km'（日本の1. 4倍）

資 源：石油、 岩塩

総 人 口：1,128万人(1990年）

首 都：サヌア(San'a)、 人口50万人(90年）

主 要都市：アデン(41万人），タイズ(17万人），ホデイダ(15万人）

人 種：アラビア人、 部族間の宗教や言語は同じ（主要9部族）

言 語：アラビア語

宗 教：イスラム教、 北部にシーア派系ザイド派、 南部にスンニ ー派系

シャ ー フィ ー派

政治体制：共和制、 大統領が最高権力者

憲 法：1990年5月に制定

冗 首：大統領、 アリ ・アブドラ・サレハ(Ali Abdulah SALEH)、 90年

5月就任

議 会：統 一 議会、 定員301名

主要政党：イエメン社会党、 民主統 一 党など

国民総生産：53億ドル(90年推定）

ff ／人：545ドル（同）（日本の1. 8%) 

通 貨：リヤル(Riyal)、 1ドル＝11. 98リヤル(91年12月）

Source:World year book, 1992 

(2)位置・地勢

①位懺：イエメン共和国は、 アラビア半島南西部から南端の海岸沿いに位置し、 北はサウジ

アラビアに接し、 南はアラビア海とインド洋に、 東はオマ ーン、 西は紅海に面している。

また、 アラビア海に浮かぶソコトラ島等が属する。

②地剪：

（イ）旧イエメン ・ アラブ共和国（北イエメン）

国土を南北に標高1,500m以上の中央山脈が走り、 その西側は紅海沿いの平野まで急な傾

斜地をなし、 棗側は東に向かって下る緩やかな傾斜地となっている。 地勢的に4つの地

域に区分される。

i)中央高原地帯：中央山脈を中心とした高原地帯、 最高峰はアラビア半島で最も高い4, 11 

域に区分される。

担当：岡 三徳
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2mのジャバル ・ハズ ールである。 首都サナアはこの地帯に位置し、 標高2, 300mである。

ii)紅海沿い平坦地：別名ティハマ平原と呼ばれ幅 30-SOkm、 標高200m以下の平坦地

iii)テイハマ平原と中央高原間の丘陵地帯：標高200-l,500mの丘陵地帯であり、 急峻な岩山

とワデイが多く、 起伏が激しい。

i V)東部半砂漠高原地帯：中央高原地帯から東部のルプウ ・アル ・ハ ー リ ー 大砂漠に続く緩

やかな傾斜地帯が約標高 1,000mまで広がる。 この地帯は比較的水に恵まれたワデイがある。

(n) 旧イエメン民主人民共和国（南イエメン）

この地域は火山地帯であったことから海岸線には溶岩が多く、 遠浅の海岸には珊瑚礁が

見られる。 地形的には紅海に近い西方が高く、 東方に向かって傾斜しており4地域に大

別される。

i)西部山岳地域：紅海に沿ってサウジアラビアおよび北イエメンから走る山脈の南端に当

り、 標高2,500-3,000mに達する高峰を含む。

ii) 沿岸平野部：首都アデンを含むアデン湾沿いの平野部

iii) 北砂漠地域：サウジアラビアのルブウ・アル ・ハ ー リ ーの延長である。

i V)南部高原地帯：沿岸平野地域と北部砂漠地域との間に位置し、 数本のワディが高原を切り

込んでいる。

(3)気 候

①北イエメン：気候は地形と密接な関係にあり、 温帯から熱帯までに変化がある。 中央高原

地帯は雨最が多く、 北イエメンはアラビア半島で最も雨量の多い地域である。

（イ）テイハマ平原：熱帯、 年平均温度 32℃、 年較差20-50℃、 年平均雨量は 100mm程度

(n)丘陵地帯：熱帯および亜熱帯、 年平均24℃、 年降雨量 300- 1,200mm 

（ハ）中央高原地帯：温帯、 夏は涼しく冬温和で低福、 多雨（地域では2,000mm)

(：：)東部地域：亜熱帯、 年平均2 3℃、 降雨抵60-ZOOmm

②南イエメン：高温 ・多涅の砂漠性気候で、 年平均気温は 30℃前後である。

（イ）西部山岳地帯：夏；季節風による多雨、 降雨量200- 300mm、 気温：夏 15- 35℃ ；冬5-25℃

(n)沿岸平野地域：年降雨撒40-70mm、 気温：夏26- 37℃ ；冬20-29℃

(,ヽ）北部砂漠地域：夏雨地域、 気温：夏24-43℃ ；冬 10-29℃

(：：)南部高原地域：年間降雨量約30mm、 気温：夏24- 38℃ ；冬 15- 30℃

表2 主嬰都市の気候

都 市 1 2 3 4 5 6 7 

サナア（北•イエメン．中央高原地帯．、1975)

8 9 10 11 12 年合計

気温 1 3.4 15.0 15.2 17.5 18.6 14. 3 19.8 18.8 17. 3 12.7 1 3.6 1 3.4 15.8 

雨批 0 0 35. 7 102. 1 4. 2 6. 3 44. 7 162. 5 22. 7 0 0 6. 5 385 

アデン：（南イ．工．メン沿岸平野部）•：： 

気温 25.4 25. 7 26.9 28.6 30.6 32.8 32.0 3 1.4 3 1. 7 28. 7 26. 7 25.8 28.9 

雨量 10.4 3.7 8. 3 0.5 2. 3 0 2.5 1.9 7. 3 0.2 5.6 5.8 47.5 
Source：理科年表、 世界各国便覧叢書（中近東編、 日本国際問題研究所）
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(4) 賂 史

BCl0-2世紀 シバ王国が繁栄

6世紀 エチオピアの侵略

T世紀以降 イスラムの時代

1839年 東西貿易中継港として栄えたアデン、英国割譲

オスマントルコ支配下の北イエメンと英国支配下の南イエメンの勢力範囲が確立

1918年 北イエメン王国成立、62年共和制へ移行

1967年 南イエメン人民共和国が英国から独立、新ソ路線

1986年 南イエメン大統領と反乱軍の内戦後、アッタス大統領就任

1988年 南北関係の改善に向い、89年11月統一に関する憲法草案に調印

1990年 5月22日南北統一イエメンの樹立

くイエメン統合＞1989年11月にアデンで開催された南北イエメン首脳会談が統一草案の内容に

合意して以降、両国の統合作業が加速して進んだ。

イエメン統合の動きの背景には、第1にソ連型計画経済の失敗による経済破綻で南イエメ

ンがソ連離れををの動きを見せ始めたことである。 第2にイエメン統合に消極的であったサ

ウジアラビアがアラビア半島南部におけるソ連の影酔力の排除とアラブ内での孤立化を避け

る狙いから統合を支持するといった姿勢をみせたことである。

サウジアラビアの支持とソ連の沈黙により、統合に向けた障害はなくなった。 しかし、内

政面では複数政党制を導入するかどうかといった問題、外交面ではサウジアラビア、オマ ー

ンなどのGCC諸国との関係悪化の不安など統合に残された問題は多く、統合後の政治、経

済の混乱は避けられていない。

(5) 政 治

①元首：大統領、直接選挙制、92年秋に統一 後初の大統領選挙

②議会：1院制、直接選挙

③内閣：大統領が任免、現内閣は90年5月に発足

④主義：イスラム教を国教とし、経済社会開発と民主主義を基本政策に掲げ、経済的には自

由主義路線をとる。

⑤最近の政情：

（イ）統一 憲法の国民投票が91年5月に行われ、圧｛到的多数で承認された。 公式発表によると

有権者約400万人のうち189万人が登録、賛成134万人、反対2万人であった。 野党グル

ープは新悠法がイスラム法に違反しているとして、国民投票に反対していた。

(n) 新国家の最大の課題は、経済問題で貧困、物価高騰、失業問題に直面する南イエメンを

中心として、公務員に対する手当未支払いや労働紐合ストライキ等の混乱が生じた。

(6) 外 交

中立、イスラム世界との連帯強化を基本に穏健な路線をとる。 湾岸危機に際し、イエメン

はイラクのクウエ ー ト侵攻・併合反対、外国軍の進駐反対、アラブ枠内における平和的解決の

3点を基本的立場としたが、その立場は鮮明にイラク寄りであるとの評価を受けることとな

った。
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く対サウジ関係の悪化＞イエメンはサウジアラビアとは従来から微妙な関係にあったが、 サウ

ジアラビアは南北統合による強大なイエメンの出現により国境地方の領土返還を強く要求す

ることへの警戒や湾岸危機に際してのイエメンの政策に反発している。 湾岸危機を契機とし

て悪化したサウジアラビアを初めとする湾岸諸国および米国との関係修復は、 イエメンにと

って危機 ・戦争後最 大の外交的課題と言える。

く日本との関係＞親国家成立に伴い90年5月外交関係樹立、 89年の対日輸出はコー ヒ ー、 石油な

ど1 億3, 500万ドル、 輸入は鉄銅、 自動車など9, 200万ドル

日本から90年3月、 上野の森ブラスアンサンブルがイエメン講演を行い、 前年の津軽三味線

公演同様、 好評を博した。 イエメンからは、 90年4月より半年間にわたり「国際花と緑の博覧

会」に出展があった

90年4月、 日本からの無償資金協カ ・技術全般を協議するための調査団が派遣され経済協力

は順調に進捗した。 湾岸戦争に伴い日本大使公邸への爆弾テロ事件などもあり、 JICA専門家

は 一 時退避したが その後帰任している。 91年4月以降、 青年海外協力隊の調整員および隊員第

ー陣も派遣されている。

新聞報道：

朝日(92.1.30) 「イエメンの油田開発取得 出光石油典産」

出光奥産系の石油会社、 出光石油開発は29日英国の開発会社とともに、 アラビア半島先端

のイエメン 内陸部にある原油鉱区での探鉱 ・開発について同国と同意。 日本の石油会社とし

ては、 91年に昭和シェル石油が石油鉱区利権を取得している。

朝日(92.9. 30) 「サウジ、 イエメンが国境めぐる紛争の協議」

両国国境地帯は油田が発見される までは単なる砂漠で、 国境線が未確定であった。 イエメ

ンがこの国境地帯での油田開発に力を入れてきたのに対し、 サウジはこの春から再三にわた

り、 「係争中の国接地帯」での油田探査、 掘削をしている外国企業に警告を出してきた。

朝日(92.12.13) 「イエメンのデモ、 死者11人」

経済状況悪化に抗議する民衆デモが9日、 南部のダイスから発生し、 11日には 首都サヌアに

波及、 12日同国治安部隊が出動した。 同国は湾岸戦争の間、 親イラクの立場をとり、 サウジ

アラビアからの出稼ぎ労働者の追放などで、 経済が悪化している。

(7)経 済

南北統合に加え、 湾岸危機でサウジからの大量帰還民を抱え、 イエメン経済は深刻な難関

に直面している。 90年9月、 政府はイラク ・クか ー トからのアデン製油所での原油委託精製

停止、 両国からの経済停止、 湾岸諸国への出稼ぎ労働者からの送金激減など湾岸危機による

経済的損失は総額17億ドルと発表し、 国連に救済を求めた。

①統合前GDP実質成長率：北イエメン；19.2% (1988) 、 南イエメン；0.3%
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表3 統合前の産業別GDP構成比 (1987年）

北イエメン 南イエメン

第1次産業 28. I 農 漁 業 15. 7 

鉱 業 1. 6 工 業 11. 3 

製 造 業 11. 1 建 舌玖几 11. 1 

電 気・ 水 1. 2 貿易ホテル飲食 12. 7 

建 設 業 3. 3 運 輸・通 信 11. I 

商 業 12. 0 金 融・保 険 4. 9 

輸 送・通 信 11. 0 商 業 0.9 

その他民間サーt双業 12. 2 政 府 32.2 

政府サービス 12.3 

輸 入 税 7. 3 ----------------------------------------------------------------
GDP（製造者価格） 100 (%) GDP（卸売価格） 10 0 (%) 

Source：イエメン中央計画機構、 中央銀行

②貿 易

表4 統合前の北イエメン主嬰輸出入品目(1987年）

（単位100万Yリヤ）v)

入輸

食糧・家畜

出

原 油

原材料

飲料・タバコ

工業製品

化学製品

176. 3 (35. 7) 

175.4 (35.5) 

69.4 (14. 1) 

54.0 (1 1.0) 

17.0 ( 3.4) 

1.4 (0. 3) 

輸

飲料・家畜

工業製品

2,896. 3 (3 1.6) 

2,622.4 (28. 6) 

機械・輸送機器 2,0 14.0 (2 1.9) 

化学製品 845. 2 (9. 2) 

原材料 6 30.8 (6.9) 

飲料・タバコ 256. 1 (2.8) 

動・植物油 195.8 (2. 1) - - - it―- - - - - - - - 4 9i : S―
(i iり）――--「 ― - -- - -�➔·- -- - - - -- - --9―, i } 6 : i ―

(iりり）
Source：イエメン中央銀行

北イエメンにおける主要貿易相手国：

輸出：西独、 韓国、 米国、 日本、 輸入：サウジ、 オランダ、 西独、 米国

-36-



表5 統合前の南イエメンの主要輸入品 目(1987年）

（単位100万Yディナー ／v)

食 糀 ・家 畜 42. 6 

機械 ・輸送機器 41. 1 

鉱 物 資 源 33. 6 

工 業 製 品 29. 0 

そ の 他 23. 4 ------------------------------------------------
計 167. 9

注） 輸出(1987) については、 総輸出額2,290万YDのうち

1, 180万YDが石油部門(51. 5%） 、 source : E I U 

北イエメンにおける主要貿易相手国：

輸出：西独、 伊国、 北イエメソ、 米国、 輸入：中国、 英国、 日本、 デンマ＿ク

表6 南北イエメン対比表

項 目 北イエメン 南イエメン

面 積 19. 5 33. 3 万ha

人口(1988) 874. 2 233. 9 万人

人口増加率(80-88) 2. 7 2. 9 % 

文 盲 率 86 59 ％ 

平均寿命 46 51 才

GNP (1988) 57 10 億ドル

GNP成長率 5. 5 -3. 2 % 

GNP／人（86-88) 650 430 ドル
II 生長率(86-88) 7. 0 0. 6 % 

イン フレ率(80-87) 11 5 ％ 

農業（対GNP、 88) 25 16 ％ 

外国からのODA総額 34,900 8, 000 ドル
＂ （対GNP比） 8 8 ％ 

Source:World Bank Atlas 1989 

(8) 民 生

①北イエメン：イエメン人は古代に栄えた王国の子孫であるためか、 自分達こそアラブの先

祖であり、 源流であると思っている誇り高い部族である。 しかし、 生活は貧しく、 教育も

受けない人が多い。

②南イエメン：社会の特徴として、 スンニ ー派のイスラム信仰に基づく厳しい階級 ・身分差

別が存在する。 首都アデンには、 アラブ人のほかにインド人、 中国人、 ソマリア人等が多
v ヽ。

(9)資料、 文献検索結果

①AICAF文献検索：18件（農業情勢報告を含む）

JICA、 FAO等の農業調査 ・研修に関する報告6件

②朝日新聞記事デ ータベ ース ／G-Search : 23件(1991-92)
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2)農林業情報分析

(1)土地利用

表7 土地利用(1,OOOha) 

Land Use 1975 1980 1985 1990 

Total Area 52,795 52,795 52,795 52,795 

Land Area 52,795 52,795 52,795 52,795 

Arable & Perm. Crops 1,460 1,463 1,529 1,609 

Arable Land 1,363 1, 3 66 1,431 1, 504 

Perm. Crops 97 97 98 105 

Permanent Pasture 16,065 16,065 16,065 16,065 

Forest & Wood Land 4,060 4,060 4,060 4,060 

Other Land 31,212 31,209 31,143 31,063 

Source:Production Year Book FAO 1991 

(2)農業人口

表8 農業人口(1,000人）

項 目 1975 1980 1985 1990 

合計 人口 6,991 8,219 9,758 11,687 

農業人口 4,632 5,139 5,792 6,561 

経済活動全人口 1,571 1, 8 86 2,292 2,975 

農業人口 1,022 1, 161 1,344 1,554 

比 率 65. 1 61. 6 58.6 55,6 

Source:Production Year Book FAO 1991 

表9 食糧及び畜産物生産指数(1979-89=100)

1980 1985 1990 1991 

食糧生産指数 105.4 92.3 10 6. 4 98.4 

畜産物生産指数 99. 7 116. 0 129. 9 131. 6 

1人当り食糧生産指数 105.2 77.6 74. 7 66. 7 

II 作物生産指数 109. 3 61. 2 66. 2 47.5 

II 穀物生産指数 99. 9 48. 1 57. 6 19. 7 

＂ 畜産物生産指数 99. 7 97. 7 91. 3 89.3 

Source:Production Year Book FAO 1991 

-38-



(3) 農業生産

表1 0 作物及び畜産物の生産(1, OOOMt) 

項 目 1979-81 1988 
穀 物 (Mt) 914 853 

1989 
884 

1990 
779 

1991 

小 麦 87 143 156 141 

粗拉穀物＿――--------------§廷＿― ―-----_------]91______ §]J_ --___ ]]9 

大 麦 49 - 59 55 22 
トウモロコシ

ミレット

ソルガム

地下作物
豆 類

野菜（含メロン）
トマト
キュウリ
スイカ

果 樹
ブドウ
ナツメヤシ
コ ー ヒ ー

- - - .. .. .. - - - -
牛(xl. 000，頭数）

乳牛
らくだ

羊
山羊
鶏(100万羽）

64 
96 

616 
133 
80 

335 
45 
3 

60 

旦3
56 
10 

4 - -
973 
337 
158 

3,002 
2,855 

6 

68 
59 

516 
140 
72 

旦
163 
15 

204 

叫
135 
10 

7 

66 
50 

441 
160 
76 

里
168 
15 

174 

皇
142 
10 

7 
5
9
5
6
3
5

 

7
8
7
5
3
2

 

1
3
1
7
3

 

9

9

9

 

1

3
3

 

0
7,
0
0
0
7'

 

7
8
7
2
6
2

 

1
3
1
7
2

 

9

9

9

 

1

3
3

 

46 
20 

132 
168 
53 

四
170 
15 

170 

旦1
145 
11 
8 - - -

1, 180 
393 
180 

3,800 
3,400 

24 
Source:Production Year Book FAO 1991 

(4) 農産物の輸出入

表1 1 農産物の輸出入額(10万＄）
輸 入

項 目
産業全体
農業全体
比 率

輸 出
1986 

16,320 
5,783 
35.4 

1988 
19,800 
6,715 
33.9 

1990 
20,210 
8,377 

41. 4 

1986 
4,091 

222 
5. 4 

1988 
5,292 

619 
11. 7 

1990 
8,070 

576 
7. 1 

Source:Trade Year Book FAO 1990 
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(5) 文献 ・ 資料検索

① C A B 文献検索 ： 1 5 6 件 ( 1 9 8 2 以 降）

②TROS I S （熱研 ス ラ イ ド情報 シ ス テ ム ） ： 0件

③TRODI S （熱研文献情報 シ ス テ ム ） ： 0件

④TROP I S （熱研印刷物情報 シ ス テ ム ） ： 0 件

⑤入手 し た 農業 関 係文献 ・ 資料 ：

（イ） 坂井健吉 ： ア ラ ブ ・ イ エ メ ン 、 野菜 ・ 畑作技術事典、 農林水産技術会議、 1 1 3- 1 1 6 、

1 9 7 5 .  

3 ) 農林業技術動 向 （北イ エ メ ン）

( I ) 農業地域区分

① 中 央高原地帯 （2) : 穀類 ('Jルが 入 卜りモ1l コシ） 、 コ ーt-、 カー ト 、 果樹 (Jヽ
・

サ） 、 野菜

②紅海沿 い平坦地 ( 1 ) ： ワ タ 、 ト ウ モ ロ コ シ 、 タ バ コ 、 ゴマ 、 オ リ ー プ

③ティ ハ マ平原 と 中 央 高原間 の 丘陵地帯 (2) ： 小麦 （？） 、 ）ルが ム、 トウモ1l コシ、 野菜 （？）

④東部半砂漠高原地帯 (3) ： 穀類 （小麦、 大麦） 、 コ ー t-、 果樹 （ア ド り） 、 ア ル フ ァ ル フ ァ

⑤西部砂漠地帯 (4) ： 不 毛地

（ ） 内 の 数字 は 、 第 2 図 の地域 区分 を 示す。

”“ 
.-· ヽ

J •I 

I ��予"員S
2 11• 9II直籍0
3 t`9．籍3
ヽ a·;i

- ij lll'Jl:500 . ”閲 •-•一•- IIl は
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”b 

第 2 図 北イ エ メ ンの地形
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(2) 作物生産の 現状（北イエ メン 、 1970年 蔀後）

① ソル ガ ム（ 全生産の97 %) 、 小 麦 、 大 麦 、 ト ウ モ ロ コ シ

② ズ ッラ 、 ズ ッ カ ム （ゾルが ム 品 種群） ：山岳部 、 生 育 旺盛、 安定性、 耐干性 を 兼 備

③ 小 麦 、 大 麦 ： 高原 部 、 品 種劣悪

④ ト ウ モ ロ コ シ ： オア シス や潅漑地域

⑤ワ タ ： 潅漑 可能な海 岸平野部

⑥ コ ー ヒ ー ：山岳部、アラビ カ 種

(3 ) 今 後の方 向（北 イ エ メン、 1970年 前後 ）

① 食糧確保 ： 輸出 農産 物の 振 製 、 最大の 課題（ 水）

② 作物の 品 種 改 良 ： 耐干性 、 熟期 改 良（ 早生） 、 種子生産

③栽培技術 ： 栽培基準の 確 立と 普及、 技術者養成

(4) 研究・ 普及紐織の 1975年 当 時の 現状 ：

外国 援助の 実験農場 ： 国 連、 西独 、 ソ 連、 東独 、 中 国

4) 国 立 農業研究機 関 (NARS) の 現況分析

(1) 研究機関

① Lon gm a n  G r oup UK. 1990 . A g r i . R e s .  C e n t e r s. ： 記載な し

② I SNR  1989. I S NR  Agr i. R e s. I n d i c a tor  Se r i e s. : 

表 1 2 北 イ エメンの 研究者数

Yea r P h D  Msc B sc Sub t o t a l  Ex p a t  

1980 ゜ ゜ 12 12 1 3  

198 1 

1982 

198 3  1 17 25 43 1 3  

198 4 3 1 7 37 57 1 3  

1985 6 2 1  37 6 4  16 

1986 11 2 4  30 65 1 1  

表 1 3 南 イ エメンの 研究者数

Y e a r  P h D  Msc B sc Sub tot a l  E x p a t  

198 1 ゜ 12 3 4  46 

1982 

198 3  8 37 25 70 

198 4 

1985 ， 43 3 1  8 3  
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25 

56 

70 

80 

76 

Tot a l  

46 

7 0  

8 3  



③Th e  W o r l d  o f  L e a r n i n g 1 9 9 2  F o r t y-S e c o n d  Ed i t i o n :  

（イ） Un i v e r s i t y o f  A d e n : J J  f a c u l t i e s ,  POB 7 0 3 9 , A l -Ma n s o o r a ,  A d e n  F a c u l t y  o f  

A g r i c u l t u r e  

(tz ) S a n ' a  Un i v e r s i t y : 8  f a c u l t i e s ,  POB 1 2 4 7 , S a n ' a  F a c u l t y  o f  A g r i c u l t u r e  

( 2 ) C A B 検索 に よ る 農業 関 連研究機 関

①Ag r i c u l t u r a l  R e s e a r c h A u t h o r i t y (ARA) i n  M i n .  o f  A g r i .  a n d  F i s h e r i e s .  

PO B o x  5 7 8 8 , T a ' i z z , 北 イ エ メ ン

②Ag r i .  I rn p r o v e rn e n  t C e n t e r , D h a rn a r , 北 イ エ メ ン

③E l -K o d  A g r i .  R e s e a r c h C e n t r e ,  Kh o r rn a k s a r , A d e n , 南イ エ メ ン

④Ve t e r i n a r y  S e r v i c e s  P r o j e c t , PO B o x  1 2 8 7 , S a n ' a , 北 イ エ メ ン

⑤Dep a r t m e n t  o f  R e s e a r c h a n d  Ex t e n s i o n ,  M i n .  o f  A g r i .  a n d  A g r a r i a n R e f o r m ,  

PO B o x  1 1 6 1 , A d e n  

5) 国 立農業研究機 関 (NARS) の現況

C A B 文献検索結果 の分析 ： サ ウ ジ ア ラ ビ ア やオマ ー ン に 比較 し て 農業生産の比重 が 高 い 国

（大産油 国 で は な い） で あ る た め 外 国 研究援助 を 受 け て 、 各種 の 農業研究 は 進 ん で い る 。 例 え

ば 、 麦、 大麦、 と う も ろ こ し 、 ソ ルガ ム 等 の 主要穀類 に 関 し た 導入育種、 栽培、 栄養生理 な ど

の 文献 が 多 い 。 ま た 、 畜産 に 関 し て も 同 様 で あ る 。

6) 国 際協力 の 現況

資 料 ： I S NAR Ag i c u l t u r a l  R e s e a r c h I n d i c a t o r  S e r i e s 

( 1 ) 主要 国 際協カ プ ロ ジ ェ ク ト ： 農業研究 シ ス テ ム の強 化

①第 1 プ ロ ジ ェ ク ト ： FAO/UNDP P r o j e c t  ( 1 9 7 3-7 8 )  

②第 2 プ ロ ジ ェ ク ト ： I DA/UND P  P r o j e c t  ( 1 9 7 9- 8 4 )  ： こ の プ ロ ジ ェ ク ト の 名 称 は 、 C e n t r a l

Ag i c u l t u r a l  R e s e a r c h S e r v i c e s  P r o j e c t と も 呼称、 援助 ： 6 . 5 m i l l i o n US $ ( 5 年 間 ） 、

国家負担 ： 3 9 . 3 m i l l i o n Y R  

③第 3 プ ロ ジ ェ ク ト ： I DA/I FAD/ I t a l y/FAO P r o j e c t  ( 1 9 8 3- 8 8 )  : 

Ag i c u l t u r a l  R e s e a r c h Au t h o r i t y (A RA) の 再編強 化
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5 .オマ ー ン ー ネクレタンロ

l)政治・経済・民生の動向

(1)概 観

表1 オマ ー ンの主要デ ー タ

項 目 内 容

面 積：30万km2 （日本の80%)

資 源：石油、 天然ガス

総 人 口：150万人(1990年）

首 都：マスカット(Muscat)、 人口8万人(1988年）

主要都市：ムトラ、 ニズワ、 サラーラ

住 民：大部分はアラブ人、 他に東アフリカ系、 インド系、 イラン系

言 語：公用語はアラビア語

宗 教：イスラム教（多数脈はイバーデイ派、 スた派25%)

政 治体制：君主制、 国王の絶対支配

憲 法：なし

冗 首：国王（スルタン）、 カブ ー ス ・ ビン ・ サイド

議 会：国家諮問評議会、 評議員55人は全員官選で立法権はない

主要政党：なし

国民総生産：77億5,600万ドル(1989年）

II ／人：5,220ドル（同） （日本の18. 1 %) 

通 貨：オマ ー ン ・ リヤル(Oman Riyal)、 1ドル＝0.3845リヤル(91年）

Source:World year book, 1992 

(2)位置・地勢

オマ ー ンはアラビア半島の東端、 北緯16-25度、 東経52-56度に位置し、 半島ではサウジア

ラビアに次ぐ第2の国土を有する。 アラビア半島の入ロホルムズ海峡のムサンダム半島に飛

び地がある。 国土の東側は全てオマ ー ン湾、 インド洋に面し、 西側はアラブ首長国連邦、 サ

ウジアラビア、 また南部はイエメンと国境を接している。

地勢的にみるとオマ ー ンは、 北部バチナ地方、 南部のドファ ー ル地方、 ムサンダム半島と

マシラ島をはじめとする島々、 そして国土の80％を以上を占める砂漠、 土漠に分けられる

①バチナ地方：オマ ー ン湾に沿って走るハジャ ー ル山脈（標高3, OOOrn)と海にはさまれた幅

30km、 長さ300kmの平野で、 ハジャ ー ル山系からの地下水（ファラ ー ジ）と呼称）やワデイ

によって古くから耕作地として開けている。 首都マスカットはこの地方に位置し、 政治、

経済の中心である。

②ドファ ー ル地方：カラ山系に囲まれ、 サラ ー サを中心としたインド洋に面するオマ ー ン唯

ーの緑の肥沃地帯である。

担当：岡 三徳
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③半島、 島部：ムサンダム半島および島々は全て岩ばかりの土地。
④中央砂漠地帯：国土中央の大半は、 ルプ・アリ・ハリ砂漠をはじめ海岸線に至るまで砂漠

地帯である。
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第1図 オマ ー ン国の略図

(3)気 候

国土の大半は不毛の砂漠で、 酷暑と乾燥が一年中続くいわゆる砂漠型気候であるが、 海岸
線沿いの地帯は山に取り囲まれた地理的条件やモンス ー ンの影晋を受けるなど気候型も異な
っている。

①バチナ地方や半島：年降雨量は少ないが、 比較的温度は高く気温も6-9月には日中40-50℃
と酷暑が続く。 年に数回雨が降り（とくに冬季）、 ハジャール山系に染み込んだ水がワデ
ィに流れ出す。

②ドファ ー ル地方：インド洋からのモンス ー ンの影瞥を直接うける亜熱帯性気候で、 高温多
涅であり降雨量も約年間500mmである。
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表2 主要都市の気候
都 市 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 年合計

マスカット（バチナ地方） ： 

暑盪 i § : i 2
り： r H: � 2

忍： 8 3 9 : | 3 |• 5 3 g : ！ 3 i• 1 3 i • 1 3 ! : f 2『: 1 t i : ｝ l f 租： § 

Source：理科年表

(4) 略 史
16世紀 ポルトガル人によるマスカットの占領
17世紀 ポルトガル人を追放して東アフリカまで支配する海洋国家樹立
I 9世紀 英国の保護国
1959年 内陸部まで国王支配下に入る
1970年 カブース皇太子が父親を追放して即位、開国政策に転じる
1982年 国王がオマーソ人民解放戦線の幹部を閣僚に任命して反政府勢力を解体

(5) 政 治
①元首：国王、行政、立法の全権を行使、閣僚を任免
②内閣：91年12月15日改造、カブース国王が首相・外務・国防・大蔵相を兼務
③司法：イスラム法が適用される。
④最近の政情：

（イ）1988年を農・漁業年とすることを宣言、約30のダム建設、潅漑水路や井戸の改良・整備
を着手、89年も引続き農・漁業年と宜言

（口）1988年公務員省の新設、オマ ー ン化政策の推進や公務員制度の本格的確立
(1ヽ）1990年労働・職業訓練省を新設、また社会・労働省を社会問題省に変更して機構改革
(：：：)1990年1月カプ ース国王が第5次国家諮間評議会のメンバ ーを指名し、3月政府の諮問機

関として議会創設の計画を発表した。国内59地区で候補者各3人の中から 一 般投票で1人
名を選ぶ。選挙の時期は未定

（ホ）人口の1/5が外国人という人口楷成で、とくに金融、軍事、通商部門の中枢を英国人が
振ってる。政府は各部門指導層にオマ ー ン人を登用する「オマ ー ン化政策」を推進して
いる。しかし英国人の影饗は根強い。

(6)外 交
オマ ー ンはGCC（湾岸協力会議）域内協力、英米との緊密な関係、およびエジプト、ヨ ル

ダン等のアラブ諸国との友好関係を柱とする従来からの穏健路線を堅持する一 方で、湾岸 地
域における緊張緩和を目指す独自の外交を展開している。
く対南イエメン緊張の解消＞南イエメン最高人民会議幹部会議長がオマ ー ンを公式訪問し、各

種の分野について協力協定に調印した。両国関係の完全な正常化だけでなくアラビア半島の
緊張緩和に貢献したオマ ー ンの外交的成果

くサウジとの国境確定＞90年3月、カブース国王はファハト・サウジ国王と会談し、現在のライ
ンに基づいた国境確定で合意して、両国国境協定に調印した。
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く対日閲係＞日本は1971年に承認、 オマ ー ン原油の約50％が日本に輸出され、 日本は最大の貿易

相手国である。

対日輸出(1990年）19億5,6 8万ドル（石油99.6%)、 輸入は4億1,998万ドル（自動車51.5%、

鉄鋼10.2％等）

日本の経済援助は、 技術協力中心で89年ペルシャ湾安全航行システムを援助した。 また、

89-89年には多くのミッションがオマ ー ンを訪問した。

(7)経 済

国家歳入の約80％を石油収入が占める石油立国である。 91年民間経済拡大を柱とする第4次

開発5ヶ年計画を発表した。

①GDP（現行価格、 1988) : 2,918億OD ; GDP名目成長率ー2.8%

表3 産業別GDP楷成比(1988年）

第 1次産業 4. 3 

鉱 業 41.2 

製 造 業 4. 2 

電気 ・ 水道業 1.6 

建 設 業 4. 1 

商業 ・ ホテル ・ 飲食業 13. 3 

輸 送・通 信 3. 8 

金融、 t
‘

ヅネス ・ サーヒ
｀

ス 9. 2 

他のサー ビス業 18. 4 

輸 入 税 1.0 ---------------------------
GDP（市場価格） 10 0 (%) 

Source：オマ ーン中央銀行

②貿 易

（イ）輸出(88年） ：12億9,600万OR（前年比88.6%)

（ll）輸入（同年） ：0億OR（同19.0％増）

(1ヽ）主要貿易国：輸出（日本、 盟国、 台湾）、 輸入(UAE、 日本、 英国、 米国）

(8)民 生

前サルタン時代は、 鎖国政策から宗教書以外の医書持込みが禁止され、 教育程度も極めて

不備であった。 現サルタンは学校教育の普及に力を入れ、 また職業訓練、 成人教育、 教職員

捉成計画を進めている。 保険施設も不備であったが、 病院数が増加している。 この他、 テレ

ビ、 ラジオ、 新聞などのマスコミ部門の進歩が著しく、 オマ ー ンは急速に中世から近代へと

移行した観がある。
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(9)資料、 文献検索結果
①AICAF文献検索：12件（農業情剪報告を含む）
②朝日新聞記事デ ー タベ ー ス／G-Search: 14件(1991-92)

2)農林業動向

(1)土地利用

表4 土地利用(1,OOOha) 
Land Use 1975 1980 1985 1990 

Total Area 21, 246 21, 246 21,246 21,246 
Land Area 21, 246 21, 246 21, 246 21,246 
Arable & Perm. Crops 3 7 41 47 61 

Arable Land 13 13 15 16 
Perm. Crops 24 28 3 2 45 

Permanent Pasture 1,000 1,000 1, 000 1,000 

Other Land 49,418 48,93 8 48,3 18 47,7 88 
Source:Production Year Book FAO 1991 

(2)農業人口

表5 農業人口(1,000人）
項 目 1975 1980 1985 1990 

合計 人 口 766 984 1,242 1, 5 02 
農業 人口 407 490 558 601 

経済活動全人口 206 280 3 61 409 
農業人口 110 140 162 164 
比 率 5 3 .  1 49. 8 44.9 40. 0 

Source:Production Year Book FAO 1991 
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(3)．殷業生産

表6 作物及び畜産物の生産(1,OOOMt) 
項 目 1979-81 1988 

穀

物(Mt) 2 2 

粗

地
豆ナー牛

麦
物

ー

ガ

物
類ヤ

ー

●

穀

ール作メー

X

l

小
粒
一

ソ下
ツ＿

（
乳

牛

らくだ

羊
山羊

ー

ム

シ

＿

oo

-＿

頭

ー

一
，

鶏(100万羽）

_-‘,ノ

ー

ー
数

―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 
2

-
1
6
0-l -

7i-
4 

―
-l 

―― 

42 

4 1 
114 
240 

―― ―― ―― ―― i- ―― 1

4

i

―
―
―
―
-

― 

i­t-

Source:Production Year Book FAO 1991 

(4)農産物の輸出入

表7 農産物の輸出入額(10万＄）
輸 入

項 目 1986 1988 1990 
産業全体 24,017 22,009 26,804 
殷業全体 4,453 4,807 5,3 88 
比 率 18. 5 21. 8 20. I 
Source:Trade Year Book FAO 1990 

(5)文献・資料検索
①CAB文献検索：57件（全件検索）

一

②TROSIS（熱研 スライド情報システム） : 0件
③TRODIS（熱研文献情報システム） : 1件
④TROPIS（熱研印刷物情報システム） ： 0件
⑤入手した農業関係主要文献・資料：

1989 
2 

1990 
2 

―― ―― ―― ―― 
-
1-l 

4

-

3

4
7

1-
6 

-2-
3 

43 
83 

220 
715 

2 

―― ―― ―― ―― ―― ―― 

輸
1986 

-

l
-l 

4

-

3
5
7
0-

7
' 

-2-
3 

43 
87 

250 
7 20 

3 

―― ―― 

1988 

29,265 40,291 
575 1, 021 
2.0 2. 5 

出

―― ―― 

1991 

-
l
-l -2-

3 
-

3
5
7

5-
8 

43 
90 

280 
725 

3 

1990 

56,000 

979 
1. 7 

（イ）熱研センタ ー ：乾燥
地
における作物生産、 熱研叢書22、 p3 09、 1989.

3)農林業技術動向

(1)股業地域と農業生産
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①北部オマ ー ン地方：農耕地の95%、

（イ）バ チナ地域：38%、 果樹（ライム、 マンゴ ー 、 バナナ等）、 野菜

（ll）内 陸盆地域：55%、 ナツメヤシ、 アルファルファ、 小麦等

②ドファ ー ル地方（南部肥沃地域）：ココヤシ、 バナナ、 マンゴ ー

③半島地方：岩石地

(2)殷業開発の方向と間題点

①食糧輸入の増大→輸入量を抑えるための農業政策

（イ）第4次5ヵ年計画(91年4月）の中で農業・漁業の育成が柱となっている。

背景：推定石油埋蔵量(43億Iヽ
‘

Viv)が20年で枯渇する予想のため、 この期間内 での農

業振奥を 目 標としている。

（ll）ナツメヤシ消費の減少→小麦消費増大、 さらに野菜、 果物、 畜産物の消費増大

②食糧自給政策の中で璽視される小麦生産拡大の可能性：

（イ）北部海岸地域（バ チナ） ：熱帯気候に属するこの地域での栽培は困難。

内 陸盆地では圃場区画が小さく機械導入が困難、 野菜・果樹の高収益性

4)国立農業研究機関(NARS)の現況

(1)研究機関

①Longman Group UK. 1990. Agri. Res. Centers. ： 記載なし

②ISNR 1989. ISNR Agri. Res. Indicator Series.: 

表8 農業及び畜産の研究者(1983)

PhD Msc Bsc Expat Total 

Agicul tural Research I 1 5 25 32 

Arni ma I weal th O I 2 7 10 
- - - - - - - - - _ .. ．． - - - - - - - - - - ·· •• ·疇 •• - - - - •• - - _ .. .. ．． - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

Tota I 1 2 7 32 42 

③The World of Learning 1992 Forty-Second Edition: 

（イ）Saltan Qaboos University:9 colleges, POB 6281, Ruwi, Muse.at College of 

Agriculture and Food Sciences 

(2) CAB検索による農業関連研究機関

①Dept. of Animal Health, Min. of Agriculture and Fisheries, PO Box467, Muscat 

②Dept. of Agri. Research, Min. of Agri. and Fisheries, Muscat 

③Agri. Research Dep., PO Box 18475, Salaah 

(3) NA RSの現状

①農業試験場：国内7ヵ所に設置（リゾ ・ クリヤー ト、 Jvマイス、 サラーサ、 クヌ7、 Jvスタク、 yナス、 イ7万、 イアリ）、

品種蒋入（メキ四小麦の導入等）、 栽培、 施肥、 潅水、 病虫害防除
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②畜産試験場：ルマイスに1974年設立

③果樹・圏芸試験場：アダハルに1974年設立

④農業普及センタ ー ：国内44ヵ所に設置、 野菜中心

⑤研究・普及施設の整備に伴う研究技術者や普及員の不足

5) 国際協力の現況

(1) 1950年代：英国の援助でニズワ、 ソハ ールに農業試験場の設置

(Z)JICA: 地方農業開発計画調査、 農業開発基本計画
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6 - >'ロモン詔島

l)政治・経済・民生の動向

面積 土地は28,900k症（日本の7.4%)。 海域は1,340,000km孔

人白 32.4万人(90年）。 70年の人口の約2倍、 年率3. 5％で増加。

人種 メラネシア系が90％以上。 その他ポリネシア系、 ミクロネシア系、 ヨ ーロッパ系、

中国系など。

宗教 キリスト教

首都 ホニアラ（ガダルカナル島） これを含め8つの行政区がある。

表1 国土と人口(1988年）

州名 面積 人口 人口密度

Western (5)
2 > 32.8% 19.4% 5. 9人／km2

Isabel (1) 14. 6 5. 1 3. 5 

Central (4) 4. 5 6. 5 14.4 

Guadalcanal (1) 18. 8 17.6 9. 4 

!-loniara 0. 1 10. 7 1393.9 

Malaita (1) 14. 9 2 8. 1 19. 0 

Makira (2) 11. 2 7.6 6. 8 

Temotu (6) 3.0 5. 1 1 7. 0 

計 285,796 

1) 集落の数と1つの集落の平均住民数(1976年）

2)主要な島数

集落1)

数 人数

842 48 

202 52 

433 31 

1230 26 

1 14942 

1785 34 

349 43 

172 64 

独立 1978年、 イギリスより独立。 戦時中は 一 時日本の占領下に。

政治 英連邦の一 員。 イギリス女王を元首とする立憲君主制。

しかし、 イギリスからの援助は減少の傾向にあるため、 外交をとおして多くの国々との友好

関係を強化。 また、 国連などの国際機関や、 南太平洋の地域協力機構(SP C、 SPF)に積

極的に参加して、 メラネシア地域内の開発を推進している。

対ソロモン諸島政府開発援助は、 最近では日本が総額の1/3以上を占め、 第 一 位。 続いてオ ー

ストラリア、 イギリスが大きな比率を占める。 このほかわずかだがニュ ー ジ ーランド、 アメリ

カ合衆国、 西ドイツなど。

経済 一人当たりの GNPは580ドル(1990年）。 太平洋諸国の中では低い。

第 一 次産業中心の経済。 自給自足的な農業が基盤(GDPのうち約20％が自給自足農業産物によ

担当：宮璽 俊 一
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よる(80-86年））。 輸出産品としては魚、 木材、 コプラ、 パーム油、 ココアが主要なもの。 し

かし、 一 次産品の国際価格は長く低迷が続いている。 さらに、 1986年のサイクロンにより経済

は大きな打撃をこおむった(5月18日、 Cyclone Namu、 ソロモン諸島の東部を襲う。 1億ドル

の被害。 100人以上が死亡、 9万人が家を失う）。

貿易収支は87、 88、 89年と赤字が続いており、 かつその額が拡大する傾向にある。

表2 輸出総額に占める各品目の割合

品目 1987 1988 1989 

コ プラ 8.0% 9.2% 12. 2% 
パー ム油 5. 8 8. 2 11. 7 

魚 41. 0 46.2 43.3 

木材 29.0 22. 9 24.0 

コ コア 7.4 4.4 4. 6 

その他 8. 8 9. 1 4. 2 

総額（百万USドル） 64.0 8 2. 3 74.9 

輸入（百万USドル） 67.4 98. 0 113. 3 

民生 安定していると思われる。

犯罪（届出）は85年までは年間、 3000件前後で推移。 86年には急増して、 5000件を超す。 約

1/2が盗み等。 1/4弱が傷害等。

2)農林業動向

(1)位懺と気象

南緯5度ー12度、 東経155度ー 170度。

熱帯気候だが、 海に囲まれているため穏やか。 4月から11月は南東の貿易風がふく。 11月

から4月は幾分気温が高く、 降雨が多い。 サイクロンも多い。

一日の気温は2]℃から30℃。 降雨は一年に3000mm以上あり、 8000mmに達するところもある。

表3 ホニアラの気候

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

平均気温 27 27 27 27 27 26 

降水凪 302 313 346 209 112 101 
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(2)土地利用

主要な（大きな）島々に山並が連なっており、 熱帯雨林が広がっている。 島の起源は火成岩、

変成岩で、そのうえを海洋に由来する堆積層が覆っている。 周辺の小さな島々は隆起さんご礁

から成る。 平野は最も大きな島であるガダルカナル島の北東海岸に広がっているだけ。 国土は

耕地2. 0%、 草地1, 4%、 林地91. 5%、 その他5.1%(1990年）。

土地は、所有の形態により2つのカテゴリ ー に分類される。

慣習地(Customary Land) 慣習的に利用されてきた土地で、 普通、 部族（血族）の所有とな

っている。 全土の86. 7％がこのカテゴリ ーにはいる。

登録地(Registered Land) Customary Landに属さない土地。 全土の13. 3％あり、登記によって

所有権が認められている。 このうち1/3 (4. 4%）が島民（個人）の

所有、2/3 (8. 9%）が政府の所有。

(3)農業生産

人口のほとんどが農村にすみ、 農業に関係していることからも明らかなとおり、 この国は農

業に基盤をおいている。 食料作物の生産が中心であるが、 換金作物の生産も拡大してきている。

統計にのぼっているものを示すと、

①いも類

計 （／人） タロ ヤム 廿藷 キャッサバ

1970年

1980年

1990年

68千トソ ( 420kg) 

79 (351) 

95 (297) 

6

2

 

4

5

 

8

0

 

1

2

 

5

2

 

1

2

 

②こめ 政類ではこめだけが生産されてきた。 政府と民間の共同出資会社がガダルカナル平

野で大規模な生産を行ってきたが、1980年代に入って過剰生産になったのと海外市場を失った

ため、 生産を縮小。 さらに1986年にはサイクロンによる大洪水のために駁滅的な打撃を受けた。

それ以後、 生産は中止。 いまではほぼ100％を輸入に頼っている。 この地域は一 部オイルパーム

が植えられたが、 なお広大な面積がそのままなんら利用されず放置されている。

面積 収餓 生産 軸入

1977年 1, 940ha 3. 2トソ 6,269トソ 3, 215トン
1880年 3,869 3. 7 14,256 2,550 

1983年 2,567 3. 7 9,481 2,021 

1984年 2,446 2.9 7,137 5, I 06 

1985年 2, 170 2. 7 5,945 7,995 

1986年 937 2. 5 2,355 10,172 
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③コプラ

1979年までは最も重要な（輸出額の多い）産品であった。

1986年のサイクロンで打撃を受けたが、 回復、 幾分、 増加の傾向。

小農 農園 計 輸出

1970年 13,697トソ 10,903トソ 24,602トソ 21,387トソ

1980年 20,439 8,732 29,169 31,679 

1989年 27,173 7,921 35,094 35,135 

コプラの品質

小農 1 st 2nd 3rd 農閾 1 st 2nd 3rd 

1970年 52% 15% 33% 94% 4% 2% 

1980年 61 21 18 89 10 

1986年 70 12 19 94 4 

④::::zコア

かなり以前から導入されたが、 最近になって急速に拡大。

小農 農園 計 輸出

1970年 75トソ 54トソ 129トソ 89トソ

1980年 1 71 175 346 365 

1989年 1, 359 1,940 3,299 3,254 

⑤オイルパーム

政府と民間の共同出資会社が1976年に操業を開始。 1986年のサイクロンで打撃を受けたが、

回復。 増加の傾向。

面積 果実 オイル（輸出） カネル（輸出）

1976年

1980年

1989年

5

6

 

3

8

 

3

9

 

9

9

 

3

3

 

ha ソ卜

8

5

 

6

ー

7

6

 

9

9

 

4

7'
 

6

9

 

トソ トソ

14,228 (15,655) 2,349 (2,550) 

20,090 (20,748) 4,475 (4,013) 

⑥うし
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近年、 頭数は減少の傾向にある。 1991年は9,300頭までに減少。 これまで輸出の実績はない。

群の数と総頭数 小農 農図 教会 政府 計

1970年 212 1222頭 31 9697頭 31 1024頭 6 156頭 12,099頭

1980年 737 8723 29 9134 38 1236 19 3902 22,995 

1985年 597 7612 19 4068 24 723 26 7347 19,750 

1987年 5780 2976 777 4391 13,927 

規模別(1987年）

牛群 頭数

1- 10 379 63.3% 1, 831 13. 1 % 

11- 20 107 17. 9 1,544 11. 1 

21- 50 71 11. 9 2,075 14. 9 

51-100 22 3. 7 1, 418 10. 2 

101-500 17 2.8 3,923 28.2 

>500 3 0. 5 3,136 22. 5 

スパイス長らく開発の努力がな されてきたが、 まだ輸出できるほど生産が拡大していない。

ぶた 1990年の頭数は94,824頭と推定 されている。 ほとんどが村々で飼われているvi I I age 

pigs。 開発公社が離乳ぶたを生産、 農家に供給しはじめる（年間 6 万頭を目標に）。

にわとり飼養羽数は不明。 ほとんどがvi11 ageで放し飼い されている。 開発公社が初生びなを

生産、 農家に供給しはじめる（年間30万羽を目標に）。

蜂蜜 I 9 9 I年には600の蜂群と10トンの生産に達した。 ほとんどがロー カル市場にまわり、

輸出はわずか。 生産は伸びている。

Ngali nuts 1991年には生産は30トンに達した。 生産は伸びている。

3)股林業技術動向

集落が非常に小 さく、 隔たっているため自給自足的な農業生産(subsistence agriculture) 

がずっと続いてきた。 すなわち、 慣習地で、 生活に必要ないも類と、 野菜や果実を栽培し、 豚

や鶏を飼育してきた。 移動耕作を行い、 採集、 狩猟、 漁労も行ってきた。 また、 バー タ ー 取り

引きによって食料やそのほかの品物がわずかに流通していた。 現在もこのような状況はほとん

ど変わっていないが、 人口の増加や、 市場、 道路などの整備とともに（遅々としているが）、

市場出荷を目的とする作物生産が拡大する傾向にある。

島民の主要な食料はいも類であるが、 市街郎を中心に、 近辺の村落ではこめや小麦（粉）の

消費が急速に増加している。 こめや小麦（粉）はすべて輸入。 たんぱく源はわずかなマメ類の

栽培と、 そのほかではなんといっても沿悔、 近梅でとれ る魚類が阻要。 肉類の消翡も増加。

政府（イギリス保護領の）と民間（大資本、 小資本、 協会等）による商品経済的な農業生産
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(commercial agriculture)は1950年代に入って展開してきた（おもに輸出向け）。 まずコプ

ラの生産。 続いて、ココア、こめ、スパイスなどが導入された。 最近ではオイルパー ム。 これ

ら作物の生産の現況は上述のとおり。 農園の開発ばかりでなく(plantation)、農民にも換金

作物の生産が奨励された(Smallholder Development Programme)。

農産物の処理・加工はほとんど発達していない。 ココナッツ、オイルパ ー ムの処理（搾油）

工場のほか、コ ー ヒ ーやポテトチップスの小さな処理工場があるだけ。

人口の増加が著しい。 増加した人々の就業の機会を確保することが重要。 農業開発のための

土地にはまだ余裕があるとみられているが、現行土地所有制による制約や、市場や輸送システ

ムが未発達なことなどの間題がある。 現在、市場の整備が進められているが、資金不足のため

思うようにははかどっていない。

農業の教育に閑しては、ソロモン諸島高等教育専門学校の天然資源科に農業と林業のクラス

があるだけ。 教育が中心だが、ちょっとした応用研究も実施している。 南太平洋大学の農学部

は西サモアにある。 ソロモン諸島における農業の実際や生活の実態を見る上で大変奥味深いと

思われるので、ここにガダルカナル島トマライタ島における農村調査の結果を引用する。 これ

はSouth Pacific Smallholder Project でなされたものである。 調査した農村は5カ所で、 自

給自足に近いところ
”
subsistence" villages (A,B)と食料作物に加えココナッ、ココアを広く

栽培しているところ
”
cashcropping" villages (C,D,E)に大別される。 どちらもソロモン諸島に

みられる代表的な農業の形態である。 B,C,D,Eでは、廿藷が最も多く栽培されており、ついでタ

ロイモ、 キャッサバ、 そして、バナナとなっている。 Aは、海抜700mにある内陸部の農村で、 タ

ロイモが最も多かった。 低地よりタロイモノ病害が少ないためとみられる。

休閑の期間が短くなるのには、人口の増加と商品作物（ココナツ、ココア）の導入が関係し

ているとみられる。 休閑期間の長短によって廿藷の収最に大きな開きがみられている(A 16. 2 

ton/ha, D 6. 5 ton/ha)。

ココナツとココアの所有本数は当然C,D,Eで多い。 ココアは、Aでは最近蒋入したということ

であり、B,Cでは土壊がココア栽培に向いてないということである。 子供の栄旋状態は、ひどい

という状態ではないが、全体に余りよいといえず、特にA,Bで発育不良等が目だっている。 身長

に比べて体重の少ない子供はBとEでおおいが、前者は土地に対する圧力の高い地域（休閑の期

間が非常に短い）であり、後者はマラリアの流行があったという。 食事内容を見ると、A. B．で

は毎食イモを食べているが、C,D,Eでは2/3の食事にイモが出るだけで、2/3の食事で米やパンを

食べていることがうかがえる。

ガダルカナル島とMalaita島における農村調査の結果を示す。

-56-



表4 農村調査

村 落

A B C D E 

栽培作物等

畑地(ha／戸） 0. 27 0. 21 0. 1 7 0. 18 0. 16 

作物の種類（／村） 15 18 22 21 17 

作物の種類（／村） 5. 5 4.2 10. 3 6. 7 4. 9 

休閑期間（年） 1 7. 1 5.0 10. 7 8. 1 12. 8 

ココナツ本数（／戸） 80 170 510 890 750 

ココア本数（／戸） 200 200 900 2100 

子供の栄養状態（％）

年齢相応の体璽がない 29. 6 31. 6 20. 9 12. 3 15. 1 

年齢相応の身長がない 76. 5 58.9 60. 4 45.2 36. 6 

身長に比して体重が少ない 3.7 25.3 7. 7 8. 9 18. 3 

食事の内容（％）

イモ類 104 57 

米、 パ ンなど 13 64 

肉、 魚 16 31 

野菜 50 39 

茶、 コー ヒ ー 5 38 

S. Jones (1986) 南太平洋スモールホルダー プロジェクト

A、 B （自給自足的村落） C、 D、 E （換金作物を栽培している村落）

4)国立農業研究期間(NARS) の現況

農業政策の推進は農業土地省が担っている。 この農業土地省のもとに研究部門がある。 この

ほか普及部門や（各州にもChief Field Officerを長とするextension staff がい る）、 畜産関

係部門、 国土開発部門、 その他がある。

Dodo Creek Research Station 

唯 一の国立農業研究セン タ ー。 ホ：：：：：アラ の東、 約20kmの、 Dodo Creekというところにある。

もっぱら作物関係の研究を実施。 以前は牧草および草地開発関係のプログラ ムもあったが既に

終了。

職員はSenior staff (Doctor,Master,Bachelor) 12名
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Support staff (Diploma,Certificate) 約40名

Labourer 

Dodo Creekには次の研究室がある。

Plant Pathology 病気、 防除

Entomology 害虫、 防除

Soil and Plant Nutrition 

National Analytical Services 

Field Crops イモ類、 野菜類、 スパイス

Tree Crops ココナッツ、 コ コア、 コー ヒ ー 、 果樹

Farming Systems 

Library 

Support Services 

市揚をいくつかかかえ、 それぞれお互いに異なった農業気象および土壌タイプのもとでフィ

ールド試験を実施している。追伝資源（いも類が中心）の収集、 保存、 評価、 栽培試験（生育、

肥料、 収穫、 病気、 害虫など）、 ファ ー ミングシステムの試験、 野菜等の種子生産などが主要

な内容。

Tenaru（ガダルカナル）

Avuavu（ガダルカナル）

Black Post（ガダルカナル）

Fote（マライタ）

Ringgi（西部）

Lata（テモツ）

（なお、 森林関係は天然資源省の森林局に研究部門がある。）

5)国際協力の現況

Dodo Creek Research Stationでは以下の研究（技術）協力を実施。

N.Z. DSIR Pathogenic fungi 

オー ストラリア ACIAR Coconut viroids 

Pathogenic tested sweet potatoes 

Coconut DNA mapping 

CSIRO Fruit fly 

イギリス NRI Ngali nut oil extracting machine 

Chi Ii pungency control 

CMI Bacteriology and Viruslogy 

FAO AEI Radiation of taro for possible mutagenic changes など

6)研究ニー ズ

背景として、 人口の増加、 食生活の変化、 栄捉の改善、 収入の確保（農家、 国家）など、 社
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会にお ける状況の変 化や要 求の高ま り がある。

①基本食料の生産の安定、 拡大

根菜類、 葉菜類などについて。

地域の環境に適した 品 種の育成、 栽培。

高収量、 高品質の もの。 病 虫害に強い もの。

作付、 栽培方法の確立。

このた めに土壌特性、 nutr i en t cycling、 遺伝資源の収集と評価（収最、 品 質、 病 害 虫に対

する抵抗性）、 栽培方法 (intercropp i ng、 alley cropping、 作物の組み合せ、 マメ 科作物、 肥

料、 病 虫 害の 防 除、 伝統的なfarm i ngの研究など）、 アグロフ ォ レストリ 、 ポストハ ー ベスト（

貯蔵、 加 工）などに関 する研究が重要。

②農業生産の多様 化

コ コ ナ ッ ツ 、 コ コ アなど高収量、 高品質。 耐病 虫 害、 樹 林 下地の利 用。

スパイ ス 、 ナ ッ ツ 、 野菜など新しい作物（品種）の 開発、 栽培。 市場の開 拓。

ぶた、 と り 、 う しなど市場の 開 発。 飼 育 技術。 草地開発。

③成果の農 民への普及研究が常に普及 を 目 的に行われている。

7) 共 同研究への戦略的 ア プロー チ

熱帯 島 し ょ 諸 国にお ける農業の制 約 条 件（とくに自然環境要因）は沖 縄や小笠原にお け る 問

題と も 共通する点が多いと考 えられる。 分野やねらいに もよるが、 関 連 問 題の共 同研究は直接

わが 国のこ れら地域における農業の 開 発、 振邸に も つながる。

8) 共 同 研究実施上の間迎点

①地域別にみてオセアニアのpriorityが低い。

非常に小 さな 国であ り 、 間 題あるいは 問 題 解 決のイン パクトのおよぶ 範 囲 も 限られている。

②マ ラ リ アの世界 一の汚 染地帯。

1 986年、 血液検査した223 , 278例の う ち、 58 , 776例 (26.3 %）が陽性であった。 ホニアラ を

含 め、 全地域で等しく発生がみられる。 日本のODAによってマラ リ ア研究所が建てられ たが、 ど

れ だ け 活動しているのか ？

1 986年、 結核とハンセン病の発生は26 1例 あった。

③Re search Stationの研究施設等は整っているとは言 い 難 い。 しか し、 研究の分 野や 内 容によ

ってはそれ ほど 問 題にはならないと考 えられる。 い ろ い ろなアプロー チがあるだ ろ う 。 研 究ス
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タ ッ フ に つ い て は 不 足 し て お り 、 ま た 、 研究歴 も 短 い そ う で あ る 。

④ ホ ニ ア ラ の 生 活 は 単調 だ が 、 と く に 問 題 は な い。

9) 共 同 研究へ の 展 望

ソ ロ モ ン 諸 島 で は 、 多 数 の JOVC の 若 者 が 活 躍 し て い る ( 4 0 名 ほ ど い る と 聞 い た ） 。 マ ラ リ ア

な ど 深刻 な 問 題 は あ る が 、 （短期 的 に は ） 対処 で き な い こ と は な い だ ろ う 。

島 し ょ の 農 業 開 発 に お け る 技術 問 題 を 積極 的 に 取 り 上 げ る に は イ ン パ ク ト が 小 さ す ぎ る か も

し れ な い が 、 島 し ょ と い う 、 外 に は な い 自 然条 件 あ る い は 社会条件 を そ な え た 一 つ の 実験 の 場

と し て 、 あ る い は 外 の 地 に は み ら れ な い 生物資源 の 宝庫 と し て と ら え れ ば 、 国 内 研 究 の 内 容 や

進 展 の 状況 に よ っ て は 共 同 研 究 に 対す る 要 求 も （ わ れ わ れ サ イ ド か ら ） 出 て く る と 思 わ れ る 。
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7 ー バ ヌアツ共和国

l)政治・経済・民生の動向

ミュ ー ジカル「南太平洋」の舞台となったニュ ー ヘブリデス。 1980年の独立の時に「バヌア

ツ共和国」 （現地語で「われわれの土地」という意味）と改名する。 快適な気候、 美しい景色、

純朴な島民・ ・ ・。

面積 土地は12,200k岳（日本の3.2%) 海域は680,000krn2

人口 15. 8万人(90年）。 70年の人口の2倍弱、 年率3.2％で増加。

人種 メラネシア系が90％以上。 その他英仏人、 中国系、 ベトナム系など。

宗教

首都

キリスト教

ポ ート・ ビラ（エファテ島） 大小約80の島々から成る。

表1 島嶼別の面積と人口(1989年）

島名

Banks/Torres 

Santo/Malo 

Ambae/Maewo 

Pentecost 

Malakula 

Ambrym 

Paama 

Epi 

Shepherds 

Efate 

Tafea 

農村

都市

計

面積

882km2 

4,248 

699 

499 

2,053 

666 

60 

446 

86 

923 

1,627 

12,190 

人口 人口密度

5,985人 6. 8人／km2

25,542 6. 0 

10,945 15. 7 

11,336 22. 7 

19,289 9.4 

7,189 10. 8 

1, 6 96 28. 3 

3,626 8. 1 

3,975 46.2 

30,422 33. 0 

22,414 13. 8 

116,549 (81.8%) 

25,870 (18. 2%) 

142,419 11. 7 

村落

71 

370 

196 

266 

172 

98 

25 

45 

35 

68 

362 

地区

180 

513 

449 

401 

433 

173 

53 

88 

63 

168 

712 

都市に含まれるのはPort Vila (Efate島）とLuganvi 11 e (San to島）だけ。 各村落は、 その

広がりや人家の分布によって、 さらにいくつかの地区にわかれている。 全体で、 地区の人口は、

10-49人が53％あり、 10人未満26%、 50-99人13%、 100-199人6 ％となっている。

担当：宮重俊 一
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独立 長らく英仏の共同統治下にあったが、1980年に独立。

政治 大統領を元首とする共和制。 英連邦にも加盟。

イギリス、 フランスとの関係はなお強いが、一方で外交関係の多角化を積極的に押し進めて

きた。 とくに南太平洋諸国、とくにメラネシア諸国との連携強化、非同盟主義の推進、ニュ ー

カレドニアなど各地の独立運動の支援、反核政策の推進を掲げている。

対バヌアツ政府開発援助は、オ ーストラリア、イギリスが大きな比率を占め、続いてフラン

ス、そして日本、ニュ ー ジ ーランドなど。

経済 一人当たりのGNPは860ドル(1989年）。

経済は、自給自足的な農業と輸出向けのコプラの生産に基盤をおいてきた。 最近は

牛肉やココアの輸出が増加する傾向にある。

また、観光が外貨の獲得にきわめて重要になっている。 1991年のvisitorsは76,807

人であった(One-day visitor 37,259人 Long-term visitor 39,548人）。

GDPの肉訳は、農、林、漁業が20.0%、工業が13.5%、サ ー ビス業が66.5%となって

いる(1990年）。 農、林、漁業の内訳をみると、自給自足農業産物が38.9％を占めており、続

いてコ プラが31.2%、牛が13.2%、ココ ア5.7%、林業、木材が5.6%となっている(1990年）。

GDP中、農、林、漁業の占める割合は1985年には30％あったが、1987年以降20％ほどで推移して

いる。

貿易収支は大幅な赤字が続いている。

表2 輸出総額に占める各品目の割合

品目 1988 

コ プラ 46. 1 

コ コア 5. 7 

牛肉 11. 8 

皮革 1. 6 

木材 5. 1 

貝 1. 7 

その他（カバ、コー ヒ ー 他） 3.4 

（再輸出） ( 24. 6 

総額（百万USドル） 19. 9 

愉入（百万USドル） 71. 0 

民生 安定している。

2)農林業動向
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1989 1990 

29. 3 27. 2 

6. 8 11. 3 

10. 2 16. 7 

1. 4 1. 5 

8. 0 4. 1 

2. 3 5. 0 

5. 0 7. 3 

37. 0 27. l) 

22. 3 18. 7 

72. 9 95. 8 



(1) 位置と気象

ソロモン諸島の南東。 南緯12度ー 21度、 東経166度ー 171度。

北部は熱帯、 南部は亜熱帯に屈し、 海洋に囲まれてきわめて穏やか。 12月から4月にかけて

サイクロンがくる。

表3 ポー ト ビラの気候

月 1 2 3 4 5 6 7 8 ， 10 11 I 2 

平均気温
゜

C 26 26 26 25 24 23 22 22 23 24 25 26 

降 水量mm 247 241 351 213 145 134 11 7 80 149 91 139 180 

(2) 土地利用

島々は、 パ プアニュ ーギニアからソロモン諸島をへてニュ ー ジ ー ランドに至る火山帯のうえ

に位置しており、 爆発を繰り返している活火山もいくつかある。 大小80以上の島々があり、 こ

のうち67の島々に人々が住んでいる。 小さな島では水の確保が問題。 なかには雨期だけ天水を

利用して島で暮らし、 乾期には対岸の大きな島に移動するかあるいは毎日カヌーで水を運んで

生活している人々もいる。 国土は耕地11.8%、 草地2.1%、 林地75. 0％その他11.2% (1990年版 ）

土地の権利は、 それまで論争があったが、 独立時に、 全ての土地ば慣習的に所有し、 利用し

てきた人々あるいは彼らの子孫に権利があると、 憲法に明記されるに至った。 独立以前に入植

していた人々や、 あらたに入植したい人々はこれらの人々から貸与を受ける形となった。

(3)農業生産

人口のほとんどが農村にすみ、 農業に関係していることからも明らかなとおり、 この国も農

業に基盤をおいている。 やはり、 食料作物の生産が中心であるが、 換金作物の生産も拡大して

きている。

①いも類（タロ、 ヤム、 廿藷、 キャッサバ ）

計 （ ／人 ）

1970年 29千トソ( 345kg)

1980年 32 ( 271 ) 

1990年 40 ( 2  5 3 )  

②穀類ではトウモロ コシがわずかに栽培されているだけ。

こめは消費が増えているが、 栽培はほとんどない。
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③コプラ

最も輸出額の多い産品。 世界の貿易量の10％を占めている(86-9 0年の平均で）。 これは

フィリピン(31%)、 パ プアニ ュ ー ギ ニア (24%）に次いで多く、 さらにソロモン諸島 (9 %) 

、 マレ ー シア(9%)が続く。

輸出 小農 農園

1980年 26,732トソ トソ トソ

1982年 34,798 

1984年 46,682 

1986年 42,293 

1988年 31,681 22,732 6,826 

1990年 37,246 39,396 5,676 

④ココア

最近になって急速に増加。

輸出 小農 農園

1980年 366トソ 578トソ 145トソ

1982年 776 417 111 

1984年 681 634 148 

1986年 588 1, 000 258 

1988年 1,011 612 144 

1990年 1, 21 7 1, 6 58 514 

⑤カバ

伝統的な作物で、 国内にかなりの市場があるが、 正確なデ ー タはない。

輸出は、 1988年 14トン 1990年 43トン。 薬品や飲料に。

⑥コ ー ヒ ー

輸出は、 1988年 19トン 1990年 37トン。

⑦肉牛

牛肉と子牛肉の輸出は最近、 急速に増加。

3/4以上が日本への輸出。 ニ ッチクが大規模な牧場を経営。 農民に対しては4歳以下でと体

（枝肉）の重量が260kg以上という条件が示されている（去勢牛肉）。 これに満たないものは単

価が安くなる。 自然草地ではこれだけの発育を達成するは難しく、 改良草地の導入が必要との

ことであった。 こうした条件はだんだん厳しくなってきているという。

エファテ島では、 大規模な牧場があちこちでみられる(open pastures、 under coconut 
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trees)。 うしを飼おうとする農家は、 ブ ッシ ュナイフで森林を切り開き、 木を切って牧柵をつ

くり、 バ ラ 線を買って張り巡らすなど、 大変な労力と資金が必要である。 小農による出荷は最

近、 増加してきている。 エファテ島ではまだ少ないが、 サント島ではと場にでてくるうしの約

半数にまで増加。 他の島でも増えている。

輸出 と殺 生産

1980年 723トソ 頭 トソ

1982年 548 11,939 1,940 

1984年 791 12,582 2,246 

1986年 1, 197 11,910 2,008 

1988年 813 14,563 2,647 

1990年 1,956 14,450 3,026 

⑧乳牛

乳牛の飼育はEfate島にみられるだけで、 Port Vilaの市場に出荷しているだけ。 生産、 販

売とも順調に増加している。

⑨ぶた

1986年

1988年

1990年

生産

153. 3千リット）V

210. 0 

287. 2 

販売

ミルク 80.4 クリーム

68.3 7.7 

82.5 12.6 

いわゆるvil]age pigsの頭数は、 5万6千頭(198 9年）。 1戸当たり2.5頭。 1989年の調査

より減少。 ぶたはメラネシアの人々にとって伝統行事に使われる菫要な動物。 村民のたんばく

源としても重要。

コマ ー シャル養豚はエファテ島でみられる。 1989年 のと殺頭数は1,085頭、 と体璽量が45.9

トン。 輸入あり。

⑩とり

いわゆるViII age chicken sの羽数は、 30万8千羽(1989年）。 1戸当たり13.5羽。 1989年の

訓査より増加。 村民の重要なたんぱく源。

コマ ー シャル養鶏による生産は、 肉が172.4トン、 卵が230,445ダ ー ス(1989年）。 輸入あり。

⑪ひつじ

国内の消費の約2/3を生産。 残りを輸入。

総世帯数のうちそれぞれ次の作物／家畜を栽培／飼育している世帯の割合は次の通りとなる。
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ココナッツ ココア カバ コー ヒ ー うし

農村

都市

71 % 

， 

35% 27% 

3 3 

％
 

2

0

 

％
 

4

5
 

4
 

バヌアツにおける人々の生活状況をみてみると(1989年の調査結果）、 農村部では、 水は、

タンク（共同及び個人）に貯めたものを利用している家庭が最も多く、 次いで、 共同水道や河

川、 井戸などの利用が多い。 料理のための燃料は、 薪やココナツの殻を使っている家庭がほと

んどとなっている。 また、 あかりには、 ほとんどの家庭で灯油を使っている。

表4 バヌアツの生活調査(1989年）

農村 都市

全世帯数 22,772 5,4 80 

水道

自家水道

共同水道

村内水道

自家水槽

共同水槽

河川

沸水

井戸

5. 6% 51. 8% 

1 7. 7 31. 7 

5. 1 0. 3 

15. 2 8. 9 

18. 0 3.0 

15. 3 0. 5 

7. 2 0. 2 

14 . 4 1.0 

燃料

たき木／ココナツ殻

薪炭

灯油

ガス

電気

94 . 0% 28. 6% 

0. 5 0. 3 

0. 6 3. 0 

4 .  2 64 . 7 

0. 1 0. 5 

灯火

たき木／コオナツ殻

灯油

ガス

電気

5. 8% 

86. 9 

0. 3 

5. 5 

0. 8% 

4 6.4 

1.0 

4 8. 6 
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ろうそく 0. 0 0. 4 

3)農林業技術動向

状況はソロモン諸島と同じ。

農家の生産活動は、 生活に必要な食料の生産と、 販売を目 的とした作物の生産に分けられる。

巌民はブッシュナイ フと火入れによって切り開いた土地で食料作物（いも類のほかいろいろな

作物）を栽培し（移動耕作）、 一方で、 ココナッツや、 より少ないがココアを生産してきた。

最近では人口の増加とcash cropsの生産の拡大から休閑の期間が短くなり、 土壌の肥沃度の低

下や、 一部では土地の荒廃も進行しているという。

4)国立農業研究機関(NARS)の現況

農畜林水産省、 農業園芸局

Economics 

Extension 

Quarantine 

Training and Information 

Horticulture（近いうちにできるという）

独立した研究部門はないが、 研究活動は局長が直接、 統括しており、 研究リ ポ ート等は局

長に直接、 提出される。

Tag abe Experimental Station (Port Vilaから約 5 km) 

Senior Ag ronomist（ フラン ス 人）のもと、 総勢4名のチ ー ムがあり、 研究を推進。

地域の自然条件に適した品種の育成と、 新しい作物の開発を目 的としている。 い

も、 野菜、 果樹のほか、 ペパ ー、 バニラ、 カ バなど。

それからCIRADの研究センター がサント島にある。

I RHO (Inst i tut de recherches pour l es h u i I es et o I ea g i n e u x) 

ココナッツの研究を実施。

IRCC (lnstitut de recherches du cafe, du cacao et autres plantes simulantes) 

コー ヒ ーおよび ココアの研究を実施。

なお、 CIRADは、 いわば フラン ス の熱帯農業研究センターで、 その下に10の部門がある。

すなわち、 IRAT (f o o d c r ops) 、 IRFA(fruits) 、 IRIIO (o i I crops) 、 IRCC(coffee、 cocoa)

、 IRCT(cotton) 、 IRCA(rubber) 、 CTFT(wood and forestry) 、 IEMVT (l i v es tock pr o du c 

ti on、 veterinary medicine) 、CIRAD-SAR(rural systems、 food technolog y) 、 GERDAT(man 

ag ernent、 services、 documentation)

ア フリカ 、 ア ジア、 太平洋地域およびラテンアメリカ の65カ 国と協力。 ス タッフ数は、

Senior staff（海外）593人、 他のstaff（涌外）292人、 Senior staff（ フラン ス）439人、 他
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のstaff（ フランス）611人、 Associate staff（海外、 フランス）1000人。

畜産局は最近、 独立。 次の部門がある。

Animai Health 

Animal Production 

Animal Healthの部門では、 家畜検疫、 臨床業務、 病気対策、食肉検査にかかわる業務を遂行。

Animal Productionの部門では、 肉牛、 乳牛、 ぶた、 とり、 ひつじの生産、 繁殖育成牧場、

種畜供給センター、 Smallholder Cattle Project、 Artificial Insemination Project、 Vanua

tu Pasture Improvement Project（オ ー ストラリア AIDAB 1993年まで／草地改良、 放牧管理

などに関する研究、 調査、 普及、 訓練などを実施）などを遂行。

5)国際協力の現況

上述。

6)研究ニー ズ

① 基本食料の生産の安定、 拡大

② 農業生産の多様化

③ 土壌の保全、 肥沃化

④ 農業技術の普及

7)共同研究への戦熱的アプロー チ

ソロモン諸島と同じ

8)共同研究実施上の問題点

①地域別にみてオセアニアのpriorityが低い。

②ソロモン諸島と違って、 マラリアに感染する心配は少ない。 少なくともポ ートビラではない。

③研究活動が限られている。 分野も限られているが、 その内容も普及を前提とした活動が中心。

④ポ ート ビラの生活は、 小さな町のこと故単調ではあるが、 美しい自然があり、 マリンレジ ャ
ーも楽しめ、 気持ちよく過ごすことができるだろう。 町および島内は安全。

9)共同研究への展望

展望を探るとすれば、 やはりソロモン諸島と同じことが言える。
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8 ー 南アフリカ連邦

l)政治・経済・民生の動向

(1)概 銭
①国 名 南アフリカ共和国 (The Repub Ii c of Sou th Africa) 
②独 立 1910年5月31日
③首 都 プレトリア（行政府の所在地。立法府はケ ープタウン、 司法府はブルムフォンティ

ンにある。）
④面 積 1, 221, 038平方キロメ ー トル（日本の約3. 3倍）
⑤人 口 (9 0年推定、 単位：万人）

（イ）総人口 3, 980 
（口）人種別

黒人 3,060 (76. 9%) 
白人 500(12.6%) 
カラ ード（混血） 3 20 ( 8. 0%) 
アジア系 100( 2.5%) 

⑥公用語 英語、 アフリカーンス
⑦地 剪

南アの地勢はお盆にふせた形に似ており、 インド洋に面した東及び東南海岸地帯から内
陸に向かって急速に高くなって高原となっている。高原はそのまま奥地まで続き、 一部は
砂漠状態となって西海岸に向かってゆる＜傾斜している。 このため南アの大部分は海抜9
00メ ートル以上であり、 国土の約40％が1, 8 00メ ートル以上の高地である。首都ブレトリア
は約1, 40 0メ ートル、 ヨハネスブルクは約1,800メ ートルの高地にある。

⑧気 候
北半球の同緯度地域（台湾 一 九州に相当）に比し海流や高度の関係で温暖で乾燥（年間

平均気温：プレトリア17. 5度c、 ケ ープ ・ タウン17度C)
⑨政 治

（イ）政 体：共和制
（口）元 首：大統領(F. W.クラ ーク 1989年9月就任）
(,ヽ）政 党：国民党(NP)、 保守党(CP)、 民主党(DP)など。その他議会外の政治団体として、

アフリカ民族会議(ANC）、 インカタ自由党(IFP)、 パ ン ・ アフリカニスト会議(P
AC)、 南アフリカ共産党(SACP)等がある。

(：：：：)議 会：白人議員(178人）、 カラ ード議員(85人）、 インド人議員(45人）の3院制を
とっているが、 実質的に国政を左右しているのは、 白人議員である。

⑩経 済
（イ）国民総生産(GNP)860億ドル(1989年）（世銀統計）
(u) 1人当りGNP推計 2,460ドル(1989年）（世銀統計）

担当：池田 俊強
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(1ヽ）物価上昇率14. 4%(1990年）（EIU統計）
(:::.)産業

(a)農業生産 メ イズ944万トン(1989/90年）、 小麦193万トン(1989/90年）
(b)工業生産 金 60万トン(1990年）、ク ‘ イヤモソド853万カラット(1990年）

（ホ）貿易(1990年）（DOT統計）：主要貿易国；独、 日、 米、 英、 伊
輸出 24, 088百万ドル
輸入 36,945百万ドル

（へ）通貨単位：ラ ンド(Rand)(2. 87うント‘ =1米ドル） （1991年8月）
（卜）外貨準備高：3, 463百万ドル(1987年）

(2)略 史
1652年 オラ ンダ、 ケ ープ植民地設定。
1814年 英・オラ ンダ間条約により、 ケ ープ植民地が英国へ割譲。
1835年 ボ ーア人、 英国化政策から逃れ奥地へ大移動（グレート・トレック）開始。
1902年 2度にわたるボ ーア戦争を経て、 英国、 南ア全土をその統治下に統合。
1910年 「南アフリカ連邦」独立。
1931年 英連邦内の自治領となる。
1948年 国民党政権誕生。（アパルトヘ イト政策を推進。）
1960年 シャ ープビル事件。69人死亡。
1961年 南ア、 英連邦から脱退。（「南アフリカ共和国」成立）。
1976年 ソウエト暴動。176人死亡。
1978年 ボ ーダ首相の就任。「改革か然らずんば死か」の標語の下、 改革路線を打ち出す。
1984年 人種別三院制議会を定めた新憲法発効を契機として暴動激化。
1986年 6月12日南ア全土に非常事態宜言発布。
1988年 2月24日反アパルトヘ イト団体（含UDA、 AZAPO)の活動禁止及び制限措置を発表。
1989年 9月デ・クラ ーク大統領の就任。
1990年 2月2日デ・クラ ーク大統領議会開会演説。

•新憲法制定に向け「交渉」をよびかけ
• ANC、 PAC等反政府団体を合法化
・ マンデラ 氏をはじめ政治犯の釈放決定(2月11日マンデラ 釈放）

6月8日ナタール州を除き非常事態宜言解除。
6月19日分離施設法の廃止につき議会で議決。

1991年 6月30日アパルトヘ イト根幹法（人口 登録法、 土地法、 集団居住地法）が廃止。
9月14日暴力問題平和協定が、 政府・ANC ・ インカタ等23の政治勢力により署名さ
れた。
1 2月 20日 ～21日「民主的南アのための会議(CODES A)」の第1回会合が開催される。

民主的新憲法の基本原則を含む宜言に署名 。
1992年 政府、 南アフリカ共和国と外交関係再開 相互に大使館設置

南アの日本総領事館が2月1日、 大使館に
南ア白人有権者投票、 改革信任が7割弱 デクラ ーク大統領が勝利宜言92. 03. 19
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対南ア制裁の石油も解除 ECが決定92.04. 08 

かんばつ被害で対策協議 南部アフリカ6カ国 92. 04. 23 

南アとケニアが国交合意92. 05. 09 

南アに接近、アフリカ諸国 20カ国が代表部92.05. 14 

デクラーク南ア大統領に改革支持表明 宮沢首相と会談92.06. 04 

南アと航空協定協議へ 92. 06. 04 

南ア ・黒人居住区で34人殺害される92.06.19

南ア政府との交渉拒否 マンデラANC議長92.07.11

人種隔離策を謝罪 南アのデクラー ク大統領、国民 向けに初92.10.11

ナタ ール州に治安部隊倍増 黒人襲撃事件多発で92.10.31

日本、 南ア航空協議 週2便ずつで合意92.1l.06

南ア与党との連立 ANC、正式決定へ 憲法交渉加速狙う92.11.23

黒人含む全人種選挙、 94年4月までに実施 南ア大統領意向92. 11 

(3)アパルトヘイト問題

①経 緯

（イ）アパルトヘイト政策とは、人口の13％を占める白人が、人口の77％を占める黒人に参政権

を始 めとする基本的人権を与えず、 政治、経済、社会のあらゆる面において、制度的に差

別する政策をさす。 17世紀のアランダ人の入植以来、原住民差別は行われていたが、194

8年にオランダ系白人（ボ ー ア人）を基盤とする国民党が政権をとってから、 アパルトへ

イトとして確立した。 以後、アパルトヘイト政策に対し、 国連等の国際社会から強い非難

が起き、 国際社会の対南ア制裁とともに南ア孤立が始まることとなった。

(n)ボ ー ダ前政権下(197 8年～1989年）でもいわゆるプチ ・ アパルトヘイト（例：雑婚禁止法、

パス法、ホテル ・ レストランの人種別利用など）の撤廃は行われたが、居住地の制限、 黒

人参政権の否認、 人種別分離教育等アパルトヘイトの核となる間題は手つかずのままであ

った。 またその間、 人種別三院制議会を定める憲法の発効を契機とする暴動の発生(84年

）、非常事態宜言発布(86年）等を経て、 南ア情勢は混迷の度を増し、国際社会の対南ア

制裁も強化された。

（ハ）1989年9月のデ・クラーク大統領就任後、 アパルトヘイト撤廃に向けての改革プロセスは

本格化した。 ANC、PAC南ア共産党の合法化(90年2月）、 反アパルトヘイト33団体の活動規

制解除(90年2月）、 マンデラ氏をはじめとする政治犯の釈放決定(90年2月）、南ア政府

• ANC問の初めての公式協議の開催(90年5月）、非常事態宜言の解除(90年6月ナタ ール州

を除き解除、 同10月ナタ ール州も解除）、分離施設法の廃止(90年6月議決、10月発効）等

の一 連の改革措置に続き、アパルトヘイトの根幹法である土地法、 集団居住地法、 人口登

録法の廃止が南ア議会で可決された(91年6月）。

(：：：)1991年12月、南ア政府の他、 回民党、ANC等19の主嬰政治団体の参加の下で「民主的南アの

た めの会議(CODESA)」の第1回会合が開催され、 民主的新憲法の基本原則を含む宜言に署

名がなされた。 また、1992年3月、 白人有権者を対象として改革の信任を問うレファレンダ

ムが行われ、デ・クラーク大統領による改革が大箆をもって信任された。 1992年5月にはC

ODESAの第2回会合が開催され、 第3回会合は6月下旬開催の見込み。
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②我が国の立場

南アの国内改革の進展を歓迎し、 南ア問題の平和的解決に向けたデ・クラーク大統領、 マン

デラANC議長等関係者の努力を支援していくとの立場。 また、 新憲法の制定に向けての当事者

間の交渉（「民主的南アのための会議(CODESA)」）が着実に進展することを希望。

なお、 我が国としては、 これまでの南アの民主化の動きは、 「不可逆的」であり、 今後は、

黒人を中心とする最貧困層の状況を改善するために、 経済成長を快復することが急務であると

の銀点より、 人的交流規制の解除(91年6月）、 経済的規制処置の解除(91年10月）につづき、

南アとの外交関係を再開した(92年1月）。

現在も維持されている対南ア規制措置

・武器輸出禁止

・軍隊、 警察等に対する電子計算機等の輸出を認めない。

(4) ．経 済

① 一 般経済事情

南アの気候は温暖で、 農耕、 牧畜、 果樹栽培の条件にめぐまれ、 また、 各種鉱物源が豊富に

賦存しているため、 従来よりこれらの一 次産品が南ア経済を支えてきた。 第二次世界大戦前の

南アは農業国であったが、 大戦後は、 製造工業が顕著な発展を遂げ、 アフリカ大陸随 一 の工業

国となっている。 南ア経済の発展段階及びその楷造はオ ーストラリアに類似しているといわれ、

また批界経済及び貿易に占める地位は中進国的な立場にある。 また、 南ア経済は、 ほぼ白人に

よって管理・運営されており、 人口の77％を占める黒人は、 もっぱら単純労働を提供する非熟

練労働者が大部分であるが、 近年、 黒人の労働紐合権が公に認められたり、 徐々にではあるが

ホワイトカラー的黒人の数が着実に増加するに伴って、 黒人の政治的・経済的権利意識がたか

まっている。 また、 最近の南ア国内情勢の進展を背景として、 黒人の企業経営意識も高まって

おり、 黒人の自助努力による中小企業育成の動きも出てきている。

南アの主要産業としては、 次にものがあげられる。

（イ）股業：畜産、 とうもろこし、 小麦、 砂糖、 柑橘類、 その他の果物、 羊毛、 皮革、 その他

食品加工

(n) 鉱業：金、 石炭、 ダイアモンド、 鉄鋼石、 銅、 クロム、 マンガン、 ウラン、 石綿

(Iヽ）工業：自動車、 製鉄、 化学、 殺維

②最近の経済事情

（イ）経済成長率

実質GNPは、 90年は0.9％減、 91年上半期も0.9％減とマイナス成長が続いている。

(u)物価

インフレ率は、 賃金上昇、 ランド下落等の要因で90年は14.4%、 91年上半期は14.6％と

高い値が続いており、 インフレ抑制が当面の最大の課題となっている。 準備銀行は、 物

価抑制のため、 強固な金融引締め政策（公定歩合17%)を堅持している。

(1ヽ）付加価値税の尊入

91年9月30日、 従来のGST（売上高税）にかわってVAT（付加価値税）が溝入された。 税率

は13％から10％に引き下げられたが、 課税対象が拡大したことから、 物価への影瞥(l~
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2％上昇）が予想されている。

(：：：)貿易

90年の貿易収支は、 前年比18％増の164億ランドの黒字となり、 この結果経常収支は前年

比78％増の54億ランドの黒字となった。 輸出では、 特に、 加工食品、 化学品、 輸送機械

が大きく伸び堅調。

（ホ）対外債務

89年10月に西側主要国との間で90年7月以降の債務繰延べに合意。 90年末には、 対外債務

残高も200億ドルを切っており、 当面の不安は解消された。

(5)．我が国との関係

①政治的関係

第二次大戦前には我が方はプレトリアに公使館を有していたが、 同大戦に南アは、 連合国側

で参戦、 外交関係が中断された。 1951年のサンフランシスコ講話条約調印に伴い、 領事関係の

みが再開され、 1952年に我が国はプレトリアに総領事館を開設した。 （南ア側は、 1962年に東

京に開設。 ）以来、 南アのアパルトヘイト政策のため、 領事関係に止めてきたが、 最近の南ア

情勢の進展に鑑み、 1992年1月外交関係を再開した。

対南ア黒人支援に関しては、 南アの状況がアパルトヘイト後の新体制樹立に向かって変化す

る中で、 南アの平和プロセスを促進する観点、 および新たな政治・経済体制の担い手を育成す

るとの観点からも重要となってきており、 我が国としても援助の拡充に努めてきている。 「国

連南部アフリカ教育訓練計画」に対する拠出（大学／大学院レベルの南ア国外留学援助）、

「カギソ ・ トラスト」に対する拠出（南ア黒人の教育、 医療、 職業訓練等に対する援助）等の

従来からの援助の拡充に加え、 平成2年度より、 「 JICA」による研修員受け入れ、 「小規模無償

資金協力」の新たな援助を開始している。 更に、 南ア国外亡命者帰還支援としてUNHCRを通じ

約320万ドルの援助を行った。

②経済的関係

（イ）貿 易

我が国の対南ア貿易はここ数年漸減傾向にある（我が国の対南ア貿易は1990年は第5位）。

日本の南アからの主要な輸入品は、 鉄銅、 非鉄金属、 石炭等で、 主要輸出品は、 輸送機械、 一

般機械、 電気機械等である。 また、 南アは希少金属の供給先としても重要で、 我が国は、 クロ

ム鉱、 マンガン鉱、 白金等を輸入している。

（口）投融資

我が国は、 対南アは、 対南ア規制措置の一 環として、 1960年代末より南ア直接投資を禁止し、

また、 1970年代半ばより対南ア融資の自粛要請を行ってきていたが、 1991年10月、 これら投融

資規制の解除を行った。
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2)農林業動向

(1)人 ロ

表1 人種別・産業別人口

総計 白人 カラ ー ド アジア系 黒人 （単位千人）

全人口(1990) 30,797 5,018 3, 214 956 21,609 

産業人口(1985)

股林水産業 1, 181 89 178 6 908 

鉱業 744 88 12 2 642 

工業 I, 38 0 362 250 97 671 

電気・ガス 9 4 33 8 1 52 

建設 557 105 107 14 331 

商業 942 304 129 70 439 

交通・通信 419 182 42 14 181 

失業者 629 27 84 23 495 

(2)農業関係の雇用者(1989): 1,144千人(15, 222;Colored +Asian, 906) 

(3)土地利用：総計86(m.ha) 耕作地8. 7 永年作物0.6 人口牧草地1.2 天然牧草地70.6 森林

1. 2 その他4.0 

公共土地利用：総計107 m.ha 農林業95 都市近郊4 自然保護区5 その他3

(4)農・畜産物の生産董等(1990-1)（表参照）

(5)林業：天然林は18万ha（国土の0.14%)、 人口林は140万ha（国土の2％以下） （Eucalyptus g 

randis 36万ha、 その他のユーカリ11. 6、 アカシア11. 7、 マツ等針葉樹80万ha)。 鉱業用材、 燃

材、 建築材、 紙、 パ ルプのほとんど、 家具、 工業用材の40％は自給。

南アはアフリカの中では経済的に大きい国であり、 経済規模は近隣4カ国の合計に相当する。

その中で林業は年間70億Rの生産額があり、 南ア経済に賦要な地位を占めている。 木材は主に欧
州に輸出されている。 新たに25�40万haが造林されている。 林業の地域区分を行っている。 針葉

樹が璽要な樹木であるが、 ユ ウカリが急速に重要になりつつある。 とくにパ ルプ工業においては

そうである。

3)国立股業研究機00 (NARS)の現況、 国際研究協力及び研究ニ ー ズ

(1)南アの科学技術関係部局
Council for Scientific and Industrial Research (CSIR) 

Food Science and Technology 
Forest Science and Technology 
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その他 11 di vi si on 
Foundati on for  Re search Deve l opment  (FRD) 

研 究者の資質向上、 研 究者レベル、 プロジ ェ クトレベルでの国際協力
Human Sci ence s Re search Counci l 
Medi ca l Re search Counci l 
Mi ne r a l  Techno l og y  Counci I 
Ag r i cu l tu ra l  Re search Counci I (ARC) 

(P r e tori a) Ani mal  and Dai l y  Sci ence Re search Ins ti tu t e  
P l ant Protecti on 11 

Soi l and Ir r i gati on 11 

Ve ge tab l e  and Ornamenta l  P l ant 11 

Ve terri nar y Sci ence 11 

G r as s l and Re search Center 
P l ant  Bi otechno l ogy  11 
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Re search Ins ti tu te  
II 
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II 

①Foundati on for  Re search Deve l opment (Head : M r . Rei nhard  R .  Arndt) 
FRDは研究の あらゆる分野に関係してお り 、 大学や民 間 企業が他国と行 う 研 究計 画について

も 関与 している。憔業についてはFRDは過去15年間 他のアフ リ カ諸国との関係を良好に保って
きている。農業については現在紐織を作っていると こ ろ であるが、 民 間の参入を計画 している。
獣 医 学については免疫学的な研究の可能性を真剣に検 討 していると こ ろで あ る。 これには英仏
が 関 係 している。林業については民間の参入および国際化を協力に推進 中である。FRDは日本
との 関係強化を強く要 望 してお り 、 今 回の訪問を機会になんらかの交換が始る事を強く希 望 し
ている。とくにバ イテク部 門での協力を希 望 している。

（

イ）Sci ence Li ai son (Dr . Van de r Wa l t) 
FRDには独自の研究所は 無く、 Nati onal Acce l e rate Center (i n  Cape Town)、 Radi o Ob s 

e r vator yな どのトレーニングセ ンターを持 っ ている。
(a)アフ リ カ諸国との交流、 協力

南アとSADACとは 一つの地域として協力 してやっていく必要が あると考 えている。共に科
学部 門を強化する必用のある国であ り 、 来年93年には会議を行 い、 その点を話 あ う 予定で あ
る。アフ リ カ諸国は共通 して 教 育と情報に問題を抱 えている。したがって、 教 育 に 関 しては
教 育スタッフと学生の交換を促進 し、 情報に 関 してはUNINETとい う 研究、 学 間 (acaderni c) 
用のネット ワ ークを作 り 、 アフ リ カ諸国に広 げよ う としているが、 まだ 困 難な点が多 い。最
大の問題の一つは各国に 図 書 館がない事である。現在 このUNINETを北米および欧州（とくに
英仏）に繋 げよ う としている。
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(b)南アの奨学金制 度（黒人層 対象）

南アでは主に黒人層を対象と したUniversity Development Programeがある。 FRDは英独 か

ら 奨学生の候 補者の名 締作 り を依頼されている。 FRDは個人の成績を調べる優れたシス テ ム

を持ってお り 、 方針と しては25-3 0 オの黒人層を強く推認 し よ う と している。 黒人の習 慣 と
して こ の よ う な場合に年長者を推薦する傾 向が強い事がその理 由 である。 農業分野では現在、

候補者と して ト ウモ ロ コ シ、 小麦、 あるいは家畜の耐乾性の育種を学んでいる もののな か か

ら 選 ぼ う と考 えている。

(c)研究協力

FRDの扱う研究計画は多 く の分野にわたる。 現 在、 アフリカ諸 国との接触を拡大 し よ う と

しており、 南アヘ研究者を招き入れ よ う と している。 し か しなが ら 、 SADAC 諸 国は経 済的に

植 民地化 される こ とや、 知 識的植 民地化 を 恐れてお り 、 難 しい面 も 多い。 アフリカ諸 国に限
ら ず、 他 国との研究 員の相互 交換は互に援助ではないと 言 う 立 場を取 り 、 互 恵を原則 と して

いる。 全額貰 った り 、 やった り する事は好 ま しい事とは考 えていない。 援 助の額は話合いに

よ って決める よ う に しているが、 奨学金に関 しては資金の不足 しているアフリカ諸 国につい

ては区別 して考 えている。 現在、 FRDでは250 人／月 の研究員を交換 しており、 その内150 人

を受 け 入れている。

先進諸 国との相互 交流、 特に 日 本との二 国 間 協力は積極的に推進 したい意 向である。 農林

業分野では、 研 究者間、 研究所間の協力関係を作り 出す こ とが ま ず重要であり、 その上で、

アフリカ地域にお ける共 同 研究プ ロ ジ ェ ク ト を も 考 えていきたい意 向を示 している。

(u)Fishery Program(Head : Dr. O . A . van (\er Westhuysen) 

南アは東南風のため海に対流が起 こ る事 か ら 西海岸にイ ワ シの大漁 場があり、 それを食

べる大型の魚類 も 多い。 東海岸は希 少 種を含む多種類の魚がいるが、 量的には多い もので

はない。 ス ポーツフ ィ ッ シ ン グが盛んであり、 現在 それについて も 管 理する計画を推進 し

ている。 FRDが援助 している研 究計画と しては、 現在大学で行っているBenguera systemの

解 明がある。 こ れに よ って西海岸の生態系についての理解が深 ま っている。

研究機関と してはケー プ タ ウ ンに大学と 国 立 研究機 関 であるSFR I が、 印度洋に面 した ダ
ー バ ンにはOcean graphic I nstituteが ある。 海 洋関係の科学者は、 海 洋の持つ 国 際 的 性

格 か ら 、 他分野の研 究者とは異なりサ ン ク シ ョ ン中 も それほど孤 立は していなかった。 2

国 間の研究協力では、 モ ザ ン ビ ー ク で2つ長期に行 われている。 ア ン ゴラ での計画は始っ

たば かりで ある。

日 本の水産関係者は、 鮪や鯨な どの漁業許可に関係 してケー プ タ ウ ンにある政府機関に

よく接触 している。 日 本とは今 後、 水産に関する研究協力を強く要 望 している。

②Agricultural Research Council (Head : D r . A . J . lleyns) 

（イ ） 農業技術動 向お よ び 研究協力

ARCは1992年4月 に 国際化 と農業の各方 面に貢献すする事を 目 的と して設 立 された。
モ ッ ト ー と も 言 う べき ものは” Do you produce anything good ? ”である。

南アは観 賞用植物の遺伝資源が極めて豊 富である（とくに南部はケー プ植物区といわれ古い

タ イ プの被子 植物が多い、 極めて特 異な植物相を持っている） 。 ま た ワ イ ンの生産 も 盛んであ
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る。現在ドイ ツ 、 フラ ンス、 イスラ エルと研 究協力の協定を結 んでいる。 ロ シア共和国とUSA
については検討 中である。ARCは何れの 国の何れの研究 機 関 と も 共 同 研 究が可 能である。
トウモ ロ コ シは現在300万tの生産があるが、 将来500万tの生産が必用になる。そのために耐乾
性 品 種の育成に力を注いでいると こ ろである。 白 色 粒トウモロ コ シは主食とな っ てお り 、 アメ
リカ には黄 色 粒の 品 種 しかないため独 自 の 開 発 を 行 わ ねばな ら ない。その他の用 途は牛や鶏の
餌である。

小 麦はケ ープ地方の西部で盛 んである。しかし、 土層が薄 く 、 肥 沃度 も 低いため収 量は2t/
haに止ま っ てい る 。降 雨に恵まれれば、 4 t /haの収 戴が得 ら れ る 。早生 品 種の 開 発が待たれて
いる。

一 般的な作 付 体系としては、 トウモ ロ コ シ→休 閑 →（マメ 科 作物）→トウモ ロ コ シであるが、
ヒ マ ワ リや ソルガムがトウモ ロ コ シの間 にはいる事 も ある。トウモ ロ コ シの栽培が う ま く 行か
なか っ た時にはトウモ ロ コ シを連作する。

南ア西部は極端な乾燥地帯であ り 、 ヒ ッ ジが代れる事があるが牧養力は100ヘク タールにつ
き僅か2 頭に過 ぎない。南西部になると農家はそれぞれが潅漑用のダムを持 っ ている。

家 畜の病 害については40種類以上の ワ クチン を 開 発 してお り 、 最 近ではスペインにおける家
畜 病 害の 問 題を解決 している。

南アでの研究成果はアフリカ 諸国の多 く に適用 可能である。例 え ば、 サ ツ マイモは遺伝資源
を多 く 持 っ てお り 、 イチ ゴについては、 バ イラ ス フリー の 耐 病性系統を作 り 出 しているし、 生
食用ブドウに関して も 技 術を持 っ ている。

黒人層には1910年に居 留地が与 え ら れたが、 それだけでなん ら の援助 も さ れなか っ たため、
農業は徐 々 に自給自足農業にな っ てしま っ た。そして、 住民は次第に農村を出て鉱 山 や都市で
働き、 農村に残した家族に送金をするとい う 生活をするよ う にな り 、 それが今で も 続いている。
このため黒人を農村地帯に定住化さ せる ことが重要な課題で あ り 、 自給自足農業か ら 野菜生産
な ど を 行 う 小規模農業への転換が必要とな っている。そのためには、 まず股村現場で研 修をす
るセ ン ター (ADC : A g r i c u l t u r a l De ve l opment Cente r )を作 り 、 作物栽培、 家 畜 管 理等の基本を
教 え、 農村を再構築する事が第 一 歩である。現在の農村では、 小 さ なば ら ば ら の 区画にトウモ
ロ コ シや野菜が栽培さ れた り 、 家 畜が放さ れた り で土地が う ま く 活用さ れてお ら ず、 生産性が
低 いのである。Ru ra l de ve l opment coope ra t i on （農村開発共同事業）を作 り 、 農家に一 定期間
与 えた農地を 中 心に農村が棉築さ れる必要がある。

ARCはADCを通じて研 究成果を この 間 題に適用 してい く 方針である。と く にトウモ ロ コ シとマ
メ 科の 間 混作を普及さ せ、 また野菜生産 も 推進してゆかねばな ら ないが、 いずれ も 一 歩 一 歩 解

決 してゆ く 問 題と理解 さ れている。

③P l ant  P rote c t i on Re sear c h  Ins t i t u t e 
（イ）組織概要

研 究員は約100名 、 高水 準の仕事をしている。建物はプレトリアの便利な場 所にある農場
に位懺する。

( u ) 梱 成

Entomo l og y/Zoo l og y  
Nat i ona l co l l e c t i on :  I nse c t s, M i t e s,  Sp i de r s, Nematode s 
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E c o n o m i c  e n t o m o l o g y : B i o l o g i c a l  c o n t r o l , I n t e g r a t e d  c o n t r o l , F o r e s t  e n t om o  

l o g y , S t o r e d-p r o d u c t s  p e s t s , H o n e y  b e e s , H a r v e s t e r  t e  

r m i t e ,  M i g r a t o r y  l o c u s t s  

E c o n o m i c  z o o l o g y  : M i t e s , S p i d e r s ,  N e m a t o d e s  

P l a n t  P a t h o l o g y/M i c r o b i o l o g y  

My c o l o g y  : N a t i o n a l c o l l e c t i o n o f  f u n g i 

F u n g  a I d i s e a s e s  

B a c t e r i a l d i s e a s e s  

F o r e s t  p a t h o l o g y  

B i o l o g i c a l  n i t r o g e n  f i x a t i o n 

P l a n t  v i r o l o g y  

W e e d s  a n d  P e s t i c i d e R e s e a r c h 

W e e d  r e s e a r c h : B o t a n i c a l  a s p e c t s , B i o l o g i c a l  c o n t r o l , C h e m i c a l  c o n t r  

o l , I n t e g r a t e d  c o n t r o l  

P e s t i c i d e a n d  h e b i c i d e d y n a m i c s 

（ハ） 研究協力

De p u t y  D i  r e c t o r  ( D r . V .  D .  W a s s e r m a n ) 以 下 、 Fo r e s t e n t om o l o g y , I n s e c t  q u a r a n t e e n , 

B i o c o n t r o l , S t e rn b o r e r  p r o j e c t , Myc o l o g y等 に 関 係す る 多数の 研究者 と 面談。 日 本 と の 研

究協力 に つ い て は 強 く 期 待 し て い る よ う で あ っ た 。

農業昆 虫 で は 生 物 防 除 、 貯穀害 虫 防 除 に 関 す る 研究 の a c t i v i t y が 高 い。 根粒菌 に つ い て は 大

豆 の 普及 の た め に 大豆根粒面 に 重 点 を 置 い て い る が 、 ア ル ミ ニ ウ ム 抵抗性 の 酸性土壌 に 適応

し た 系 統 を 探 し て い る と の こ と で あ っ た 。 日 本 の 系 統 は そ の 点 が 優 れ て い る と 思 う の で 談 り

受 け ら れ な い か と い う こ と で あ っ た 。

そ の 他 の 病害 に つ い て も 日 本 の 研 究 は 高 く 評価 さ れ て い る よ う で 、 研究情 報 の 交換 を 強 く

希望 し て い た 。 ま た 当 然 の こ と な が ら 、 日 本 の 科学機器 に 対 し て は 強 い邸 味 を 示 し た 。 熱研

か ら 研究 員 を 送 る 可能性 が あ る な ら ば、 良 い 協 力 関 係 が 作れ る も の と 思 わ れ た 。

④Ve g e t a b l e  a n d  O r n a m e n t a l  P l a n t  I n s t i t u t e (VOP I ) ( D i r e c t o r : D r . J o h a n n  T .  Me yn h a r d t ) 

野菜 （ ジ ャ ガイ モ 、 ト マ ト 、 キ ャ ベ ッ 、 カ リ フ ラ ワ ー 、 タ マネ ギ 、 イ ン ゲ ン 、 カ ボ チ ャ 、

ェ ン ド ウ 、 ニ ン ジ ン 、 ヒ
° ー マ ン 、 サ ツ マ イ モ ） と 観賞 用 植 物 の研究所で あ る 。

（イ ） 紐織

D i v i s i o n 

P o t a t o e s  

F l o we r s :  P o t  p l a n t s , P r o t e a s , Fyn b o s , C u t - f l o we r s  

V e g e t a b l e s :  T o m a t o e s , R o o t  c r o p , C o l e  c r o p , L e g u m e , V i n e c r o p , e t c .  

P l an t  p r o t e c t i o n :  P a t h o l o g y , V i r o l o g y , En t o m o l o gy , G e n e  b a n k  

T i s s u e  c u l t u r e  

( 11 ) 研 究 内 容
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野莱に関 しては、 タ マネ ギ、 ジ ャガイ モ、 ト マ ト 、 お よ び サ ツ マイ モの育 種が主要 目

的である。 病 害 抵抗性系 統のテ ス ト を広 い範 囲の環境条件 下でテ ス ト 出 来ない か と 考 え

ている。 日 本の種子会社 と ト マ ト のバ ク テリアルヴ ィ ル ト 抵抗性系 統 育 成につ いて共 同

研究を行っている（日 本の種子会社は数多くの系 統を持っている） 。

南アでは高地温が野菜栽培での大きな 問 題である。 地温が50-60℃になる事がジャガイ

モ や ト マ ト の 品 質を低下させ た り 、 病 害を引 起 こ している。 高地温は ま た 塊茎形成を抑

えて し まう。

育種の全般的問 題は、 都 市 白人層 が 品 質、 外観の 良 い ものを望 むのに対 して、 黒人層

は収 籠 性や病害抵抗性に対する要 望が強く、 育 成 目 標の一 本 化が難 し い事である。 例 え

ば豆 ( beans ： イ ン ゲ ン マメ ） につ いては、 都 市部では有 限型の品 種に対 して要 望が強 い
し、 農村部では生 育 期 間の長 い 無 限型 への要 望が強 い。

野 菜の商 品 生産については 重要ではあるが、 生産物が都 市部へ ま ず 輸 送 されるた め、

それが生産される農村 部 へ ゆき渡 らない と 言う変な現象が起 こ って し ま い、 効率が悪 い。

農村部にお ける野菜を調 べてみる と 、 一 般的な野 菜をある 一 定の面積に栽 培 し、 それ

を消 費 している訳ではない。 農 民は周 囲にある種 々 の在来の植物を野菜 と して消 費 して

お り 、 それ ら が重要な食糧になっている。 こ のた めVOP I では その様な植物の 品 種 改 良を

行う研究プ ロ ジ ェ ク ト を予算 申 請中である。

遺伝資源につ いては世界各 国が制 限を行う ようになってきている。 南アは以前は遺伝

資源 を 開 放 してい たのであるが、 南ア か ら 持 出 され た マメ 科牧草の系 統を使っ た 品種が

再 輸 入 され、 問 題になった。 マ メ 科牧草の改 良が南アで成 功 しているのは南米起源の系

統があるか ら である。 現在では 南 ア か らの遺伝資源の持 出 しは禁止されている。

観 賞用植物 では Lachenalia、 Ornit hogalum、 グラ ジオラ ス 、 Proteas（南ア 固 有 種 ）

を主に扱っている。 プ ロ テ アは1503年に ケー プ タ ウ ンにあるテ ー ブルマ ウ ン テ ン でAnto

nio de Sakdanhaが発見 し た も のである。 VOP I はケー プ タ ウ ン近郊に支所を も ってお り 、

そ こ でプ ロ テ アの仕事を行っている。

南ア で も 現在環境汚染が 問 題になってお り 、 I ntegrated Pest  Control、 天然物質の農

薬 と しての利 用、 生物的防 除、 フ ェ ン ス の利用等が考 え ら れている。 果樹の生産 に して
も 農薬の利用は ま す ま す難 しくなってきて いる。

⑤S tellenbosch I nsti tu te  for Fruit Technology( I NFRU I TEC) 

予節が不 足 してお り 、 紐絨培捉を事業的に展 開 して昨年は1 年間に160万Rの金額を得、

研 究 費につ ぎ こ んでいる。

（イ） 研 究 内 容

(a) 病 害 研 究
Bacterial canker and bacterial spot of  s tone fruit 

Blossom blast o f  pear 

Crown gall f ire blight （ ま だ南アでは見 つ かっていない が ジ ン バ ブエ では見 つ かって

いる）

こ れ ら の病 害は年 間2500万Rの被 害を与 えている。

(b) バ イ テ ク
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病 害 抵抗性遺伝子の導入：分子生物学、 遺 伝学、 菌学な ど で チ ー ム を 構成 し て 研究 を 実
施 し て い る 。

イ チ ゴの除草剤 に 対す る 抵抗性の付 与。

DNA解析 に よ る f i nger pr i n t i ng 

バ ク テ リ ア 病 害 に 対す る 抵抗性

カ ビ に よ る 病 害 に 対す る 抵抗性

ブ ド ウのつ る のl ea f r o l ] やP l um po x 等の ウ ィ ル ス 性病害

(c) 虫 害研 究

現在 虫 害のセ ク シ ョ ン に は 研 究 員 が 線 虫 専 門 家 を 含めて 6 名 、 テ ク ニ シ ャ ンや実験室補

助 員 は 9 名 い る 。

⑥N i et v o o r b i j  I ns t i t u te f o r  V i t i culture  and Oenolog y(D i rec tor :  D r . Jakob D e i s t 

（イ） 概 要

研究所 は195 5 年 に 創 立 さ れ、 196 7 年 に 現在の場所 に 移っ た 。 予 算 は 政 府、 民 間 か ら

半分 づ つ 得 て い たが、 今 年 か ら 8 割 が 国 か ら 、 2割がブ ド ウ 業界 か ら の予算 と い う 事 に

な っ た 。 研究所 は ワ イ ン、 ブ ラ ン デー 、 生食用プ ド ウ 、 レ ー ズ ンを 対象 に し て い る 。
(n) ブ ド ウ 産業

195 0 年以降 ワ イ ンの生 産 が 軌 道 に の っ た 。 ブ ド ウ 生産農家の約9割 が ス テ レ ン ボ ッ シ

ュ 市周 辺 に 集って い る 。 約 6 千の家族経 営のブ ド ウ 栽培農家が あ り 、 25 ~ 30万人が ブ ド
ウ 関 連の産業で 働 い て い る 。

ワ イ ン 生産用のブ ド ウ も 生食用 と 差 は な い。 2割 は 赤 ワ イ ン用の 昔 か ら の 品 種 を 栽培

し て い る 。 残りは 白 ワ イ ン用 で あ る 。 7 0のプ ド ウ 酒醸造所 が あ る 。 全 ワ イ ンの生産の

う ち 5 割 近 く あ る 品 質のあ ま り 良 く な い ワ イ ンはブ ラ ン デ ー 生産用 に 回 さ れ る 。 全 ブ ド

ウ 生産中2 0 ~ 2 5％ は 果 汁 に ま わ さ れる。 ワ イ ナリー で生産 さ れるブ ド ウ は 全体の一 割 で

あ る 。 近 年 オ ー ス ト ラ リ ア や ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドの ワ イ ンの 品 質 が 向 上 し てきて お り 、

こ れ らの国々 と 競合 し て ゆ か な ければ な ら な い。
KWVC(C o o pera t i ve W i ne Fa r mers Assoc i a t i on) と CWS I (Cape W i ne Spr i t  I ns t i t u t e  

の二つ が ブ ド ウ酒醸造所と して極 めて大き く 、 価 格 の 決 定 は こ れ ら 二社 に よ って な さ

れ る 。

生食用 ブ ド ウ の生産は約 8 千 ha ある。 プ レ ト リ ア 付 近 で も プ ド ウ は 生産 さ れて い る が 、

規模 が 小 さ く、 夏 雨地帯 で あり冬 雨地帯のケ ー プ地域と は 環境条件が全 く 異 なる。 生

食用ブ ド ウ は 全体の7 割、 輸 出 分の9割 が ス ペイ ン を 除 く 欧州 へ 輸 出 さ れて い る 。 主 な

国 はフ ラ ン ス 、 イ ギ リ ス 、 ド イ ツ 、 イ タ リ ア 等 であ る 。

ケ ー プ地域 では収穫期 が 暑 く 乾燥 し て い る ので 品 質の よ い レ ー ズ ン が でき る 。 約4万

tの生 産 が あり、 1 200万箱 ( 5 k g入 り ） を 出 荷 してい る 。

土 壌 は 肥沃度 に 変 異 が 大きく、 実験 圃 場 で も ブ ド ウの生 育 に 差 が 生 じ る ほ ど で あ る 。

Alの害 が 生 じやすく、 ま た 土壌 に 圧密層 が 出 来、 根の発達が阻 害 さ れやす い。 ブ ド ウ

は 窒 素 無 し で も か なりの 間 育 つ事 が 分ってきた。 ブ ド ウ園 はカバ ー ク ロ ッ プ を 植 え、

マ ルチ をす る 事 が 大 事 である。 ま た テ ラ ス を 作 る と 、 それ を 作 ら な い 時 ( ! S t /h a) に 比
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べて収 量が50t/ha ま で増 える。

（ハ） 研 究 内 容

(a) 土壌：潅漑、 施肥、 マルチ ン グ、 土壌物理、 耕作方法、 深耕、 畦立て、 根系 分布な

ど を 主に研究 している。 こ れ ま で は 根の こ とについてかな り 精力的に研究 を 実 施 し

ていた 。

(b)マルチ ン グ：ラ イ グラ スののマルチに よ って潅漑水が流去するの を30％ か ら 1. 7％に減

らす事ができた。 い ま マメ 科牧草やラ イ グラ ス に代る もの を さが している。

(c)施肥：8～10年の間窒素施肥な しで13,..._, Z Ot F. Wt/haの収 量 を 上 げる事ができた。 そ

の間の養 分 吸収 量 は 窒素 は44k g N/ha、 燐酸は14k g P/ha、 加 里 は60kg K/haで あ った。

(：：)共 同 研 究： ド イ ツ と は 窒素施肥、 香 り について、 フラ ン ス とはイ ー ス ト 菌について、

イ タ リー とはブ ド ウ酒の化学的 性質について共 同 研究 を 行っている。

⑦(S I R-Division of Forest Science and T e chno l ogy (FOR EST EK) (Director : Dr. Fred Krug 

e r )  

（イ） 概 要

(a) 1987年に財政的理 由 か ら 組餓 改 変 を 行っ た 。 25百万Rの予算規模であるが、 1 0 百万

Rが政府 か ら 、 15百万Rは 民 間 か ら 得ている。

(b) 研 究に は 病 理、 分子生物学な どの分 野で大学 も 参加 している。

(c) 民 間 は 茶業関連の研究への希 望が多い。
(d)研 究 を 通 じて技術 を 作 り 上 げるとい う のがモ ッ ト ー。

(n) 研 究分野

育 種

育 林

：バ イ テ ク 導入。

：土壌・ 養分動態、 環境汚染 を 防 ぐ た めの肥培管 理技術、 保護、 森林

火 災。

木 材 利 用 ：バ イ オパルプ等

土地利用と水文学：生態系 管 理（人口林と地下水の減少 問 題 ） 。

生 態 系 管 理 ：サバ ン ナ を 対象、 シ ス テ ム 解析

農 村・地域 開 発：

環 境 情 報 技術 ： リモー ト セ ン シ ン グ、 シ ュ ミ レー シ ョ ン モ デリ ン グ
自然林や環 境 関 連の研究について質 問 し たが、 そ れほど力 を 入 れている よ う ではなか

った。

( 1ヽ） 研究協力
CIRAD と は 共 同 プ ロ ジェ ク ト が ある。 世界銀行、 USAIDと は 現在接 触中で ある。 モ ザ ン

ビ ー ク 、 ザ イ ー ル、 ガ ボ ン、 コ ン ゴ等とは小規模では あるが共 同 研 究 を している。 ア ン

ゴラ やモ ザ ン ビー ク では 造林に よ る木材生産の可 能 性が ある。 マ ダ ガ ス カルとの共 同 研

究 は マ ダ ガ ス カ ルの政 治的混乱のた め、 相 手企業に 問 題が生 じて共 同 研 究 は 中 断 した。

マラ ウ ウ ィ とは 自 然 保 護関係で小 規模に共 同 研究 を 行っている。 何れに し ろ どの共 同 研

究 も 初 期的段 階に ある。 国際研究期 間 の 中 ではICRAfと関係 を 持っている。
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4) 共 同 研 究への ア プ ロ ー チ

( 1 ) 南 ア 研究機 関 概歓

①研究者 の 質 は 高 い 。

②研究管 理 が し つ か り し て い る 。

③ イ ン フ ラ ス ト ラ ク チ ャ ー は 良 い。

④機器 は 欧米製 に 頼 っ て い る 。

⑤財政 は 必ず し も 潤 沢 で な く 、 民 間 資本 の 導入傾 向 が 高 い。

⑥ ア フ リ カ 研究 で は 地理 的 優位性 を 持 っ て い る 。

⑦研究 的 鎖 国 状 態 か ら と き 放 た れ、 海外 と の 交流、 特 に 技術先進 国 の 日 本 と の 交流 を 強 く 望

ん で い る 。

⑧研究所 は 首都 プ レ ト リ ア と ケ ー プ タ ウ ン 周 辺 に 多 く 、 生活環境 は 良 い。 海外研究者用 の 住

居 も 国 の 責 任 で 用 意 で き る 。

⑨政 治 的 動乱期 に あ り 、 社会情勢 に は 不安定要 因 が 多 い が 、 研究 遂行 に 影 磐す る 要 因 は 少 な

V ヽ
゜

( 2 ) 外研究協力 担 当 責任 者 (Dr . V a n d e r  W a l t , FRD) の 意 見

FRD は 多 く の 研究 所 に 全 て の ア ク セ ス が 可 能 で あ る 。 FRD は 研究所 に つ い て の 完璧 な 情 報 を

持 っ て お り 、 そ れ を 用 い て 共 同 研究 の 可能性 の あ る 研究所 を 見 つ け 出 せ る 。 研究所 と 共 同 研

究 を 開 始す る に 当 っ て MOU を 取交 わ す 場合 に は 、 FRD を 通 じ て 行 っ た 方 が 良 い 。 MOU が 出 来 た 後

で は FRD は 一 切 タ ッ チせず、 研究所 間 で 交流 し て も ら え ば よ い。 二 国 間 の み な ら ず 、 南部 ア フ

リ カ に お け る 研究ネ ッ ト ワ ー ク 等 、 m u l t i l a t e r a l な 協 力 関 係 も 構築 し た い。 三 ヵ 国 問 の プ ロ

ジ ェ ク ト に つ い て は 、 日 本 、 南 ア が ケ ニ ア と 共 同 研究す る 事 は 可 能 で あ る 。 ガ ー ナ に つ い て

も 将来 は 可能 で あ る 。 熱研 は 熱 研方 式 で 、 南 ア は 南 ア の 方式 で や れ ば よ い。 プ ロ ジ ェ ク ト 内

で は 人 間 は 三 ヵ 国 間 を 動 き 回 れ る よ う に 出 来 よ う 。 今後、 共 同 研究構 築 に 向 け て 、 互 い の 接

触 を 緊密 に し た い。

5) 共 同 研究実施上 の 間題点 と 展望

南 ア に つ い て の 感想 は 訪 間す る 前 と 後 で は 大 き な 違 い が あ っ た 。 訪 間 前 に は 人種差別 の 強 い

国 、 政 治 的 に も 混乱 し て お り 、 危 険 も あ る と い う 認 識 で あ っ た 。 こ れ ら の 認 識 は ヨ ハ ネ ス ブル

グや地方 で は 間 違 っ て い な い と 思 う が 、 訪 問 し た と こ ろ が 主都 の プ レ ト リ ア や ケ ー プ タ ウ ン 周

辺 と い う こ と も あ り 、 ア フ リ カ と い う よ り ア メ リ カ を 静 に し た と こ ろ と い う 感 じ で あ っ た 。 研

究 所 自 身 の 環境 も 優 れ て お り 、 そ の 内 容 も か な り の 水 準 と 感 じ た 。 日 本 の 外 務 省 は 南 ア を 中 進

国 と 位置 付 け て い る が 、 簡 単 に 云 っ て 、 白 人 関 連ma t t e r は 先進 国 、 そ の 他 は 後 進 国 と い う こ と

が で き る 。 南 ア と い う 国 を ど の よ う に 位置付 け る か に よ っ て 熱 研 の 対 応 が 決 っ て く る の で あ ろ

う が 、 も し熱研 が 対 応 可能 で あ れ ば、 若 い 研究者 を 送 る に は 良 い 場所 で は な い か と 思 わ れ る 。
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こ れ ま で の 熱研 の 対象 国 は 必ず し も 比 較 的 研究水準 の 高 く な い 国 々 が 多 く 、 若 い 研 究 員 の 育 成

に 必ず し も 適 さ な い 場合 が あ る と 思 わ れ る 。 南 ア は そ う い う 場合 に は 最 も 優れ た 場 所 に な り 得

る も の と 思 わ れ る 。

南 ア に お け る 研究分野 は 広範 囲 に わ た る が 、 畑 作 関 係 で は半乾燥 地 の 農業 に 集約 さ れ る 。 南

ア の 北部 は ジ ン バ ブエ に 接 し て お り 、 気象、 土 壌 か ら 見 て 半乾燥地 帯 の 特徴 を 良 く 備 え て い る 。

プ レ ト リ ア 付近 は 母 材 が 砂 岩 で あ る た めやや肥沃度 が 劣 る と は い え 、 半乾燥地 の 特 徴 を も っ て

い た 。 一 般 に 半乾燥 地 帯 の 国 々 は 、 と く に ア フ リ カ な ど で は 、 貧 し く 、 研究環境、 生活環境 も

劣悪 で あ る 事 が 多 い 。 そ の た め 現在 は 国 際研究機 関 で研究 を 実施 し て い る の で あ る が 、 研究所

は と も か く 、 生活環境 は 厳 し い も の が あ る 。 南 ア の 場合 は 研究所、 生活環境 が 優れ て お り 、 か

な り の 研究活動 が 可能 に な る よ う に 思 え る 。 ま た 、 南 ア は ア フ リ カ 、 半乾燥 地 で の 農業 に か な

り の 研究蓄積 が あ る と 思 わ れ 、 こ れ を 活用 す る 事 は 璽 要 で あ ろ う 。 ま た 、 南 ア を 通 じ て 他 の ア

フ リ カ 諸 国 に 入 る 事 も 将来 可能 と 思 わ れ る 。 こ れ に 加 え て 、 南 ア 自 身 が 日 本 と の 研究協力 を 強

く 望 ん で い る 事 も 考 慮す る な ら ば、 熱研 と の 関 係 も 円 滑 に い く よ う に 思 わ れ る 。
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南 ア 農 産 物 統 計 ( 1 9 9 1 . l R = 5 0  Y e n )  
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2

1
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9 5 1 7 0  

5 8 9  4 2 0  
-

1 2 4  8 2  
Wa t t l e  b a r k  l l  
S i s a l  8 
O t h er  f i e l d  c r op s 1 8  
H 6t : t. 1 :c• : l: ： t. · U • .i ; : i : ： : t :t 5d 

.

. d :C ：．i· :S.： :．： ： ：． : ： ：： ： ： ： ： ： : : : ：． ：． : : : : :．： ： : : : ： : t t : ： ：. : ： : : : : : : ： ： : : ： : : : ： : ： : : : : . : : : : : ： : ： : : : ： 
:. :. :． : : ： : ： ： ： : ： : :. :. ： ： ： ： : : ： :．： ： ： ： : : ： ： : ： ： :．:4 .; : ：5 . 3. 2 

V i t i c u l t u r e  6 5 0  
C i t r u s  f r u i t 5 0 6  
S u b t rop i c a l  2 3 1  
O t h e r  f r u i t I .  0 9 5  
D r i ed f r u i t 
N u t s  
V e g e t a b l e s 

Po t a t o e s  

F l o 胃 e r s

R oo i bo s  t e a 
T e a  

O t h e r s  

9 4  

1 2  
9 9 1  

6 2 7  

1 9 3  

5 

1 1 1  

1 1  
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Woo l 6 8 0  

Hoh a i r  8 4  

K a r a k u l p e l t s  

O s t r i c h p r od u c t s  

Fo 冒 l s s l a u gh t e r ed 

E g g s  

Ca t t l e  a n d  c a l v e s  s l a u g h t e r ed 

S h e e p  and  goa t s l a u gh t e r ed 

P i g s s l a u gh t e r ed 

F r e s h  m i l k  

Da i ry  p r od u c t s  

O t h e r  l i v e s t o c k  prod u c t s  
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※ 主 要 貿 易 品 目

日 本 の 南 ア か ら の 主 要 訪 入 品 目 8 本 の 南 ア ヘ の 三 要 訪 出 品 自

ゴ I: 玄c らT、• 4 エ 属 29 3 .  8百万 卜•)\, 1 5 . 9 % 戟 送 よ1仄ピ9 ↓り.... 文 4 5 6 . 8百万籾 30 . 9 % ., r 

ょ-ッス止• 鉱 222 . 3 1 2 . 1 一 般 復 械 39 2 . 4 2 6 . 6 
ー
゜

マー 灰..,_, 2 4 8 . 9 1 3 . 5 電 気 懐 械 207 . 8 1 4 . 1 
非 鉄 金 属 鉱 2 1 5 . 6 1 1 .  7 精 密 懐 械 6 7 . 9 4 .  6 
と う も ろ こ し 1 5 5 . 3 8 . 4 鉄 親 5 7 . 2 3 . 9 

0 ん．
窃»·—• 

-『一 1 2 7 . S 6 . 9 4 属 製 ロ 4 0 . 0 2 .  7 ；；ス
゜ 工工 o c  

ぼ芸 ： 通商 白書。 1 9 9 0 年数値）

※ 南 ア は 希 少 金 属 の 供 給 先 と し て も 重 要

世界産出高 ・ 南 ア の シ ニ ア ／88年 日 本戟入実積 ・ 南 ア の シ ニ ア ／90三

ク ロ ム £ ジSIとi 3 5 . 4 芸 68 . 1 芸
→ヽ 、ノ 刀

・ 一 、
ノ 叫

C 1 3 . 7 芸 5 1 .  7 % 
っロ
一 -qヽm＝ - 3 . 0 % 2 8 . l % 
臼 4 5 0 . 6 % 1 :i .  2 芸てて

工業用 ダイ ヤ モ ン ド 4 1 .  7 % i .  0 芸
パ ナ ジ ウ ム 鉱 57 . 5 % 0 . 0 % 
石 灰......, A . ． ro “ ,. 4 .  7 % 

4 3 4 . 5 % 0 . 6 芸,． ． 

（ 出典 ： 通関装計、 米国内務省工業局統計 ）

※ 対 南 ア 主 要 貿 易 国 の 比 較 （単位 ： 百万米 ド ル）

I l 9 6 7 年 1 9 8 6 年 I 1 9 6 9 年 I l 9 9 0 年 1 9 1 年 1 ~1 0月

たJ—5 3 , 7 9 7  2位 5 , 058  1 位 4 ,  8 1 6 1 位 4 . 6 6 5  1 位 4 .  l 6 5  1 位
本 4 ,  3 1 8  1 位 4 ,  0 0 1  2位 3 ,  7 6 4  2位 3 , 3 4 9  5位 2 , 9 0 1  4 位

‘ ’ ‘  2 , 6 8 0  3位 3 , 2 6 6  4位不 3 ,  2 4 5  4 位 3 , 4 0 6  3位 3 , 3 5 4  2位
六 2 , 6 3 0  4位 3 ,  3 3 7  3位 3 ,  1 4  7 :.3 /I¥ ...L. 3 , 6 9 7  2位 3 , 0 5 0  3位
：ニ
1 7' 2 ,  2 4 4  5位 2 , 6 6 4  5位 3 , 2 5 6  3位 3 , 3 8 2  4 位 2 . 6 5 3  :..3 ,1止.... 

（ 出其 ： I M F の D O T 薪計 ）
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研究協力相手国 と し て の 評 伍

南 ア マ ダ ガ ス カ ル モ ー リ シ ャ ス

( 1 ) 政治的適性度 低 い→高い 低い 嘉い
a 民主性 白 人 優 位 体 制 を 存 統 独裁 （ 民主政権 へ 移 行 か ？ ） 民主的
b 外 交 関 係 の 緊 密 度 （ 今 後 ） 弱 い （ 緊 密 に な る ） 弱 い （ 変 わ ら な い ） 弱 い （ 変 わ ら な い ）
c 政 情 安 定 性 不安定 （ 安 定 化 が 期 待 出 来 る ） 不安定 （ 継 続 す る ） 安定

(Z) 社会的適性度 非常 に高 い 低 い 真 い
• 対 日 感情 非常 に 良 い 非常 に 良 い 良 い
b 公 私混同 無 い 非常 に 多 く あ る 不明
c 行政能力 非常 に 高 い 非常 に 低 い 不明

(3 ) 経済的適性度 非常 に 低 い 非 常 に 高 い 高 い
a GNP （ 一 人 当 た り ） 8 6 0億S ( 2 4 6 0S) 2 .  1 億S ( 1 8 0S ) U . 9億S ( 1 8 1 0S)
b 援 肋要求度 低 い （ 投 ・ 融 資 は 歓迎 ） 非常 に 高 い 高 い
C J I CA 協 力 等 小規槙 ( 3 . 7 億 円 ） 無 償 1 2 . ( 億 円 ( 1 9 8 9 ) 、 5 位 約 1 0 億 ( 1 9 8 8 )

( I ) 共 同 研 究欲求度
a 技 術 的 欲求度
b 経 済 的 欲求度
c 情 報 交 換 欲求度

( 2 ) 研 究 レ ペ ル
( 3 ) 施設 ・ 機械充実度
( ( ) CP の 協 力度 （ 予想）
( 5 ) 住 宅 事 情
( 6 ) 風土病 ・ 術生状懇
( 1 ) 窃 盗 ． 傷 害等 治安状懇
( 8 ) 日 本 人学校

候補機関 の 総 合 評 偏 ·

食 糧 援 助 が主
農 菓 プ ロ 技 協必要

研究観関評緬

南 ア
HARS 

高 い
非常 に 高 い
低 い
非常 に 高 い
非常 に 高 い
高 い
非常 に 高 い
良 い
都市 （ 問題 無 し ）
昼 ： 安 全 、 地域差大
無 し

゜

マ ダ ガ ス カ ル
NARS Un i v  

高 い 高 い
低 い 低 い
非常 に 高 い 非常 に 高 い
低 い 低 い
非常 に 低 い 低 い
非常 に 低 い 非常 に 低 い
非常 に 低 い 低 い

非常 に 悪 い
悪 い

昼 ： 安 全 、 夜 ： 危険
無 し (A●e r l c an Schoo l 有 る ）

X X 

NARS は 三 カ 国 と も 首 都 域 の 本 部。 大学 は Un l v . An l anan a r l bo お よ びUn i v. Maur i t i u s

水産関係

モ ー リ シ ャ ス
NARS Un i v  

高 い 非常 に 高 い
低 い 高 い
非常 に 高 い 高 い
低 い 高 い
非常 に 低 い 中 程度 一 高 い
非常 に 低 い 低 い
低 い 高 い

良 い
問 題 無 し
安 全
無 し

X ゜

相手餞閲が希望 す る 、 あ る い は 重要 と 思 わ れ る 研 究 は 力 分 野 （ 熱研 か ら 見た貝味深 い 協力分野）

南 ア マ ダ ガ ス カ ル モ ー リ シ ャ ス

農 菓 経 済 ・ 開 発 ・ 農 村 開 発 計 画 （ 同 ） 開 発 計 画 （ 同 ） 、 （ 農 村 社 会 ）
作物生産 パ イ テ ク 、 育 櫂 （ 同 ） 栽培 • 生 店 、 作 付 体型 、 貯 蔵 、 パ イ テ ク （同）

（ 遺 伝 資 源 ） 利用 ・ 加 工 、 （ 遺 伝 資 源）
作 物 保 護 生 物 防 除 、 貯穀害虫 バ ッ ク 防除 生物防除
農菓工学 土 墳 保 全 、 水 利 ・ 濯 が い
森 林 · 林業 森 林 生 態 系 管 理、 荒廃地造 林 、 （ 遺 伝 資 源） シ ル ポ パ ス チ ャ リ ー

木 材 利 用 、 （ 遺 伝 資 源 ） ア グ ロ フ ォ レ ス ト リ ー （ 同 ）
畜産
草地 飼 料 資 源 、 （ 遺 伝資 源 ） 草 地 利 用
環墳
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を' - マダガネカクレ麟三北禾口国

l)政治、 経済、 民政の動向

(1)概 観

①国 名：マダガスカル民主共和国(Republique Democratique de Madagascar) 

②独 立：1960年26日（旧宗主国フランス）

③面 積：587,000平方キロ（日本の約1.6倍、南半球、インド洋に位置する世界第4位の島）

④首 都：アンタナナリヴォ

⑤政 体：共和制

⑥元 首：デイディエ ・ ラチラカ大統領（海賂）Didier RATSIRAKA 

⑦人 口：1,125万9,000人(1988年）、人口増加率：3.3%(1980年～88年の平均）

⑧平均寿命：54オ(1988年）

⑨部 族：約20（メリナ、ベチミサラカ、ベチレウ、サカラバ、アンタンドルイ、その他）

⑩宗 教：キリスト教37%、イスラム教5%、伝統的宗教58%

⑪公用語：マダガスカル語、フランス語

⑫気 候：

（イ）気候は乾期(4月～10月）と雨期(11月～3月）に大別される。

(n)東部海岸平野は、概して雨が多く高温多湿。 しばしばサイクロン（台風）の被害を受けて

いる。

(1ヽ）中央高原平野は東部海岸より雨が少なく、全般に涼しい。 首都アンタナナリヴォは、標高

約1,400メ ートルの高地にあたるため湿気も少なく、1年を通じて涼しく、6~8月には、気

温が5~6度に下がることもあり、暖房が必要なこともある。

(：：)西部海岸地域は乾燥しており、概して東部海岸より暑さが厳しい。 同平野の南端では降雨

が一 層少なく、半砂漠的様相を呈している。

⑬国 防：

（イ）兵員数21,000人（陸軍20,000人、 海軍500人、空軍500人）、警備隊7,500人(1989年）

(n)国防費3,666万ドル(1987年）

⑭経 済：

（イ）GNPZ,080百万ドル(1988年）

(u) GNP実質成長率ー0.3% (1980~88年）

(1ヽ）1人当りGNP180ドル(1988年）

(：：)1人当りGNP実質成長率ー2.4 % (1986~88年）

（ホ）通貨マダガスカル ・ フラン(FMG)1米ドル＝1,430.88FMG (1988年7月）

（へ）財政(1987年）：歳入2,207億FMG, 歳出3,207億FMG

（卜）対外公的債務残高 3, 113百万ドル(1987年）

担当：池田 俊禰
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(2)略 史

1958年I0月共和国宜言

1960年6月フランスより独立 チラナナ大統領就任

1972年1月チラナナ大統領3選

5月ラマナンツォア政権誕生

1973年5月フラン園離脱

1975年2月ラマナンツォア首相辞任

6月ラチラカ政権誕生 社会主義採用宜言

1 2月革命憲章、 憲法採択

1976年 1月ラチラカ大統領就任

1977年6月人民議会選挙

7月ラコトアリジャオナ中佐首相就任

1982年 4月変動相場制採用

1 1月大統領選挙にてラチラカ大統領再選

1983年8月人民議会選

1985年2月内閣改造

1988年2月内閣改造、 ラマハチャチュウサ首相就任

1989年3月大統領選挙にてラチラカ大統領三選

(3)外 交

5月人民議会選挙

8月内閣改造

マダガスカルは全方位外交、 非同盟をその外交の基本路線としつつも従来は東寄りの外交路線

をとっていた。 しかし、 198 4年頃から、 経済開発のため西側先進国の援助が不可欠であるとの認

識から現実路線を歩みはじめ、 西側諸国との関係強化の傾向がみられている。

なお、 島の北端のディエゴ・ スアレス港の軍港としての貸与については、 ソ連等の要請を退け、

非同盟の立場を貫いている。

( 4)経 済

①マダガスカルの基幹産業は農業であり、 農業部門は総輸出額の約8割を占め、 労働人口の約8割

を吸収している。 1986年の同国の経済(GNP)の産業別楷成は、 第一次産業が43%、 第二次産業が

16%、 第三次産業が41％となっている。

②マダガスカル経済は、 ラチラカ大統領 が1975年に政権についた後、 社会主義を標傍史、 政府

の経済活動全般にわたる過度の介入のため低迷を続けており、 この低成長を克服するための大規

模な投資計画を策定したが、 主に外国からのファナンスに頼ったこと、 天候不順に基づく農業生

産の伸びの低下、 石油価格の上昇、 主要輸出産品であるコ ー ヒ ー の国際価格の低下とも重なった

こと、 等のため1980年には経常収支、 財政収支の赤字、 高いインフレ率、 多額の累積債務という

経済困難を抱えるにいたった。

③このため、 同国は、 1981年以来パリ・クラブによる債務救済を受けつつIMF ·世銀の支援の下

生産の多様化、 輸出削減、 公共セクタ ー の健全化、 流通の自由化等を目的とした梢造調整計画を
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策定、 また、 1986年には、 食糧自給、輸出増大を目的とした5カ年開発計画(1986-90年）を策定

し、 梢造調整、 経済再建にとりくんでいる。

④現在、世界の最貧国ワ ースト14に位置している。

(5)我が国の対マダガスカル関係

①政治関係

1960年7月5日マダガスカルを承認

1968年2月我が方大使館マダガスカルに開設

1969年3月マダガスカル大使館東京に開設

我が国のマダガスカルに対する経済協力はマダガスカルに高く評価され、二国間関係は良好。

更に同国はアフリカにありながら、 人種的・文化的にアジア的色彩が濃いという特徴を有するこ

ともあり、我が国のことを民族的独自性を保持しつつ目覚ましい経済発展を遂げた例として評価

し、 特別な期待と関心を寄せており、ラチラカ大統領自身、 演説の中で日本を称賛する程である。

②経済関係

（イ）我が国の対マダガスカル貿易については、 船舶、自動車等を輸出し、 えび、金属鉱等を輸

入しており、近年、一貫してマダガスカル側の出超となっている。

③経済協力の概況

有償資金協力、 無償資金協力、 及び技術協力の各形態による援助を実施。 有償資金協力につい

ては、水力発電、マイクロウェー ブ通信プロジェクトに対する円借款供与を実施してきたが、 近

年は債務繰延べを行っており、また、1987年度には同国の構造調整努力を支援するため「工業・

貿易政策調整計画」に対し10億円の円借款を供与した。 無償資金協力については、 食種・農業、

水産、運輸・交通、水供給等の基礎生活分野、基礎インフラ分野その他に対し実施している他、

1988年度には、構造調整支援等のため、35億円のノンプロジェクト無償資金協力を実 施した。

また、技術協力については、研修員の受け入れ、専門家派遣、プロジェクト方式技術協力、開

発調査等の形態により、農業、畜産、通信・放送、エネルギ ー 等の分野において、協力を行って

いる。

1987年援助額はDAC諸国中第5位（シェア4. 62%)。

(6)最近の政治・社会情勢

ラチラカ政権は3期目(15年目）に入ると国民議会を開催せず独裁化し、 私兵を擁し、不正蓄

財などの腐敗が横行し、 社会主義経済も破綻した。 このため大統領退陣運動が起こった。 1991年

6月にはゼネストが起こり、8月2日には大統領宮殿に大衆がおしかけたが、大統領は宮殿に閉じ

込もり、私兵がデモ隊に発砲したため多数の死者が出た。 9月には和解状態になり、12月にはラ

ザナマシ首相のもとに暫定政権が誕生、18ヶ月かけて政権を立て直すことになった。 本年3月27、

28日には国民フォ ー ラムが1週間開かれ、憲法と選挙法の改正を決議した。 8月19日には憲法改正

案の国民投票が行われ、 70％の賛成があった。 9月12日には新憲法の採択が決定され、自由主義体

制を目指す事、 競争原理の溝入、人権擁護、 民族の自由、 国名をマダガスカル民主主義共和国か

らマダガスカル共和国とする事などを決定した。 11月25日に大統領選挙を予定しているが、候補

者が乱立しており、 ラチラカ大統領が再選されるのではという声も多い。

マダガスカルは社会・政治的に極めて「混乱」している。 アンタナナリボを中心とする首都地
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域と地方の経済的格差、主として高地を支配するメリナ族（ポリネシア系）と主として海岸を支
配するアフリカ系部族との部族間抗争、ラチラカ大統領は海岸部族出身、メリナ族は統一 されず、
独自候補を出せない等によるものである。

2) 農林業動向

(1) 農林業概要

農業は国家経済に最も重要（人口の85％が農業に従事し、輸出額の80％以上）。 150万農家の
ほとんどは1-Zhaの農地を有する小農で、自分達の生計を立てるために従事。 生態的に多様なの
で、ほとんどの熱帯および温帯作物が見られるが、5％以下(230万ha)の土地が耕作地で、15%

は森林（現在急速に減少中）、残り80％は1,000万頭の家畜を養う牧草地である。 耕作地の半分
以上は米作で、農業生産額の30%。 ついで重要なのは根菜類（キャッサバ、サツマイモ、タロイ
モ）、ついでメイズ。 コメの生産量は年間220万トン、haあたり平均1. 8トン。 1974年までは自給

自足、小量輸出もしていたが、それ以後は人口増に追いつかず、輸入している。 1987年には輸入
最も減少し(6万トン）、1990年代には自給自足が期待されている。 そのほかでは、牛肉(GDPの
16%)、換金作物（砂糖＋綿： 7%）、輸出作物（ コー ヒ ー、 クロ ー ブ、バニラ、 コショウ：15
％）である。 輸出額の75％はこれら輸出作物からのものだが、 その中でコ ー ヒ ーが50％を占める。
（以上Wor1 d Bank Report, 1989) 

(2) 農業政策
1970-1980s: (1) 生産、加工、市場への政府介在（介入）の拡大、(2)都市近郊地を対象とした

価格調整、 (3) 交換比率の過大評価、 (4) 非効率な公共事業、 (5) 長期化した低予算現在： （1）生産

意欲拡大のための自由市場システムの海入、 (2) 小農（種生産）や私企業（資本投下）などによ
って、うまく遂行されている事業からの政府活動の引き揚げ、 (2) 研究、普及、地方の道路、潅
がい施設の保守・修復等、基盤的事業への人的、財政的投資。

3)農林業技術動向

種苗生産センター(Lac Al aotra、1982年創立、Director: Mr. Randriamaharo IL Maxime)こ
の種苗生産センターは550haの面積を持ち、マダガスカル最大である。 Alaotra地方は7万haの水
田面積を持っているが、そこに稲種子を供給するとともに、マダガスカル各地へも供給している。

業務の内容は種籾生産と籾の精選である。 完全な独立採算制であるため付屈業務として果樹、花

キを栽培・販売しており、野菜、魚、アピル、ガチョウは消費用に、小麦、トウモロ コシは消費
するとともに、 一部は販売している。

昨年の種籾生産批は1,900tであった。 うち、900tは自家消費用とし、1,000tを種籾としてマダ

ガスカル各地に供給した。 昨年栽培した品種は、インデイカ系10種類（在来種2を含む）、 ジャ
ポニカ系のササニシキおよびサンシンボウ、中国からの晶光であった。 その中で在来種のMK34が
最も収量が多く、またこれが最も広く栽培されている。 マダガスカルには4千の系統が導入され

ており、品種の比較も行っている。 これは本来はFOFIFAの試験場でやるべき事であるが、実施さ
れていないので、種子生産センターで実施している。
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日本の小型移植機、刈取機はマダガスカルの水田の規模に丁度良く、効率的であるので、日本
からの蒋入を期待している。

センターの問題点

①土壌： Alaotra地方の土壌は、泥炭土(6割）、粘質土(2割）、砂壌土(1割）、 その他の土壌
とからなっており、不均ーである事、 酸性であること(pH 4. 3,...,4_ 5)が問題である。

②労働力の不足： 移植と収穫の時期に労力が非常に不足する。 日本の移植機、収穫機を導入を望
んでいる。
③種籾精選機(Seed processing plant)： 現在3台保有しているが、古くなっており、処理能力も
年400tである。 このため種籾を精選し終わるのに6~8ヵ月かかっている。 種籾の生産籠が増える

と処理しきれなくなる恐れがある。

種子の配布はセンターで特別にやってはいない。 農民が直接センターに来て受取っていく。 ま

た種子販売業者もやってくる。 だいたい12月には全部さばけてしまう。
当センター では稲は直播、移植を半々でやっている。 施肥は苗代にだけ廊用している。 無肥料

でも3.5t/haの籾収最がある。 適正な品種を選び、 播種時期を遅らせずに12月までに行い。 密

植する事で、このような収量が確保できる。 遅播すると短日条件下で開花が早まり十分な栄養生
長最を確保できず減収する。

同じ熟期でも品種によって1.O�l. 4t/haの収量の違いがある。 マダガスカル在来品種のMK34が

今のところ最も多収である。 早生品種の2期作も可能ではあるが、 収量性で劣るうえに、 余計働
かねばならず経済的に引合わない。

当センター の設立以降、収量は2. 5t/haに止まっている期間が長かった。 これは播種期が1月一

2月と遅かったためである。 それを早めることによって収量が増大した。
さらに栽植密度を高めると以下にに示すように収最が高まる事が見いだされた。

20 plants per square meter →2. 0t/ha 

30 II →3. 0t/ha 
4 0 11 →more than 3. 5t/ha 

また、栄養生長期に除草剤散布をしたり、手取り除草を行う事で収量はさらに高まり、現在の

3.5t/haという収最が得られた。 農民も時々見学にやってくるようになった。 機械による移植や

刈取には奥味があるようだ。
Alaotra地方にはこれまで世界銀行、USAID、 フランスなどが莫大な金を注ぎ込んだ。 それらは

大型機械、 コ ンピュー ター、 コ ンピューター 制御潅漑システムの購入にあてられた。 たとえばレ
ー ザー 装置を持つ土地均平用トラ クターが3台も購入されたが全く使われなかった。 政治的理由
によって使うあてのない、現地農業形態にそぐわない大型機械の購入に資金が費やされた。 今
後は日本型の稲作技術の導入が強く望まれている。

4)国立農業機関(NARS)の現況

(1)地域開発応用研究センター(FOFIFA)： 科学技術開発研究省傘下
Mrs. Yvonne Rabenantoandro（科学部長）
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Mr. Andrianirina Gervais（情報・協力部長）

①概 要
1974年に創立。 それ以前は8つのフランスの研究所があった。

1984年に研究所の調査と評価を行った。
1989年 ”Staff Appraisal Report of Madagascar National Agricultural Research Proje 

ct” を世界銀行が行った。

研究部： （ l ）稲、 (2) 栽培・農業経済、 (3) 林業・水産、 (4) 開発、 (5) 獣医・畜産、 (6) 技術

②研究内容

（イ）稲
IRRIからAgronomy (chief)、Economy、Breeding、Farming systemの専門家が来ている。 8つ

の地域試験場があり、各分野共同で仕事をしている。 陸稲はアンタナナリボの西域で仕事

をしている。 稲の研究の大部分はUSAIDの援助によっている。 高地における耐冷性品種の研
究についてはCIRADが行っている。

（口）土壌保全

スイスが援助し、Dept. of Forestryで担当している。 マダガスカル東部は森林がすでに2
0万haも伐採 され土壌浸食が深刻化している。 現在農民は2~3年で移動しながら焼畑をやっ
ているが、アグロフォレストリーは生産の近代化として取り組んでいる。 研究はSous Sta 

tion de Beforonaで行っている。 動物行動学2名、社会生態学2名、マダガスカルの研究員
8名と2人の助手で取り組んでいる。 Alley croppingと、稲作にマメ科作物を利用して土壌
浸食防止と窒素補給を行う方法を研究している。

主要研究課題は以下の2つである。
(a) 地域の生態的特性の把握
(b) 技術的解決法の確立

土壌肥沃度の維持法
低地の農業改良（稲作中心）

(c) 森林再生

8万haの松とユ ーカリの造林地で8名の研究員が取り組んでいる。 森林火災が問題。

(d)畜産（オランダと協力、KIANHASOA（場所））
マダガスカルの研究員20名、3人の助手、3人のオランダ人研究者で取り紐んでいる。 ミル
ク生産改良を目標に、高原地域向けに（ゼブXフリー ジャー）のかけ合わせを作ったところ、

牛乳生産が20％増えた。 肉牛生産両用の牛を育成しようとして、3系交配（ゼブ＊アフリカ
産＊フランス産）を試みたところ、体重800kgのものがえられた。

(e)総合的病害防除(Lac Al aotraで実施）
Lac Alaotraはマダガスカル中東部にあり、稲は輸出用になっている。 1984年にはStembor
erが発生し、1986年にはその防除が農薬 一本だけだったためか、失敗した。

現在総合的病害防除をスイス政府の援助により、マダガスカルの研究員5名と助手1名、

フランス人の助手1名、スイスの教授1名の指導監督の下で行っている。 このプロ ジェ クト
では学生の交換もやっている。
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現在、南西部から西部にかけての広大な地域にはバッタが発生し、大きな被害が出て い
るが対応した 研究活動はない。

(f)この他の研究は大部分マダガスカルの研究員でやっている。

③問題点
FOFIFAには1 20名 の研究員と20名 の助手がい る 。 そのうち7割は主都アンタナリボにおり、残り

3割が地方にいるだけに過ぎない。 地方にこのよ うに研究員が以内のは住居、実験室な どができ

ていないためで あ る。 1 990年以前には9割が主都にいた。 現在8つの地域の試験場に研究員 を分散

させよ うとしているが、なかなか進 ま ない。
問題点は、
（イ）絶 対的な予算不足、 (n)海外協カプロ ジ ェ ク ト のほとん どは地域開発プロ グラム（小規模、

短期間、狭い地域）で、学問的成果乏しい、(3)普及機 関 の活動がほとん ど 無いため、研究
成果の活用が為 されない、 (4)研究者の年齢が高く、地方ステー ションに出ない等、数多く

あ る。 人的管理、資質向上、研究所管理機構、研究財政の全てが破綻 を来しており、抜本
的改革 無しに発展は望めない状態で ある。

(2)University of Antananaribo, School of Agriculture 

①紐 餓
Dept. of Forestry 
Dept. of Agriculture 
Dept. of Managernent(Econornics and Social Relationship) 
Dept. of Food Industry 

Dept. of Veter inary Science 

Dept. o f  Forestry ： 学生は一学年1 5-1 8人で あ る。 5年制である。 最初の2年間は一 般教養過程

で あり、3-5年は専門過程である。 その後修士、博士 過程がある。
以下の 7 つの部門よ りなる。
Management 

Ecology and Biology 
Pro t ection of Natural Ecosystem 
Sylvicu l ture 
Protection of Soil （主にsoil erosion control) 
Economics and Politics 
wood Technology（教授なし）

Sylviculture: 4人のマダガスカル人研究員、3年契約のスイスおよ びフランスの研究員。 研究

費 用はスイスの拠出によ る。
Protection of Natural Ecosystern: WWFの資金でやっている。 対象地域は南西部、中西部、お

よ び東部で ある。 そこには 自 然林試験場が ある。 東部では農業省の林政部門と共同してい る 。
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② 問 題 点

（イ） 教 授 が 不 足 し て い る （ マ ダ ガ ス カ ル で は 教授 の 社会的地位 は 特 別 高 い方 で は な く 、 閑 職 で

あ る と い う こ と か ら 、 な り て が い な い） 。

（ll ） 実験設備 が 貧 弱 で あ り 、 研 究 は 戸 外 が 対象 で あ る 。

(,ヽ） 予 算 が 少 な く 僅 か に 1 千万マ ダ ガ ス カ ル フ ラ ン に 過 ぎ な い。 ス イ ス の 資金供与額 は そ の 十倍

の 1 億MDF で あ る 。 野外 の 研究 の 際 に も ス イ ス の 車 を 使 っ て い る 。

5 ) 国 際協力

( 1 ) 概 況

農林業お よ び農林業研究 に は WB , EC ,  USA I D ,  FAC , S w i s s , GTZ , C I RAD , I FAD , A f DB 等 に よ り 、

こ れ ま で多額の援助 ・ 協力 が 行 わ れ た 。 最 近 で は 、 WB に よ り FOF I FA の 農業研究 問 題全般 （主要 プ

ロ グ ラ ム の 推進、 紐織改編、 教 育 ・ 訓練、 地方セ ン タ ー と の リ ン ケ ー ジ 、 海外援助 の 統 一 ・ 調整

等 ） に 対す る 資金援助 が 行 わ れ て い る ( 1 9 8 9- 1 9 9 3 ) 。 し か し 、 こ れ ら は 必ず し も 効 果 的 に 機能 し

た と は 言 え な い 状況 に あ る 。

( 2 ) C I RAD i n  Ma d a g a s c a r (H e a d : D r . J e a n  L o u i s  R e b o u l ) 

① 研究概要

C I RAD が 共 同 研究 を 開 始 し た の は ま だ社会主義体制 の 時 で あ っ た 。 現在マ ダ ガ ス カ ル に は 2 0 名

の C I RAD研究員 が い る 。 主 な プ ロ ジ ェ ク ト は 次 の 通 り で あ る 。

（イ） 稲 栽培 ： 耕地 に お け る 天水 利 用 の 稲 の 栽培。 ス タ ッ フ は 遺伝1 名 、 栽培2 名 の 構成 で あ る 。 資

金 は EC か ら の 拠 出 で あ る 。 現在4年 目 に 入 っ て い る 。

（ll ） 林学 (FOF I FA と 共 同） ： 松 2 名 、 ユ ー カ リ 育 種 l 名 で構成 さ れ 、 8 万h a の 松 の 造林地で主 に 仕事

を し て い る 。

(Jヽ） 綿 ： 綿 の 育 種 に 1 名 。

(：：) 落花生 ： 2 名 。

（ホ） 野菜 ： 最 近 2 名 で 始 っ た ば か り で あ る 。

（へ） 土壌浸食防止 ： 2 つ の 小 さ な 谷 あ る 場所 を 試験 地 に 選 び 、 現場 で の 研究 を 実施 し て い る 。 プ

ラ ジ ル でC I RAD グル ー プ が 発展 さ せ た 技術 を 土壊保全 に 使 お う と し て い る 。

②C I RAD と マ ダガ ス カ ル の 共 同 研究

L a c  A l a o t r a は マ ダ ガ ス カ ル最大 の 稲 作地 帯 で あ る 。 2 0 年 に 渡 っ て 大 量 の 資金 が 投入 さ れ た が

良 い 結 果 が で て い な い。 非 常 に 高 い 可能性 を 持 っ た 地域 で あ る が 、 今 の と こ ろ 生産性 は 高 く な い 。

ト ウ モ ロ コ シ生産や畜産 に 関 し て も ポ テ ン シ ャ ル の 高 い地域 で あ る 。 A l a o t r a の FOF I FA の 試験場

は 以前 は 有 名 で 、 多 く の 援 助 が 行 わ れ た が 、 今 は 見 る 影 も な い。 以前 フ ラ ン ス の ミ ッ シ ョ ン が 来

て 如 何 に 発展 さ せ る べ き か を 調査 し た が 、 道路 を 作れ ば 良 い と の 結論 で あ っ た 。 現在、 A l a o t r a

へ の 道路 は 極 め て 悪 く 、 首都 と 電話 も 繋 が っ て い な い。 マ ダ ガ ス カ ル全体で も 道路 の 整備 は 遅れ

て い て 、 西部 で 取れ た イ ン ゲ ン マ メ や キ ャ ッ サバ を 輸 出 す る に は 1 , 1 0 0 km離 れ た 東 の 海岸 ま で 運

ば な け れ ば な ら な い 現状 で あ る 。 飛行場 に し て も 草 が ぼ う ぼ う と 生 え 、 使 え な い 。 こ の よ う に イ

ン フ ラ ス ト ラ ク チ ャ ー の 整 備 の た め に も 政 治 の安定化 が 最 も 重要 で あ る 。
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アンチラベにはイ ン ドネシアの棚 田に似たものが有り、稲の他に小麦、 ジ ャ ガイ モ、大麦、 ミ
ル ク の生産をして いる。 農 民は良 く 働 く が、稲にしか興 味がない よ う だ。 ま た、野菜な どの生産
物は輸 送が思 う に任せず、市場へ出す事が出来ない。 世界銀行は果樹生産は金持の食べ物だとい
う ことで推奨せず、野菜栽培、薬草やハ ー ブなども推奨しているが、市場の 開 拓が ま ず必用 で あ

る。

C I RADはFOFI FAとの間に多くの問題 を抱えている。 FOF I FAは政争の影 響 を受ける し、予算は少

なく、長官も政争に巻き込まれている。 FOF I FAは ス タ ッ フの数は千人と多いが、研究員は僅 かに

その う ち の百人に し か過ぎない。 し かもその9割は首都に住んでおり、地方の試験揚にはス タ ッ
フ が ほ とんどいない。 世界銀行はその比率 を変えよ う と しているが、難 しい。

それ ぞれの任地でC I RADの研究員は良い共同研究を作り上 げていく責任があるが、政治 的な問

題もあってなかなか難しい。 とくに地方では住居の問題もあってFOF I FA研究員が少なく、 さらに
困 難になっている。 住居 を建設するだけの予算が有るにも拘らず、それは住居建設には使われず、
研 究 員は首都から地方へ全く動いていない。

地方に試験場を作る事業はま だスタートしていない。 1993年にはマダガス カ ル南西部と東部に
試 験地を設け、持続 的 農業技術の研究を開始する予定であるが、FOFI FAに頼んでいた予算の見積
は未だに出来てこない。 I RRIも首都の西に試験場 を作る予定であったが う まくいっていない。 ど

う もマダガスカ ルの人はやる気がないよ う に見受けられる。 も しFOFI FAが研究員 を地方に送る事
が出来なければ、FOFI FAは駄目になって し ま う かもしれない。 首都にいれ ば教育、生活の面で有
利 なので う ご く 気がない よ う だ。 他の国の研究プロ ジェ ク ト もFOFI FA研究員にやる気を出 させよ

う と しているが、難 しい。 ス イス の共同研究チ ー ムはかなり厳 しい選抜基準でカ ウンター パート
を選んでいるよ う だが、 う まくいっているよ う でもない。

稲のチー ム は資金もあり、研究も う まくいっている。 マダガス カ ルの研究員も最近は良 く 協力

するよ う になった。 育林研究も、若い研究員が一人で頑張っている。 しか し、現在は新 しいプロ
ジェ ク ト を始めるには非常に 困 難が伴 う 時期で ある。 今のところ様子 を見守るのが一 番だ ろ う 。

C I RADは農業省とも農業生産の面では協力 関 係にあるが、共同研究者と し ての名 前 を借りてい
るに過ぎない 状況である。 農業省には多 く の普及 関 係の職員がいるが、研究員は持って いない。

マダガスカルの研究機 関にはあ ま りす ぐ れ た ものはないが、Center of Science and Techn o 
logy I nformation and Documentaiton は大変 良い機 関である。 国際機関とも連携 し ている。 フ

ランスの援助で作られたが、現在7期目に入っている。

6)研究ニ ー ズ

地理的にも、経済的ニ ーズからも ほとん ど全ての農作物を栽培で き 、 ま た、選伝資源も固 有 種
が60％と、農林業に 関 わるあらゆる産物の生産ポテンシ ャ ルは非常に高 いため、研究ニ ー ズの範
囲 は非常に広 く 、特定することは困 難である。

7)共 同 研究の展望

現在、社会情勢がきわめて不安定であり、政治的に安定する ま で少なくとも数年間は対象とな
らない。
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マダガ スカル は稲 の国である。 飛行機から見 た だけで も 山 からの水が谷 間 に集 り、 それを利用

し て 稲 作 が行 わ れ て いるのがよく 分 る。 実際に稲 作 地 帯 を見 ると、 谷 間 に水 田 が開けて いる事が

多 く 、 水 田 一 枚 の大 き さ も ほ ぼ 日 本 と 同じである。 日 本型 の 稲 作技術がすんなり当 て はま るよ う

に思 え る。 マダガスカル で は各 地 に水 田 が広 がっ てい る 。 首都 に近 い高 原 地 帯 （ アン チラベ） で

は小 規模な水 田 や天水 田 に稲 が栽培 さ れている。 標 高 が1 ,5 0 0 m位あるため耐 冷性 の品種 が求めら

れて いるが、 これはフランスのC I RADのチー ム が取 り紐 ん で い る。 高 原 地 域 は確 かに重 要 で はあ

るが、 全 体 の水 田 面積はさ ほ ど で もなく 、 フラン スがすで にや っ て い ることを考 え れば 日 本が出

て いくこ と はないと思 わ れる。

水 稲 作 の中 心 はなん とい っ ても 首都 の東 北 に位置する A l a o t r a 地域である。 マダガスカル の米

蔵 と 言 っ ても よいほ ど 地 帯 である。 一 体 はかっ てあっ た大 き な湖 が陸地化 し たものの様 で 、 中 央

部 には かなりの大 き さ の湖 がある。 湖 近 く はま だ 開 発 さ れて いない涅地帯が広 がっ て いる 。 この

ため土壌 は泥炭 であり、 その う え に周 囲 の山 から土壌浸食 で 運 ばれた土砂 が堆積している よ う で

あっ た 。 これは北 海 道 の美 唄 における泥炭客 土 が 自 然 に行 わ れた様なものである。 このため土壌

の肥沃度 は高 く 、 一 切 の施肥な し で3 .5 t/h a の収 量 が得 られるのもう なずける。 在来品種 のMK3 4

は晩生 で 、 根 の発達のよい 品種 であり、 旺盛な根 で 養 分 を吸 上 げ 、 栄養生長を十分 に確保 で き る

事 が 多 収 の原 因 と考 え られる。 経 営規模は北 海 道 の石狩地方とほ ぼ 同じで 一 戸 当 り5 h a ほ ど で 、

日 本で 培 われた 水 稲 作機械化技術がよく 適合するものと思 わ れる。 マダガスカルの他 の地域 も基

本的には谷 間 の湿 地 を水 田 に変換 したものであるから、 A l a o t r a で得 られた 成 果 は各地 に適用可

能 と 思 わ れる。 た だ マダガ スカル は政 治的、 経済的な混乱 がひ どく、 農業関係の研究期 間 、 大学

な ど は ほ とん ど 活動 し て いない と いっ て よい。 熱研 から研究員 を派遣するのは 当 面 は無 理 の様 で

ある。 ま た、 A l a o t r a も生活するにはかなり大 変 と の印象 をも っ た。 研究課題を探して探せない

事 はない が、 現 時点 で はJ I CAな ど の技術協力 の方 がより適合 し て いると思 わ れる。

マダ ガ スカル には畑 作 もあるが、 ここで 研究 を実施 し て も さ ほ ど の意義 はな い と 思 わ れる。
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マ ダ ガ ス カ ル 民 主共和 国

哀 l ． 主 要 央 産 物 の 生 産 量 （ 出 典 ： I M F レ ポ ー ト ）

（ 単 位 ： 1 , 0 0 0 ト ン ）

1 9 8 2 l 9 8. 3 1 9 8 4 1 9 8 5 1 9 8 6 

米 （ バ デ ィ ） 1 , 9 7 0 . 0  2 , 1 4 7 . 0  2 , 1 3 1 . 0  2 , l i 8 . 0 2 , 2 3 0 . 0 

と う も ろ こ し 1 1 3 .  0 1 3 2 .  1 1 4 1 . 0 1 4 0 . 0  1 5 2 .  9 

マ オ ツ ク 1 , 8 9 8 . 3 l , 9 9 2 .↓ 2 , 0 0 . 1 2 , 1 4 2 . 0  2 , 1 9 0 . 0  

さ つ ..... ． l,,ヽ こ...） 3 5 o .  1 4 6 3 . 0 4 6 2 . 5  4 5 0 . 0  4 6 7 . 0  c 

じ や が
・

し ‘ も 2 0 0 . 8  2 5 2 . 1 2 6 J .  5 2 6 J .  6 2 6 3 .  9 

コ ヒ 8 1 . 2 8 0 . 8  8 1 . 4 7 8 .  5 i 8 .  5 

ヴ J ， ラ 5 .  5 2 .  2 6 .  9 7 . o  3 .  3 

ク ロ ヮ. .. 9 .  9 4 .  2 1 3 . 0  1 J .  5 7 . 1  

表 2 ． 貿 易 • 国 楳 収支 （ 出 呉 ： I M F レ ポ ー ト ）

（ 単 位 ： 百 万 S D R )  

1 9 8 4 1 9 8 5 1 9 8 6 1 9 8 7 

貿 易 収 又 1 8 5 6 1 4 

玄iji J
ム
IJ 出 ( f . o . b . ) 3 2 5 2 7 5 2 8 1 2 4 0 

Y；；が
と

J 入 ( f . o . b . ) 3 4 3 3 3 1 3 8 2 2 4 4  

貿 易 外 収 支 - 2 3 2 - 2 3 4 - 2 4 3 - 2 2 4 

経 常 収 又 - 2 4 1 - 2 5 3 - 2 0 9 - 1 8 7 

足 ＾ ロ 収 又 1 6 8 6 5 6 4 
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表 3 ． 外 貨 準 備 高 （ 出 典 ： I F S )  

（ 単 位 ： 百 万 ド ル ）

1 9 8 4 1 9 8 5 1 9 8 6 1 9 8 7 

外 父 準 備 溶 5 8 .  9 4 8 . 4 1 1 4 .  5 1 8 5 . 2 

表 4 ． 対 外 債 務 （ 出 典 ： 世 銀 W . D .  T . ) 

1 9 8 4 1 9 8 5 1 9 8 6 1 9 8 7 

対 外 債 粒 残 高 （ 百 万 ド）し） 1 , 8 7 6  2 , 1 8 2  2 , 6 7 3  3 , 1 1 3  

デ ッ ト サ ー ヒ
‘

ス レ シ オ ( ¾ ) 1 1 .  1 3 0 ·. 1 2 7 .  2 3 5 . 5  

表 5 ： 主 要 粕 出 産 品 ( f . o . b . ) （ 出 典 ： I M F レ ポ ー ト ）

（ 単 位 ： 百 万 S D R )  

1 9 8 2 1 9 8 3 1 9 8 4 1 9 8 5 1 9 8 6 

コ ヒ 8 4 . 9 0 1 0 5 .  9 7  1 3  i •, 6 4 1 0 1 . 4 0 1 2 3 . 1 8  
r ノ. ．． 

.... J 
． ラ 4 2 . 4 0  5 8 . 3 7  5 1 .  3 3 0 . 0 0 3 9 .  9 5  

ロ ヴ 6 0 . 8 0 1 5 . 4 6  3 5 . 6 9  3 4 . 7 0  2 9 .  9 6  

殻 類 1 9 .  1 0  2 2 . 2 2 2 1 .  3 1  2 1 .  7 5 2 8 . 8 1 

布 1 5 . 2 0 1 0 .  1 4  1 1 . 0 0  1 2 . 2 2  8 . 3 0 

計 2 9 6 . 4 0 2 8 9 . 7 0  3 2 5 . 1 8  2 7 4 . 4 8 2 8 0 . 7 0  
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表 6 ． 主 要 粕 入 産 品 ( c . i . f . ) （ 出 典 ： I M F レ ポ ー ト ）

1 9 8 2 1 9 8 3 1 9 8 4 

殺 備 財 1 0 5 . 8  8 4 . 2  9 4 .  2 

食 料 品 1 1 5 .  5 6 7 .  9 4 9 .  1 

そ の 他 消 費 財 4 6 .  0 4 0 . 6  4 8 . 0 

エ ネ ル ギ ー 1 2 1 . 3 9 1 .  9 9 6 .  9 

原 料 ・ 部 品 9 7 .  8 1 0  2 .  5 l O i .  6 

�二c ' l 5 0 0 .  3 4 0 9 .  3 3 9 5 .  8 

（ 参 考 ） 米 の 粕 入 量

1 9 8 2  1 9 8 3  1 9 8 4  

金 額 （ 百 万 S D R )  9 5 .  1 5 0 .  5 2 8 .  7 

量 （ 千 ト ン ） 3 5 1 . 0 1 8  5 .  1 1 1 1 .  4 
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（ 単 位 ： 百 万 S D R )  

1 9 8 5 1 9 8 6 

9 8 . 4 9 9 .  6 

4 5 .  3 4 9 .  1 

5 1 .  6 4 2 .  2 

8 J .  9 0 . 0  

1 0  i .  3 1 3  3 .  5 

3 8 6 .  5 3 7 1 .  4 

1 9 8 5  1 9 8 6  

2 9 .  9 3 4 .  2 

1 0  6 .  5 1 7 1 .  6 



過 去 5 年 間 の 実 積 （ 対 マ ダ ガ ス カ ル ）

（ 千 ド ル ）

年
1 9 8 4 1 9 8 5 1 9 8 6 1 9 8 7 1 9 8 8 

項 目

だT31J 出 9 ,  2 5 3 1 0 、 7 6 2 2 2 . 2 0 9  1 4 , 3 5 6  2 3 , 0 5 8  

をT81J 入 4 0 , 5 6 1  3 0 , 6 6 3  4 4 , 4 9 0  5 0 , 4 2 9  4 2 . 9 8 0  

バ ラ ン ス △ 3 1 . 3 0 8  △ 2 0 , 1 0 1  △ 2 2  I 2 8 !  △ 3 6 , 0 7 3 △ 1 9 , 9 2 2  

主 要 品 目 別 箭 出 入 実 積

( 1 9 8 8 年 ） （ 千 ド ル ）

鞘 入 品 目 額 莉 出 品 目 額

甲 殻 類 2 4 , 8 1 3  貨 物 自 動 車 4 , 0 0 0  

ク ロ ム 鉱 8 ,  1 6  3 乗 用 自 動 車 3 , 2 0 7  

コ ー ヒ ー 百I I （ 生 ） 3 , 8 6 6  漁 船 2 , 5 4 6  

｝ ゞ ラ 百 3 , 8 5 3  特 殊 用 途 自 動 車 2 , 0 0 6  1 、

;.=，＝. ＇ 
母 6 0 3  液 体 ポ ン プ l .  2 1 3 一

( o )  進 出 企 莱

住友商享 、 伊 藤 忠 商 享 、 守 谷 商 会 、 翌 田 通 商 （ い ず れ も 駐 在

員亭務所 ）

大洋漁業 の 現 地 法 人 ( 2 社 ）

マ ツ ギ 工 芸 の 合 弁 会 社
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1 0 - -==E- ー ツシャネ

l)政治、 経済、 民政の動向

(I)概 要

①国名：モ ー リシャス(Mauritius)

②独立：1968年3月12日（旧宗主国：イギリス）

③首都：ポ ートルイス(Port Louis 人口約15万人）

④面積：2,045平方キロメ ートル（大阪府にほぼ等しい）

⑤人口：I04. 8万人(1988年、世銀アトラス）

（人口密度：512人／平方キロメ ートル）

（人口増加率：1.0%、1980-88年）

⑥人種：インド系68.3%、クレオ ール系28.5%、 中国系3.2% 

⑦宗教：ヒンズ ー教50%、 キリスト教3 I%、イスラム教I6%、仏教3%

⑧言語：英語（公用語）、仏語、クレオ ール語（仏語の変形したもの）

⑨経済指標：

（イ）国民総生産(GNP) 18.9億ドル(1988年）（世銀アトラス）

(ll） 一人当りGNPl,810ドル(1988年）（同上）

(,ヽ）同成長率5.1% (1980~88年）（同上）

(：：)通貨単位モ ーリシャス・ルビ ー (1米ドル＝13.438ルピ ー）（1988年世銀資料）

（ホ）財政規模歳入7,120万ルピ ー(1988/89会計年度）

歳出7, 5 7 2 11 (I MF資料）

⑩労働人口：446,000人(1989年1月）（IMF資料）

⑪地理・気候：

（イ）地理：モ ーリシャスは、マダガスカルの東約800キロメ ートル（南緯20度、 東経57度）のイ

ンド洋上に位置する島国で、過去2回の火山活動によって形成された深海より突出した火山

島であり、火山特有の地質が大部分を占めている。 火山活動は10万年ほど前に終わり、島

内のいたるところに死火山のクレー タ ー がみられる。 島の中央部は、海抜約600mの比較的

平坦な高原地帯で、島の周囲はPort Louis港などの一 部を除いて珊瑚礁で囲まれている。

モ ーリシャス島の56％が農耕地、38％が森林・荒野、残りの6％が居住・産業地区となって

いる。 また、モ ーリシャス島の他にロドリゲス諸島を領有している。

(n)気候：海洋性気候で、一年を通じて南西風が吹く。 夏季(10月～3月）は、熱帯性気候で、

平均気温が29℃、 冬季(4月～9月）は、亜熱帯性気候で、 平均気温は21℃となる。 夏季に

は、サイクロン（台風）が襲来する。 年間降水批は、 西部で約1,000 mm、東部で2,000mm程

度。 中部高地（標高600m)では、4,000mmに達する。

(2)略 史

10世紀アラブ人来島。

担当：池田 俊強
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1507年頃ポルトガル人来島。

1598年オランダ人上陸・占領。島名をマウリティウス島（モ ーリシアス島）と命名。

1719年オランダは、 マウリティウス島の植民地政策を放棄。

1 715年フランス人上陸・占領。島名をフランス島に変更。

1735年マエ・ド・ ラ・ブルドンネ ーがマスカリン諸島総督として着任。以後植民地政策を強化。

1810年激戦の末、 イギリス軍がフランス島を占領。

1814年パリ条約により正式にイギリス領となる。島名をオランダ時代のモ ーリシアス（マウリテ

ィウス）に変更。

1959年英連邦自治領となる。

1968年3月英連邦の一 つとして独立（アフリカで40番目の独立国）。

1969年2月労働党を 中心に挙国一 致政権成立（首相：ラングー ラム）。

1972年5月挙国一 致体制崩れる。PMSD（モ ーリシアス社会民主党）の4閣僚が辞任。

1982年6月総選挙で労働党敗北。MMM（モ ーリシアス戦闘運動）、 PSM（モ ーリシアス社会党）

OPR（ロドリゲス島人民機構）による左翼連合政権成立（首相：ジャグノ ート）。

1983年3月MMMの分裂。MMMの実質上の指導者ベランジェが蔵相を辞任。ジャグノ ート首相は、 新

政党MSM（モ ーリシアス社会主義運動）を創立。

1983年8月総選挙でMMM敗北。MSM、 PMSD, 労働党分派（本流は野党）、 OPRの保守派連合政権成立

（首相：ジャグノ ート）

1984年1月インド洋委員会に加盟（設立時の加盟国はマダガスカル、 セイシェル、 モ ーリシアス。

後にコモロ、 仏（レユニオン）が加盟。）

1985年12月国会議員の麻薬所持事件。麻薬所持の容疑により与党議員4名がアムステルダム空で

逮捕される。

1986年8月労働党党首の入閣。相次ぐ閣僚の辞任や議員の麻薬所持事件の処理をめぐり与党内部

の対立が深刻化。事態収集のための内閣改造を実施。野党労働党党首のブーレルが入閣。

1987年8月総選挙で保守派連合が大勝。

1987年9月～11月国際海洋フェスチ1バル開催。英国、 インド、 仏、 米国、 ソ連、 日本等13カ国が

参加。

(3)政治制度

①政体 立憲君主制

②元首 英国女王エリザベス2世

③総督 リンガドゥ(Veerasamy Ringadoo) 

④首相ジャグノ ート(Anerood Jugnauth) 

モ ーリシアスは、 議員内閣制を採用しており、 首相は議会の決定により総督が任命する。首相

は閣僚を選定し（総督が任命）、 内閣を紐織する。議会は70名の議員により構成。議員の任期は

5年。

(4)外 交

現政権は、 1983年のIMFによる経済援助が成果をあげたこともあって、 西側との経済交流、 経

済協力を重視する現実主義路線を展開しているが、 従来より、 インドを初めとする第三世界の非
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同名諸国との関係が深く、東側との関係も維持している。

独立して以来一 貰して、英国に対し、ディエゴ・ガルシア島（インド洋のほぼ中心にあるチャ

ゴス群島の一 部で、英国が50年契約で米国に貸与しており、米国インド洋戦略の要衝となってい

る。）の返還を要求してきたが、現政権は、近年経済重視の立場から柔軟な姿剪を見せている。

マダガスカル、セイシェル、 コ モロ、 レユニオン（仏）とともにインド洋委員会を結成し、域

内協力を重視している。

(5)経 済

①概 観

従来、砂糖産業への依存度が高いモノカルチャ ー的経済構造のため脆弱性があったが、1971年

よりEPZ（輸出加工工業）を導入、優遇税措置等により、海外からの資本の導入を函ってきた結

果EPZの総輸出額は、1985年に砂糖を抜いて輸出の第 一位となり、貿易収支も黒字を示すまでに

成長した。他に重要な産業として美しい海浜を利用した観光や茶産業がある。

②主要産業

（イ）砂糖産業

EPZ（輸出加工工業）地区の順調な成長によって、その地位は相対的に低下しつつあるが、

依然としてモー リシアス経済に占める砂糖産業の比重は高く、1988年度においてGNPの12%、

労働力の18％及び輸出額の32％を占め、全耕地の88％が砂糖きび畑である。88年度の生産量

は634,200トンで、主な輸出先はEC向けの505,000トン（ロメ協定による割当量）及び米国へ

の14,900トンであるいずれも国際市場価格より高値で買い取られている。

(11) E P Z（輸出関連加工工業）

EPZは、砂糖依存のモノカルチャ ー経済から脱却するために、1971年より開始された制度で、

優遇税措置等により、海外からの資本進出を促進しようという産業振典政策である。進出企

業の数は、1971年の10社から1988年の591社に増加している。輸出額も1971年の3,283百万ル

ピ ー から1988年には8,716百万ルピ ー（全輸出額の62%)に拡大し、砂糖を抜いて輸出額の第
一 位を占めている。

EPZの主要業種は椒維加工業、宝石加工業、鮪缶詰工業で、他におもちゃ製造、時計紐立、

船舶モデル製造、皮製品加工等多様な製品を生産する。

(,ヽ）観光業

観光は、砂糖、EPZに次いで第三位の産業であり、1988年の海外からの親光客数は、240,00

0人で対前年比約15. 6％の伸びを示し、年間の外貨獲得額は2,374百万ルピ ーであった。

(:::.)茶産業

茶は砂糖に次ぐ輸出農産物で、1988年の生産量は36.2千トンとなっており、総輸出額の約3

％を占めている。

(6)我が国との関係

我が国はモー リシアスを独立と同時に(1968年3月12日）承認し、在マダガスカル大使がモー

リシアス大使を兼任し、モー リシアス側は在オ ーストラリア大使が日本大使を兼任している。ま

た、両国はそれぞれの国に名誉総領事をおいている。
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モー リシアスは親日国であり、ラングーラム前首相（後に総督）他多数の政府要人が毎年訪日

している。

首都ポートルイス港は我が国インド洋水産関係の重要拠点の一つとなっている。

①我が国のモー リシアスに対する経済協力 （別添1リスト参照）

②我が国の対モー リシアス貿易

最近5カ年の我が国の対モーリシアス貿易実績（単位：千ドル）

1984年 1985年 1986年 1987年 1988年

輸出 19,769 20,701 34,613 77,273 67,790 

輸入 960 229 1, 380 1,547 2,769 

収支 18,809 20,930 33,233 75,726 65,021 

（出所：通関統計資料）

③モーリシアス進出企業：海外漁業、三菱商事、真理名（株）（ホテル）

④在留邦人：59名(1989年10月1日現在）

2)農林業動向

GDPの10％強を占める農林業はモーリシャ スの主要産業であるが、その70-80％はサトウキビ栽培

であり、島内全域がサトウキビ畑といっても過言ではない。 そのほか、見るべきものとしては輸

出用作物としての茶、果物、および花の栽培である。 林業には見るべきものはない。

3)国立農林業研究機関(NARS)の現況

モー リシャ スの農業研究の歴史は長く、1893年にはサトウキビを主な対象に研究紐織が作られ

た。 サトウキビは1637年にジャ ワ島からオランダ人によって持込まれた。 オランダ、フランス代

ってイギリスが統治するようになったが、その時代に はサトウキビの生産は伸びた。 サトウキビ

農場は残ったフランス人が経営していた。 イギリス統治時代には研究の水準は高かった。

(!)Coordinates Activities of Agricultural Services, Ministry of Agriculture, Fisherie 

s and Natural Resources (Head: Dr. M. F. Mosaheb) 

概 要：技術部門はモーリシャ ス大学に隣接しているが、独立した研究機関は無い。

作物、土地利用、畜産の3部からなる。

作物部：病理、農芸化学、農学（栽培）、園芸、虫害の5部門（それぞれに5-15名の研究員が

いる）。

作物の内、サトウキビ、落花生、ジャ ガイモ、トウモロコシについてはサトウキビ研究所で扱

っている。 農業省で扱っているのはタバコ、サツマイモ、キャ ッサバ、草地、豆類（キマメやソ

ラマメ）、各種野菜である。 稲はモーリシャ スでは経済的でないので扱っていない。 現在、紐織

再編を実施中である。

①病理部門(Head: Dr. Jagadish Bucha) 

病理部門は、Bacterology, Nematology, Micrology, Seed Pathology, Biotechnologyの5つの
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セクションを持っている。 野菜、 果樹、 林木についての病理はやっていない。 果樹の病害につい

てはCIRAD (I RAT)が援助しており、 代表がモーリシャスにいる。

モーリシャスの植物病害は全部、 外から持込まれたものである。 そのため植物防疫が重要であ

るが、 研究の方がおろそかになりがちである。 組織再編によって研究と防疫は分離される予定で

ある。 研究内容は色々書類には書いてあるものの研究はほとんど行われていない。 今研究協力に

よって得たいものは、 病気を判定する技術の修得のために、 研究員の研修をする事、 判定に必要

な機械の等入である。

②虫害部門(Scientific Officer: Dr. S. Perrnalloo) 

Leaf miner:現在、 ジャガイモ、 インゲンマメ、 ソラマメの最重要害虫であり、 新種も現れ、

今年は大きな被害をうけた。

Diamond Black Moss:台湾から導入した天敵を用いて生物防除を確立しようとしているところ

である。

MitesおよびStaple Fly:生物防除に成功した。

Coconut Beetle(Oryctes Rhinoceros L.)：ウガンダからのウィルスを利用して防除している。

ウリミバエ4種：柑橘類の被害をうけるが、Bite ApplicationやMale Annihilationで防除して

いる。

③農芸化学部門(Head: Mr. N. Rawanjooloo) 

サポ ート部門である。 また、 要望があれば民間への分析サー ビスも行う。 土壌、 植物、 肥料、

潅漑水、 資料、 残澄（農薬などの）の分析を行っている。 世界銀行が環境をモニタ ーするプロジ

ェクトを援助しており、 その資金で液クロとガスクロ2台を購入した。 サトウキビに関係する物

の分祈についてはサトウキビ研究所(MSI RO)がやっている。

④囮芸部門(Head: Mr. Iswar Rejkumar) 

農業省は輸出向きの付加価値の高い作物を探している。 このため、 新作物、 新品種の導入が主

な仕事である。

花キ：ランは地元のホテルやレストラン用に需要が高い。

野菜：観光業界での需要が高く、 また輸出用にもなる新作物、 新品種を探している。 ここでは

人々がだんだん農業から離れていっているので、 機械化は重要である。

果樹：ライチは輸出できる。 オ ーストラリアなどから新種を導入して、 作期の拡大を図ってい

る。 同時に現在は作付け不適の所への拡大も狙っている。 パッッションフルー ツ、 パイナップル、
パ パイヤなども扱っている。

(2)モーリシャス大学股学部（学部長：Dr. D.R. Ven ca tasamy、 任期3年）

大学は75年の歴史がある。 スタッフの多くはこの大学の出身である。 イギリスの幾つかの大学

が学生の成績評価を行っている。 科学(Science)、 工学(Engeneering)、 法律・経営(Low and Ma 

nagement)、 社会科学・管理(Social Studies and Management)、 農学(Agriculture)の5学部があ

る。

①研究協力：インドの大学と共同研究、 スタッフ交流について共同出資協定を結んでいる。
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②研究協力が必要な分野

（イ）バイオケミストリー：重要産物の糾織培養技術。

スタッフはDr. Wan Chow Wah (Biochemistry), Mr. D. Puchooa、Miss Joyce Goviudeir。 日

本との共同研究を強く要望する。 現在、紐織培養の実験室を作ろうとしているが、まだ完成して

いない。 紐織培養では、シダ類、パイナップル、ラン、イチゴなどを対象にして大量増殖、ウィ

ルス抵抗性付与などをやりたいと考えている。 一番取り紐みたいと考えているのは欧州、 日本で

高値で取り引きされているアンセリウムである。 この花の組織培養は難しいが、これを成功させ

て増殖できれば重要なモ ー リシャ スの輸出品目となる。 このため熱研の協力が得られることを強

く希望する。 アンセリウムはモ ーリシャ ス中央部でシェル（農業部門）が大きな寒冷遮ハウス（

5ha以上？）の中で大規模に栽培している。

(n)アグロフォ レストリー：Dr. A. S. Osman 

ロドリゲス島（モ ー リシャ スの北東部にある島）では羊の放牧が盛んで土壌浸食が問題に

なっている。 すぐれた土地利用方法 (Si I vo-pastury)を作り上げたい。

(,ヽ）発酵：サトウキビのしぼりかすの利用法。

(：：：)海草栽培：

4)共同研究への展望

モ ーリシャ スは非常に環境が良く、研究員が派遣された場合には生活にはなんら問題はないも

のと思われる。 協力するならば農業省よりは大学がよいと思われる。 大学は研究協力に対してか

なり意欲的であった。 Mr. Krishan Bheenick (Crop Growth Modeling)、Dr. Kishore Mundil (Ag 

ricultural Economy)、Dr. A. Razak Sa tar (Agr i cu 1 tura 1 Engeneer i ng)、Miss Eslia Aunijau 

d (Food Science)、Dr. Balraj Rajkomar (Agricultural Management and System)などのスタッ

フから熱研の共同研究システムに関する熱心な質問を受けた。 共同研究に関してのモ ー リシャ ス

の問題は研究テーマである。 主作物はサトウキビであるが、その関連の事は全て民間のサトウキ

ビ研究所で扱っており、熱研が入り込む事は不可能であろう。 その中では紐織培養などバイテク

関連の研究はテーマとしてはよいと思われる。 モ ー リシャ ス政府は花キ、果樹などの換金作物の

拡大を目指しており、バイテクはその際大いに助けになるものと思われる。
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モ ー リシャス

主要品目別桂出入実積(1 9 8 8年）

（旱位：千ドル）
対 日本

籍
., 

品 目 額 棺 出 品 目
-＝ ぐ ＝一

ノ‘

.吾... （冷凍） !, 4 1 ; ピ 二ノ二？ 才 a. 5; 9 

切花 ・ 花芽 ? 5 6 cコ＇ ＇ 動 甲， ＇ 5. l 2 l 

7ミ） ig.j 且旨 • 7ェ）ー）i· iii 月旨 ! S 1 テ レ ピ 5,920 

魚の7ィレ•その他魚肉 1 2 3 貨物自動車 {. 8 7 1 

ジャ ー ジ ・ ベ入卜等 l ! 0 ＂<-•m -c 結 物 �.639 

（出所：通問統計資料）
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国 内 総 生産 に 占 め る 各 産 莱 別 割 合 （ 衷行 市 場 価 格 ）

（阜 位 ： 百 万そ ー リ カ 入ルビー ）

l 9 8 4 年 l 9 8 5 年 l 9 6 6 年 l 9 6 7 年 1 9 6 8 年

晨 林 水 産
来"．． 1 , 7 4 4  2 .  1 3  3 ? .  5 7 3  2 , 8 9 2  3 , 0 2 6  

（ 内 砂 糖 き び ） ( 1 , 1 6 6 )  ( 1 , 5 3 8 )  ( 1 , 9 0 5 )  ( 2 . 1 2 4 ) ( 2 , 1 9 8 )  

鉱 来＂ ＂ ． 採 石 2 0  2 1 2 4  2 6  2 9  

製 造 莱 2 , 4 6 7  3 I 2 6 4  4 .  3 0 0  5 .  2 4 7  5 , 9 9 7  

（ 内 製 糖 莱 ） （ 3 2 6 )  （ 4 3 8 ) （ 6 0 5 )  （ 6 i 6 )  （ 6 1 i )  

（ E p z ） ( 1 , 0 9 9 ) ( 1 , 6 1 7 ) ( 2 .  1 4 3 )  ( 2 , 8 9 3 ) ( 3 . 0 5 ) 

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 3 4 7 4 3 0  4 i  6 4 9 5  5 2 5  

建 言a"' 来9 9 9 9 7 3 3  6 2 8  9 5 1  1 .  1 4 9 1 .  3 5 6 

通 商 ・ 飲 食 ・ ホ テ ル 1 .  7 3 7 2 .  0 6  7 2 , 6 1 8  3 , 3 0 6  3 , 9 8 3  

（ 内 商 莱 ） ( 1 , 4 1 7 )  ( 1 , 6 9 0 ) ( 2 , 1 4 3 ) ( 2 , i l 5 ) ( 3 , 2 6 4 ) 

（ 内 ホテ｝し • 以 卜 う ン ） （ 3 2 0 )  （ 3 7 8 )  （ 4 7 5 )  （ 5 9 1 )  （ i 1 9 ) 

運 稼 血•こ 信 1 .  4 4 1 1 I 6 4 3  l .  9 2 5 2 , 2 2 0  2 . 5 3 6  

金 融 ・ 保 健 ． 不 動 産 2 .  1 2  0 2 .  2 6 3 2 .  4 0 9  2 , 6 0 3 2 .  8 4 6 

政 府 部 門 l . 4 l 3 1 .  5 0 4  1 , 8 0 0  2 , 2 8 8  2 .  5 7 3 

そ の 他 の サ ー ピ ス 7 0 3 7 4 8 6 1 6  9 0 3  9 9 9  

国 内 呵-̀ヽ-4-じヽ• 生 産 1 5 .  2 4 7 l i , 6 9 2  2 1 , 4 8 2 2 5 . 4 6 6  2 8 , 6 9 6  
（ 現行 市 場 価 格 ）

国 内 総 生 産 の 伸 び 率 ! J .  J 1 7 .  3 2 0 .  1 1 3 . 5  1 3 .  5 
（ 現 行 市 場 価 格 ）

（ モ ー リ シ ア ス 中 央 統 計局 資 料 ）

- 1 10-



詳i 入
.-
JJ
 

=Ii- 向

（ 単 位 ： 百 万 そ ー リ シ ァ ス ）レ ピ ー ）

I 9 6 4 年 1 9 6 5 年 1 9 6 6 年 ! 9 8 7 年 l S 6 6 年

詐i }、 総 額 ( c . i . f . ) 6 .  4 9  5 8 ,  1 I S 9 .  l 9 S 1 3 . 0 q l i , 2 0 

食 ズ.,:ヤ:I l .  2 o i l .  3 4 6 1 .  l 6 2 ! .  4 1  l 1 .  i 4 6 

涅
．

・ た ば こ 2 6 2 6 3 4 3 / 6 6 

原 材 料 2 9 6 3 9 5 3 6 6 4 0 6 5 2 3 

鉱 物 性 燃 料 l .  O i 6 l ,  ! 4 5 i O 6 9 7 6 l .  0 0 9 

勤 ・ 描 物 ・i白 2 3 0 2 6 2 1 5 9 1 4 7 1 6 4 

化 学』 っ四．｀ 口
ロ
Cl 4 5 5  5 5 4 5 9 6 8 3 0  l , 0 8 3  

加 工 品 1 .  9 4 5  2 .  6 4 6 3 .  6 3 O 5 .  2 l l 5 .  1 3 0 

坦 扱 ・ 車 両 7 5 0 1 .  ! 1 4  I .  5 6 3 2 , 8 8 6  5 .  1 2 6 

雑 貨 4 2 4 5 2 4 i 3 2 1 .  0 4 0 l . 3 6 2 

雑 取 弓 l 3 6 8 l 4 3 7 

（ 出 所 ： そ ー リ シ ァ ス 関 税 • • 物 品 税 局 天 料 ）

諒 出
.n“

 
再
h 向

（ 単 位 ： 百 万 そ ー リ シ ア ス ル ピ ー ）

I 9 o 4 年 1 9 8 5 年 1 9 6 o 年 1 9 6 i 年 l 9 8 6 年

莉 出 “｀ .s
I ( 、 ． ） 5 .  1 7 g 6 ,  6 4 4 g .  0 6 3 1 1 . 4 9 7  1 3 .  4 5  ◄ .;:．で． 且T 1 .  0 .  0 .  

砂 糖 2 .  5 2 3 2 , 8 6 7  3 .  5 5 3 < .  3 2 8 4 .  4 4 9 

相 み つ 6 2 8 9  9 0 8 ! 9 2 
仝-.-、 2 4 9 I 7 6 I O 4 s o  8 6  

.... 

p z ? .  I 5 I 3 ,  2 i 2 4 .  S 5 l 0＾ , ;; ー C^,
．I ． 6 .  l 7 6 こ．

そ の 他 6 3 l ? - ? ？ o 2 6 9 4 0 4 • I 

吉 -
ム LLl rマ

! l 3 1 l 1 
I 

! 4 j 1 6 2 2 4 5 マ ¥u:1 L!..J co 

（ 出 所 ： モ ー リ シ ア ス 中 央 統 計 局 頃 料 ）
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柘

l 9 8 J 年 l 9 8 4 年

米 国 JO . J 5 4 6 . 08 

力 ナ ダ 5 . 93  1 .  58 

オ ー ス ト リ ア 1 . 0 1  l .  3 3 

ニ ュ ー ジー ラ ン ド 2 . 2 9  0 . 1 6  

日 本 0 . 08 0 . 2 9 

ペ ル ギ ー ・ ル ク 5 . 86 5 .  3 2 

セ ン プ ル ク
ー

フ ラ ン ス 86 . 7 8 6 -1 .  5 4  

西 独 1 4 . 00 1 9 . 2 i  

イ タ リ ア 6 . < J 9 . 1 1  

オ ラ ン ダ 4 . 60 5 . 2 9  

咲 国 1 84 . 9 6  1 8 7 . 5 1  

中 国 0 . 0 1 0 .  I 9 

香 沼 1 .  2 5  1 .  9 6  

イ ン ド 0 . 1 6  O . l J  

シ ン ガ ポ ー ル 0 . 2 4  0 . 0 1  

主 要 貿 易 相 手 四

山
山

I 9 8 5 年 l 9 8 o 年

6 4 . 9 4  1 03 . 3 5  

5 . 2 1  1 2 . 28 

2 . 1 7  2 . 5 5 

0 . 0 2 0 . 2 4 

0 . 4 )  0 . I J  

i . 2 9 I J .  J 2  

S O . JO 1 5 6 . 7 6  
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1 1 .  フランネー国際協力農業開発研究センター(CI RAD) -

l)糾 緑

(1)概 要

CI RADは研究省(Ministry of Research)と民間から半分ずつ予算を得ている半官半民の研究

機朋である。 このため民間企業との協同研究が行いやすい。 Senior staff917人、総努1838人、

予算は約9.2億仏フラン（約250億円）である。

派遣職員が孤立化しないようしている。 研究員が比較的若いため(18-24オは兵役免除）定

期的に幹部職員が巡回している。 年に一 度帰国し、研究について話合いや顔合せをしている。

研究員から申請された研究予算 の承認については、Scientific Committeeが行っている。 研究

員があまりに独立的にならないよう気を付けている。

総務関係者が常に研究プログラムにはりついている。

(2)組織再編(1993.1より新組織に編成替え）

CIRAD Foret←CTFT(Forestry) 

IEMVT(Livestock prod uction & Animal heal th) 

CIRAD-CA(Dept. Annual Crop)←IRAT(Food crop) + IRCT(Texti le crop) 

CIRAD-CP(Dept. Perennial crop)←IRCA(Rubber) + IRCC(Stimulant crop) 

+ IRHO (Oi I cr op) 

CI RAD-SAR ← CEEMAT(Agr. equipment) + DSA(Agrarian & Farming System) 

GERDAT(Management, Documentation, Technical support) 

(3)調査・研究部門

①Documentation部門(Mrs. Borart) 

現在50人のスタッフで各分野別に仕事をしている。

＊仕事の内容

（イ）デ ータベースシステムとして
”

TECSTO
”

を持っており約105,000の文献を入れてある。

(n) HSDI
”

：各分野の情報を整理し、一定期間ごとに（一 週あるいは一 月）最新情報として海

外の研究員に送っている。 研究員からはKey wordを受取っておいて、内容はそれに基づ

いている。

(n)Question and Answer Serviceを実施している。

（ハ）所内の囮書貸出について

貸出期間は50日間である。 約66,000の函書がある。 雑誌は現在900種類、 中止の物を入れ

ると1235種類である。 雑誌の貸出はしない。

②CIRAD-CA(Annual Crops Department) (Director for External Relationships 

:Dr. H. Palmier) 

担当：池田 俊蒲
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（イ）概 要

CIRAD-CAは、IRAT(Food crops)とIRCT(Cotton)の2部門を統合して1992年の7月に設立

された。 以前は作物別に部があり効率的ではなかった。 現在研究員はSenior、Junior合計

で240人である。

現在5つのプログラム、8つのユニットがある。

プログラム1 自給自足農業

プログラム2 より集約的な作物生産システム

プログラム3 綿を中心とする作物生産システム

プログラム4 サトウキビを中心とする作物生産システム

プログラム5 園芸（花キ・野菜）を中心とする作物生産システム

これらのプログラムは国別に分けているのではなく、各国共通の問題として考えている。

主な対象国はセネガル、カメルーン、コートジボアール、ギニア、マリ、プルキナファソ、

マダガスカル、チャドなどである。 現在70~75％の職員が海外で仕事をしている。

(ll)研究内容

(a)育種研究(Dr. Jacquot) 

育種研究では作物の重要性については、稲、サトウキビ、綿＞ソルガム、トウモロコシ＞

落花生の順序になっている。 育種についてはある程度の目標は達成している。 各国との協

力が必粟になってこよう。 これらの作物以外では、アブラヤシ、コ ー ヒ ー、ココア、 ゴム、

ココナッツ、バナナ、柑橘類、林木（ユーカリやカスワリナ）などを対象に育種を行って

いる。

国際機関との協力関係についてはIRRI、CIMMYT、ICRISAT、CIATなどが重要である。

育種関係の仕事の内容としては、バイテク（応用重点）、遺伝的変異の分析、遺伝子地図、

紐織培養(micro culture)、gene transfer（稲、綿、コー ヒ ーなど）を行っている。

育種関係者は140人であり、他分野との協力も積極的に行っている。 そのうち約7割が海外

に出ている。 例えば、綿は西アフリカで、稲はマダガスカル、ブラジル、あるいはIRRIで、

アブラヤシはインドネシアのジャワ島で、陸稲はCIAT（育種はCIRADが実際にはやっている

IRRI（部長はCIRDからである）で行っている。 陸稲については反当たり6トンの籾米収量を

得ている。 また、稲は地中海地方も対象にして育種を行っている。

(a)土地利用研究(Dr. Francis Frest) 

西アフリカを対象に農業気象的なアプロー チを行っている。 すなわち水の収支（降雨、蒸

発量、流去水最、浸透水最など）と作物の生育との関係をシュミレー ションしている。 デ

ータはニジェ ールに現地試験地をもって大規模に展開している。 その中で土壌の肥沃度が

作物の生育における水利用効率を大きく左右していいる事を見出している。

③CIRAD Reunion(Deputy Director: Dr. Yves Bertin) 

（イ）概 観

現在、研究員は40名、全スタッフの数は200人である。 フランスの本部に次いで2番目に

大きく、続いて西インド諸島支所である。 東アフリカ、インド洋方面を担当している。
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CIRADの海外支所は全世界に16ヵ所ある。 世界各地のCIRADと人事交流し、セミナ ーなど

も随時開催している。 マダガスカルとの交流も盛ん。 レユニオンはサトウキビが最重要

作物であり、フランスサトウキビセンタ ー (CFCS)もある。

（l7）研究内容

(a)土壌関係

lhaごとの土壌肥沃度のマップをレユニオン全体について完成させている。 土壌診断は農家

の要望があればやる。

組織培養：ランやゼラニウムについて行っている。 ゼラニウムはレユニオンの重要作物で、

本国に送られ、香水の素になる。 253種類のゼラニウム系統を持っている。

(b)虫害関係

最近、 マダガスカルからサトウキビの根切虫が入り込み、問題になりつつある。 野菜や果

樹のウリミバエも成要害虫である。 農業が欧米、アフリカ、アジアとの関係が強いため病

害虫がほとんど世界中から持込まれる。

害虫の生物制御は島であるという条件も有り成功している。 柑橘類の害虫はアフリカおよ

びアジア起源の2つの種類がある。 島の特性として、一且害虫が持込まれると急速に広がる

が、天敵を入れると防除も効果的である。

(c)病害関係

トウモロコシのStripe Virus、Mosaic Virus、Streak Virusの抵抗性品種の育成には成功

しつつある。

(d)育 種

サトウキビの育種に関してはレユニオンのCERFとモーリシャスのMSIRIRとは協力している。

2) CI RADの研究戦略

(1)1990年代に挑戦する主たる研究領域

①環境保全に留意した生産の増大

（イ）土壌および水資源の制御された開発

（ll）森林、草地、農地の効率的管理に関する技術的、経済的、社会的アプロ ー チおよびその総

合化等。 機械化の増大には注意。 病虫害の生物的防除、抵抗性品種の選別、創出は重要。

②動植物種のポテンシャルに対する理解と開発

（イ）agrophysiology, plant population physiology, modelling of plant growth and beha 

vi or :栽培試験は収量あるいは生産機能との関係だけで実施され、異なった環境、栽培条

件下での普遍化が困難であった。

（ll ）動植物種のゲノム目録の構築：耐病害虫、 耐生理的ストレス、 潜在的生産性、 品質をpare

nt plant and anima]の同定カー ドにある詳細な情報あるいは追伝子操作によって改良する。

③農産物の品質向上、保存、形質変換

（イ）用途別の品質向上：地域、国内、海外、動物用、工業原料、エネルギ ー 素材

(u)保存技術：物理的、化学的、生物的（潟度、発酵等）破壊に対する防護法、の開発、保存
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条件の確立

(,ヽ）農産物のロス、低質化の防止技術：生産地における低 コストの予備的技術

④新機軸の農業政策の提案

3)国際協力

国際研究機関(CGI AR)との協力関係を強くしていこうとしている。しかし、CG Syternは現在大

きくなり過ぎて、動きが不自由になりつつある。また、資金を研究手法、成果が明解な「直接的

な性格の研究」に重点的に配布している傾向がある。2国間あるいは多国間関係の方が動きやす

く、 かつ対象国あるいは地域の人間と直接に接触できるが、CIRADの最大の課題は研究する場所

を持つ事だとさえいえるほど2国間関係は難しくなってきている。

(1)． 国立農業研究機関(NARS)の危機(CI RADの分析）

多くのNARS(National Agricultural Research System)が立ち行かなくなっている。その理

由は、（イ）政府が農業研究を重要視しない、 (n) 予算を大幅に削減する、 (1ヽ）専門技術を持たな

い者を数多く雇用する等の管理のまずさ、 (1ヽ）経済発展とリンクしていないことによる。今後、

この傾向は継続し、可能性として（イ）地域開発等にNARSではなく大学やNGOの生産セクタ ーが重

視される、(n)数力国のNARSのみが国家の要請に答えることができ、他は改革を余儀なくされ

て、共通する問題に集中的に対応する地域連合機関に改紐されることが考えられる（第 一 段階

としてサブサヘルのCORAF：アフリカ農業研究会議の創設、SPAAR：アフリカ農業研究特別プログ

ラムの地域的主導が見られるかも知れない）。

コ ートジボアー ルとCIRADとの関係。

同国には1950"'-'70年代には350名を擁する研究所があり、研究管理部門はフランス人が占め

ていた。現在はそれに代って同国の人間がなるように要求されているが、必ずしも適任でない

ものが任命される事がかなり多く、それが問題である。 コートジボアールは独自に研究を行え

る可能性が出てきており、フランスとの協力を必ずしも必要としなくなってきている。しかし、

研究水準は低下しつつあり、以前行っていたような研究は出来なくなりつつある。また、政府

が研究の必要性をあまり認めていない。直接的な効果を求めるようになっているため、研究の

長期的な性格とは相いれなくなってきている。

また、同国から研究所は同国が使用し、その管理と予算はフランスおよび国際機関としたい

旨の要求があったが、フランスとしては受入れがたいところである。

ブラジルの楊合には、EMBRAPAはやはり半官半民の機関であるが、二人のフランス人研究員

がCI RADの予算で仕事おり、良好な関係が保たれている。アフリカではこれまで一方的に与える

関係だけであったため、相互に与え合う関係を作っていくことは難しい。CIRADは何から何まで

全て与えるという協力関係を停止し、方針変換を行った。

(2)日本との協力関係（海外協力および東南アジア担当責任者の意見）

現在、EC、ベルギー、 ドイツ等と共同研究の可能性を探っているが確固としたものになって
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いない。 日本とフランスが共同して対象国にあたる多国間共同研究の実現を強く要望している。

また、熱研の研究者がCIRADの研究機関に長期派遣 されることに関しては何の障害もないし、

歓迎する。

日本とCIRADの関係は現在のところ疎遠であるが今後関係を深めたい。

Senior Scientistであれば日本からの研究員がCIRADで研究を行うことは受入れる事が出来る。

学生の場合には問題は常に奨学金であるが、それ さえあれば受入れ可能である。

熱研の研究員をCIRADの熱帯圏支所で受入れられる。 レユニオン、カレドニア、西インド諸島

ならすぐにも受入れられる。 他の国の場合にはその国との合意が必要である。

CI RADでは半官半民の性格から、熱研との合意も政府の承認なしに独自に行う事が出来る。

4)共同研究への展望

CIRADと熱研には多くの共通点があり、このような関係には多くの可能性があると思われる。

まずどの様なものでもよいから、協力関係を築きたい。 それらは、(1)熱研研究員のCIRAD傘下研

究機関への留学、(2)アフリカにおける3国間共同研究である。 東南アジア地域では、CIRADはマ

レーシア（サバ州）で樹木の育種、インドネシアでは西インド諸島で経験のあるパイナップルの

栽培・育種を行っているが、活動は他の地域に比べて弱く、共同プロジェ クトを組む条件はある。
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1 2 - メ寺シ＝

l)政治・経済・民生の動向

①制度的革命党(PRI)のサリナス大統領が政権を担当。

②米国、カナダ、メキシコの北米自由貿易協定(NAFTA)交渉が進展し、1992年締結を目指して協

定草案作りの段階に入った。この協定の利点は、投資と物流増大による生産性、 品質両面の競争

カの向上、雇用拡大、賃金上昇などの経済効果と中南米への経済外交の影響力強化。

③メキシコとコスタリカ、ニカラグア、エルサルバドル、ホンジュラス、グアテマラの中米6カ

国が、1996年までに中米自由貿易圏実現で合意。

④サリナス政権の税制改革、国営企業民営化を柱とする政・労・使の「経済安定成長協定」の効

果が出て、90年の財政赤字は対国内総生産比3. 5％と過去19年間で最低の比率を達成。

⑤サリナス大統領は1991年11月、土地のない小作農に1917年の革命の際に分配された土地「エ ヒ
ー ド」 （共有地）を民間部門が所有することを禁じた法律」の廃止を議会に提案し、農地改革に

よる農業生産性の向上を訴えた。対象面積は約1億haで、国土の半分に当たる。これに対して野

党は大資本による農地の支配が復活し、農民が追い出されると反対したが、下院で可決され、エ

ヒドの土地私有が認められることになった。

⑥90年上半期のGDP成長率は2.1％であったが、農業部門は1.1％にとどまった。人口増加に伴い

食糧需要が増大し、不足分を補うために食糧輸入が急増している。

⑦首都圏の大気汚染・公害が深刻になり、「大気汚染防止総合計画」をはじめ週1回の車使用禁

止、 無鉛ガソリンの発売など対策を強化。また、2年間でタクシー4万台、小型バス1. 5万台を13

億ドルの資金を基に新型に変える計画を発表。

⑧工場排水処理施設や下水施設の不備から、米国国境周辺のマキラードやアカプルコの海などの

水質汚染が進んでいる。

⑨総人口は9,021万人(FA0,1991)、最近の平均人口増加率は2.2％あり、2,000年には1,092万人に

なると予想されている。一方、近年農村部から都市への人口集中が激しく、1970年には農村部人

口比率41.0%、都市部人口比率59.0％であったが、1990年には農村部人口比率27.4%、都市部人

口比率72.4％となり，メキシコシティは世界最大の都市となっている。

2)農林業動向

(1)国土の自然的概況と利用状況

①海岸地方とユカタン半島に平野があり、中央部には東シエラマドレと西シェラマドレの2つ

の山脈が南北に走り、その間に盆地状の高原が広がっている。国土の52％は乾燥地帯、41% 

が半乾燥地帯に屈し、大部分の国土では水分供給が農業生産の制限因子となっている。高原

地帯の平均標高は1,800メー トルでる。気候は北部で寒暖の差が激しく、中部は温暖、海岸

地帯と南東部は熱帯性である。6~10月中旬が雨期、10月中旬～5月が乾期である。

②国土面積は19,582万haであり、FAO農業生産年表(1990)によると耕地は2,471万haで、国土の

担当：尾和 尚人
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12. 6％に過ぎない。 この内潅漑面積は518万haで耕地の21％である。 永久草地は7,450万haで

国土の38%、森林は4,246万haで国土の21. 7％であり、利用可能な土地の大部分は永久草地

と森林で占められてる。

(2) メキシ コ 農業の社会 ・ 経済的背景

①メキシ コでは1910年の革命以来、大土地所有（ラティフンディオ）を解体し、エ ヒ ー ドない

し農業 コ ムニダ ーとよばれる共同体的土地所有制度により土地の再配分が進められた。 しか

し、1940年以降は政府の基本方針が社会改革指向から経済発展指向に大きく転換し、土地の

再配分を目指すものから農業生産の向上を重視する方向に変わり、土地改革は実質上形骸化

された。

②1940年以降政府は、商品作物を生産する能力を備えた私的土地所有を保護育成し、潅漑施設

や道路の建設など公共投資を行った。 その過程で新たな土地の集中による大農場（ネオラテ

イフンディオ）と土地を持たない農業労働者が形成され、土地所有の著しい不均衡、いわゆ

る「二重構造」が生まれた。 1970年の農業センサスによると、5ha以下の農場は農場数全体

の67％を占めるが全耕地面積の4. 1％を占めるにすぎない。 一方、lOOha以上の耕地を有する

農場は、農場数で4. 3％であるが全耕地の72. 5％を占めていた。

③新たに形成された大農場は、1950年から1970年にかけて食糧生産を著しく増大させた「緑の

革命」の達成に大きく貢献したといわれる。 この間に コ ムギ生産量は高収性品種の導入など

により、30万トンから260万トンと8倍を越す増加を示し、ha当り収量は750kgから3200kgヘ

と4倍強に増大した。 トウモロ コシの生産最も同じ期間に350万トンから900万トンに増加し、

ha当り収量が700kgから1,300kgに増えた。 これにより1960年代のはじめに食糧自給を達成し、

1965年にはトウモロ コシと コ ムギを輸出するまでになった。 綿花、 コー ヒ ー、サトウキビ、

へネケンなど主要輸出用農作物はほとんど大農場で生産され、工業化に必要な外貨を稼ぐこ

とができた。

④農業の「二重構造」は現在地域格差となって顕著に見いだされる。 一般的に、メキシ コ中央

部および南部は後進農業地域であり、土地に対する人口圧が大きく、土地所有規模は小さく、

生産性が低い。 この地域では農村からあふれた失業者や不完全就労者は大都市へ出るか先進

農業地域へ出稼ぎに出る。 大都市、特にメキシ コシティヘの人口集中は激しく、これが都市

の主要な社会問題となっている。 これに対して先進農業地域では、大規模潅漑、機械化によ

って主として輸出用商品作物の生産や大規模な牧畜生産を行い、北邪および北西部の一 部に

偏在している。

⑤後進農業地域では天水農地におけるトウモロコシと豆類の栽培が中心であり、伝統的で準商

業的農業や生存維持農業が行われている。 この地域は中央高地にその大部分が集中している。

中央高地にはメキシ コの全耕地の半分以上が存在している。

⑥先進農業地域では近代的で商業的な農業が行われ次の3地域に限定される。

（イ）北西部のソノラ、シナロア両州にかけての潅漑地域で、土地生産性が高く、 コ ムギ、サ

トウキビ、綿花、米、野菜などの商品作物を栽培している。

(n) 北部の北バハ ・ カルフォルニア、 コアウイラ、チウアウア、 タマウリパスの一 部に地域

で、①の地域に比べて規模は小さいが生産性の高い潅漑地。

（ハ）非潅漑地であるが年間を通じて雨が降り、トウモロ コシ、サトウキビ、熱帯呆物を豊富
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に産する地域で、サン ・ ルイス ・ ポトシ州東部とベラクルス州北部。

(2)農業生産の現状と動向

①国内総生産に占める農業生産のシェアは8. 7%(1982-1986年平均）であり、ラテンアメリカ諸

国のなかでも最も低い国に属する。

②農業総生産、作物収量、穀物収籠は、 この10年間にいずれも約20％増産したが、 一人当り農

業総生産や作物収量はやや減少傾向である。

③農産物貿易は、1987年までは輸出超過であったが、1988年以降は逆転し1990年には約10億ド

ル輸入超過となっている。 主要な輸入農産物はトウモロ コシなどの穀物類、砂糖、肉、畜産

加工物などであり、輸出農産物は果物、野菜、 コー ヒ ーなどが主なものである。

④主要農産物の生産量(FA0,1991)は、 トウモロ コシ 1,353万トン、小麦412万トン、ソルガム

437万トン、豆類166万トン、サトウキビ3,668 万トン、 野菜 ・ メロン484万トン、果実，

61万トン、 コー ヒ ー 30万トンなどである。

⑤潅漑に要する経費や農業資材の高騰により、 コムギやワタなどの栽培から潅漑水の利用効率

が高い果樹や単位面積当りの収益が高い野菜などを栽培する農家が増加する傾向である。

3)農林業技術動向

(1)国立森林農牧研究所(INIFAP)では、 これまでに60作物種、750品種の優良品種を育成し、 メキ

シ コの農業を発展させ、国民の食糧確保に貢献した。 しかし、最近20年間では農業生産の増加

率が減少傾向にあり、しかも人口は約2倍に増加したために、食糧の15％を輸入している状態で

ある。 この状態を解決して基本食糧の需要を満たすためには膨大な生産増加を達成しなければ

ならない。 基本的には土壌の生産性を向上させて、国内の農業生産を急速に増大させなければ

ならない。

(2)国家開発計画(PND)によるINIFAPの研究では、食糧自給、 外貨獲得、生産と自然資源の維持保

全のための技術開発が最も重要である。

4)国立農業研究機関(NARS)の現況

(1)紐餓及び財政

①メキシ コでは、農業水利省(SARC=Secretaria de Agricultura y Recursos Hidraulicos)の

直轄機関として、 国立森林農牧研究所(INIFAP=Institute Nacional de Investigaciones F 

、 orestales y Agropecurias)設置されている。INIFAPは1985年に農業試験場(INIA)、畜産試

験場(INIP)及び森林試験場(INI F)の3試験場が合併して設立され、研究計画の立案、実施及

び試験研究に対する評価を行うなどメキシ コの森林農牧業に関する研究全般を統括している。

国内で普及される技術はすべてINIFAPで開発されたり、 実証されたものであることが原則と

なている。

②メキシ コは行政区分が1連邦区（メキシ コ シティ）と31州に分かれているが、INIFAPはこれ

らの行政区を8つの地域に区分して運営している。 中央機関はメキシ コシティにある。

③8つの地域区分は、北東（ソノラ、シナロア、北バハ ・ カリフォルニア、南バハ・カリフォ

ルニア）、 北中央（チウアウア、 ドウランゴ、サカテカス、アグアス ・ カリエンテス）、 北
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西（タマウリパス、 コアウリア、ヌエボ・ レオン、サン ・ ルイス ・ ポトシ）、 中部太平洋

（ハリス コ、ナャリット、 コリマ、 ミ コアカン）、中央（メキシ コ、 グアナファト、ケレタ

ロ、イダルゴ、トウラスカラ、プエブラ、モレーロス）、中部湾岸（ベラクルス、タバスコ）

南部太平洋（オアハ カ、ゲレーロ、チアパス）、南東（ウカタン、カンペチェ、キンタナ

ロー）である。

④各地域には中央機関(Direccion Regional)が設置され、森林部(Direccion Foresta]）、農業

部(Direccion Agricola)、畜産部(Direccion Pecuaria)、管理部(Direccion Admistraccio 

n) の4部で構成されている。 また、各州には研究管理センターが設けられ、各州にある試験

場と地域 中央機関や試験場間の連絡調整に当たっている。

⑤INIFAPには全国に101の試験場と6つの専門別研究センターがある。 専門別研究センター は、

植物生理(Fisiologia)、微生物(Mic r ob i o I o g i a)、生物工学(Biotecnologia)、遺伝資源(R

ec Geneticos)、機械(Mecanizacion)、林産(Tecnologia de la Madera)、土壌植物大気水分

動態(Relaccion Agua Suelo Planta Atmosfera)である。

⑥INIFAPの予算総額は、1989年は1,400億ペソであったが、1992年には2,177億に増加した。 こ

れは現在の交換率で換算すると91億円に相当する。

⑦INIFAPの研究者は、総数約1,850人で、農業1,300人、畜産350人、森林200人、この内M.S．及

びPh.Dは約30％である。

(2) 研究目的及び研究課題

①食糧自給の技術開発

（イ）INIFAPは、1988年と1989年に，潅漑耕地100万ha、良好な天水耕地200万haで、トウモロ コ

シ生産を倍加できる技術を開発したことを証明した。 この技術を普及するために農業水

資源省はPRONAMA計画を立て、計画推進のために、トウモロ コシを栽培している25州に1

990年から1994年にわたり責任者を配属した。 22種のハイブリ ド品種の第3世代と白色卜

ウモロ コシの優良種が栽培され、前述の2区域における増産見込みは、年当り500万トン

で、すでに生産されているものを合わせると1,100万トンとなりトウモロ コシの自給が保

障される。

(11) INIFAPは、地力増強によりフリホ ール（インゲン豆）の自給を回復し、維持する技術を

もっている。 現在フリホ ールは200万ha栽培されている。 この技術は20万haの低地潅漑耕

地で現在の生産性を2倍に向上させ、100万haの良好な天水耕地では、50％の収最増大が

可能である。 現在、フリホ ールの20種類の優良品種が用意されている。 これらは調理特

性が良く、よく発生する病害に抵抗性である。

(,ヽ） コ ムギ生産は、研究者と生産者の努力により年々!OOkg/ha増大し、現在、国の平均で4

4ton/haの収量に達している。 4種の新しい コ ムギ品種が育成され、サビ病の生物的防除

に成功している。 これは100万haの天水耕地に適用できるが、かなりの乾燥地域でも1.5 

ton/ha以上の収最が得られ、雨が多い年には5ton/haの収最に達することも可能である。

(：：：) コメの問題については、シナロアやモレロスにおいて、間欠潅漑により潅漑水の使用最

を削減する研究があり、この技術により現行の半分の水贔に削減することができる。 ま

た、「浮きイネ」栽培システムによりメキシ コ湾岸や太平洋湾岸の50万haの冠水地域で

イネ栽培が可能である。 この技術は コメの自給体制を支えるために有効であるばかりで
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なく、近い将来にシナロアやモレーロスの潅漑による コメ栽培を駆逐し、水の有効利用

によりメキシ コ南東部における農業生産を発展させる可能性がある。

（ホ）INIFAPは、最近ゴマの1代雑種を放出したが、それは南東部の潅漑地域や天水地域で実際

に栽培されている。

（へ）大豆は適応品種がある南東部での栽培の拡大が進められている。

（卜）「Amaillamiento Leta!」に対する抵抗性を比較するために、 コ コヤシの遺伝子解析によ

る品種改良の強化プロジェクトが推進されている。 コ コヤシが現在栽培されいる207,00

haの面積を倍加することが可能である。 乾燥熱帯への潅漑技術の導入により、ナツメヤ

シと同時に1年生の作物や多年生の低木を栽植したり、バナナや柑橘類を栽培すること

ができる。

（チ）熱帯の牧草の間題では、放牧や刈り取り用のイネ科や豆科の優良な品種を利用して、60

0万haの栽培草地と1,200万haの自然草地や不完全利用地を牧草で授うことができる。 IN

IFAPが育成した牧草の新品種、例えば「Insurgente」,「LI anero」、「chotalpo」は、

サバンナ性の酸性やアルカリで荒廃した化学的制限因子がある土壌でこれまでより長期

間にわたって栽培ができる。 最近育成された豆科のClitoria種の「Tehuana」は、熱帯メ

キシ コでアルファルファの生育をも促進する。

②外貨獲得のための技術開発

（イ）メキシ コは、 コ ー ヒ ー、蜂蜜、砂糖、綿、野菜、果実及び子牛を輸出して、その代償と

してトウモロ コシ、油料種子、牛乳、飼料およびセルロー ズを輸入しているが、89年度

の農業分野の財政バランスはさらに悪化した。

(n) 野菜の輸出の問題については、メキシ コはアメリカ合衆国の冬季の野菜市場の60％を供

給している。 INIFAPの野菜問題に対する主要な分担課題は （ l)病虫害防除技術、(2) 潅

漑地域における水管理、 (3) 土壌の肥沃度の維持土壌改良である。 さらに、ジャガイモ

の「tizon tardio」抵抗性品種を育成して、高品質のジャガイモを生産することである。

(Jヽ）野菜の輸出総額はおよそ5,000万 ドルになるが、それに比して研究投資額の低落が顕著に

なっている。 研究への投資額は、輸出総額のたった0. 2~0. 3％であり、しかもその90%

がアメリカ合衆国から出されている。 この投資額は、先進国で当然投資すべき額（輸出

総額の1%)の1/3から1/5 にしかならない。

(：：：)熱帯果樹（マンゴー、柑橘、アボカ ド、パイナップル、スイカ、メロン）については、

病虫害防除、栽培管理、肥沃度の維持、水管理、雑草防除がINIFAPの研究課題である。

③自然資源の有効利用の技術開発

（イ）傾斜面の農耕地の3分の2では絶えず土壌侵食が進行し、1kgのトウモロコシの生産につい

て13kgの土壌が失われる計算になる。

（l1）水食問題に取り紐むために、INIFAPの土壌と水の保全に関する研究計画（ネットワ ーク）

が紐織され、土壌 タイプごとの水食可能性の研究が開始された。 また、機械部門や土地

開発部門と連携して、次の研究が始められた。 (1)「piI et o」システムによる畝に沿っ

た雨水の捕集、(2)最近開発された「terraza de muro vivo」法による侵食防止で、この

方法は8~30％の傾斜地で効果があり、安価(ha当り0. 5tonのトウモロ コシに相当）にテ

ラスを保護することができる。
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(1ヽ） 水は農牧業生産で最 も 重要な制 限 因子の一つである。 I N I FAPでは、 コ ム ギ、 ト ウ モ ロ コ

シ、 フ リ ホール、 コ メ、ダイ ズ、綿、果樹、野菜の主要作物 に 対する効率的潅漑法を 開

発している。この点 に 関して、I N I FAPが Lag u n e ra地域の試験で得た成 果は重要である。

この試験では綿、アル フ ァ ル フ ァ 、ブド ウ を表面潅漑で栽培し、収量の増加と同 時 に 、

それぞれ29%、31%、56 ％の潅漑水が 節 約で き た。これ ら 作物の現在の作付面積か ら 推

定すると、年 間4億2 , 400万m 3 の潅漑水が還元で き る。

(：：：)自然資源を有効利用するた め に、輪作栽培 も 璽要である。ソ ノ ラやシナ ロ アでは、一つ

の作物の栽 培周 期 が 終 了しない前 に 次の作物を播種し、土地の荒廃を防止する技術 が 開

発されている。この方法に よ り コ ム ギの栽培 が 終 了する前 に ト ウ モ ロ コ シを播種してha

当 り 3t o nを収穫し、続いて大豆の栽培を 開 始する。この技術 に よ り 潅漑水が これまで よ

り 有効 に 利用され、気象条件 に 応 じて土地を最適 に 利 用 すること が 保 証 さ れる。この輪

作栽培は60万haの耕地で可能であ り 、現在の ト ウ モ ロ コ シと大豆の収 量 に加えて、年間

200万 トンの ト ウ モ ロ コ シを収穫するこ と がで き る。

5) 国 際協力の現況

(1). ソ ノ ラ州のバ ジ ェ ・ デル ・ ヤ ギ 試験場： C I MMYTと コ ム ギと ト ウ モ ロ コ シの育 種の共 同 研 究

(2)． ユ カ タン州 の ウ シマル試験場： I CRI S AT に ソ ル ゴ ーの育種の専門家派遣

6)研究ニ ー ズ

( I ) I N  I F A  P の農業研究の展望

①市場解放 が 行 わ れる状況のなかで、農耕地の競争力を強 めるた め に、 I N I FAPは3年以内 に 潅

漑 良好 地域や天水良好地域の新しい ト ウ モ ロ コ シ栽培技術の開 発 に 特 に力を入れる。この技

術の目標は、20万 h a の低地の潅漑耕地で適切な栽培管 理を行 っ て15t o n /haを収量を上げ

る。200万haの条件 が 極めて良好な天水地域では平均5 t o n /haの収 最を上げる よ う に する。

② 中 央高原 には 白 ト ウ モ ロ コ シ雑種の第 4 世代を導入する。この 品種は 「 N i x tama l e ras 」 に 匹

敵する特性を有し、栄養特性、栽培特性や生理特性が 機械管 理 に 適合し、高収量であ り 、主

要な病害の抵抗性 もある。

③収 量 限界を拡張するた め に 、農耕地の荒廃を抑制するた めの技 術開発を推進する。

④メキシ コ では少ない投資で農業生産 が可能な優 良な土地はほとん どないので、農業生産を増

大 さ せる には現在栽培 さ れている耕地の生産性を 向上 さ せる方が 好ましい。

⑤ I N I FAPは生産性の高い独自の種子を育 成し、 そ れ ら の認定 さ れた種子をお よ そ 8 , 000t o n 生産

している。短期間 にこの種子を自由に使用で き る よ う に し、安価で 品質 が 良いことを示 して、

研究計画 に 再投入で き る財源を確保する。

⑥今 回 訪 問した試験場で提案 さ れ た 共 同 研究課題

（イ） コ スタ ・ デ ・ エルモシオ： 潅漑水の有効利用技術

水分需要の低い作物の尊入

(u)バ ジ ェ ・ デル ・ ヤキ ： 潅漑地域の塩類土壌の改良

(1ヽ） ジ ェ ネ ラル ・ テラン ： ウ ィルス フ リ ー 柑橘の育成
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（二） ウ シ マ ル ： フ リ ホ ー ル の耐乾 ・ 耐病性 品種 の 育 成

ホ ッ ト ペ ッ パ ー の耐乾 ・ 耐病性 品 種 の 育 成

7)共 同 研究への戦絡的 ア プ ロ ー チ

( 1 ) NARS ( I N I FAP) の 紐織 は か な り 分散 し て い て 、 未だ全体像 が 明 か に 出 来 な か っ た 。 特 に 、 専 門

別 研 究セ ン タ ー に つ い て は 、 ほ と ん ど が 未調査 で あ り 、 今後詳細 な 調査 が 必要 で あ る 。

(2) 現 時 点 で は 、 計画 さ れ て い る C I MMYT と の 共 同 研究 を 推進 し 、 そ の な か で メ キ シ コ の農林 ・ 畜

産 ・ 水産業 の 研究情報 を さ ら に 収集す る 。

8) 共 同 研究実施上の 問題点

( I ) 研究 費 が 極 め て 乏 し い 様子 で 、 研究者 が か な り の 不満 を 持 っ て い た 。 最 近 は 、 研究成果 の 出

版 も か な り 制 限 さ れ て お り 、 新 し い 出 版物 の 入 手 が 困 難 で あ っ た 。

( 2 )  2カ月 前 に 航空便で発送 し た 郵 便小荷物 が 、 今 だ に こ ち ら に 到着 し て い な こ と か ら 、 機材 の 輸

送 に は 長期 間 を よ う す る も の と 予想 さ れ る 。

(3) メ キ シ コ シ テ ィ 周 辺 は 大気汚 染 が 激 し く 、 生活環境 が よ く な い 。 日 本大 使 館 の 職員 は 、 週末

に は 家族 を 連 れ て 保 養 地 に 緊急避難 を し て い る よ う で あ る 。
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付 表 2

貿昂抗計

1 9 6 2- 6 6 1 9 6 7 - 7 1 1 9 7 2 - 7 6  1 9 7 7 -8 1 1 9 8 2-8 6 

全 商品貿易 メ キ シ コ 粕 出 1 0 3 1 . 4 9  1 2 6 3 . H 2 6 5 0 .  0 1 0 7 5 6 .  2 1  2 1 9 0 8 . 3 6  

粕入 H 3 3 . 1 0  2 0 7 0 .  7 8  5 1 ' 7 .  5 '  1 H 3 9 . 6 7  1 2 2 5 2 . U 
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

中 米地域 輸 出 7 2 6 : 6 8 1 0 9 7 .  6 0  2 2 7 8 .  8 9  { 6 3 0 .  5 2  ' 2 0 0 .  9 5  

輸入 9 3 5 . 1 0  H 2 3 . 0 3  3 H l . 2 7  6 2 7 7 . 6 1  6 3 2 6 . 7 1  
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

プ ラ ジ ル 粕 出 1 4 7 7 .  4 7 2 2 9 7 , 8 1  7 3 8 7 .  9 3 1 6 6 8 9 .  7 7  2 3 4 2 2 .  3 '  

粕入 1 3 6 3 . 5 9  2 5 2 2 . 9 3 1 0 6 3 3 . 0 8  1 9 ' 2 5 . U 1 6 2 8 8 .  U 

農 業貿 易 メ キ シ コ 輪 出 6 0 3 . H 7 2 8 .  7 6  1 1 8 7 .  6 6  2 1 3 6 . ' 2  2 1 5 3 .  H 

翰入 1 6 1 . 00  2 3 7 . 0 �  8 5 1 . 0 8  2 3 6 5 . 7 2  2 2 9 ' . 5 0  
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

中 米地 域 輪 出 6 0 6 . 7 8  8 4 2 .  1 8  1 6 9 7 . , 2  3 6 0 4 . 1 6  3 1 7 8 . 8 0  

輪入 1 5 1 . 5 0  2 3 ' .  8 6  0 2 .  2 8  8 9 8 . 6 8  9 0 ( . 0 2  
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - ..  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

プ ラ ジ ル 翰 出 1 2 6 6 . 2 0  1 7 9 3 . 1 8  4 7 7 0 .  5 4 8 7 6 9 . 8 {  1 0 0 2 7 .  H 

翰入 2 9 6 . 1 2  , 0 2 .  9 0  1 0 8 8 . 8 0  2 2 0 7 .  H 1 8 6 ( . 1 2  
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付 表 3

メ キ シ コ 農 業 生 産 デ ー タ ( F AO P r od u c t i o n  Y e a r b o o k  19 9 0 )  

1 9 7 5  1 9 8 0  1 9 8 5  1 9 9 0 

L a n d  U s e  ( 1 0 0 0 h a )  

T o t a l  A r e a  1 9 5 8 2 0 1 9 5 8 2 0  1 9 5 8 2 0  1 9 5 8 2 0  

La n d  A r e a  1 9  0 8  6 9 1 9 0 8 6 9  1 9 0 8 6 9  1 9 0 8 6 9  

A r a b & P e r m  C r  2 3 8 4 0  H 5 3 0  2 4  7 0 0  2 .( 7 1 0  

A r a b l e L a n d  2 2 3 4 0  2 3 0 0 0  2 3 1 5 0  2 3 1 5 0  
P e rm C r op s 1 5 0 0  1 5 3 0  1 5 5 0  1 5 6 0  

P e r 置 P a s t u r e 7 H 9 9  7 H 9 9 7 4 4 9 9 7 { { 9 9  

F o r e s t &i'oo d L 5 1 1 5 0 4 7 8 4 0  .( 5 1 6 0  4 2 4 6 0 
O t h e r  L a n d  4 1 3 8 0  4 4 0 0 0  4 6 5 1 0  4 9 2 0 0  

I r r i g a t i on 4 4 9 7  4 9 8 0  5 2 8  5 5 1 8 0  

P o p u l a t i o n ( 1 0 0 0 )  

T o t a l  6 1 9 1 8 7 0 � 1 6  7 9 3 7 6  8 8 5 9 8  

A g r i c u l t u r a l  2 4 9 6 7  2 5 7 2 3  2 6 3 2 6  2 6 5 4 4 

E c o n o 鳳 i c a l l y

a c t i v e  p o p u l a t i o n 

To t a l  1 8 4 1 8  2 2 8 3 1  2 6 7 3 4  3 1 1 7 5  

I n  a g r i c u l t u r e 7 4 2 6 8 3 l l 8 8 6 7  9 3 4 0  
i i n  A g r i c u l  l u r e  4 0 .  3 3 6 .  5 3 3 .  2 3 0 .  0 

F o od P r od u c t i o n  I nd i c e s  ( 1 9 7 9 - 8 1 = 1 0 0 }  

F oo d  P ro d u c t i on 9 9 .  9 1  1 1 4 .  3 6  1 2 2 . 8 9  

T o t a l  A g r i c u l t u r e  P ro d u c t i o n 1 0 0 . 1 1  1 1 2 .  5 0  1 2 2 . 7 1  
C r o p  P ro d u c t i on 9 9 .  7 4 1 1 8 .  2 7  1 1 9 . 0 8  
L i v e s t oc k  P ro d u c t s  1 0 0 . 2 0  1 1 2 . 2 6  1 2 9 .  5 8  
C e r e a l P r o d u c t i o n 1 0 1 . 0 0  1 3 1 .  6 7  1 2 3 .  5 9  

I n d e x  N u 員 b e r s o f  P e r  C a p u t  ( 1 9 7 9 - 8 1 = 1 0 0 )  

F ood  P ro d u c t i on 9 9 .  9 9 1 0 1 .  5 4 9 7 .  7 5 
To t a l  A g r i c u l .  P rod u c t i on 1 0 0 . 1 9  9 9 .  8 8 9 7 .  6 0 
C r o p  P ro d u c t i on 9 8 . 8 8 1 0 5 .  0 7  9 ( .  7 8 
L i v e s t oc k  P ro d u c t i on 1 0 0 . 2 7  9 9 .  6 6 1 0 3 . 0 6  
C r e a l  P r od u c t i o n 1 0 1 . 3 9 1 1 7 . 2 6  9 8 .  6 1  
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付 表 4

メ キ シ コ 作物統計

作 物 名 収穫面積 ( l o  O O ha )  収 量 ( kg/ ha)  生 産 量 ( 1 0 0 0 M t )  

1 9 7 9 -8 1  1 9 8 9 1 9  9 0  1 9 9 1  1 9 7 9-8 1 1 9 8  9 1 9 9 0 1 9 9 1  1 9 7 9-8 1 1 9 8 9  1 9 9 0 1 9 9 1  

穀 物
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 鴫. ．

9 5 4 7 

．
 

-一一一一一一

物

一
穀
一

粒
一

小

米

粗
―

麦 7 2 3  
1 5 3 

8 6 7 1  
ー
1
2
8

ー
大 麦
ト ウ モ ロ コ シ
ソ ル ガ ム

2 8 1  
6 8 3 6  
1 4 9 1  

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

根 茎作

物

豆 類
実 綿
砂 糖 キ ピ
コ ー ヒ ー

8 7  
1 8 3 4  

3 6 2 

5 3 5 
4 5 1  

7 4 
1 4 8  2 

1 9 1  

5 5 8  
4 8 2 

8 6  
2 2 9 9  

2 2 0  

5 5 8 
6 6 9 

7 5  

2 2 3 6  
2 5 2  

5 4 0  
6 6 4  

野 菜 ・ メ ロ ン
果 実
パ ナ ナ

9 8 0 0  

1 1 4 5  
1 8 6 

8 4 6 7  

2 6 3  
6 4 6 8  
1 6 2 0 

1 0 5 7 4 

9 3 3 
1 0 5  

9 5 3 5 

2 6 3  
7 3 3 9 
1 8  2 0  

9 8 9 4  

9 8 5  
8 8  

8 8 2 1  

2 8 1  
7 05 1  
1 3 8 0  

2 1 5 2  
. - - - .  

3 8 2 2  
3 4 4 7  

1 9 9 0 
• 一 - - ・

1 7 7 2  
1 7 1 8  
3 3 4 3  
• 一 - - .

1 2 9 0 6  
7 1 9  

2 7 1 8  

6 6 0 1 6  
5 0 7  

2 1 9  4 
. - - - .  

3 8 2 1 
3 4 2 3 

1 9 4 8  
. - - - .  

1 6 4 3 
1 6 9  2 
3 0 9 0 
. - - - .  

1 4 6 8  5 
5 1 5  

2 3 5  2 

7 2 0 2 7  
7 1 3  

2 4 1 6  
' - - - .  

4 2 1 4 
3 7 4 2  

2 2 2 5  
ー - - .  

1 8 7 2  
1 9 9 4  
3 2 8 5  
' - - - ・

1 5 8 3 5  
6 6 1  

2 5 0 3  

6 2 5 0 8  
6 5 8 

2 3 3 0  
' - - - .  

4 1 7 8  
4 0 2 3  

2 1 0 7  
' - - - .  

2 0 7 8  
1 9 1 8  
3 1 6 4  
， ．． ー ー ・

1 5 0 8 9 
7 4 3 

2 3 6 5  

6 7 9 8 6  
4 5 0  

2 0 6 9 2  

2 7 5 4  
5 2 8  

1 7 4 1 1 
- - - - .  

4 8 6 
1 1 8 6 6 

4 9 9 1  
- - - - .  

1 1 2 0  
1 3 1 1  

9 8 4  
3 5 3 2 4  

2 2 8  
- - - .  

3 8 6 0  
7 3 1 6  
1 4 3 5 

2 1 5 0 6  
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

4 3 7 4  
6 3-7 

1 6 4 9 5  
- - - - -

4 3 3  
1 0 9 4 5  

5 0 0 4  
- - - - -

1 0 9 1  
7 6 3  
4 4 9  

4 0 2 0 0  
3 4 3  

- - - -

5 1 7 2  
7 5 2 6  
1 1 8 5  

2 5 5 4 5  

3 9 3 1  
3 9 4  

2 1 2 2 0  
- - - - -

4 9 2  
1 4 6 3 5  

5 9 7 8  
ー ー ·,． - -

1 3 6 7  
1 5 2 0  

5 5 0  

3 4 8 9 3  
4 4 0  

- - - -

5 1 6 1  
7 8 9 7  
1 5 9 1  

2 3 0 5 6  

4 1 1 5  
3 5 4  

1 8 5 8 7  
- - - - -

5 8 4  
1 3 5 2 7  
4 3 6 7  

··� - - - -

1 1 2 7  
1 6 6 1  

5 9 5  

3 6 6 8 3  

2 9 9  
- - - -

4 8 4 0  
9 6 0 5  
1 8 6 8  



付 表 5

コ ス タ ・ リ カ 農 業 生 産 デ ー タ ( F A Q P r o d u c t i o n Y e a r bo o k 1 9 9 0 )  

1 9 7 5  1 9 8 0  1 9 8 5 1 9 9 0 

L a nd  U s e  ( 1 0 0 0 h a )  
To t a l  A r e a 5 1 1 0  5 1 1 0  5 1 1 0 5 1 1 0 
L a n d  A r e a  5 1 0 6  5 1 0 6  5 1 0 6 5 1 0 6  
A r a b& P e r m  C r  4 9 2 F 5 0 6 F  5 2 3 F  5 2 9 F 
A r a b l e L a n d  2 8 3 *  2 8 3 F  2 8 5 F  2 8 5 F  
P e r m  C ro p s  2 0 9 F  2 2 3 F  2 3 8 F  2 4 � F  
P e r 塁 P a s t u r e 1 6 3 0 F 2 0 1 0 F  2 2 8 0 F  2 3 3 0 F  
F o r e s t ＆胃ood L 2 20 0 *  1 8 3 0 *  1 6 { 0 F  1 6 4 0 F  
O t h e r  L a nd 7 8 4  7 6 0  6 6 3 6 0 7  
I r r i g a t i on 3 6 F 6 1 F  l l O F  1 1 8 F  

P o p u l a t i o n ( 1 0 0 0 )  
To t a l  1 9 6 8  2 2 8  5 2 6  4 2  3 0 1 5  

A g r i c u l t u r a l  7 2 9  7 1 3  7 2 8  7 2 9  
E c o n o m i c a l l y  
a c t i v e  pop u l a t i o n  

To t a l  6 3 8  7 7 4  9 1 7 1 0 5 2 
I n  a g r i c u l t u r e 2 3 3  2 3 8  2 4 9 2 5 1  
i i n  A g r i c u l t u r e  3 6 .  6 3 0 .  8 2 7 .  1 2 3 .  8 

F ood P r od u c t i o n  I n d i c es ( 1 9 7 9 - 8 1 = 1 0 0 )  
Food  P ro d u c t i o n 9 8 .  6 5 1 0 5 .  5 8  1 2 9 .  5 6  
T o t a l  A g r i c u l t u r e  P r o d u c t i o n 9 8 .  9 8 1 0 7 . 6 7  1 3 1 .  5 6  
C ro p  P rod u c t i on 9 9 .  0 5 1 0 5 .  0 9  1 3 6 . 7 2  
L i v e s t o c k  P r o d u c t s  9 8 .  6 5 1 1 4 .  0 0  1 1 6 . 7 9  
C e r e a l P rod u c t i o n 1 0 3 . 9 5  1 1 0 . 7 {  8 L  5 7  

I n d e x  N u m be r s  o f  P e r  C a p u t  ( 1 9 7 9 - 8 1 = 1 0 0 )  
Food  P rod u c t i on 9 8 .  5 9 9 1 .  2 3 9 8 .  1 2  
To t a l  A g r i c u l .  P rod u c t i on 9 8 .  9 6 9 3 .  0 8 9 9 .  6 8  
C r o p  P rod u c t i on 9 9 .  0 4 9 0 .  8 6 1 0 3 .  6 0  
L i v e s t o c k  P ro d u c t i on 9 8 .  6 0 9 8 .  5 2 8 8 , , 6 
C r e a l P r od u c t  i o n 1 0 3 . 9 2  9 5 .  7 2 6 4 .  0 7 
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付 表 1

農業生産統計

1 9 6 2 - 6 6  1 9 6 7 -7 1  1 9 7 2 - 7 6 1 9 7 7 -8 1 1 9 8 2 -8 6 

国 際 価格 に よ る メ キ シ コ 5 , 3 1 9 . 7 6 , 2 3 3 . 6 6 , 8 3 1 . 0 8 , 0 6 3 . 1 8 ,  H 6 .  7 

年 間 作物生産額 コ ス タ リ カ 2 7 5 . 8 3 9 1 . 4 4 7 2 . 5 5 2 8 .  9 5 8  6 .  8 

( 1 0 0 万米 ド ル ） プ ラ ジ ル 1 3 , 8 9 3 . 5 1 5 、 9 5 4 . 9 1 8 , 5 2 6 . 8 2 2 . 3 7 3 . 8 2 6 . U 2 .  l 

ア ル ゼ ン チ ン 5 , 3 1 9 . 7 5 , 8 8 8 . 6 6 , 8 4 6 . 4 8 ,  0 9 8 .  9 9 ,  9 0 2 .  7 

中 米 地 域 2 .  o , 3 .  7 2 , 5 2 2 . 0 3 , 0 0 3 . 9 3 .  4 3  8 .  A 3 . .( 1 9 . 0 

国 際 価格 に よ る メ キ シ コ 2 2 4 . 0 2 6 8 .  2 2 8 8 .  2 3 3 0 .  { 3 5 3 . 8 

ヘ ク ク ー ル 当 り コ ス タ リ カ 5 6 8 . 8 7 9 7 .  6 9 5 9 . 0 1 , 0 5 1 . 2 1 . 1 3 1 . 0 

年 間 作物生産額 プ ラ ジ ル 2 7 3 . 0 2 9 7 .  6 3 1 2 . 6 3 2 3 .  8 3 5 5 .  8 

（ 米 ド ル ） ア ル ゼ ン チ ン 1 8 5 .  4 1 7 9 . 2 1 9 8 . 8 2 3 0 .  6 2 7 6 . 2 

中 米 地 域 3 H .  6 4 2 3 .  0 4 8 7 .  8 5 2 9 .  0 5 1 2 . { 

作 物生産年 間 メ キ シ コ 3 .  A 1  1 .  8 5  3 .  3 7  1 .  6 4 

平 均増加率 プ ラ ジ ル 2 .  8 0  3 .  0 3  3 .  8 5  3 .  7 1  

( i) 中 米地 域 4 .  3 0  3 .  5 6  2 .  7 t  - 0 .  1 1  

G D P に 占 め る メ キ シ コ 農 業 1 6 .  8 1 2 . 2 1 1 . 2 1 1 . ' 

各 部 門 の シ ェ ア 工 業 3 8 .  8 .t o .  9 , o .  7 3 7 .  6 

( � ) サ ー ピ ス H . 4 H .  9 ' 8 .  1 5 1 .  0 
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

中 米 地 域 農 業 H . O 2 1 .  6 2 0 .  8 2 1 .  3 

工 業 2 1 .  9 2 3 .  6 H . 5 2 3 .  2 

サ ー ピ ス 5 4 .  1 5 4 .  8 5 ' .  7 5 5 .  5 
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

プ ラ ジ ル 農 業 1 6 . 8 1 2 . 2 1 1 . 2 1 1 . { 

工 業 3 8 .  8 4 0 .  9 4 0 .  7 3 7 .  6 

サ ー ピ ス H . 4 4 6 . 9 " 8 . 1 5 1 .  0 
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1 3 - ::::コネタッカ

l)政治・経済・民生の動向

(1)社会キリスト教連合(PUSC)のカルデロン大統領が政権担当

(2) 中米随 ーの政情安定な国であったが、 IFM、世界銀行との協調で進めてきた公共部門の員

削減、給与抑制等構造調整とインフレヘの市民の不満が高まり、1991年はゼネストが度々組

織された。

(3) 太平洋側と大西洋側を結びベネズエラ原油を送油する横断パイプライン建設計画にプラボ

天然資源動力鉱業相が林業資源保護を理由に反対。

(4) メキシコ、ベネズエラがパイプライン計画に絡み、精油施設建設に金融支援を約束。

(5)日本は米国に次ぐ輸入相手国。 90年の対日輸出は2,300万ドル、輸入1億2649億ドル。 対日

輸出は順調に伸び、 コー ヒ ーは3分の1を占める。

(6) 1948年、軍隊を解体し、49年の憲法制定で平時に軍備を保有しないことを決定し、非武装

中立を宜言している。

(7) 90年の財政は歳入761億コロン、歳出989億コロン。 財政赤字は対外利子払い、輸出奨励金

の増加などで上昇傾向にあり、90年にはGDPの5. 2%。

(8)対外債務残高37億7200万ドル(90年）。 インフレ率27. 3%。 GDP成長率は3.5%。 90年の輸

出は14億5,740万ドル、輸入は20億2,610万ドル。

(9)コスタリカ大学には日本語学科がある。 日本大使館でも1975年以来日本語の講座を開設し、

最近では日本文化紹介活動を開始した。

2) 農林業現状分析

(1)国土の自然的概況と利用状況

①中米地峡にありニカラグア、パ ナマと接する。 中央にグアンキャステ山脈とタラマカン山

脈が走り、中央部には平均標高約1,00rnの高原が展開している。 太平洋岸は、海岸まで山

地が迫っているがカリブ海側の海岸には低地平原が広がっている。 気候は海岸の低地では

熱帯性であるが、中央部の山岳、高原地帯は温暖である。 12-4月が乾期、5-11月が雨期で

年間降水量は中央高原地帯で1,900mm、太平洋岸では2,000mm、カリブ海岸では2,500mmで

ある。

②国土面積は511万haであり、FA0農業生産年表(1990)によると耕地は52.9万haで、耕地率は

10. 3%、潅漑面積は11.8万で潅漑率は22. 3％である。 耕地の46％でコー ヒ ー、バ ナナ、牧

草などの永年作物が栽培されているのが特徴である。 永久草地は163万ha、森林は220haで

ある。

(2) 農業生産の現状と動向

①農業総生産、作物収量は、 この10年間にいずれも約30％増加しが、穀物収量は約20％減少

した。 1人当りの農業総生産、作物収量、穀物収量はいずれも、1985年には5-10％減少し

た。 1990年には農業総生産と作物収量は1980年レベルに回復したが、穀物生産はさらに3

担当：尾和 尚人
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0％も減少した。

②貿易全体では輸入超過であるが、農産物貿易は約7億ドルと大幅な輸出超過である。 主要

な輸出農産物はバナナなどの果物約4億ドル、 コーヒー約2.5億ドル、 肉4,700万ドルであ

る。 輸入農産物では穀物が約6,000万ドルで、農産物輸入輸入の約半分を占めている。

③主要な農産物の収穫面積と生産最(FAO,1991)は、砂糖キビ4万ha、263万トン、 コーヒー9

• 3万ha、15.8万トン、豆類6.9万ha、3.3万トン、米5.2万ha、19.3万トン、トウモロ コシ

3.5万ha、6万トン、果実194.8万トンである。 この10年間に穀物の収穫面積が1979-81年の

13. 6万haから1991年には8.9万haへと約35％減少している。

3)農林業技術動向

(1)自然環境を保全し、農業生産を持続的に向上させる技術の開発。 特に化学農薬による環境

汚染を防止するために、その代替法の開発。

(2)病害抵抗性品種の蒋入および育成

(3)乾期における潅漑の導入による安定生産

4)国立農業研究機関の現状分析

(1)農牧省農業試験場

①研究組餓

（イ）農牧省の試験研究事業は研究・普及局(Direccion General de Investigacion y Exten 

sion Agricola)により統括されている。

(n)試験場には、果樹、野菜、穀物、種子、植物保護、農業環境、 コーヒーおよびサトウキ

ビの8つの研究部門がある。

(,ヽ）試験場は農牧省本部の他に次の5カ所 に設置されている。

＊カルロス デュラン(CArI os Duran) ：カルタゴ市周辺

＊ファピオ バウドリト(Fabio Baudrit)：アラフェラ県 コスタリカ大農学部農場

＊エンリケ・ヒメネス(Enrique Jimenes)：太平洋岸カナス地域

＊ロス・ディアマンテス(Los Diamantes)：大西洋側グアピレス地域

＊エル アルト(El Al to) 

（二）研究員は研究本部を含めて約150人である。

②研究課題

＊マンゴー栽培における害虫の総合防除

＊マカダミアの病虫害防除の有効技術の実証試験

＊アボカドの無機栄養状態の診断

＊柑橘栽培における施肥と無機栄養

＊カカオプランテーションの地力回復技術の開発と普及

＊チリトウガラシの遺伝子改良

＊ コスタリカの野菜栽培における潅漑の必要性と潅漑技術の導入

＊タマネギのポストハーベスト特性に対する栽培密度と播種時期の影響

＊野菜のポストハー ベスト処理に対する塩素系殺菌剤の影響評価

＊イネの優良品種の育成
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＊フリホール品種の栽培の適応性と生産性の評価

＊フリホール種子の生産技術の開発

＊トウモロコシの市販品種と試験品種の生産性の評価

＊トウモロコシの2倍体に特異的に発生する腐敗病の総合防除

＊オレンジの接き木の台木の選択

＊コスタリカ中央高原における火山灰土壌のリン酸の存在状態と可給性

＊トマト害虫の総合防除

＊コーヒーの線虫防除における生物農薬と化学農薬の施用効果

＊ジャガイモの経済的に重要な病害の総合防除

(2) コスタリカ大学農学部

①研究紬織

（イ）学部の他に、マスターコース、農業研究センター(Centro de Investigaciones Agronomi 

cas)、農業研究所 などがある。

(n)マスターコースの研究プログラム(Programa de Posgrado en Ciencias Agricolas y Rec 

ursos Naturales) : 1.アグロフォレストリ、2．バイオテクノロジ一、3．動物栄養、4. 植

物保護、5．土壌。

（ハ）農業研究センター：土壌分類・土壌図作成、土壌・植物・水の分析、植物生理、ポストハ
ーベスト、ティッシュー・カルチャー

(：：：)研究者は総数175人、Ph D.40人 、 Ms 65人、 Bs 70人。

②研究プロジェクト

137課題の研究プロジェクトがある。

(3) エレディア国立大学農学部

①研究紐織および研究課題

（イ）土壌：重窒素トレーサ法による土壌窒素の動態解析 (IAEI) 、有機物の有効利用、土壌改良

(n) 育種：稲、バナナの病害抵抗性品種、高タンパクトウモロコシ

（ハ）ティシュー・カルチャ ー：稲、バナナ、プランテーン、ヤム

(：：：)植物逮伝：ヘチマの遺伝資源の収集

（ホ）学生の教育が主で、研究は少ない。

5) 国際協力の現況

(1)農牧省農業試験場

①土壌保全プロジェクト：FAO/Holanda, US$ 220万、1986-11391.

②植物保護プロジェクト：GTZ, US$ 180万、1981-9193.

③主要穀物の育種：PMA, US$ 1,440万、

(2) コスタリカ大学農学部

①植物紐織培養プロジェクト：IDRC

②Cornell Univ.,North Carolina Univ.,Ohio Univ.,Illinois Univ.,Univ.Cambridge などと

各種の共同研究を実施している。
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6)研究ニー ズ

①野菜の病害抵抗性品種の育成

②野菜栽培の潅漑技術の開発

③農薬の使用量を抑制した病虫害防除法の開発

④土壌保全、 土壌生産性評価に役立つ土壌図の作成

7)共同研究への戦略的アプロー チ

①農牧省試験場は研究施設、 研究スタッフとも不十分でり、 適当でない。

②コスタリカ大学農業研究センターは、 施設、スタッフとも適当と考えられるが、今後詳しく

検討する必要がある。

③コスタリカの農業研究におけるCAT IEの位置付けを明確にする。

④CAT IEとの共同研究を先行させる ことも考えられる。

8)共同研究実施上の問題点

①研究費が不足し、 外国への依存度が高い様子である。

②コンピューター、 電話はわが国と同程度に普及している。

③ほとんどの乗用車が日本車であるように、 わが国との交流が緊密になり、 わが国への関心と

期待が高まっている。

9)共同研究への展望

①中央高原は火山に囲まれ、 地形、 土壌などがわが国に類似しているので、 土壌分類や土壌保

全関係の課題に取り紐む ことが考えられる。
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1 4 - ニニクアFクレ

l)政治・経済・民生の動向

1532年スペインがインカ帝国を滅ぼして領土として以来、1823年までスペインの統治下にあ

った。 1830年大 コ ロンビアから分離して独立国となった。

72年、76年軍部クーデタ ーが起き軍事政権が続いたが79年総選挙が実施され、民政に移管した。

その後オスバルド・ウルタ ード政権は民主主義の確立、社会正義の実現等を理念に政策を推進

したが、現在も軍部は政治的に隠然たる影響力をもち、頻繁に軍事反乱が起きている。 大統領

は88年5月ボルハに、今年7月の選挙でシクストに替わった。

ペルーとの領土問題がある他は外交的にはキューバを含め東西ともに等位外交を維持して

いて問題はない。 従来バナナ輸出を主とした中南米の中では最貧国であったが72年以降の石油

ブー ムで飛躍的な経済発展を遂げた。 しかし石油埋蔵彙は少なく、数年後には輸出余力は底を

つくと見られている。

最近国民の40％を占めるインデイオが、都市に集中し始めており、全体に人口が著しく偏在し

た社会である。 87年大地震では大きな被害を被った。

一人当りGNP960ドル、物価上昇率49%、主要輸出品目、石油、 えび、バナナ、 コー ヒ ー、JICA

ベース技術協力実績(90年まで）51.12億円

2)農林業動向及び農林業技術動向

(1)土地資源

表1 農耕地等の変動(1OOOha) 

総面積 土地 農地 耕地 永年 永年 森林 其他 潅漑

年次 万km2 面積 計 作物 草地

75 28. 36 27.68 2586 1720 865 2800 15250 7049 510 

80 2462 1542 920 4016 13950 7256 520 

85 2540 1600 940 4700 12400 8044 540 

90 2725 1700 1025 5150 10900 8909 552 

担当：石原 修二
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(2)人口動態

表2 経済活動人口動態（単位1000人）

年次 総人口 農業人口 経済活動人口 農業人口の

計 農業人口 占める割合％

75 7035 3149 2136 951 44.5 

80 8123 3151 2439 940 38.6 

85 9317 3219 2839 975 34.3 

89 10321 3231 3193 992 31. 1 

90 10587 3230 3287 996 30.3 

91 10851 3228 3384 999 29.5 

(3)食糧・農業関連指数

表3 食糀・農業生産指数の変動(1979-80=100)

'80 '81 '82 '83 '84 '85 '86 '87 '88 '89 '90 '91 

食糧生産指数 101 103 107 92 101 116 121 120 130 137 147 154 

農業総生産指数 100 103 106 91 101 117 122 120 132 137 147 152 

穀物生産指数 99 115 115 80 119 118 162 188 218 202 207 232 

一人当り農業 100 100 100 84 91 102 103 99 107 108 113 114 

総生産指数

(4)主要農産物生産状況

表4 農畜産物の生産状況(10 0 0 ha, 1 0 0 0 MT) 

1979-81 1989 1990 1991 

品目 面積 生産量 面積 生産量 面積 生産量 面積 生産最

穀物計 419 686 844 1384 822 1419 799 1583 

小麦 33 35 38 26 38 30 41 28 

米 123 378 278 867 269 840 252 841 

トウモn戎／ 230 247 469 428 459 501 447 665 

馬鈴薯 30 323 49 362 51 369 49 337 

豆類 71 39 84 46 74 37 84 61 

菜豆 49 26 53 32 49 26 55 50 

工ソドウ 14 7 13 ， 7 3 12 5 （次へ
゜

—ヅ）
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1979-81 1989 1990 1991 

品目 面積 生産量 面積 生産量 面積 生産量 面積 生産量

tラマ｝ 1 3 1 3 

大豆 23 32 82 153 84 167 95 169 

落花生 12 14 13 26 14 18 14 30 

ヒマ種子 10 8 7 6 8 7 ， 8 

わた 21 36 30 33 31 37 29 34 

ハ゜ーム油 37 163 150 157 

果実

バナナ 2104 2576 3055 2954 

7
゜
ラク） 728 1053 1065 1000 

なし ， 7 5 5 

プラム 3 3 4 

もも 3 3 4 4 

かんきっ 638 203 185 183 

りんご 32 31 33 31 

砂糖きび 105 6498 80 5400 98 5700 96 5400 

コーヒー豆 290 82 409 129 407 135 350 114 

ココア豆 270 83 331 83 329 147 315 136 

家畜顕数(1000頭、100万羽）

馬 314 460 492 512 

らば 98 124 131 134 

ろば 207 242 253 255 

牛 2987 4177 4359 4200 

豚 3417 2092 2220 2125 

綿羊 1148 1329 1420 1250 

山羊 257 298 311 300 

鶏 33 49 51 56 

北緯3度から南緯3度にわたり、赤道を挟んで270,670k訴の面積がある国土は、大陸部では海

洋との位置的関係や地形標高によって変化する自然条件から、 1) 海岸低地及び丘陵地帯 (6.

8万km筍、 2) アンデス高地(7. 1万km2 )、 3) 東部山麓平野森林地帯(12. 4万k訴）の 3地域、及

び4)コロン（ガラパゴス）諸島(7千km筍、の4地域に大別される。 沿海地帯は開析の著しい

標高250-750mの台地が海寄りにあるが、各所でアンデス高地から流れる小河川で寸断され、後

背地に沖精平野、起伏のある丘陵地形、低標高の山脈等が分布している。 中央部を南北に縦断
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するアンデス高地は距離400kmほどにわたり並走する二つの火山脈(4000-6267m)と、その間

に挟まれた渓谷に分布する互いに地形的に連続性のない標高2000-3000mの盆地群から成り立っ

ている。 それらの高原盆地からは、西は太平洋側に、東はアマゾン川側に向かう河川が流出し

ている。 東部地帯はアンデス山脈の京側で急峻に標高1000m程まで落ち込む山膝から、アマゾン

本流に接する東部の300mまで緩やかに傾斜した熱帯雨林平野地帯となている。 場所による気候

の変動は急激で、海岸地帯北部は年雨量4000mmを超える熱帯雨林地帯であるが、南部の広い海

岸沖積平野の広がるエクアドル最大の都市グアヤキルのあるグアヤスには、350mmに達しない半

乾燥地帯が存在する。 山地では標高の差異による気候や植生の変化、地帯分化が著しい。 一般

に標高が高まる程雨量が多くなる。

大陸部の地帯別土地利用の状況は次表の通りである（単位万ha)(1991)。

表5 大陸部地帯別土地利用状況（万ha 、1991)

地域 面積計 農業 短期作 多年生 放牧 季節 長期 非農業

用地 付作物 作 物 地 休閑 休耕 用 地

全国 2607. 7 791. 4 43.9 135 492 96 24.6 1816 

山地 639.4 295.4 27. 7 34.8 183.8 39 10.2 344 

沿海 664. 1 391. 5 12.5 87.4 222. 7 56. I 12. 8 272.6 

東部 1304.2 104.5 3. 7 12. 9 85.4 9. 1 16. 1 1199. 7 

中央山地地帯は、その急峻な地形にもかかわらず、傾斜地面を放牧地としてはもちろん、バ

レイショ、トウモロ コ シ、麦類など一般作物栽培を行う集約的な農業に利用されている。 これ

らの短期作付作物栽培は主に中央山地地帯で行われるが、この地帯にはまたリンゴ、ナシ、ス

モモなどの果樹やサトウキビも多く作られている。 また熱帯低地には、バ ナナ、コー ヒ ー 、カ

カオ、サトウキビなどの長期作付作物や短期作物としてはイネが多いことがわかる。 熱帯低地

は比較的平坦な地形が多いにもかかわらず利用度は相対的に低い。 いずれの地域も粗放的な放

牧利用地が農地面積の殆どを占めている。 季節（一 時的）休閑面積が多いのは調査時点で短期

的に作付がないことを示すが、乾期、労力不足などの要因で作付率の低下があると考えられる。

何れにしろ沿海地域、東部地域では開発が遅れ、土地利用度は山地に比べ低い水準にあり、交

通運輸などのインフラ、生産財、労力、機械等の生産手段、技術の研究普及組織、生産物の販

売市場等の諸条件が伴えば開発の余地があると見られる。

1991年の農産物、農業関係資材の輸出入状況は次表のようである。

［輸出］ （単位100万USドルFOB)
一般 農産物計 米 バ ナナ カカオ豆 珈琲豆 ヒマ マ：：：う麻 その他

2851 886 0. 017 715. 9 53. 6 84. 6 0. 0 9. 0 22. 5 
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［輸入］ （単位100万USドルCIF) 

一般 農業関係計 食料 農業・食品用 非食料 農業用

一次産品 農産物 資本財

2253 237 39.5 57.7 101.1 39.3 

輸出産品のその他の中には、 近年飛躍的に増加している欧州向けの花弁（バ ラ、 カー ネ ーショ

ンなど）が含まれている。

4)国立農業研究機関(NARS)の現況

公的試験研究機関としてはINIAP（農・畜産業研究所）があるが、 今年の7月新しい大統領が

選挙されて以来、 公共企業、 機関の民営化を中心とした政府機関の再編成がすすめられており、

農・畜産業省(MAG)の諸部局も全て独立会計企業体化の方向で機構改革が行われている。 INIAP

もチリと同じような公社化、 特殊法人化することになっており、 名称も、 Instituto Nacional 

Autonommo de Investigaciones Agropecuarias として、’'Autonoma (自律的）” の形容詞が

加えられた。 このため、 政府出資基金として、 当初2000万ドル相当の資金がが認められたが、

交換率切下げにより、 現在は半分になってしまった。 それも約束だけで、 未だに実行されてい

ない。 農・畜産業研究所としては組織の中に独立した生産部門を設け、 生産の増加に務める方

針である。 生産物の売却により運営経費の25％は自給可能と考えられている。 その他、 毎年の政

府給付金、 外国からの援助、 民間からの委託試験、 寄付等を募ってまかなっていくことを考え

ている。 研究テーマも優先順位を見直して極力戦賂部門に集中してゆくことを求められている。

輸出作物の開発、 農産工業の振典、 国内消費の充足、 等を重視して行くことになる。

(1) 作物優先度

農・畜産業研究所(INIAP)の公的機関における研究開発戦略としての評価の中で対象となる作

目を優先度の高い順序にあげれば次のようである。

l．乳牛及び飼料作物 2．米 3．硬実トウモロコシ 4．カカオ 5．バ レイショ 6．バナナ 7．軟

実トウモロコシ 8．肉牛 9．珈琲 10．油椰子 11．料理用バナナ 12．大豆 13．アンデス作物

14．亜熱帯果樹 15．柑橘類 16.ワタ 17．大麦 18．菜豆類 19．落葉果樹 20．キャッサバ

21．亜熱帯野菜 22．熱帯野菜 23．豚 24. ゴマ 25．その他の山地豆類 26．寒冷地野菜 27．小

麦

(2)優先研究課題

優先的研究課題としてはつぎのようなものが上げられている。

①生産物の生産性と品質を向上させるための技術の開発 ②ポストハ ー ベスト技術 ③種子生

産④土壌・水資源の保全 ⑤アグロフォレストリ ⑥家畜生産 ⑦先端的バイオテクノロジ 一

研究部門としては課題の整理、 統合に伴う組織合理化は不可避と見られているが、 拠点数と

しては、 現有の次の7地域試験場はなんらかの形で残されると思われる。

• Santa Cata! ina • San to Dorni ngo • Chuquipata 

• Pichilingue • Portoviejo 

• Boliche • Napo 
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農・畜産業研究所 の総定員は664人で、内訳は、上級研究職217、中級研究技術職97、行政職

212、支援部門138人である。 その他外部委託契約要員34、見習い学生41人。

［設置目的］

基本綱領には、任務(mandate)として、 ’'土壌、水文、アグロ フォ レストリ、等の諸資源を

有効活用し、天然資源と環境を保全することを基本として、小、中、大規模農業者の営農シス

テムにおける生産量、生産性を向上するための適正な技術の創造、実証、移転を通して、国民

経済の中での農・畜産業部門の持続的発展に寄与すること’'と定義されている。

［農・畜産業研究所で行う研究の性格］

農・畜産業研究所は、国際的な水準の研究所(CGおよび諸外国の先進研究所）で開発された

諸成果を、エクアドルの農業条件に応用、適応させる研究(Investigacion Aplicada e Invest 

igacion Adaptiva) を主として行う。 即ち、既に存在する知見の実用的な利用方法を発見し、

そうした知見、過程をエクアドル及び生産者の保有する社会経済的条件及び固有な農業生態的

な必要条件に適応する過程であると言える。
応用研究は基本的にmu! tidiscipl inaryなもので、生産者地帯、体系に関する性格解明、診断

をもとに、地域、現場に設けられる顧間委員会および生産者から明確に提示された要求に起源

を発する企画活動によっ て策定された生 産システムに即し、それらを指向したものでなければ

ならない。

また専門研究分野別、場所別テ ー マの相対的優先順位を別表に示す。

表6 INIAP場所， 専門研究分野別の相対的優先順位評価表

場所 約ト ホ、 リーチェ サソク 熱帯 ホ゜ ルト 和キハ゜
タ

専門分野 ドミンコ ‘
カクリナ t ゜ チリソケ‘ t 、 エホ

作物育種 1 1 5 1 1 1 

技術実証 2 2 1 2 7 3 

土壌肥料 6 1 0 3 5 6 2 

作物衛生 4 4 4 8 2 1 2 

種子生産 5 3 2 3 3 5 

家畜育種 3 ， 1 4 4 1 2 ， 

家畜栄養 7 6 1 3 ， 1 0 8 

農林複合 8 1 4 1 1 1 4 1 3 1 0 

栽培管理 ， 5 8 1 1 8 1 3 

家畜衛生 1 1 7 1 2 1 0 1 1 7 

社会経済 1 0 8 6 7 5 6 

水分管理 1 2 1 1 ， 1 3 ， 1 4 
ホ゜ ストハーベスト 1 3 1 3 7 6 4 4 

機械化 1 4 1 2 1 0 1 2 1 4 1 1 

ナホ゜

0

3

1

7

1

2

5

4

2

6

9

4

8

3

 

1

1

1

1

1

 

-140-



5) 国際協力の現況

(1) USA（カカオ病害Escoba bruja抵抗性系統の選抜評価）

(2) USA-Israel-CIMMYT（大麦の葉さび抵抗性遺伝子の導入）

(3) CIAT-IICA（牧草有望系統種子の増殖）

(4) IDRC（キノアの加工調製技術の開発普及及び先住民地域生産物流通センタ ー ）

(5) CI MMYT（トウモロ コシ原生系統の収集）

(6) CIP（基礎研究での協力、零細農家の馬鈴薯生産性向上、アンデス根茎作物の収集評価、種

子馬鈴薯流通情報システム）

(7) COTESU (SWISS)（落葉果樹）

(8) IBPGR（根茎作物の系統同定技術）

(9) CORNELL大（疫病菌の伝搬経路、生態解明）

6) 研究ニー ズ（一 部前記、4) に述べた）

石油資源の枯渇の見通しが強く意識されており、代替輸出産業の確立が求められている。

農業環境は山地、高冷地の条件であり、土壌侵食の問題は農業開発と裏腹であり、持続的開発

の必要性が特に高い。 火山灰土壌が広く分布し、サイクルの短い焼き畑移動農法、過放牧等で

土壌劣化が進んでいて、そうした農地の地力復元技術は大きな研究テ ー マであると考えられる。

7) 共同研究への戦賂的アプロー チ

現在MAG（農・畜産業省）の機構改革が進行中であり、交渉相手そのものが流動的である

ので、情勢の落ち着くのを待っ。 それまでは国際機関を通して協力する。

MAGの他 の行政部局の中には別の特殊法人になる動きも見られ、農地保全を担当している

土壌局もそうである。 手続き上問題がなければ、そうした公社、民間 団体との協力も可能性が

ある。

8) 共同研究実施上の問題点

政治的にはやや不安定であるが、治安上特に問題はない。 首都付近は生活条件、研究環境は

申し分ないと言える。 地方試験場は、まだ生活条件、研究環境条件とも間題が多い。 グアヤキ

ル地域はやや治安にも問題がある。

電話、郵便、FAX通信にやや不十分なものがある。 首都圏でも電話はなかなかつながらないこと

が多いようである。 公立大学は学園紛争が頻発しているようであり、研究環境も十分ではない。

9)共同研究への展望

研究テ ー マは低地熱帯から高冷地まで多様な農業生態環境下のテ ー マについて可能であり、

国際協力としても正当性がある。

NARSの体制改革の進行状況を見ながら可能性を探って行くことになろうかと思われる。
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1 5 ー テッ

l) 政治・経済・民生の動向

チリの北半分は16世紀初めにスペイン人(Conquistador)が侵入するまでインカ帝国の一部で
あった。 19世紀初頭(1818)独立までスペイン総督により支配されていたのは他のラ ・ アメリ
カの諸国と同様である。 経済的には鉱物資源に恵まれ、特に1879年の太平洋戦争で硝石の採掘
権をめぐってボリビア、ペルーと争い大勝して、硝石、銅、鉄など地下資源の豊富な北部砂漠
地帯を獲得して以来、資源大国としての地位を確立した。 国として天然資源立国の意識は現在
でも強く、イースタ ー島や本土の4300キロの海岸線に沿った経済水域200海里はもちろん、
潜在的な可能性をもつ南極大陸の領有権を一 貫して国際的に主張している。 （南極点から放射
する西経53度および同90度の子午線で囲まれる扇形部分で、各国の銀測基地が密に分布する南
極半島部分を含む約125万平方キロ。 アルゼンチン、英国の主張する領土部分と重複する） 又
そうした領土権益を防衛するため、かなり強大な海空軍を保持している。 ボリビアとは領土問
題のため外交関係がない。

豊富な地下資源による経済的発展基盤に恵まれ、教育が振興し、外国からの移民が流入して
人口が増えたが、政治的には私的な利害に支配された小党の分離、離合集散が建国以来繰り返
えされ、安定せず、1930年代頃よりは、左右両努力による政治的、経済的対立関係の中で揺れ
動いた。

1970年にはついに社会党のサルバドール ・ アジェンデが人民行動戦線の統一 候補として合憲
的な選挙によって大統領に当選し、社会主義政権が誕生した。 アジェンデ政権は左翼努力の突
き上げにより、銅鉱山などの外国企業や銀行の国有化、農地解放など急進的な政策をすすめた
結果、アメリカなどから経済制裁を受けたりして経済が混乱し、極左過激分子の活動により社
会秩序が乱れた。

'73年9月、軍と警察が軍事評議会を紐織して武カクーデタ ーを起こし、アジェンデは殺害さ
れて社会主義政権は崩壊した。 ピノチェット将軍を長とする執政評議会が国政の実権を掌握し、
政党活動を禁止し、左翼活動を徹底的に抑圧した。 ヒ°ノチェット政権は、81年3月新憲法を発効
させて憲政復帰の形をとったが、軍部の政治介入権を認めた憲法を楯に、強権政治を続けた。
89年8月憲法改正の国民投票および12月の大統領選挙で16年ぶりに民政に復帰した。

経済的には自由主義路線を推進し、破産状態を脱し経済回復の道を進めて、現在チリは南米
の中では最も安定的に発展している経済を形成している。 現在検討が進められている北アメリ
カの新しい自由貿易経済プロック（米、加、墨） （NAFTA, North American Free Trade Associ 
at ion?）に参加する可能性のある国の筆頭に上げられている。

人口は1339万人(1991)、増加率1. 7%、 1人当りGDP2388ドルである。 人口はスペイン系、欧米
系がほとんどで、 純系先住民は5％に過ぎない。 農業雇用人口は60万人で、労働人口の18％を占め
ている。

経済は鉱産品の輸出に強く依存する構造で、GNPに占める農業の割合は8％程度で変化が殆ど無
い。 輸出農産物の主なものは果実（ブドーを主とする）、菜豆、羊毛、羊肉、木材である。

担当：石原 修 一
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輸入品は石油、 資本財、 消費財（小麦、 粉乳を含む）で、 インフレ率は20％前後である。

2)農林業動向

(1)土地資源

表1 農耕地等の変動（千ha)

総面積 土地 耕地 耕地 永年 永年 森林 其他 潅漑

年次 万km2 面積 計 作物 草地

75 75. 7 74.88 4118 3920 198 12200 8680 49882 1242 

80 4234 4020 214 13000 8680 48966 1255 

85 4344 4116 228 13250 8800 48486 1257 

90 4526 4276 250 13500 8800 48054 1265 

(2)人口

表2 経済活動人口

年次 総人口 農業人口 経済活動人口 農業人口の

計 農業人口 占める割合％

75 10350 2088 3257 642 19. 7 

80 11145 1876 3677 604 16. 4 

85 12121 1783 4186 601 14. 3 

89 12961 1709 4579 589 12. 9 

90 13173 1691 4672 585 12. 5 

91 13386 1675 4763 581 12. 2 

(3)農業生産指数

表3 食桃・農業生産指数等の変動 (1979-80=100) 

'80 '81 '82 '83 '84 '85 '86 '87 '88 '89 '90 '91 

食糧生産指数 98 106 104 99 105 106 112 115 123 132 136 141 

農業総生産指数 98 106 104 99 105 106 112 115 123 131 136 140 

穀物生産指数 102 87 83 80 122 137 158 169 167 187 177 170 

一人当り農業 98 104 101 94 98 98 101 103 108 113 115 11 7 

総生産指数
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(4)主要農産物生産状況

表4 農畜産物生産状況 （千ha、千MT)

1979-81 1989 1990 1991 

品目 面積 生産量 面積 生産彙 面積 生産量 面積 生産量

穀物計 820 1742 804 3148 823 2981 707 2866 

小麦 513 882 540 1766 583 1718 466 1589 

米 40 125 43 185 33 136 30 11 7 

トウモ正1 シ 124 471 125 938 101 823 100 836 

馬鈴薯 87 894 63 882 55 829 59 844 

豆類 203 1 71 100 105 105 122 129 159 

菜豆 113 113 63 73 69 87 88 119 

工ソドウ 17 13 7 6 6 7 6 5 

t3コマメ 18 ， 8 4 ， 6 12 ， 

tうマ｝ 50 25 15 8 14 8 15 12 

菜種 43 55 61 113 32 53 29 58 

果実

葡萄 118 1067 118 1037 120 1171 106 1130 

禾フL J 42 126 140 163 

桃 104 212 215 180 

柑橘 127 177 204 210 

林檎 251 723 632 760 

てん菜 21 858 52 2810 43 2326 39 2150 

家畜頭数 (1000頭、 100万羽）

馬 450 500 520 520 

牛 3650 3330 3404 3300 

豚 1068 1400 12 51 1300 

綿羊 6059 6600 6650 6650 

山羊 600 

鶏 18 26 27 29 

3)農林業技術動向

チリは南極大陸とイースタ ー 島等の離島を除き、 南緯17. 5度～56. 0度の間に南北約4300kmに

わたり細長く伸びた南米の太平洋岸の国で、 陸地面積約75. 6万平方キロを 占める。 東側は高度

3000m級のアンデス山脈、 北部は乾燥砂漠という自然障壁によって陸続きの隣国のアルゼンチン、
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ボリビア、ペルー等から生態学的に隔絶された環境に置かれている。
降水最は南に行くにつれ増加し、100"-'3000mm／年である。 中間地帯では乾燥した夏と涅潤な

冬のある地中海性気候である。 首都地域を含め、北から順次番号を附けた13の行政地域(regio
n) に別れている。 29度S付近以北の第 l~III地域は殆ど砂漠環境で、銅鉱石、チリ硝石等の鉱床
が豊富に分布し、農地面積は0.5％に過ぎず、河川沿いの狭い揚所に限定される。 国土面積の35
％を占めるが居住人口は6. 8％である。 南端部の2地域 (XI,XII) は通年的に降水量が多く、冷涼で
30％の面積があるが、1.6％の人口が居住するのみである。 マゼラ ン海峡沿いの低平地自然草地に
綿羊、肉牛の放牧畜産がみられるほかほとんどが森林面積である。 残りの中央部の1/3の国土 （
IV~X地域）に人口の92％が居住し、農耕地の91 ％が分布している。 この部分は一 般的に土壌が肥
沃で、潅漑水源としてはアンデスの融雪水が豊富に得られる。

土地資源の内、農地は510万ha(6. 7%）、牧野850万ha(11. 2%）、森林1150万ha(15.2%）の割合で
利用されている。 農地の内、120万haが潅漑地である。 集約的に栽培利用される農地286万haの
作目別内訳は、一 般作物123万ha(43%）、改良草地131万ha(46%）、野菜8.7万ha(3%）、果樹12. 4万
ha (4%）、ブドー12.6万ha(4%）等である。

農林業生産は多様な自然立地条件を利用し、各種の作物、家畜、林産が各地域別にほぼ特化
して生産 されている。 全体として東西の横断面で見ると東にはアンデス山地(cordi I ]era)が、
西側には海岸と並行に標高1000m程度の海岸山脈が走り、アンデス高地との間に中央凹地平野（
val le central)と呼ぶ幅50km前後の平坦地乃至緩やかな傾斜をもった丘陵地が南北に広がり、
所々でアンデスと海岸山脈を連結する山嶺が横断している。 北部の熱帯高標高地草地ではアル
パカ、ジャマなどの放牧生産が特産物となっている。 中央平野は、小麦、トウモロコシなど普
通作物に加えて潅漑施設を備えた集約的な園芸作物栽培を含む主要な農業地帯を形成している。
首都圏付近は生食用ブド ー、オレンジ、マンゴー、チェリモヤなどの熱帯果樹が、南に行くに
つれ、 リンゴ、スモモ、醸造用ブド ーなどが多くなり、第VII地域のタ ルカ周辺がこうした落葉
果樹栽培の中心地となって、 ワイン工場、選別・包装工場等、加工流通企業の諸施設も発達し
ている。 海岸山脈と太平洋の間の概ね急峻な段丘部は天水地帯であるが農業的生産力は低く、
第v及び首都地域以北の北部ではサボテンや有刺のアカシア類などの低潅木を混じた叢状サバン
ナ性原野で、粗放な放牧利用が行われ、それより南の第VII、VIII地域のコンスチチュシオン、
コンセプションを中心とした南部では、混合農業、牧野畜産とともに山地部分を主体にラ ヂア
夕松(Pinus radiata)、ユ ーカリ種(Eucalyptus)による人工造林地として利用されている。 3.
7 度S以南の第IX,X地域は、改良草地による牛、羊の放牧畜産を主とし、麦類、馬鈴落、テンサ
イなど冷涼地作物が作られている。 ソラ マメ、ルー ピン、レンズマメなど雑豆類も小農用自給
タ ンパク源作物として注目し研究されている。 ジュース、ジャムなど加工用として、ブラ ック
ベリー、ラ ズベリーなどキイチゴ類も輸出用新作物として導入研究が進められている。

経済体制は自由市場制で農産物価格等でも関税や奨励補助金等の制度的介入政策はとられて
いないので国際的な自由競争にさらされている。 したがって、企業的な経営では、国際的競争
カのない穀類などの伝統的な作物よりも、国内市場または海外に輸出して現金収入の見込める、
経済的比較有利性の優れた果樹、野菜などの戦略的作物の生産技術に対する研究開発の指向が
強い。

市場からの遠隔性というハンデイにもかかわらず生鮮作物の輸出が可能である主要因は、比
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較的豊富な低賃金労働力の存在という社会的要因ともに、南半球にあって北半球市場の端境期

を狙えることと、前記の生態的に孤立隔離した環境で輸入検疫対象の病害虫の防除が徹底でき

ることにあると言われている。 その環境を守るため、動植物検疫体制は厳重である。 例えば、

国外からの遺伝資源導入のための隔離検疫処理施設をJICAの協力で整備している。 またボリビ

アから馬鈴薯を陸路で輸入しているが、シストセンチュウ防除のためのcheckpointが幹線道路

の要所に設置され、検問を実施しているのが実見された。 また、輸出農産物の栽培に際しては、

規定された手順による防除処置が輸出対象国側から示され、 それに従うことが必要とされてい

る。 なお、数年前に北米市場でチリ産生食ブドーから青酸化合物が検出された問題は、チリ側

関係者の間では、競合関係にあるカリフォルニアの業者による策謀で食品医薬局 (FDA) のデー タ

が操作されたものと信じられている。

伝統的作物の生産技術の改善に関しては、食料の国内供給能力の確保、 自給的小規模農家の

生活向上の見地から必要とされ、大・小麦、燕麦、 ライ小麦、トウモロ コ シ、稲、菜豆類、エ

ンドウ、ルー ピン、 レンズマメ、 ソラマメ、テンサイ、菜種、バ レイショ等の品種改良、栽培

技術の改善の研究が行われている。

4)国立研究機関(NARS)の現況

(1 )農・畜産業研究所 (INIA) : Instituto de Investigaciones Agropecuarias 

公的な農業研究所としては農・畜産業研究所 (INIA、Instituto de Investigaciones Agropec 

uarias) がある。 法制的には一 種の特殊法人的な機関で、構成の母体としては、農・畜産業開発

研究所 (INDAP) 、生産振興公社 (CORFO) 、チリ大学、チリ・カトリック大学、 コ ンセプション大

学の5機関があり、これらが土地、建物、要員等諸資産を提供して全国の各地に試験研究施設、

農場を設立したもので、設立理事会はこれらの母体機関によって構成される。 実際の運営委員

会 (Consejo) は、農業大臣、農・畜産業研究所長、 研究予算担当次官等行政府の代表の他、民間

の農業者協会の代表、設立母体大学代表、等によって構成される。 サンチアゴ市に管理本部が

あるほか、次の6地域試験場，7試験地、 2事務所を運営している。

①地域農試配置

Norte (Vicuna,30度S、1 991 年創設、I~IV地域対象、1 7"-'32度S)

Los Vilos 

La Platina (Santiago、23度S、地域としては主としてV~VI、首都圏地域、32"-'35度S、

が対象であるが、他地域試験場でカバーできない分野は中心場所として対応する）

La Cruz Los Tilos Hidango 

Quilamapu (Chillan、36. 5度S、VII,.,._,VIII地域対象、35~38.4度S)

Cauquenes Human 

Carri 11 anca (Temuco、38. 7度S、IX地域対象、37. 5~39. 5度S)

Remehue (Osorno、40.6度S、X地域対象、39. 3~44. 1 度S)

La Pampa Coyha i que事務所 Chi Joe事務所

Kampenaike (Punta Arenas、52. 7度S、XII地域対象、48~55度S)

要員は約1 300人（専門職200、技術補助職1 80、行政職200、労務職700、その内約2/3常雇い、
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1/3臨時）。 年間予算1700万ドル(15-18百万ドル）。 予算の内政府会計から50％支出されるが、残

りの50％は研究所自体で調達しなければならない。 そのため、試験場の農場で生産する、果実、

野菜、穀物、種子、牛乳、牛肉、羊毛、羊肉等の生産物の販売収入が主要な財源になる。 全体

で約19,000haの用地がある。 その大部分はマジェラン海峡近くのKampenaike試験場の15,000ha

の放牧用原野である。 その他、Quilamapuに600ha、Carrillancaに500ha、Remehueに500ha、La

Pampaに600ha、La Platinaに400ha、海岸試験地に2000ha等となっている。

②機構

INIAの機構改革に際し、1986年3月に施行した農・畜産業研究所の運営規則には以下の三つの基

本目標が上げられている。

（イ）技術の創造、適応、および移転により、全国の農・畜産業の生産量の増加に寄与すること。

(ll)あらゆる種類の試験研究・調査、または便益の提供により、農畜産物の工業的変形(trans

formacion industrial)または種々の価値を添加する工程の開発を振興支援すること。

（ハ）農業部門から発生供給される諸資源の利用の改善に役立つ多様な方法を開発して、一般的

に国民の栄養条件を向上させるよう努力すること。

この三つの目標を達成するため次のような具体的な目標または課題を設定している。

③技術開発・移転

以下の諸目標達成に寄与するために必要な技術を開発、適応、移転する

（イ）農・畜産業および農村部門の開発

(n）基礎的食糧の国内自給

(1ヽ）輸出用農・畜産物の増産と品目の多様化

（二）環境の質の保全と改善

（ホ）農村および全国の住民の生活条件の改善

（へ）非再生エネルギ ー源の節約および置換

（チ）政策企画および地域・全国の農業開発に関与する諸機関に必要な情報を提供すること

（リ）国際的に見て農業分野で起こっている科学的技術的進歩を理解し、導入するため、INIAの

擁する人的資源および保有する施設を維持管理し、改善し、強化すること

④行動計画

以上はチリの農業を適正に発展させようとするための目標であるが、それらの具体的目標を

達成するため、次のような事項を行動計画の基本として実施している。

（イ）実際に推進しつつある研究課題を全国的ならびに地域的な最新の諸参考指標に合致させ、統

合し、最新のニ ー ズに対応したものにすること

(n）チリの農・畜産業における新規開発分野のフィ ー ジビリテイ ーの検討を、特に輸出の可能性

の高い分野を重視して行う。

(,ヽ）国際的水準で開発された最新の諸知見を、迅速性、機動性のある方法でINIAの事業の中に取

り入れる。

（二）多様な階層の農業者の生産効率を向上させるため、生産費を低減し、それぞれの作目や営農

の諸場面を改善するための方法を研究する。
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（へ） 小規模農業者を特 に 重視し、生産システム に 関する知見とその運営を改善するための研究課

題を新規 に設定する。

（ 卜） 様 々 の種別の農業者 に 適合した技術の移転事業に関する統合化と最新化。

（チ） 自給的 零細農家と企業的農業者間 に存在する大きな技術的ならび に 生産効率上の較差を減少

させる こ と を 目 的とした、小規模農業者 に 対する技術移転事業の拡大強化

（り INIAとINDAPの 問での協定に 基づき実行される諸活動、特 に 後者が契約する技術支援公社 （

Empre sas de Asiste ncia Tecnica) の普及員の能力向上のための事業を強化する。

以上の方針からわかる通り、INIAの任 務としては試験研究のみでな く 、小規模農家に対する

技術移転のための普及活動も重要な役割として強調されている こ とがわかる。 これは一 つには、

こうした民政福 祉対策的な 目 標を掲 げる こ とで、全体として 独立企業体経営の原理を標榜す る

中 で、50％は政府財政の支援を得な ければならない こ とを正 当 化する根拠を打 ち 出しているもの

と考えられる。

1 9 91 年度実施した作物別、 専門別研究課題分野は以 下の通りである （西語アルフ ァ ベット順） 。

稲、バイオテク ノ ロ ジー、大麦ー 燕麦、生態と生産、応用 昆虫学、土壌肥沃度、植物病理、

果樹および葡萄、野菜、子実用 豆類、ト ウモ ロ コ シ、雑草防除、油料作物、馬鈴薯、ポストハ
ー ベスト、草地、牛 肉 生産、牛乳生産、綿 ・ 山 羊生産、遺伝資源、潅漑排水、小麦。

また、普及事業関係では、経 済、広 報、技術移転

研究支援部門では、生物計測、計算機及び情報処理、情報及び文献調査整理等が実施項 目 であ
った。 組織の構成 図は概 略 次頁のよう になる。

⑤地域農試の研究課題例

また地域農試で実施している課題の例を挙 げると下記のようである。

（イ） Norte地域農試

河川 沿岸の潅漑農地での果樹及び野菜栽培関係の課題 (p e pino dulce の地方 系 統、生食

用 ぶ どうの品種適性の評価、栽培法の改善、水管理、虫害防除、機械化露地栽培アーチチョ

ー クの栽植密度、高度管理技術条件下の交雑露地栽培トマトの特性、ニンニ ク、アスパラガ

ス の適性品種の選定、ハ ウス、トンネル、マルチ等資材を用いた キュ ウリ、トマト、メロ ン、

ピーマン、インゲン等の栽培にお ける技術パッケ ー ジ等） や、非潅漑地では羊、 山 羊の生産

（章地生産、 山 羊 乳生産） に 関 する課阻を研究 して いる。 そ の他、 虫 宮の 同 定 防 除 （トマ

ト、りん ご、ぶ どう、もも、馬鈴薯等） 、潅漑排水 （ぶ どうの施肥量、水管理、点滴潅漑）

の課題がある。 また こ の試験場構内 には、砂漠の乾燥した気候を利 用した J I C Aの ジーン

バンク ・ プロ ジ ェ クトの地下室式種子貯蔵施設が1 9 91 年 に 設置され、選伝資源に関する国際

セ ミ ナーが開催さ れ た 。
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図 1 農畜産業研究所 (IN I A) の組織構 図
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(11 ) L a Plat i n a 地域農試

(a) 子実用豆類 菜豆 ： 国内消 費用品種の遺伝的改 良 (CIAT と の共 同 研究でチリ型品種、
Coscorron と Tort olaの改 良を進めている。 高 収 量 、 機械化 収穫適性、 ウイルス病抵抗性 、

早生化 、 耐 旱 性等の形質が 目 標） 。 1 990年 に 収集した 国内遺伝資源系 統の特性評価 （生育

環境、 花 器 、 包 葉の色 、 葉 、 茎 、 種子等の形 状 区分、 等の遺伝的多様性 に 関 する知 見の累
積） 。 CIATでは 同 一 種子を長期 に保存する。 葉モザイクウイルス等の 同 定と菜 豆 系 統の罹

病性評価。 丸型 白 色 種 、 長型 白 色 種の収最 向 上。

ヒ ラ マ メ ： 分離世代 に お け る さ び 病抵抗性の評価
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ヒ ヨ コ マ メ ： 半乾燥地帯 で の 天水栽培 に 適 し 、 輸 出 向 け と し て 有 望 な 大型種子割 合 の 高

い 2 系 統 の 種子増殖

ソ ラ マ メ ： 半乾燥地帯 に 適 し 、 輸 出 向 け に 明 る い緑色 を し た 大粒種子 を 生産す る 系 統 の

同定。 優 良 品 種 「 ポル ト ガル ー I N I A 」 の 選 抜 に 成 功 。 ウ イ ル ス 病 の 同 定 と 発生生態 の 解 析 、

種子伝染等伝染経路 の 解 明 。

(b ) 馬 鈴 薯 冬期 栽培 の 可能 な I V - V I I 地域 の 多様 な 農業生態型 に 適 し た 系 統 の 選抜 が 主 目 標。

C I P と 共 同 研究。 初年度4 0 0 、 2 年 目 2 5 、 3 、 4 年 目 1 4 系 統 の 評価選抜 を 、 8 ヶ 所 の 試験 地 で 行 う 。

有 望 高 次世 代 系 統 の 栽培 試験 （施肥、 密度） 。 生食用 な ら び に 加工用 品 種 の 普及 に 関 す る

社会経 済 的 要 因 の 解 明 。 圃 場 、 ガ ラ ス 室条件 で の 各地起源系 統 の 生態特性 評価。 TPS （真性

種子） の 後 代 の 特性評価 を 行 い 、 微小塊茎 (m i n i t u b e r ) 種子 を 生産す る た め の 苗床栽培 で の

生 育 収 量 と 、 同 じ種子 を 苗床 育 苗 し た 後 圃 場 に 移植 し て 直接実用 栽培す る 場 合 の 生 育 収 量

の 関 係 を 比較す る 。 廿藷 の チ リ ヘ の 導入促進 の た め の 試験 （現在S O h a し か栽培 さ れ て い な

し ヽ ）

( c ) 野菜、 ニ ン ニ ク 、 ト マ ト 、 玉葱 が 主要 な 対象作物。 玉 葱 の 種 子 の 増 殖 、 処理技術。 D e l i a

a n t i g u a （苗床 虫 害） の 動態。 ニ ン ニ ク 原種種子の 生産。 保証。 分裂組織培養 に よ る ウ イ ル

ス フ リ 一 種 子 の 生産。 ト マ ト の 改 良。 線 虫 抵抗性 の 導 入。 メ ロ ン 、 ピ ー マ ン 、 ト マ ト な ど

の 低温 害 回 避 の た め の 被榎、 マ ルチ資材 の 利 用 。

コ レ ラ 汚染地 区 で の 代替作物 の 選定。

(d) 果樹 西洋梨の 台 木 の 選定。 密植適性。 熟期。 品 質。 東洋梨 の c i a n am i d a h i d r o g e n a d a  ( 

水酸化 シ ア ナ ミ ド 開 花促進剤） に 対す る 反応。 ピ ス タ チオ の 品 種比 較。 イ ー ス タ ー 島 に

お け る バ ナ ナ 、 パ ッ シ ョ ン フ ル ー ツ の 導入 試験。 パ イ ン の 栽培法 の 改 良。 Dys p y r o s d i g y 

n a 、 珈琲 、 茶 の 系 統比較。 ぶ ど う の 改 良。 胚 の 再生技術 に よ る 種 無 し 系 統 間 の 交雑 育 種。

ギベ レ リ ン に よ る 果実 の 肥大化。 線 虫 害 の 解 明 。 抵抗性 系 統 の 評価。

( e ) バ イ オテ ク ノ ロ ジ ー な た ね に お け る 半数体化 技 術 の 確 立 と 小麦へ の 適 用 （ 日 本 の 援助） 。

染色 体計数法 の 確 立 。 ア ー チ チ ョ ー ク 、 ア ス パ ラ ガ ス な ど の 大 最 増殖技術。 ニ ン ニ ク の 大量

増殖 と ウ イ ル ス の 検 出 。 廿藷系 統 の i n v i t r o 遺伝子バ ン ク の 確 立 と 増殖 (C I P と 共 同 研究） 。

J I CA プ ロ ジ ェ ク ト に 依存 し て い る 部 分 が 多 い 。

そ の 他、 応用 昆 虫 、 植物病理、 雑 草 防 除 、 穀類の ポ ス ト ハ ー ベ ス ト 、 遺伝子資源、 草地、

乳 牛 、 肉 牛 、 緬 山 羊 等 の 家 畜生産 、 生態 型 と 生 産 、 土壌肥沃度、 潅漑排水、 生産経済、 等 ほ

と ん ど の 分 野 の 課題が実施 さ れ て い る 。

(2 ) 森林研究所 ( I NFOR , I n s t i t u t o  F o r e s t a ] )  

構成母体 は 、 CORFO 、 と I NDAP で 、 1 9 6 5 年 に 出 来 た 。 設立 目 的 は 、 技 術 の 創 造 、 適応 、 生産

部 門 へ の 普及 に よ り 、 国 の 森林 関 連産業 を 振奥 し 、 発展 さ せ る こ と に あ る 。

サ ン チ ア ゴ に 本部 が あ り 、 支所が コ ン セ プ シ ョ ン に あ る 。

紐織構成 は 技術 関 係 部 と し て 4 部 よ り な る 。

・ 経 済調査部

• 林産産業部

• 森林資源計測 評価部 ( I nv e n t a r  i o s  F o r e s  t a 1 e s ) 

• 林業部 (S i l v i c u l t u r a ) 
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林業部は人 工造林地並 びに 自 然林地が研 究対象。 目 的は、遺伝 的 な 改 良、植物生産、森林の

造成、管理技術により 自 然林の資源量を改善、増強することである。

首都圏に試験施設、苗 圃があるほか、全国に試験センタ ーがある。 そのう ちでも、第V I I I 地域

にあるAn t i qu i na セン タ ーが傑 出している。 研究員数1 9名 、補助職5名 、秘書3名 主要研究課題

は次のようである。

① 優良樹種蒋入

林業活動に伴う生産面でのリスクを分散させ得るような林木 複合体 (f orest mass) を確立する

ため、全国の異なった地域の造林に適した 経 済 的 有 用 樹種の選定。

② 各種樹種の遺伝 的 改良

遺伝的選抜によ り 林木の生産性を向上する。 こ れ までEuca l ypt us属の改良によ り かな り の成

果を挙 げて来ている。 ユ ーカリは全国に分布する多様な土壌気候環境に適応性があり、新しい

地域の造林開発に利 用でき、高生産を挙 げるための造林技術の研究に適している。 ユ ー ザーと

して民間業者、中小規模地主、がある。

国内に、遺伝 的 改良協同 組合があり、他の主要な林産企業とともに構成メンバ ーとなっている。

③ 人工造林地の管理

ラ ジア タ 松、ユ ーカリな どの樹種林の生育に 関 する電算機モデルを開発する。 造林地の管理

技術を最適化して収益を最大化する。

④ 乾燥・半乾燥地帯開発のための林地造成

適 正樹種を選定し、その定着と管理のための技術を明らかにしてチリの乾燥・半乾燥地帯に

お け る林業開発に資す る 。 天然資源とその再生、管理、生産性に 関 連した研究も行う。

⑤ 人工林地の確立

異なった地域での造林地の確立のための技術開発。 苗 圃場、施肥、除草剤施用な ど。

1 9 9 1 年度実施課題名

（イ） ユ ーカリ属の林業的管理 （選定優良種栽植林での収量支配要因としての密度、施肥、新芽

管 理等の管理技術の検討）

(u) ラヂア タ 松造林地の集約 的 管 理

（ハ） 有 用 樹種の遺伝的改 良

(:::.) 2 次輪 換林の収量 向上のためのI nsigneマ ツ 残潅の利 用

（ホ） ユ ー カリ属 樹 種の導入

（へ） オ レ ゴン松、およびセ コ イ ア人 工造林地の管理

（ 卜 ） 針 葉樹種の海入

（チ） Acas i a melanox ylonによる人 工 造林

（り X I 地域にお ける森林土壌復元のための林業 的技術

（ヌ） 種 々 の 自 然 林類型にお け る林業的管理

(Iv) チリ中部地域の乾燥 ・ 半乾燥内陸部の林業的開発

（ヲ） 山 火事の防除管理

事 業実施のための財源としては、一部 ま たは全部、CORFO （生産振奥公社） に依存している。

ま た、ユ ーカリの遺伝 的 改 良、乾燥 ・ 半乾燥内陸部の開発等の課題はカ ナ ダの国際 開 発研究セ

ン タ ー ( I DRC) の種 々 の援助計画 によって支援されている。
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その他の課題 、 例えば、 山火事管 理 、 松造林地の集約管 理などは、 民間の主要な林産企業の
拠出金に依存している。

5)国際協力の現況

( 1 ) IN I A 
国 際 協カプロ ジェク トの 中 で 最も規模の大 き いのは、 現在進行しているJ I CAの遺伝資源保存

プロ ジェ ク トである。 各地から収集した遺伝子資源を保存するため、 冷蔵空調機器を備えた施
設を、 Vicuna、 La Platina , Quilamapu , Carrillancaの各地に設置した。 又 、 La Platina 
には、 導入後の検疫監視施設の建設をほ ぼ完 了し、 稼働を 開 始しよ う としている段階にある。
8 9-9 1 年に 日 本側はus $ 1 , 1 49 , 1 93 、 I NI AはUS $58 1 , 9 86を投資した。 鈴木 茂リー ダーの他 、 野
菜病理の専 門 家、 調整員等が長期専 門 家で派遣 さ れている。 菜種の半数体育種、 牧草の遺伝的
改良 、 遺伝子保存、 野菜品種改良のための実験室技術の移転 、 ジ ーンバン ク の管 理 、 小麦の改
良 、 遺伝子資源の検疫、 絶滅作物Bromus mango 野生近縁種の探索等資源の収集等の課題を実
施している。

I I CA（汎米農業協力研究所）とは国内における技術移転事業の体制整備関連の協力を行って
いる。 I I CAはまた、 南米南部諸国間の研究技術情報交流組織PROCI S UR (Programa Co operativo 
para el Desarrol lo Tecnologic o de ! Cono Sur)の運営に関し、 総合的な支援を行って国際交
流の促進を行っている。 南米北部諸国については同等の組織としてPROCI ANDI NOがある。

1 9 9 1 年 1 1 月ブラ ジルで 開かれたPROCI SURの第 4 回 運営理事会で 、 同紐織が取り扱 う 課題とし
て、 新たに、 遺伝子資源、 作物保護、 天然資源と持続性、 バイオテ ク ノロ ジ ー 、 農産加工業、
体制開発の分野の問 題を加える こ とになった。

PROCI SUR事務局はまた、 I SNARが 「研究の企画、 実施、 評価」 に関し勧告している所に従い、
国際開発銀行 (B I D)の資金援助により、 植物の種の多様性保護に関する文書作成のため、 専 門 家
会議を 開 催する こ とになっている。

その他、 2国間協力案件としてはアルゼンチンのI NTAとの間に科学技術協力協定が調 印され
ていて、 現在中身の検討を行っている。

FAOとの問には様々な協力関係がある。 草地飼料作物分野では永久的援助を受けていて、 Med
icago polimorphaの収集と特性解 明のほか、 南部地帯でのいくつかの事業をアルゼンチンとの
専 門 家交流を通して行っている。 実際に、 「南部地帯およびパタ ゴニ アにおける牧野資源に関
する研究 グループ」 を組織する案件の検討が進行している。

近年小麦にPulgon ruso （ロ シ ア ・ アブラ ム シ orア リ マキ）が侵入して以来、 I N I Aの要請に
より、 チリ政府とFAOは こ の害虫 に対する研究活動を強化するための協定を調 印した。

その他様々な国際会議、 ワー ク ショップヘの参加を、 FAOとの協力で行っている。 A I EAとも
協力協定があり、 「 土壌／植物の生産力研究のための放射線同位元素の利 用に関する研修会」
等を 開 催している。

CI MMYTとは、 小麦、 トウモロ コ シ 、 大麦 、 ラ イ小麦の改良と栽培に関し、 研究協力を行って
いる。

CI A'「とは、 菜豆、 稲の改 良事業の分野で 協力している。
CI Pとは、 1 99 1 年に ［ チ リ 及び南米南部地域諸国にお ける馬鈴薯および廿藉の科学協力のた め

-152-



の地域プロ グラ ム ］ を締結した。 C I Pは主任研究 員 1 名 、 補助研究員 2 名 を配置し、 Remehue、

La P l atina、 及 びNor teで研究を実施している。 在来法お よ び革新的方法に よ る遺伝形 質の改

良で、 高品質 、 高 収 量 、 高 抵抗性の品種、 栄養系統を創出し よ うとしている。 またチリにお け

る廿藷に 関 する栽培、 品種、 利 用 、 流通お よ び社会経 済的診 断 、 等に関 する研究協力も行う こ

とになっている。

その他のCG I AR機 関 等とも協力 関 係がある。 ! CARDA, IRR I ,  I CR I SAT, IBPG R, I SNAR, IFDC, 

I DRC, 

また 、 外国の様 々 な公的機 関 、 大学、 民間機関とも 種 々 の契約を結 んでいる。

それらは、 ICI （スペイン） 、 British Counci l (U. K. ) ,  CIRAD （仏） ， 等である。 特にフランス

との案件は貧 困農村での農業開発展示プロ ジ ェ ク ト、 技術普及資料の出版 、 広 報 、 融資資金の

供 給源の解 明等があり、 INRA （農学研究所） との協力も検討中である。

(2) I NFOR 

上記カナ ダ I DRCとの協力の他に、 資源計 測 部 でJICAが協力し、 リモセン等の手法で 、 VI II、

IX地域にお ける資源分布地 図の作成 技術な どの移転が行 われた。

また 、 ユ ーカリ樹種の尊入については、 民 間 レベル中心であるがオーストラリアとの 関係が密

接な よ うである。 主要な森林資源地帯は温帯南部で 、 ドイ ツ 移 民が多い地域であり、 I NFORのみ

ではな く 、 教育 関 係では ドイ ツとの交流が活発である よ うに見受 けられた。

6) 研究ニー ズ

バ イ オ テク ノ ロ ジーな ど 先端的分野、一 般的な農業生産技術や加工流通技術上の研究問題の

他に、 地球環境保護的な研究問題として、 北部の半乾燥地 帯な ど 限界地の環境資源保全 、 農林

業の 開発に係 わる技術問題 （荒廃原野の 回復技術 、 土壌資源 評価、 水文資源管理、 乾燥地の草

生 ・ 造 林 技 術 、 傾 斜 畑 地 、 草地の資源管理） な ど 、 未 開発の分野であり研究協力の窟義が大き

いと見られる。 また 、 近年 日 本の製紙企業が南部の温 帯 、 亜寒帯原生林の木材を伐採しチップ

として輸出する量が増加しており、 原生林環境管 理の視点からの資源評価、 保全な どに関する

研究が必要と思 われる。

伝統的作物から輸出に適し た 新作 目 への転換の必要性が強 く 意 識 さ れており、 新資源作物の

開発、 栽培法の確立等の課題にニーズが存在する。 野菜 、 果樹作、 工芸作物等の分野での貢 献

が必要。

また 、 農産物の市場流通性の向上、 付加価値の増大を 目 標とする類似した 背 景から、 公的研

究機関での農産物の流通加 工分野の研究の拡大 強 化の必要性が強 く 意 識 さ れている。

伝統的作物の中では稲は、 チリでは南部の寒冷地帯の低涅地が主産地であり、 冷 温 帯 向 け の

耐寒性品種の 開発が必要と さ れ、 協力すればわが国の研究蓄積が直接 応 用 出来る分野と思 われ

る。

7) 共 同 研究への戦略的アプ ロ ー チ

l N l A、 l NFORの 当 局と接触を諏 ね 、 研究課題 を 選 定して協定を結 ぶ。 CG 機 関との提携はチリで
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は必要ないと考 えられる。

多 く の国外の機 関との既存の協力関係があると見られ、私企業化原理のもとで合理化した要

員 配置状況から言って、適 正なc/pの配置が 困 難な状況も想定されるので、協力陣容の選定には

十 分に事前の検討考 慮が必嬰である。

外国プ ロ ジ ェ ク ト 及 び J I CAプ ロ ジ ェ ク ト との重複を避 ける分野を選ぶ。 J I CA協力との 内 容の

差 異を先方に十分に理解させる。

8)共 同 研究実施上の 間閣点

（受 け 入れ姿勢、治安） 日 本はチリにとって太平洋の対岸にある貿易 相手国として、輸出で

はアメリ カ に ついで 2 番 目 の顧客国であり、移住者の受 け 入れの歴史はないが現在は親 日 的で

あ る 。 I N I Aでは遺伝資源プ ロ ジ ェ ク ト の経験実績から、 日 本の技術水準に対する信頼性が高い。

サンチアゴ 圏 以外の研究所、大学でも 日 本の協力を切 望しており、一般的生活条 件、気候条

件、治安条件は他の地域も含め、最高 水 準にあるのではないかと思われる。 インフ レ率も比 較

的健全。

（補給、ア クセス） 問題は遠隔国であり、commu nication, logisticsの点で不利 である。 電話、

郵 便，FAXは 間題無い。

（対象地域としての妥当性） 主要な農業地帯のほとん どが温 帯地域にあり、熱帯は北部の砂

漠地帯の半分が属するだ けである。

（協力効果） 国 自体の科学技術教育 レベルは高 く 、効率的な協力ができると期 待できる。 経

済 の発展性の展望も 明 るい。 しかしそれ故に また、民政福 祉的視 点からみた援助の必要性 には

疑 問があるとも言える。

人 口 が比 較的小さ く 、ペルー (2200万） より少ないが、 パラ グアイ (400万） 、 ボリ ビア (700万）

よ り 多い。

（語学適性） 最低限サバイバル レベルのスペイン語の習 熟は必要。

9) 共 同 研究への展望

チリとの協力が実現すれば、従来の熱帯農林業のみでな く 、温 帯地中海性気候農業や、寒帯

の森林 帯 に およぶ ， 温度， 地形， 土壌， 水 文 ， 日 長等の要因的に多様な 自然条件 下での農林業

の技 術研究協力の蓄積が可能となる。
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ーe 国男I」要糸勺

各国の農林業 技術ー研究動向 （そ<T.> 1) 

国 名 政治・経済・民生の動向 農林業動向 農林業技術動向 国立農業研究機関(NARS) の現況

インド I. 1947年にイギリスから独立
2. I 991年ラシ•-7••カツヅ—元首相暗殺され、

ナうシマ ・ うオ首相が経済自由化にのりだす
3. 人口 8億4000 万人、 増加率 2. 5%、

国土 328 万km氏 GNP 350$／人
経済成長率4. 9%、イソ7レ率 9.3%、

4. 貧富の差、 宗教対立などの問題がある

I. 耕地 1億6535 万ha(50%），草地I,207 万ha
(4%) ，森林6,727 万ha(20%) 

2. 労働人口 2億4460 万人，晨業労働人口 l
億5302 万人，63% ，灌漑4,210 万ha,25%

3. 主要農産物は、米，小麦，ゾ＂が人，卜りそロコシ，
トウヅソt

・ エ，マメ類，引トウキt· ，油料穫子，ヅュート
4. 食用穀物自給率 104%(1984-86平均）

1. 稲の近代品種普及率58%
（成分量合計） 65kg/ha

2. 北部では焼き畑j hum が残っている
3. 東部は降雨1000mm以上で稲作が、 西部

は降雨1000mm 以下で畑作が優越する
4. 1970年代に適正技術が主張された最近、

持続的農業の検討が行われた

肥料の投入量 I. 国レベルは !CAR 雑織が、 州レベルは
州立大学が担当 研究者数は前者が4千
人、 後者が6千人居る

2. デ炉の農業研究所(!ARI) が中心
3. 稲の研究は、＂イテ方バードの稲研究理事

会(DRR) とカクックの稲研究所(CRRI) が中心
4. 食品加工はマイゾールの CFTRI が中心

サウジ
アラビア

ー

1
5
5

ー

1 ． 人口I, 487 万人、国土面積約215 万km'
（日本の5.7 倍）

2． 経済成長率3.2%
3.GNP: 6,230$ ／人('89)
4.1902年サウド家、 リヤド中心に平定
5. 1938年油田発見
6. I 989年第5次5カ年計画発表
7. 1990年3月イラソとの国交断絶
8. I 990年8月湾岸戟争、 戦争後国内民主化

の動き

l ． 晨地面積236 万5千ha（国土面積のI.1%) 
、放牧草地8500万ha (39. 5%) 、森林面
積120 万ha (0. 6%) 

2 ． 労働人口約400 万人、農業労働人口約160
万（労働人口の39. 0%) 

3 ． 農業形態：晨地の樗成（乾燥地60.4%、
潅淑耕地15.4%、 永年作物栽培地24.2%) 

4． 主要作物：小麦、 大麦、ソ，，がム、 ナ9}ヤシ
5 ．食糧自給率：穀類84%，芋類24%，肉類56%
6.GDP第 1 次産業農業比率6.6%
7 ． 第4次5カ年計画(1989) 以降農業優遇政策

実施（小麦・大麦生産増大）
8 ． 伝統的農業・放牧と企業的農業・図芸・

斎産との対比激化

l ． 農業生産向上対策：肥培技術改良、 優良
種苗、病害虫防除、 潅漑、土地改良、
基盤整備、家否防疫

2．農業部門優遇政策により小麦、 大麦生産
の飛躍的増大、小麦約200 万t輸出（世界
輸出国第6位にランク）

3． ソルガム生産面積の低下 (75年30 万ha→
91年7万ha)

I. 3つの大学に農学部が設置
2 ． 中央農業研究セソクーが研究の中心的役割

（研究8部門で研究員75名）
3． 研究対象が大規模農場や牧斎、 養鶏に集

中して、伝統的晨業、放牧は対象外
4． 農業技術セソクーの設置と普及拡大

イエメン l ．人口I,128 万人、国土面積52.8 万km'（日
本のI.4倍）

2 ． 経済成長率：北5.5%、南ー3.2%
3. GNP :北650$ ／人、南430$ ／人（平均値

は日本のI.8%) 
4. I 9 I 8年北イエメン王国成立
5. I 967年南イエメン人民共和国独立
S. I 990年南北統ーイエメンの樹立

l ． 農地面積161 万ha（国土面積の3%) 、放
牧草地1,600 万ha (30. 4%) 、森林面積
400 万ha (7. 7%) 

2．労働人口298 万人、 晨業労働人口155 万人
（労働人口の52.2%)

3． 農業形態：畑耕地 (93.5%) 、永年作物
栽培地(6.5%) 

4．主要作物：小麦、 ')”♦ K、トウモロコッ
5． 作物生産指数／人(1991年） ：47.5% 

(1979-89: 100％とした比率）
6． 穀物生産の低迷と晨産物輸入の増大
7 ． 南北イエメンとも海岸域、 山岳域、 高原

域、 砂漠域に大別され、山岳、 高原域が
穀物生産地帯である

1 ． ズーラ、ズッカム(')ルカ． A品種群） ：広
域栽培品種、 生育旺盛、安定性、 耐干性

2 ． 作物品種改良：耐干性、 熟期改良（早生）、
種子生産

3． 栽培技術：栽培基準の確立と普及、技術
者養成、

4．穀物全体の生産低下の中で、小麦生産の
増大とソルガム生産の低下

5． 南イエメンでは、近年、干ばつ等自然災
害による作物生産の低迷が継続

l． 南北イエメンとも農業研究技術者の絶対
的不足

2 ． 南北イエメンに各1大学農学部が設置
3.北イエメンでは、 Agric. Research 

Authorityが晨業研究の中心的役割
4． サウジアラビアやオマ ー ンに比較して、

農業の比重が高く（特に北イエ｝ソ） 、外国
援助による研究報告が多い



各国0農本木菜 ー衰術。 苛究頂向 （そC7::> 2) 

国 名 政治・経済・民生の動向 農林業動向 農林業技術動向 国立農業研究機関(NARS) の現況

オマ ー ン 1 ． 人口150 万人、 国土面積30 万k rrl（日本の
80%) 

2． 経済名目成長率： ー2. 8%
3. GNP: 5,220$ ／人（日本のI8. 1%) 

4. 19世紀英国の保護国
5. I 959年内陸部まで国王の支配下に入る
6. 1988年農・漁業年に宜言（振興政策）
7. 1988年すマーソ人の登用政策（オマーソ化政策

の実施）
8. 1990年国王が議会創設計画を発表

1 ．農地面積6. I 万ha（国土面積の0.07%) 、
放牧草地100 万ha (4. 7%) 

2 ．労働人口41 万人、 農業労働人口16. 4 万
（労働人口の40. 1%) 

3 ． 農業形態：畑耕地 (26.2%) 、 永年作物
栽培地 (73.8%)

4 ． 主要作物：ナツ｝ヤシ生産量の比重が高い
（穀類極少ない）

5. GDPに対する第 1 次産業比4.3% （低い）
6．全産業輸入に対する農業部門輸入比2

l ． 農耕地の95％は北部オマ ー ンに分布
2． 輸入量抑制のため農業振興政策
3．第4次5ヶ年計画の中で農業・漁業の育成

が柱 (20年後の原油枯渇予想に呼応）
4． ナツメヤシ消費の減少から小麦消費増大

ヘ また野菜、 果物、 畜産物消費増大
5．小麦は北部地域の内陸盆地に生育可能で

あるが、 圃場1区画が小さく機械導入困
難→大きくこの国の生産環境からみて小
麦生産増大は困難

l． 農業研究者が少ない
2． 大学に農業・食品学部が設置
3 ． 農水省の農業研究部がある
4． 農業試験場が国内7カ所に設醤
5． 畜試、 果樹・野菜試の設置
6． 農業普及セソクーが国内44カ所に設醤
7．研究技術者、 普及者の不足

ソロモン諸
烏
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1 人口32. 4 万人(90年） 人口増加率3.5%( 
70-90) 国土面積28,900km2

2 GNP 580$ ／人(90年） 経済成長率7. 0%
(80-90) 物価上昇率10.2%(90年）

3 I 978年英から独立 外交の多角化 メラ
ネシア地域の開発

4第 一次産業中心の経済 自給自足農業と
輸出のための漁業、 林業、 作物生産が基
盤 一次産品の価格低迷 貿易は赤字

5 86年の台風で経済は打撃を被った

1 農地5.7 万ha 森林256 万ha 耕地2. 0%
林地91.5%、 草地1.4%

2 I 5-6 9歳人口14.1 万人(86年／同年の総人
ロ 28. 5 万人） 農村人口24. 1 万人(84. 4%) 

3 農業はいも類を中心とする畑作 86年ま
では稲作も行われてきたが、 生産中止

4 主要作物はタロ、 ヤム、 甘藷、 キャッサ
バなどのいも類 輸出向けにはココナッ
ココア、 オイルパームなど

5穀物自給率はゼロとみられる

1自給自足の農業生産 いもや野菜等の栽
培、 豚や鶏の放飼、 採集、 狩猟、 漁労

2輸出向け商品作物の生産 農図の開発と
農民への奨励 ココナツ、 コ コア、 オイ
ルバームなど

3 国内市揚の拡大とともに基本食料の生産
と新たな商品作物の開発が重要になって
いるが、 米など穀類の栽培には閑心が
無い

4食品加工産業はほとんど発達していない

1農業土地省の農業局に研究部門があり、
ドドク リークに唯一の農業研究所がある

2 senior staffl2名、supportingstaff約
40名

3 いも、 野菜、 スパイス、 果樹、 ココナッ
ココアなどの遺伝資源の評価、 栽培技術
ファ ー ミングシステムなどの試験を実施
している

4天然資源省の森林局には森林関係の研究
部門がある

バヌアッ 1 人口I5. 8 万人(90年） 人口増加率3.2%( 
70-90) 国土面積12,200km2 

2 GNP 860$ ／人(89年） 経済成長率0. 7%
(80-89) インフレ上昇率4.5%(90年）

3 I 980年英仏から独立 外交の多角化 メ
ラネシア諸国との連携

4 自給自足農業が基盤 一方で輸出向け作
物生産が展開 貿易は大幅な赤字 最近
観光収入が増加

1 農地14. 5 万ha 森林91.4 万ha
％、 林地1. 3%、 草地2. 1%

2 I 5-6 4歳人口7.5 万人(89年／同年の総人口
14. 3 万人） 農村人口II. 1 万人(81.6%)

3農業はソロモン諸島と同様にいも類を中
心とする畑作 穀類の栽培はない

4 主要作物はタロ、 ヤム、 甘藷、 キャッサ
バなどのいも類 輸出向けにはココナッ
::r::rアなど 牛肉生産が拡大

5穀物自給率はほとんどゼロとみられる

耕地11. 9 l ソロモン諸島ときわめて似た状況にある
自給自足の食料作物の生産と輸出向け商
品作物の生産

2島によっては、 生活のための水源の確保
と牧場など農業開発にともなう土壌浸食
が問題になっている

1農畜林水省は独立した研究雑織を持たな
し‘

2農業局のもとで総勢4名のチームがタガ
べの試験場でいも、 野菜、 スパイス、 果
樹などの品種改良や栽培試験に取り紐ん
でいる

3サント島には仏CI RADの研究所があ
り、 ココナツ(!RHO)およびココア、 コ

ー ヒ ー (IRCC) の研究を実施

南アフ リカ l ． 人口3,607 万人、 人口増加率2.6%、
国土面積122 万km2

2.GNP 2,460$／人('89)

3． 民主化は不可逆的、 連立政権樹立近い
4 ． 各国の経済制裁が解除、 高インフレ率
5． 鉱業（金、 ダイアモンド等）、 農業資

源豊富、 工業も含め生産活動活発
6． 主要貿易相手国（独、 米、 英、 日、 伊
7 ． 民政は安定化の方向、 都市部は安定

1． 晨地I,317 万ha(I0.8%、 潅がい8. 6%）草地
8, I 37 万ha(66.7%）、林地451 万ha(3. 7%) 

2．労働人口I,23 万人、農業人口176 万人
(13.3%) 

3． アフ リカ唯一の自給・自足、 農業立国
4． 主要作物：トウモロコシ、 コムギ、 砂

糖、 柑橘類、 羊毛、 皮革、 食品加工物
5．地域・農村社会の自立、 開発、 生産性

向上必須→国全体の政治・社会的安定

l ．メイズ耐乾性品種、 白色粒品種、 およ
び小麦早成品種の開発を目指す

2 4 0種の家蛮病害ワクチン保持
3イチゴ等耐病性系統を創出
4 固有遺伝資源の開発、 利用を目指す
5地域の農業システムの開発が課題

1アフ リカで最もレベルが高い
2全ての分野で、 南部アフ リカの地域性

を重視している
3 研究予算、 人的資源が潤沢でない
4民間との研究協力傾向が強い
5海外との研究交流を強く要望



各国0晨木木多掟 捻術 研究重力向 （そ� 3) 

国 名 政治・経済・民生の動向 農林業動向 農林業技術動向 国立農業研究機関(NARS) の現況

マ ダガスカ l ． 人口 l,240万人、 人口増加率3.2% I.農地310万ha(5. 3%、 潅がい29.7%）、草地 l ． 潅がい施設の保守・ 管理不十分 1 研究予算が極度に不足している
Jレ 3,400万ha(58. 5%）林地1,553万ha(26. 7%) 2． 品種選別等の実証試験が不十分 2 研究活勤は人的にも海外協力に依拠

2. GNP 230$／人('89) 2 ． 労働人口528万人、農業人口402万人 3 ． 小面積用稲作機械が不足 3 研究員が高齢化し、 首都に集中
3． 世界ワースト 1 4位の最貧国 (76. I %) 4 農民への技術教育・指導・移転を行う 4 低賃金、 管理機樗の不備、 普及機関の
4． 社会主義、 独裁の長期政権が崩振中 3 ． 最重要産業（人口の85%、 輸出額の80% 機関の不在あるいは活動停止 不在により研究活動が極度に停止
5． 中央備重、 部族対立、 政府・官僚の腐 4 ． 主要作物：米（耕地の60%) 、 根菜類

敗 メイズ、 畜産物
6． 政治的混乱の長期化、 民心不安定 5 ． 輸出作物：コー ヒ ー(50%）、 クロー ブ
7． 経済活動は低迷し、 慢性化 バニラ、 コショウ、

6 ． 換金作物：砂糖、 綿

モー リシャ 1． 人口109万人、 人口増加率l .8% l ． 農地10万 ． ha(57.3%、 潅がい16.0%) l ．サトウキビを始め輸出作物の栽培・育 l ． サトウキビ、 落花生、 じゃがいも、 ト
ス 国土面積 l,865km2 草地0.7万(3. 8%）、 林地5.7万(30.8%) 種技術は高度 ウモロコシはサトウキビ研究所

2.GNP I ,  777$／人 2 ． 労働人口43万人、 農業人口9.6万(22.2%) 2．病害虫のほとんどは外来、 植物防疫部 2 ． 独立した研究部門は無く、 普及重点
3． 非同盟諸国、 旧共産園とも協調、 3 ． 主要作物：サトウキピ 門を分罪・強化 3．研究員、 研究予算が少ない
4． 外国資本導入、 輸出加工工業を振興 4 ． 砂糖産業 (GNPの12%、 労働力の18%、 3． サトウキビを除き、 栽培規模は小さい 4 ． 海外との交流が非常に少ない
5． 観光産業でGNP 増加、 経済成長順調 輸出額の32%）が主、 全島サトウキピ畑
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6 ． インド系が 70％を占め、 人種問題は顕 ·5 ． 輸出作物：茶、 果物、 花
在化しない

メ キシコ 1 人口9,021万人、人口増加率2.2%、国土面 1 耕地2,471万ha(l 2.9%），森林4,246万ha 1 潅漑地域21%、地下水位低下で潅漑コス l 全国の林，農，牧の101の国立試験場は森
積19,725万ha．人口密度44人／km2 (21. 7%），自然草地7,450万ha(38%) ト増大、 節水栽培技術の開発と普及 林農牧研究所(INIFAP) に統合され、 地域

2 GNP2,145億＄、 2,450$／人 2 国土の93％が乾燥・半乾燥地帯、潅漑率21% 2 野菜果樹は表面から点滴，ス7
゜リソクラー潅淑ヘ 試験場は8地域に区分，統括されている

3 税制改革，国営企業民営化，政・労・使の経 3 労働人口3,I 18万人，農業934万人(30%) 3 食糧自給率向上のため、トウモロ コ シの 2 植物生理，微生物，生物工学，遺伝資源，機
済安定成長協定の効果で、 財政赤字削減 4 土地所有の著しい不均衡で「二重樗造」 良質高収品種育成と普及計画推進、 コム 械，林産．土壌植物大気水分動態の専門別
，インフレ率16% ，経済成長率4. 8% 5 地域格差：後進区；中央部・南部の天水地 ギの優良種育成とサピ病の生物的防除 研究センターがある

4 「エ ヒ ー ド（共有地 ）」の私有化解禁 帯でトウモロコシ・豆類、先進区；北部、北西部の 5 外貨獲得のため、 野菜の病虫害防除・畑 3 地域試駿場の大部分は10人程度の規模
5 北米自由貿易協定交渉進展，93年締結か 潅漑地帯で小麦、トウそロコシ，サトウキt·，コーt- の土壌肥沃度維持向上 4 研究員総数I ,850人，農業I ,300人，畜産35
6 中米6カ国と自由貿易圏実現で合意 4 野菜・果物輸出増大するが，穀物の輸入増 6 自然資源保全のため、 維持傾斜地の土壌 0人、 森林200人、 30％がMS,PhD保持者
7 首 都囮の大気汚染・公害が深刻化、 汚染 大で88年来農産物輸入超過，食糧自給率 侵食防止技術の開発 5 1992年予算総額Z, 177億へ゜ 1(91億円相当）

防止法等対策強化、 水質汚染も拡大 85% 7 酸性・アルカ リ土壌抵抗性牧草の育成

コスタ リカ 1 人口301万人、人口増加率2. 7%、国土面積 1 耕地52.9万ha(!0.3%) ，森林220万ha(43%) 1 環境保全、 持続可能な晨業の推進 1 農牧省の研究は研究・普及局が統括
551万ha、人口密度58人／km2 永久草地163万ha(31.8%），潅漑率22.3% 2 野菜の病害抵抗性品種導入による生産増 2 農業試験場は5カ所、 研究員総数150人，

2 GNP53.4億＄ 1，910$／人 2 耕地の46％がコー ヒ ーなど永年作物栽培 3 乾期における潅漑の導入による安定生産 研究員が少なく分散、 応設も不充分
3 インフレ率27.3%、経済成長率3.5% 3 労働人口105万人、 農業25万人(23.8%) 4 作物残査、 下水汚泥等有機物の有効利用 3 コスタ リカ大学農学部はMsコ ー ス、 農業
4 9l 年、公共部門の人員削減、給与抑制等構 4 10年間に農業総生産、 作物生産は30％増 5 雑織培養によるジャガイモの種芋の育成 研究センターが設置され、 研究員175人、

造調整とインフレヘの不満からゼネスト 大したが、 穀物生産は20％低下した 6 土壌・植物栄養診断に基づく合理的施肥 MS、PhD取得者60％で内容充実
6 1948年軍隊解体、 非武装中立を宜言 5 バナナ、 コー ヒ ーを輸出、 穀物を輸入， 7 コー ヒ ーの生産性はプラジルの2-3 倍 4 コー ヒ ー、 バナナ、 サトウキどは半官半
7 対外債務の利子払い、 輸出奨励金増加で 最近5年間に穀物輸入 倍増 民の普及・改良の試験研究機関がある

財政赤字増大し、 GDPの5. 2% 6 穀物収穫面積この10年間で35％減少
8 小型自動車輸入など日本への依存度増大



各国の農林業 ー翠や「寸 一 苛究重力向 （そ� 4) 

国 名 政治・経済・民生の動向 農林業動向 農林業技術動向 国立農業研究機関(NARS) の現況

エクアドル
1 経済成長率2. 9%、物価上昇率49%、失業

率13%、 GNP!. 040$／人('89)

2 人口1085 万人、増加率2.9%、
国土面積 27.68 万km2

3 米国、アンデス諸国、社会主義諸国と
の協調

4石油、 えび、バナナ、コー ヒ ー、
ア輸出に依存する経済

5民政だが政情はやや不安定
6 石油資源枯渇が近い不安あり

コ コ

1 農地790 万ha、森林I.525 万ha、耕地化率
9. 8%、永年草地率18. 6%、森林率39. 4%
耕地潅漑率20. 3%

2 農地分布：西部沿海(49%）、中央山岳
地帯(37%）、東部熱帯林地帯(13%)

3 労働人口338 万人、農業労働人口100 万
人、農業 就業率29. 5%

4主要作物：バナナ、コー ヒ ー、カカオ
花井、砂糖きび 、稲、トウモロコ シ、
菜豆、 小麦 、馬鈴著、大豆、わた、牛
豚、綿 山羊

5 穀物自給率62%
6 バナナは総輸出額の25％を占める
7輸出用花弁が増加している

1アンデス高冷地固有の根菜作物等の遺
伝資源が豊富にあり、自給的に栽培され
るが十分に開発利用されていない

2傾斜地：草地、穀物作、果樹、野菜
3熱帯低平地は稲適地 水利に制限あり

大豆作が増えているが適品種が少ない
4換金作物以外肥料、農薬の使用は少
5畜産物需要度は高い

I INIAP（農・畜産業研究所）があり、7

地域試験場を持つ 独立企業体体制に改
紐される過程にある 定員664人

2対象作目優先順位：乳牛草地、米、トウモロコ
シ，カカオ．馬鈴薯、ハ

・ サ、肉牛、珈琲、油椰
子、7゜ ラタJ、大豆、アンデス作物、果樹

3 国内外の先進研究の成果を当国の自然
社会条件に適応させる応用研究を実旋

チ リ
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1 人口1340 万、増加率I.7% 国土 74. 9 万km2

2 GNPl770S/人('89) 、経済成長率5.6%、
インフレ率20% 低い失業率(5 %) 

3 89年に軍政から民政に移管
自由解放経済
鉱物資源、森林資源豊富

6 高い教育水準、少ない先住民人口(5%)

4
5

 

1 農地1803 万ha、森林880 万ha、耕地化率I I 
6.0%、永年草地率18.0%、森林率11.8% 
耕地潅漑率29.6%

2 労働人口476 万人、農業労働人口58 万人、
農業就業率12. 2%

3 主要作物：小麦、トウモロコ シ、プドウ
菜豆、馬鈴署、ひらまめ、菜種、稲、
てん菜、牛、豚、緬羊・ 山羊

4 穀物自給率69%
5ブドウを主体とした果実の輸出が最も

重要

市場性、輸出適性の高い作目の生産が
優先される． 収穫後商品化技術の重視
潅漑で周年栽培、多毛作化
動植物防疫対策の強化

4 多様な農業生態系に適応した、高品質
多収、耐病虫害抵抗性品種の創出，導入
企業的大規模農業と小規模零細農業
温帯不良土壌地帯での造林面積拡大
天然林の伐採進行

2
3
 

5
6
1

 

I !NIA（農・畜産業研究所）公共企業体機関
として運営費の50％を生産物売却等で自
給

2 地域農試6 ヶ所、要員1300人、用地2 万ha
年間予算I, 700 万＄

3 戦略部門特に輸出産品の研究開発と零
細小規模農家への技術普及、国際研究機
閲、外国諸機関との広範な研究協力の実
施

4 INFOR（森林研究所）限界地での樹種選定
森林経済、森林 管理、資源計測等実施



各 国 と： T A R.  C と の 共 同 研 究 実 施 の た め の 視 点 （そ ク 1 )

国 名 国際協力の現況 研究ニーズ 共同研究へのアプ ロー チ 共同研究実施上の問題点と展望

インド 1 イソ ド 農業研究会議 ( ! CAR) は、 国際機関、
外国機閉と 32 の協定を結び、 外国の
資金援助による7° llヅ ェクトが 1 09 ある

2 7月力はが ストハーベ スト、遺伝資源を実施中
3 SAARC （南7ヅ 7地域協力機樗）として情報

セソ｝を作った
4 世銀が州立大学の施設整備の計画

1 インド東部の稲作強化
2 収穫物の保存、 貯蔵、 輸送技術
3 遺伝 資源の収集、 保存、 評価、 利用

4 油料種子の生産振興
5 マメ科作物を含む作付体系
6 塩類化土壌への適応と改善
7 半乾燥地にお ける畑作技術

1 熱研は以前、 流通利用、 畑作、 農業経
営、 病害虫の研究者を派遣した 現在は
拠出金による I C R I SATへの派遣のみ

2 短期研究、 管理調査、 海外調査でイソ ド
に行った人の数は 74名 を越える

3 ORR（稲研究理事会）、CFT R I （食品技術
研究所）から共同研究の要請があった

1 南アジア諸国では歳入の足しとする た
め、 車や機材に高い関税を掛けられるの
で、 事前の周到な準備が必要

2 デリー、＂イデ うバード 、マイたル ともホテルで
の生活が可能である

3 経済 自 由化に伴 う 肥料代価格の上昇に
反対してゼネストが行われた

サウジ
アラビア

イエメン

オマ ー ン

|
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サウジアラビア ：
l ． 中央農業研究センター (USDAやFAOの援

助で設立、 1 976年） ： 当 初は外国人研究
者のみ、 最近では外国人研究者に、 外国
留学者や リヤド大学出身者が参入

2. J I C Aの協力事例 ：調査報告書

北イエメン：
主要 国 際 プロジ ェクトによる農業研究
シ ステ ムの強化 ：

I. 第 1 7
゜ ロヅ ェクト：FAO/UNDP P r o j e c t  (1973 

-78) 
2 . 第 2 7• 17ヅ ェクト：FAO/UNDP P r o j e c t  (1979 

-84) 、 こ の7°
IIヅ ェクトは、 Cent r a l Ag r i  

-c u l t u r a l  Re s e a r ch Se rv i c e  P r o j e c tと
の呼称、 援助650 万US $ ( 5 年間、 国家負
担3 , 930 万YR

3.第 3 7
゜ ロヅ ェクト ： I DA/I FAD/I ta 1 y/FAO 

P r o j e c t  (1983-88) 
Ag i c u l t u r a l  R e s e a r c h  Au tho r i t y (ARA) 

の再編強化
南イエメン ：

南北統一まで、 南イエメンは社会主義
体制を目標とした ために、 ソ連を中心に
研究援助があったと思われる

オマ ーン ：
I. I 950年代に英国の援助で、 ニズワ、 ソハ

ー ルに農試験場を設置
2. J I C A協力で、 地方農業開発計画調査

、 農業開発基本計画
（現地調査は未実施）

！ ．穀物、 特に小麦、 大麦の収量向上技術開
発

2 ．野菜、 果樹生産向上技術開発（ハウス栽培
等） （重装備農業から適地適作化対策、
サウヅ 7うt* 7) 

3 ． 従来の導入育種から 自 前の交配等による
自 国 品種育成への 転換

4． 乾燥限界地の農業開発と土地利用計画の
策定（ リモセン、 地理情報システA等の先端
技術利用）

5． 塩類集積およびその回避に閲する基礎研
究（塩基土壌とソー ダ土壌）

6 ．潅漑法、 施設に関する研究開発（地下水
量、 水質、 流動特性 潅排水に伴 う 地
下水位変動 各種潅漑法、 施設の開発）

7．耐塩性作物、 品種の生理、 遺伝的評価
8 ．耐乾性、 耐塩性に注目した植物遺伝資源

の収集と評価（特にイエメン）
9 ．伝統的放牧の形態と評価（生態的、 社会

的長所・短所 生産性と永続性など）
10． 優良家畜種の導入評価や防疫対策（放

牧、 近代的牧斎）
1 1 ．潅漑農業地域のFa r m i ng system（効率

的空 間 利用形態） の評価

（現地調査は未実施）

I .  3 カ国における農業生産および研究体制
の実情から見て、 研究設備の拡充や人的
焚成（研究、 普及指導） に関する技術移
転等が問題になると予想される

2 . TARCの研究協力対象となり易い課題は、
左蘭の4, 7 ,  8 ,  9であり、 4と8は数回の
短期出張でもデー タや材料の探索・収集
が可能であろ う

（現地調査は未実施）

l ． サウジアラビアでは、 伝統的晨業と近代
的・企業的大規模農業とのギャップが大
きすぎる 共同研究の位置づけが必要で
ある

2 ． イエメンでは、 統一後の社会不安が激化
している。 また、 国際、 外国機悶の援助
が少なくなっている現在、 継続した研究
が維持されているが ど う か不 明

3 ． オマ ー ンでは、 農業 自 給率の引き上げ政
策が実旋されているものの、 基本的に農
業生産量が極めて少なく、 農業研究 ・ 普
及機閑の施設は拡充されたものの十分に
機能しているとは考えられない。 TARCの
共同研究相手国としては困難であろ う

（現地調査は未実施）



各 国 と T A E C と の共 同 研 究実 施の た め の 視 点 （ そ CT.> 2 )  

国 名 国際協力の現況 研究ニー ズ 共同研究へのアプ ロ ーチ 共同研究実施上の問題点と展望

ソ ロ モン諸 1イギ リ ス、オー ス トラ リ ア、ニ ュ ージ一 1主要な食料作物の生産の安定、 増加を図 1 ドドク リ ークの国立晨業研究所が相手 1 非常に小さな国であり、国立の研究所の
島 ランド、 F A Oなどと、作物の改良、病 るとともに、新たな商品作物の開発など 2 「島し ょ 」 の 自 然条件や生物資源を対象 雑織も小さく、施設、予算、 人材のいず

理、 虫害などに関した共同研究を実施 農業生産の多様化を推進している とした研究分野 れも不足 研究の進展とい う よりは活動
（ドドク リ ーク農業研究所） 2 いも類の遺伝資源の評価、集約栽培、病 あるいは「島し ょ 」 の社会構造や農業技 のための資源を得たいとい う 考えが強い

虫害の防除 術を対象にした社会科学分野 2 マラ リ アの世界一の汚染地帯
3商品作物の改良、導入、栽培（ココナッ 3沖縄支所との共同研究 3政情は安定 首都ホニアラの生活は単調

ココア、 野菜、スパイス 、果樹） だが、問題はない
4ファ ー ミ ン グ システム、ア グ ロ フォ レ ス 4 「島し ょ 」 とい う 、特異な 自 然条件や生

ト リ ー、 ポ ス トハーベス ト 物資源あるいは社会条件をもっ た一つの
5伝統的な農村社会、 農業技術の研究 実験の場としてとらえる こ とができる

バヌアッ 1草地改良、放牧 管理に開する研究、調査 1 食料作物の生産の安定、増加 l ソロ モン諸島よりも見込みは薄い 1政情は安定で、首都ポートピラの生活条
普及、訓練プロジ ェクト（オー ス トラ リ 2 新たな商品作物の開発、改良 2 フランスCI RADとの共同研究も対象 件は非常に良好だが、研究租織がない
ア）（畜産局） 3草地開発、放牧 管理 作物からみて無理 わずかに行われている研究も共同研究と

4土壌の保全と肥沃化 はなりにくい

南アフ リ カ 1． 個人レベルが主 1 ． 遺伝資源開発・利用 l 研究者間情報交換 l ． 外国人研究者受け入れ体制が不明
|
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2 ． ブドウ研究所 ： 独、仏、伊 2． 地域・農村開発 2 研究所問情報交換 あるいは未経験
3． 森林研究所：C IRAD、モザンピーク、 3． バイテク、作物育種 3首都地域研究所 2 ． 外国人の生活環境状態が不明

ザイール、ガボン、コン ゴ 4． 生物防除、貯穀害虫 4短期派遣 3． 今後の政情、および社会情勢 の予測
5． 飼料資源 が必要
6． 生態系 管理、木材利用

マ ダガスカ l． 米：IRR! , C I  RAD l． 地域・農村開発 l． 政情安定化が第 一条件 l． 政情不安が継続
Jレ 2 ． 土壌保全：スイス 2 ． 作物： 栽培 • 生態、作付体系、貯蔵 2. J I CAによる技術協力 2 ． 研究環境の未整備

3． 畜産： オラン ダ 3． 害虫（特にバッタ）防除 3． カウンターバー トの協力度
4． 病害防除：ス イス 4． 土壌保全、水利・潅がい技術 4． 劣悪な生活環境
5． 綿、落花生、野菜：CIRAD 5． 草地利用、飼料作物
6． 晨業システム：CI RAD 6． 荒廃地造林、アグ ロ フォ レ ス ト リ ー

7 ． 育林：CIRAD

モー リ シャ l． サトウキピ研究所以外はほとんど l ． バイテク l ． 研究者間の情報交換 1研究環境の未整備
ス 無い 2 ． 生物防除 2 ． モー リ シャス 大学が対象

3． ア グ ロ フォ レ ス ト リ ー（林一 牧）

メキシ コ 1ソノ ラ州バジ ェ ・ デル ・ ヤギ試験場：CI MM 1潅漑水の効率的利用技術の開発 I NRS (=I N I FAP) の雑織はかなり分散してい 1 研究費が乏しく，出版物も極めて少ない．
YTとコムギ育種、潅漑試験 2 土壌肥沃度の維持・向上技術の開発 て、未だ全体像が明かでない。 特に、専 2 航空郵便小荷物の輸送に2カ月以上かか

2 ユカタン州ウシマル試験場 ： I CRI SATに 3傾斜地の土壌侵食防止技術の開発 門別研究センターの調査を要する る こ とから、機材の輸送には長期間を要
ソルゴー育種専門家派遣 4低水分要求性作物種の導入 2 現時点ではC IMMYTとの共同研究を先行さ するものと予想される

5高品 質 ・ 高収性トウモロ コ シ品種の育成 せ、同時に メ キシコの研究情報をさらに 3 メ キ シ コ シテ ィ 周辺は、大気汚染が激し
収集する いなど生活環境が悪い



各 国 と T A R. C と の共 同研究実 施の た め の 視 点 （そ 0:::, 3 )  

国 名 国際協力の現況 研究ニーズ 共同研究へのアプローチ 共同研究実旋上の問題点と展望

コスタ リカ I NARS ① 土壌保全：FAO/Ho l a nda , 2 2 0 万＄、 1 野菜の病害抵抗性品種の育成 1 中米の研究サイト、コスタ リカが最適 l 研究費が不足し、外国への依存度が高い
' 89-91 ，② 植物保護： GTZ , 1 8 0 万＄、＇ 8 1 -9 3 2 野菜栽培の潅漑技術の開発 2 コ スタ リカ大学農学部、特に農業研究セ 2 コソt· ュークー、電話わが国と同程度普及
③ 主要穀物育種：PMA , I, 440 万s. 3 農薬の使用抑制した病虫害防除法の開発 ンターが施設・人材とも充実、可能性大 3 ほとん どの乗用車が日本車であるよ う に

2 コ スタ リカ大晨学部 ① 植物紐織培養： 4 土壌保全、土壌生産性評価に役立つ土壌 3 NARSは施設・人材とも不充分 わが国との交流が緊密化、関心が高い
I DRC ． ② Co r n e !  I Un i v . , No r t h  Car o l i na 図の作成 4 CAT I Eとは、情報交換を緊密化
Un i v . , Oh i o  U n i v . , Un i v . Camb r i dgeな ど
と各種の共同研究実施

エクアドル I USA （カカオ病害Escoba b r u j a 抵抗性系 1 農産物の多収、高品質化技術の開発 I MAG（農・畜産業省）から派生する関係 1 地域試験場は環境条件不十分
統の選抜評価） 2 良質種子生産技術の開発 事業公社、公団も可能な協力相手 2 通信インフラやや問題あり

2 USA- I s r a e l -C I MMYT （大麦の葉さび抵抗 3 晨産物流通加工技術の開発 2 I N I AP（晨・斎産業研究所）の中央試験 3 政治的にやや不安定
性遺伝子の導入） 4 土壌・水資源の保全 場が協力機関として有望 4 現在は石油産出で経済を支えているが、

3 C IAT- I I CA （牧草有望系統種子の増殖） 5 アグロフォレスト リ技術の開発と資源 3 進行中の体制改革の成行 き を見届け、 開発途上 国であり、協力の意義が大 き い
4 I DRC （ キ ノ アの加工調製技術の開発普及 保全 検討する

及び先住民地域生産物流通センター） 6 家畜生産性の向上、改良育種と飼養技
5 C I MMYT （トウモロ コ シ原生系統の収集） 術の改善
6 C I P （基礎研究での協力、零細農家の馬 7 バイオテクノ ロジーによる作物改良

ー161|

鈴薯生産性向上、アンデス根茎作物の収
集評価、種子馬鈴 薯流通情報システム），

7 COTES U (SWI SS) （落葉果樹）
8 I BPGR （根茎作物の系統同定技術）
9 CORNELL （疫病菌の伝搬 経路、生態解明）

チ リ I J I CA （遺伝資源銀行建設・運営プロジ ェ 1 戦賂的新規作物及び伝統的食糧自給用 I ! N I A（農・斉産業研究所） 1 研究対象地域として熱帯地帯の比重が
クト、菜種半数体育種、組織培養による 作物の遺伝資源の導入、改良 2 I NFOR（森林研究所） 低く、 限定される
野菜改良、牧草、小麦の改良、e t c) 2 バイオテク ノ ロジー技術の導入確立と 3 チ リ大学農林科学部 2 遠隔性

2 I ! CA （技術開発、普及のための体制整備 戦絡的作物の改良への適用 4 コンセプ シ ョ ン大学農林学部 3 資源大国で援助的協力には経済発展度
プロジ ェクト形成援助） 3 輸出作物開発のための農産物流通加工 5 タルカ大学農林学部 が進み過 ぎている

3 PROC I SUR （研究技術情報の多 国間交流 技術の開発 6 アウストラル大学農学部 4 農業への依存度がやや低い
事業の促進） 4 環境資源の評価と 管理技術の解明 等を協力相手機関候補として情報交換 5 継続的な資金、人材が得られれば、乾

4 FAO(Me d i cago  p o l i mo r p h aの収集と特 5 荒廃草地の再生のための改良 管理技術 を進める 燥熱帯から南極大陸に及ぶ多様な生態
性解明、牧野資源共同研究促進ほか） の解明 系を対象にした共同研究が可能で、永

5 A I EA （アイソトー プ利用技術研修） 6 森林資源評価解析、森林保護造成 続的な関係を維持発展で き る 可能性が
6 C IMMYT （麦類の改良） 7 原生樹種による原生林の再生造林技術 高い
8 C I P （馬鈴著の改良、甘藷の栽培等）

その他 ! CARDA , I R R ! , I CR I SAT , IGPGR ,  
I SNAR , I FDC, I C I , B r i t i s h Counc i l ,  

C I RAD , ! NRA ,  I DRC , USA I D) 及び諸大学
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